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Ⅰ 実行計画書兼事業説明書の趣旨 

第１次滝沢市総合計画基本構想の将来像と、その実現のために策定した各政策を含む後期基本計画の

市域全体計画を受け、取組の具体的な事務・事業を明らかにするものです。 

 

Ⅱ 計画期間 

実行計画は、社会経済情勢や市民ニーズの変化、財源を含む国・県の制度改正に対応するため、新年

度を含む４ヵ年間の目標及び投資額を記載しています。なお、第１次滝沢市総合計画後期基本計画の期

間は平成34年度までとなります。 

 

Ⅲ 掲載についての留意点 

① 第１次滝沢市総合計画後期基本計画の政策・基本施策ごとに整理しています。 

② 義務的事業は、事業名の下に「義務的事業」と表記されています。 

※義務的事業の概要については３ページ目を参照ください。 

③ 継続（事業）区分は、新規事業・継続事業のいずれかが示されています。 

④ 事業主体は、滝沢市主体・協働事業・他団体事業主体のいずれかが示されています。 

⑤ 事業の意図やねらいは、事業の目的を含め、実施による成果・効果が示されています。 

⑥ 事業概要は、平成31年度に実施する事業内容を示しています。 

⑦ 活動指標は、各事業に係る４ヵ年の指標と目標値を示しています。ただし、適切な活動指標の設定

が困難な場合は、空欄としています。 

⑧ 計画額（事業費）は平成31年度から平成34年度内の年度別事業費と４ヵ年度の合計額を示していま

す。 

※ 一般会計予算事業・特別会計予算事業・企業会計予算事業の事業費について、職員人件費、公債費

及び一般行政事務費は含まれません。 

⑨ 備考欄には、全体事業期間・特定財源の名称等を示しています。また、【特別会計】は特別会計予

算事業を、【公営企業会計】は、地方公営企業会計予算による事業で、< >は以下を示しています。 

※ 全体事業期間は、事業の開始年度および終了予定の年度を示していますが、開始年度が不明な

場合は平成31年度に、終了予定がない場合は平成34年度に事業期間を設定しています。 

※ 繰越明許費の記載がある事業は、平成30年度中において設定した上限額を記載しています。 

 

<新 規 事 業> 平成31年度から実行計画書に登載した事業 

<統 合 事 業> 平成30年度に実施した事業のうち、平成31年度にて２事業以上が統合された事業 

<分 割 事 業> 平成30年度に実施した事業のうち、平成31年度にて２事業以上に分割された事業 

<名称変更事業> 平成31年度より、事業の名称が変更となった事業 

<ゼロ予算事業> 特別な予算措置は無く、職員人件費等により行われている事業で年間80時間以上の

勤務を要する事業 

<調 査 事 業> 事業の実施やその実現・有効性等について調査をする事業 

平成 31 年度実行計画書兼事業説明書 



Ⅳ　政策の実現手段

事業数
（うち新規）

計画事業費

126

(1)

 　（うち一般会計分） (104) (6,361,483) (6,473,400) (6,615,890) (6,812,519) (26,263,292)

63

(1)

55

(1)

 　（うち一般会計分） (42) (1,081,919) (1,133,520) (1,050,154) (1,103,011) (4,368,604)

87

(1)

33

(4)

 　（うち一般会計分） (31) (521,487) (387,753) (450,506) (410,435) (1,770,181)

405 21,703,568 21,967,791 22,142,937 22,536,367 88,350,663

(368) (11,809,358) (11,815,650) (11,724,704) (11,996,215) (47,345,927)

2,308,380

次代を担う人材の育成と、持
続可能な行財政経営を進め
る部門

学びにより充実した人生を送
ることができるまち

ひとにやさしく安全・安心で活
力あふれるまち

6

4 8,938,595

政   策   名
平成32年度
計画事業費

平成34年度
計画事業費

地域の産業がより活性化し、
次代を見据えた挑戦を続け
るまち

406,146

2,187,600

404,203389,898

41

4,946,360

15,146,141 62,685,043

1,138,525

４ヵ年度計
計画事業費

平成31年度
平成33年度
計画事業費

2,063,483

15,823,826

1,613,761

453,547

2,257,410 2,185,205

413,514

1,783,175

実行計画総括表（平成31年度～平成34年度）　　　（単位：件、千円）

多様なつながりによって市民
が行動しているまち

2,200,861

健やかで笑顔にあふれるま
ち

8,383,729

政　策　　　計

（うち一般会計分）

5 1,356,9041,253,710

525,358 390,794 413,476

1,197,221

1

3

2,059,870 2,059,515

15,447,640 16,267,4362

－ 2 －
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Ⅴ 義務的事業 

平成31年度実行計画においては、引き続き義務的事業の定義を以下の３つの事由のいずれかに該当す

る事業であることとして、該当する事業については、事業名の下に「義務的事業」と表示しています。 

① 「市町村が実施しなくてはならない」旨が、国や県の法令等で明確に示されている事業。 

② 国・県計画、債務負担行為、負担金（国・県・一部事務組合等に限る）に関し、必ず実施しなくては

ならない事業。 

③ 市の行財政の基幹を担う事業（電算処理関係や税務・収納等に関する事業）。 

 

Ⅵ 展開戦略 

生産年齢人口の減少による税収の逓減、高齢化の進展による扶助費の増嵩、公共施設やインフラ資産

の更新時期の到来など、今後、地方自治体を取り巻く環境は、厳しさを増していくことが想定されます。 

このような中、滝沢市では、幸福感を基点とした市民の想いを実現するための地域づくりを進めるた

め、前期基本計画では、基本構想の８年間の目標である「幸福感を育む環境づくりの基盤づくり」に向

け、機運の醸成とセーフティネットの維持を図ることを目標に、市民が幸福を判断する要素である「人

とのつながり、健康、所得・収入」に関連性の高い事業を重点として取り組んできました。これらの取

組みについては、基本構想の目標に深く関連するため、今後も取り組んでいくこととしています。 

さらに、平成31年度から始まる後期基本計画では、最終年度である平成34年度までの目標を「幸せづ

くり活動が増えているまち」と定め、「健康づくりを通じた幸せづくりの加速」と「若者が定住できる

受け皿の確保」の２つの展開戦略を用いて、「幸福感を育む環境づくりの基盤づくり」の実現に取り組

むこととしており、それらの取組みに対応した事業の展開を加速させるために、展開戦略を基にした事

業の実施に努めることとしています。 

事務事業実施にあたっての展開戦略の視点は以下のとおりとしています。 

 

展開戦略 展開戦略の視点 

健康づくりを通じた幸せ

づくりの加速 

健康づくりに関連する新たな取組 

健康づくりに関連する視点を持った既存事業の新たな取組 

政策の枠を越えた横断的な健康づくりの取組 

若者が定住できる受け皿

の確保 

子どもや子育て世代への支援 

住環境の整備 

地域への愛着の醸成につながる取組 

地域産業の振興につながる取組 

民間企業等との連携協定に基づく取組 

教育機関との連携による取組 

 



  

地域づくり懇談会

 多様

計画のビジョン（政策

な

が実現できたときの状

つ

態）

地域に対する意識

な

などが多様化する中に

が

あって、市民一人一人

り

が人とのつながりを大

に

切にし、地域や行政と

政 よ

多様な形でつな

がりを

っ

持ち、自身や地域のこ

て

とを考え、行動するこ

市

とにより、幸福を実感

民

し安全・安心に暮らし

が

ている状態です。

政策

行

目標値の達成状況

基準

動

値 上：戦略目標見込値

し

／下：達成値 目標値 進

て

捗状況No 政 策 目 標 指

策 い

数
平成30年度 平成3

る

1年度 平成32年度 平

ま

成33年度 平成34年

ち

度 平成34年度 進捗率

 

(%)

暮 地域活動に参

基

加している人の割合
1

本

ら 53 55 58 60 6

施

0 -50.7単 位 ％

策

し - - - - - 0.0

幸

　

滝沢市で幸せに暮らし

　
０

ている人の割合
2 64

１

68 71 75 75 -6

 

0.1単 位 ％福 - -

 

- - - 0.0

 

基本施策が４年

互

間でめざす姿

地域活動

い

を行う上で様々な課題

に

がある中、性別や年齢

認

を問わずに多様な考え

め

方を認め合い、地域の

　
合

方々がつながりを意識

い

す

ることにより、活動

誰

の輪が広がり、市民一

も

人一人が、様々な場面

が

で地域づくりに関われ

活

る地域を目指します。

躍

基本施策目標の進捗状

で

況分析

地域コミュニテ

き

ィ基本条例に基づく地

る

域づくり懇談会による

　
地

地域別計画の見直しが

域

行われ、第１次滝沢市

の

総合計画後期基本

計画

実

に合わせ活動が行われ

現

ると考えますが、コミ

－

ュニティ意識の希薄化

 

や地域活動の拠点とな

4

るコミュニティ施設の

 

老朽化

などの課題があ

－

ります。また、来館者

０

100万人を突破したビッグルーフ滝沢については、今後も多くの方が来場し交流と賑

わいを創出するとともに、黒字運営に向けた取り組みが必要となります。

事       業       名

１

事業の意図やねらい（成果や効果）

地域自治活動事業 自治基本条例の目的に掲げる住民自治の深化を目指し、単位自治会活動と市民主

体の地域づくり活動の支援を行います。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概

 

要
・自治会活動支援継続 一般・2款・1項・8目
・地域コミュニティ基本条例の推進

事    業    主    体 ・地域別計画の周知（後期４年分）

地域づくり推進課

【他団体事業主体】

自治会連合会、単位自治会、



平 画

と

源 62,388 24,

も

975 12,471 1

に

2,471 12,47

、

1
  総合センターコ

市

ミュニティ助画   成

民

【その他】ほか指 訳 一

が

般財源 132,978

安

38,529 31,2

心

83 31,883 31

し

,283
計

標 額 他団体

平

て

事業負担額

暮らせる地域づくり

成

、防災防犯、環

境保全

3

などの地域活動を支援

1

しその活動の輪が広が

年

る環境づくりを推進し

度

ます。

そのためにも、

～

暮らしやすさ・幸福実

平

感の両面で、各施策を

成

計画的に展開し、政策

成
3

のビジョン「多様なつ

4

ながりによって市

民が

年

行動しているまち」を

度

目指します。

基本計画

（

期間内の取り組みと方

単

針のうち、平成31年

位

度の重点課題

・幸福感

 

を育む地域づくりの根

 

幹である後期の「地域

千

別計画」の周知を図り

3

円

、市民主体による地域

）

づくり活動を支援しま

－

す

。

・地域活動の拠点

 

施設を活用した地域活

5

動の支援と賑わいを創

 

出します。

・安全・安

－

心なまちづくりのため、地域防災リーダーの育成など地域防災力の強化や、交通事故・犯

1

罪の減少を市民と連携

し取組みます。

・循環型社会構築への啓発やごみの減量化・資源化

政

に市民・団体とともに

策

取組みます。

・市民に

の

信頼と安心感を伝えれ

達

る、適切かつ親切な窓

成

口対応に取組みます。

（

基本施

年

実

策の達成（実現）に向

現

けた基本計画期間内の

）

取り組みと方針

2つの

に

施策の達成に向け、地

向

域づくり懇談会におけ

け

る地域別計画の推進と

た

市民主体の地域づくり

基

を支援するとともに、

本

地域

活動の拠点となる

計

コミュニティ施設の活

度

画

用及びビッグルーフ滝

期

沢の利用促進を進めま

間

す。

2つの施策名称

・

内

市民主体の地域づくり

の

活動支援

・市民活動拠

取

点による賑わいの創出

り

基本計画期間内の取り

組

組みと方針のうち、平

み

成31年度の重点課題

と

2つの施策の重点課題

実

方

・市民主体の地域づく

針

り活動支援　　　→　

親

地域づくり懇談会によ

切

る地域別計画の浸透及

丁

び推進

・市民活動拠点

寧

による賑わいの創出　

な

→　コミュニティ施設

窓

の活用及びビッグルー

口

フ滝沢の利用促進

は

行

、多

項    

く

   目 平成31年度

の

平成32年度 平成33

市

年度 平成34年度 備 

民

      考
○全体

と

事業期間活 目 自治会加

つ

入率
  昭和46年度

な

～平成34年度83 8

が

3 83 83
動 単 位 ％

標

計

る

指

標 値 単 位 ○特定財源

身

  いわて全世帯配布

近

版配布委託投 計 年度別

な

事業費 195,366

接

63,504 43,7

点

54 44,354 43

と

,754
  交付金、

な

いわて県議会だより合

る

  配布委託交付金【

と

県】、自治資 内 特定財



  

の

的事業）

継続区分 会計

意

・款・項・目 平成31

図

年度の事業概要
指定管

や

理制度を活用して施設

ね

の管理運営及び北の湯

ら

の開設を行います。継

い

続 一般・2款・1項・

（

12目
期間は平成31

成

年4月1日～平成36

果

年3月31日です。
事

 

や

    業    主

効

    体
地域づくり

果

推進課

【他団体事業主

）

体】

指定管理者（社会

参

福祉法人やまゆり会）

画・

事       業

協

       名 事業

働

の意図やねらい（成果

推

や効果）

大釜駅前コミ

多

進

ュニティセンター管理

事

運 地域コミュニティの

業

活性化をめざし、活動

男

の場としての施設の適

女

正な維持管理を

行うと

共

ともに、駅利用者の安

同

全管理を行います。
営

参

事業

継続区分 会計・款

画

・項・目 平成31年度

の

の事業概要
・施設管理

様

活

業務継続 一般・2款・

動

1項・12目
・警備業

事

務
事    業   

例

 主    体 ・定期

を

清掃等業務

地域づくり

学

推進課 ・施設維持修繕

び

【滝沢市主体】 ・貸館

、

業務

意識

な

の高揚を図り、女性の

つ

積極的な社会参画を

促

な

進します。また、地域

が

づくりフォーラムを実

り

施し、地域活動につい

に

て情報を共

有しながら

政 よ

市民の地域づくりに対

っ

する意識を高めます。

て

継続区分 会計・款・項

市

・目 平成31年度の事

民

業概要
・男女共同参画

が

セミナー等の開催継続

行

一般・2款・1項・8

動

目
・男女共同参画サポ

し

ーターの活動支援
事 

て

   業    主 

策 い

   体 ・地域づくり

る

フォーラムの開催

地域

ま

づくり推進課

【協働事

ち

業】

男女共同参画サポ

 

ーター

基

事     

本

  業       

施

名 事業の意図やねらい

策

（成果や効果）

滝沢地

　

域づくり活動推進補助

　
０

事業 第1次滝沢市総合

１

計画基本計画地域別計

 

画を推進するとともに

 

、地域住民の企画

力・

 

実践力・課題解決力の

互

向上と多様な団体の参

い

画による市民主体の地

に

域づくり

の浸透を図り

認

ます。

継続区分 会計・

め

款・項・目 平成31年

　
合

度の事業概要
地域別計

い

画の推進と具現化を図

誰

るため、地域づくり懇

も

談会等地域で活動する

が

団体継続 一般・2款・

活

1項・8目
が連携し、

躍

主体となって実施する

で

事業に対して補助金を

き

支出し、地域づくり活

る

動
事    業   

　
地

 主    体 を支援

域

します。

地域づくり推

の

進課

【協働事業】

地域

実

づくり懇談会等地域団

現

体

－

事       

 

業       名 事

6

業の意図やねらい（成

 

果や効果）

自治公民館

－

整備補助事業 地域の融

０

和と地域活動の活性化を目指し、自治公民館等の建築及び改築、修繕に

要する経費を補助することにより、地域活動の拠点整備を図ります。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
地域活動の拠点である自治公民

１

館等の整備に対して、

事

補助金を支出し地域を

 

支援継続 一般・2款・

 

1項・8目
します。

事

 

    業    主

 

    体
地域づくり

 

推進課

【滝沢市主体】

  

事       業

業

       名 事業

 

 

の意図やねらい（成果

 

や効果）

北部コミュニ

 

ティセンター管理運営

 

事 地域コミュニティの

 

活性化を目指し、北部

 

地区における地域活動

 

の拠点としての

施設の

名

適正な維持管理を行い

事

、自治組織の活動支援

業

を図ります。
業

（義務



平 画

 

3,729 969 92

 

0 920 920
  画

 

  指 訳 一般財源 79

 

,469 18,557

 

19,793 20,2

考

94 20,825
計

標

○

額 他団体事業負担額

全体事

項   

平

業

    目 平成31年

期

度 平成32年度 平成3

間

3年度 平成34年度 備

活

       考
○全

目

体事業期間活 目 地域活

男

動団体利用件数
  平

女

成12年度～平成34

共

年度15 15 15 15

同

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位

参

○特定財源
  大釜駅

成

画

前コミュニティセンタ

サ

投 計 年度別事業費 18

ポ

,838 4,531 4

ー

,769 4,769 4

タ

,769
  ー使用料

ー

【その他】他合
  資

認

内 特定財源 2,028

定

528 500 500 5

者

00
  画   指 訳 一

 

般財源 16,810 4

3

 

,003 4,269 4

平

,269 4,269
計

成

標 額 他団体事業負担額

31年度～平成

1

34年度数 48 50 5

年

2 54
動 単 位 人

標
指 審

度

議会等における女性委

～

員登用
率 27 27.5

平

28 28.5
標 値 単 位

成

％ ○特定財源
  ＮＰ

成
3

Ｏ認証等事務処理交付

4

金投 計 年度別事業費 1

年

,946 175 175

度

175 1,421
  

（

【県】合
  資 内 特定

単

財源 468 117 11

位

7 117 117
  画

 

  指 訳 一般財源 1,

 

478 58 58 58 1

千

,304
計

標 額 他団体

3

円

事業負担額

）

－ 

項       

7

目 平成31年度 平成3

 

2年度 平成33年度 平

－

成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 地域づくり懇談会事業参加者数
  平

1

成31年度～平成34年度990 1,000 1,010 1,020
動 単 位 人

標
指

標 値 単 位 ○特定財源
  地域整備特別対策事業基金繰投 計 年度別事業費 4,000 1,000 1,000 1,000 1,000
  入金【その

年

他】1/2合
  資 内 特定財源 2,000 500 500 500 500
  画   指 訳 一般財源 2,000 500 500 500 500

計
標 額 他団体事業負担額

項  

度

     目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○

項

全体事業期間活 目 修繕

 

する自治公民館数
  

 

平成31年度～平成3

 

4年度2 2 2 2
動 単 位

 

箇所
標

指

標 値 単 位

投 計

 

年度別事業費 3,81

実

 

9 819 1,000 1

 

,000 1,000
合

目

資 内 特定財源
画

指 訳 一

平

般財源 3,819 81

成

9 1,000 1,00

3

0 1,000
計

標 額 他

1

団体事業負担額

年度 平

項     

行

成

  目 平成31年度 平

3

成32年度 平成33年

2

度 平成34年度 備  

年

     考
○全体事

度

業期間活 目 利用者数
 

平

 昭和60年度～平成

成

34年度25,000

3

25,000 25,0

3

00 25,000
動 単

年

位 人
標

指 利用件数
1,

計

度

370 1,390 1,

平

410 1,430
標 値

成

単 位 件 ○特定財源
  

3

北部コミュニティセン

4

ター使投 計 年度別事業

年

費 83,198 19,

度

526 20,713 2

備

1,214 21,74

 

5
  用料【その他】

 

他合
  資 内 特定財源



  

の

    体 ・市民活動

意

支援センターとの連携

図

地域づくり推進課

【滝

や

沢市主体】

小 

ね

          

ら

          

い

        計

（成果

 

や効果）

地区コミュニ

多

ティセンター管理運営

様

事 地域コミュニティの

な

活性化を目指し、活動

つ

の場として地域団体と

な

共に施設の適正

な維持

が

管理を行い、自治組織

り

の活動推進を図ります

に

。
業

継続区分 会計・款

政 よ

・項・目 平成31年度

っ

の事業概要
・地元自治

て

会への管理業務委託継

市

続 一般・2款・1項・

民

12目
・施設維持修繕

が

事    業    

行

主    体
地域づく

動

り推進課

【他団体事業

し

主体】

自治会

て

事  

策 い

     業    

る

   名 事業の意図や

ま

ねらい（成果や効果）

ち

交流拠点複合施設管理

 

運営事業 市民の交流及

基

び活動の場を提供する

本

とともに、文化活動及

施

び学習支援の推進並び

策

に観光及び地域産業の

　

振興を図るため、適正

　
０

な維持管理・運営を行

１

います。

（義務的事業

 

）

継続区分 会計・款・

 

項・目 平成31年度の

 

事業概要
指定管理委託

互

（施設管理運営）継続

い

一般・2款・1項・1

に

2目
指定管理者と共に

認

利活用の推進を図り、

め

賑わいを創出します。

　
合

事    業    

い

主    体
地域づく

誰

り推進課

【他団体事業

も

主体】

指定管理者（ア

が

ルビレオたきざわ共同

活

事業体）

躍

事    

で

   業      

き

 名 事業の意図やねら

る

い（成果や効果）

葉の

　
地

木沢山活動センター管

域

理運営事業 地域のコミ

の

ュニティの拠点として

実

多くの市民の方々に利

現

用されるよう、施設の

－

適

切な維持管理に努め

 

ます。

継続区分 会計・

8

款・項・目 平成31年

 

度の事業概要
施設の老

－

朽箇所の維持修繕と利

０

用設備・物品の整備充実、利用者ニーズに対応し継続 一般・2款・1項・12目
た貸館体制の充実等、利用者サービスの向上と適正管理に努めます。

事    業    主    体
東部出張所

【滝沢市主体】

１

事   

事

    業     

 

  名 事業の意図やね

 

らい（成果や効果）

Ｎ

 

ＰＯ認証事業 特定非営

 

利活動推進法に基づく

 

法人の認証や報告等の

 

諸手続きを行い、特定

 

非営

利活動法人の健全

業

な発展を促進し、もっ

 

 

て公益の増進に寄与す

 

ることを目的とし

ます

 

。

継続区分 会計・款・

 

項・目 平成31年度の

 

事業概要
・特定非営利

 

活動推進法に基づく諸

 

手続きの窓口継続 一般

名

・市内ＮＰＯ等の市民

事

への周知、情報提供
事

業

    業    主



平 画

 

年度～平成34年度Ｏ

 

法人数 14 14 14 1

 

4
動 単 位 団体

標
指

標 値

 

単 位

投 計 年度別事業費

 

合
資 内 特定財源

画
指 訳

考

一般財源 <ゼロ予算事

○

業>計
標 額 他団体事業

全

負担額

体事

項

平

業

       目 平成

期

31年度 平成32年度

間

平成33年度 平成34

活

年度 備       

目

考

投 計 年度別事業費 7

利

70,330 205,

用

276 187,429

件

188,209 189

数

,416
合

資 内 特定財

 

源 82,806 29,

成

 

598 17,476 1

平

8,158 17,57

成

4
画

指 訳 一般財源 68

1

7,524 175,6

7

78 169,953 1

年

70,051 171,

度

842
計

標 額 他団体事

～

業負担額

平成

3

34年度2,000 2

1

,000 2,000 2

年

,000
動 単 位 件

標
指

度

利用者数
45,000

～

45,000 45,0

平

00 45,000
標 値

成

単 位 人 ○特定財源
  

成
3

滝沢市地区コミュニテ

4

ィセン投 計 年度別事業

年

費 12,657 3,1

度

08 3,183 3,1

（

83 3,183
  タ

単

ー使用料【その他】他

位

合
  資 内 特定財源 1

 

,091 272 273

 

273 273
  画  

千

 指 訳 一般財源 11,

3

円

566 2,836 2,

）

910 2,910 2,

－

910
計

標 額 他団体事

 

業負担額

9 －

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備     

1

  考
○全体事業期間活 目 来館者数
  平成28年度～平成34年度150,000 150,000 150,000 150,000

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  指定管理者納付金、目的外使投 計 年度別事業費 423

年

,094 104,707 106,129 106,129 106,129
  用料【その他】合
  資 内 特定財源 2,725 657 433 1,197 438
  画   指 訳 一般財源 420,369 104,050 105,69

度

6 104,932 105,691
計

標 額 他団体事業負担額

項 

項      

 

 目 平成31年度 平成

 

32年度 平成33年度

 

平成34年度 備   

 

    考
○全体事業

実

 

期間活 目 利用者数
  

 

平成29年度～平成3

目

4年度23,500 2

平

3,500 22,50

成

0 22,500
動 単 位

3

人
標

指

標 値 単 位 ○特定

1

財源
  葉の木沢山活

年

動センター使用投 計 年

度

度別事業費 27,41

平

2 7,906 6,70

行

成

6 6,385 6,41

3

5
  料等【その他】

2

合
  資 内 特定財源 8

年

,377 1,580 2

度

,262 2,180 2

平

,355
  画   指

成

訳 一般財源 19,03

3

5 6,326 4,44

3

4 4,205 4,06

年

0
計

標 額 他団体事業負

計

度

担額

平成

項

3

       目 平成

4

31年度 平成32年度

年

平成33年度 平成34

度

年度 備       

備

考
○全体事業期間活 目

 

市内に主たる事務所を

 

おくＮＰ
  平成27



  

で

 体 ・各自治会及び滝

発

沢市防犯交通安全協会

生

連合会による広報啓発

し

活動の実施

防災防犯課

て

・防犯及び交通安全に

い

関する各研修会の企画

ま

開催

【協働事業】 ・防

す

犯団体、少年補導員等

。

による青色回転灯装着

岩

車両を使用した防犯見

 

手

守りパト

盛岡西警察署

山

、地区防犯協会、交通

を

安全協会等 ロールの実

有

施

す

事       

る

業       名 事

本

業の意図やねらい（成

市

果や効果）

防犯交通安

と

全施設維持管理事業 犯

い

罪と事故のないまちづ

多

た

くりを目指し、防犯灯

し

・交通安全施設（道路

ま

反射鏡など

）の設置及

し

び管理を行うことによ

て

り、安全で安心なまち

も

づくりの推進を図りま

、

す

。

継続区分 会計・款

日

・項・目 平成31年度

頃

の事業概要
地域の安全

か

・安心の推進を図るた

様

ら

め、地域と連携・協力

市

し、既存施設の劣化や

民

破継続 一般・2款・1

の

項・10目
損など早期

防

に対応します。
事  

災

  業    主  

に

  体 ・既存防犯灯の

対

修繕及び劣化木柱の更

す

新

防災防犯課 ・既存カ

る

ーブミラー、赤色回転

な

意

灯の修繕及び設置

【協

識

働事業】

自治会、各地

及

区防犯交通安全協会

び備えを促すこ

つ

とが求められています

な

。また、本市で、安全

が

で安心に暮らすために

り

も、防災、防犯及び交

に

通安全な

どの恒常的な

政 よ

取り組みが必要である

っ

ことから、市行政や関

て

係機関だけでなく、市

市

民とともに人と人との

民

つながりによる災害

に

が

強いまちづくりや、犯

行

罪と事故のないまちづ

動

くりを目指します。

基

し

本施策目標の進捗状況

て

分析

・３０自治会全て

策 い

に自主防災組織が設置

る

され、地域の消防団と

ま

連携した訓練が行われ

ち

ています。

・平成３１

 

年２月１２日で交通死

基

亡事故ゼロ５年継続を

本

達成したとともに、人

施

身事故及び犯罪認知件

策

数は減少傾向であるこ

　

とから、各種防犯交通

　
０

安全活動の成果が現れ

２

ています。

 

事   

 

    業     

 

  名 事業の意図やね

安

らい（成果や効果）

交

全

通安全推進事業 交通事

で

故防止及び飲酒運転の

安

根絶を目指し、交通指

心

導員・交通安全教育専

　
で

門員を

中心とした交通

き

安全教室の開催、街頭

る

指導・広報啓発活動等

ま

を実施することによ

り

ち

、交通死亡事故及び飲

づ

酒運転被検挙者数減少

く

の実現を図ります。

継

り

続区分 会計・款・項・

－

目 平成31年度の事業

 

概要
地域の安全・安心

　

1

のため、交通事故防止

0

及び飲酒運転の根絶を

 

目指し、関係機関継続

－

一般・2款・1項・10目
と連携した効果的かつ効率的な事業を展開します。

事    業    主    体 ・交通安全教育専門員及び交通指導員によ

０

る交通安全活動

防災防

基

犯課 ・交通指導員によ

本

る朝夕の街頭指導

【協

施

働事業】 ・広報啓発活

策

動の実施、物品の配布

が

警察、盛岡交通安全協

４

会、市内交通安全団体

年

等

間

事       

で

業       名 事

１

め

業の意図やねらい（成

ざ

果や効果）

防犯交通安

す

全対策事務 犯罪と交通

姿

事故のないまちづくり

近

を目指し、地域住民や

年

関係機関と連携した総

、

合

的な安全対策を実施

大

することにより、安全

規

安心なまちづくりの推

模

進を図ります。

（義務

 

な

的事業）

継続区分 会計

自

・款・項・目 平成31

然

年度の事業概要
犯罪と

災

事故のないまちづくり

害

を目指し、関係機関と

が

連携した効果的かつ効

全

率的な継続 一般・2款

国

・1項・10目
事業を

各

展開します。
事   

地

 業    主   



平 画

な

項   

対

    目 平成31年

応

度 平成32年度 平成3

を

3年度 平成34年度 備

市

       考
○全

民

体事業期間活 目 犯罪認

自

知件数
  平成31年

ら

度～平成34年度17

が

5 170 165 160

行

動 単 位 件
標

指 防犯灯施

平

え

設設置件数
10 10 1

る

0 10
標 値 単 位 件

投 計

よ

年度別事業費 101,

う

452 24,388 2

、

5,688 25,68

自

8 25,688
合

資 内

主

特定財源
画

指 訳 一般財

防

源 101,452 24

災

,388 25,688

組

25,688 25,6

成

織

88
計

標 額 他団体事業

の

負担額

防災訓練などを支

3

援してまいります。ま

1

た、火災や災害などの

年

有事に備えた消防団の

度

訓練の実施、消防施設

～

や資機材の整備に努め

平

、地域防災

力の強化、

成

充実を図ってまいりま

成
3

す。

・地域の安全・安

4

心の推進を図るため、

年

交通事故防止及び飲酒

度

運転の根絶を目指し、

（

交通安全教室、街頭指

単

導・広報啓発活

動など

位

を実施するとともに、

 

犯罪のないまちづくり

 

を目指し、関係機関と

千

連携した効果的な事業

3

円

を展開するとともに、

）

防犯

灯設置及び適正管

－

理を行ってまいります

 

。

基本計画期間内の取

1

り組みと方針のうち、

1

平成31年度の重点課

 

題

・自主防災組織の活

－

動が円滑に行えるよう、リーダーの育成に努めるとともに防災訓練

1

を支援してまいります。

項       目 平成3

基

1年度 平成32年度 平

本

成33年度 平成34年

施

度 備       考

策

○全体事業期間活 目 交

の

通事故発生件数
  平

年

達

成31年度～平成34

成

年度96 92 88 84

（

動 単 位 件
標

指 飲酒運転

実

被検挙率（免許人口千

現

人当たり人数） 0.1

）

0.1 0.1 0.1
標

に

値 単 位 人 ○特定財源
 

向

 交通指導員設置事業

け

補助金投 計 年度別事業

た

費 53,363 13,

度

基

607 12,765 1

本

3,804 13,18

計

7
  【県】（1/2

画

・上限有）合
  交通

期

災害共済加入推進事務

間

費資 内 特定財源 4,4

内

45 1,115 1,1

の

10 1,110 1,1

取

10
  交付金【その

り

他】画   指 訳 一般財

実

組

源 48,918 12,

み

492 11,655 1

と

2,694 12,07

方

7
計

標 額 他団体事業負

針

担額

・災

項

害

       目 平成

に

31年度 平成32年度

強

平成33年度 平成34

行

い

年度 備       

ま

考
○全体事業期間活 目

ち

交通事故発生件数（人

づ

身事故）
  平成31

く

年度～平成34年度2

り

5 24 23 22
動 単 位

を

件（人口1万人当たり

目

）
標

指 犯罪認知件数
1

指

75 170 165 16

し

0
標 値 単 位 件

投 計 年度

計

、

別事業費 6,814 1

い

,640 1,696 1

ざ

,782 1,696
合

と

資 内 特定財源
画

指 訳 一

い

般財源 6,814 1,

う

640 1,696 1,

時

782 1,696
計

標

に

額 他団体事業負担額

迅速



  

い

成果や効果）

消防施設

（

整備事業 消防ポンプ自

成

動車等の更新等を計画

果

的に実行し、災害等有

や

事に対する対応力の強

効

化を図ります。

継続区

果

分 会計・款・項・目 平

）

成31年度の事業概要

盛

・消防ポンプ自動車（

岡

第10分団）の更新を

 

地

実施します。継続 一般

区

・9款・1項・2目
・

広

小型動力ポンプ積載車

域

（第5分団）の新規購

消

入を実施します。
事 

防

   業    主 

組

   体
防災防犯課

【

合

滝沢市主体】

負

事  

担

     業    

多

金

   名 事業の意図や

災

ねらい（成果や効果）

害

消防団屯所改修事業 災

に

害時において地域の重

強

要な活動拠点となる消

い

防団屯所は、最も古い

ま

もので昭和

61年に建

ち

築されています。築年

づ

数が進むにつれ、破損

く

及び設備の不具合も増

様

り

加し

ており、これらに

の

ついて、適切に修繕・

推

改修を行い、活動拠点

進

としての施設の機

能維

を

持向上を図ります。

継

目

続区分 会計・款・項・

指

目 平成31年度の事業

し

概要
災害時における地

、

域の重要な活動拠点で

常

ある消防団屯所の適切

な

備

な修繕・改修を行継続

消

一般・9款・1項・2

防

目
い、施設の機能維持

の

向上を図ります。
事 

火

   業    主 

災

   体 ・第3分団屯

等

所屋根外壁塗装

防災防

災

犯課

【滝沢市主体】

害発

つ

生時における対

応力の

な

強化や、消防団及び自

が

主防災組織等との連携

り

強化による火災発生件

に

数の減

少を目指します

政 よ

。また、救急救命体制

っ

の充実・強化を図りま

て

す。

（義務的事業）

継

市

続区分 会計・款・項・

民

目 平成31年度の事業

が

概要
常備消防力の維持

行

・強化を目的とし、火

動

災等災害発生時におけ

し

る対応力（人員、継続

て

一般・9款・1項・1

策 い

目
施設、装備）の強化

る

や消防団及び自主防災

ま

組織等との連携強化を

ち

図るため、また
事  

 

  業    主  

基

  体 、救急救命体制

本

の維持・強化を図るた

施

め負担金を支出します

策

。

防災防犯課

【滝沢市

　

主体】

　
０

事     

２

  業       

 

名 事業の意図やねらい

 

（成果や効果）

消防施

 

設維持管理事業 災害に

安

強いまちづくりの推進

全

を目指し、消防資機材

で

、消防屯所及び消防水

安

利など

消防施設の維持

心

・管理を実施すること

　
で

により、災害等有事に

き

備えます。

継続区分 会

る

計・款・項・目 平成3

ま

1年度の事業概要
消防

ち

資機材、消防屯所及び

づ

消火栓の維持管理や消

く

防水利の確保など消防

り

施設の維継続 一般・9

－

款・1項・2目
持・管

 

理・増設等を実施し、

　

1

災害等有事に備えます

2

。
事    業   

 

 主    体
防災防

－

犯課

【滝沢市主体】

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

消防団等活動事業 市民が安全かつ安心

０

に暮らすため、災害に強いまちづくりの推進を目指し、消防

団の装備充実強化を図ります。また、消防団員の充

事

足強化を図るとともに

 

、消防

団活動により人

 

と人とのつながりを深

 

めます。

（義務的事業

 

）

継続区分 会計・款・

１

 

項・目 平成31年度の

 

事業概要
次により火災

 

や災害に対する非常備

業

消防力の維持及び強化

 

を図ります。継続 一般

 

・9款・1項・2目
・

 

消防団員の充足を図る

 

とともに、教育訓練を

 

行い、非常備消防力の

 

強化を図り
事    

 

 

業    主    

名

体 ます。

防災防犯課 ・

事

消防団員の安全確保及

業

び災害への対応力向上

の

のため、装備の強化を

意

図ります。

【滝沢市主

図

体】

や

事      

ね

 業       名

ら

事業の意図やねらい（



平 画

 

画   指 訳 一般財源 3

 

,393 2,763 2

 

10 210 210
計

標

 

額 他団体事業負担額

  考

項   

○

    目 平成31年

全

度 平成32年度 平成3

体

3年度 平成34年度 備

平

事

       考
○全

業

体事業期間活 目 消防団

期

屯所改修箇所数
  平

間

成27年度～平成34

活

年度1 1 1 1
動 単 位 箇

目

所
標

指

標 値 単 位

投 計 年

火

度別事業費 14,89

災

2 3,078 3,93

発

8 3,938 3,93

生

8
合

資 内 特定財源
画

指

成

件

訳 一般財源 14,89

数

2 3,078 3,93

の

8 3,938 3,93

減

8
計

標 額 他団体事業負

少

担額

  昭和4

3

6年度～平成34年度

1

9 9 9 9
動 単 位 件

標
指

年

標 値 単 位

投 計 年度別事

度

業費 2,108,60

～

8 528,935 52

平

6,981 531,4

成

42 521,250
合

成
3

資 内 特定財源
画

指 訳 一

4

般財源 2,108,6

年

08 528,935 5

度

26,981 531,

（

442 521,250

単

計
標 額 他団体事業負担

位

額

  

項 

千

      目 平成3

3

円

1年度 平成32年度 平

）

成33年度 平成34年

－

度 備       考

 

○全体事業期間活 目 消

1

防屯所点検箇所数
  

3

平成31年度～平成3

 

4年度14 14 14 1

－

4
動 単 位 箇所

標
指

標 値 単 位 ○特定財源
  消防施設土地使用料【そ

1

の他投 計 年度別事業費 16,548 4,134 4,138 4,138 4,138
  】合
  資 内 特定財源 132 33 33 33 33
  画   指 訳 一般財源 16,416 4,101 4,105 4,105 4,105

計
標 額 他

年

団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 消防団員数の増加（年度内最多
 

度

 昭和22年度～平成34年度在籍数） 380 385 390 390
動 単 位 人

標
指

標 値 単 位 ○特定財源
  消防団

項

福祉共済事務費【その

 

投 計 年度別事業費 26

 

5,781 65,04

 

4 67,115 68,

 

151 65,471
 

実

 

 他】合
  資 内 特定

 

財源 160 16 48 4

 

8 48
  画   指 訳

目

一般財源 265,62

平

1 65,028 67,

成

067 68,103 6

3

5,423
計

標 額 他団

1

体事業負担額

年度

行

平

項      

成

 目 平成31年度 平成

3

32年度 平成33年度

2

平成34年度 備   

年

    考
○全体事業

度

期間活 目 消防車両等の

平

更新等台数
  平成3

成

1年度～平成34年度

3

2 1 1 1
動 単 位 台

標
指

3

標 値 単 位 ○特定財源
 

計

年

 特定防衛施設周辺整

度

備調整交投 計 年度別事

平

業費 93,657 26

成

,763 22,298

3

22,298 22,2

4

98
  付金【国】合

年

  資 内 特定財源 90

度

,264 24,000

備

22,088 22,0

 

88 22,088
  



  

い

情報などの周知を図る

（

ため、本事業による施

成

設の維持及び管理を行

果

い

、非常時において重

や

要となる無線による通

効

信を安定稼働させ、災

果

害時の避難誘導

（義務

）

的事業） を行います。

水

継続区分 会計・款・項

防

・目 平成31年度の事

 

活

業概要
防災行政無線を

動

安定稼働させ、災害時

事

の避難誘導や災害箇所

業

の周知、日常生活で継

水

続 一般・9款・1項・

害

4目
の市民の安全を確

等

保します。
事    

有

業    主    

事

体 ・防災行政無線を常

に

時利用できるよう定期

多

対

点検の実施

防災防犯課

処

・定時放送の実施

【滝

す

沢市主体】 ・放送内容

る

をメール、スマホアプ

た

リで配信及び市ＨＰで

め

の掲載

の

事     

物

  業       

資

名 事業の意図やねらい

整

（成果や効果）

防災行

様

備

政無線施設更新事業 導

を

入から20年以上経過

行

し、老朽化した移動系

う

防災行政無線施設につ

と

いて更新し、

災害時に

と

備えて、確実な通信手

も

段を確保し、国の方針

に

として決定したデジタ

、

ル化

への対応を図りま

北

す。

継続区分 会計・款

な

上

・項・目 平成31年度

川

の事業概要
移動系防災

上

行政無線施設の更新を

流

行います。継続 一般・

盛

9款・1項・4目
・中

岡

継基地局　3局
事  

地

  業    主  

区

  体 ・移動局　　 

合

73局

防災防犯課

【滝

同

沢市主体】

つ

水防訓練に参加し、水

な

防技術の向上を図りま

が

す。

（義務的事業）

継

り

続区分 会計・款・項・

に

目 平成31年度の事業

政 よ

概要
各種水防訓練や水

っ

害等有事に対処するた

て

めの備えを行います。

市

継続 一般・9款・1項

民

・3目
・常時、土のう

が

や土のう袋を保有し水

行

害に備える
事    

動

業    主    

し

体 ・水害予想地域に土

て

のうを事前集積する

防

策 い

災防犯課 ・北上川上流

る

盛岡地区合同水防訓練

ま

を実施し、水防工法の

ち

技術の向上に努める

【

 

協働事業】

自主防災組

基

織他関係機関

本

事  

施

     業    

策

   名 事業の意図や

　

ねらい（成果や効果）

　
０

自主防災組織育成事業

２

自主防災組織活動の推

 

進を図り、地域防災力

 

の向上を目指します。

 

また、防災活

動を通し

安

て隣近所との融和団結

全

を促し、災害時要支援

で

者の平素からの支援を

安

図り

ます。

継続区分 会

心

計・款・項・目 平成3

　
で

1年度の事業概要
自主

き

防災組織活動の推進を

る

図ります。継続 一般・

ま

9款・1項・4目
・訓

ち

練未実施の自主防災組

づ

織の解消
事    業

く

    主    体

り

・自主防災活動の向上

－

につながる各種研修会

 

等の開催

防災防犯課

【

　

1

協働事業】

自主防災組

4

織

 

事       

－

業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

総合防災対策事業 災害等有事に対処するための総合防災力の維持・強化を図ります。

・災害対策本部

０

訓練のほか各種防災訓練の実施

・防災資機材の拡充整備を図る

（義務的事業） ・岩手山登山者安全対策の維持

継

事

続区分 会計・款・項・

 

目 平成31年度の事業

 

概要
災害等有事に対処

 

するための総合防災力

 

の維持・強化を図りま

１

 

す。継続 一般・9款・

 

1項・4目
・防災資機

 

材の拡充整備
事   

業

 業    主   

 

 体 ・市総合防災訓練

 

の実施

防災防犯課 ・南

 

岩手山岳遭難対策委員

 

会の訓練実施

【協働事

 

業】

南岩手山岳遭難対

 

策委員会、岩手山火山

 

 

防災協議会

名

事   

事

    業     

業

  名 事業の意図やね

の

らい（成果や効果）

防

意

災行政無線管理事業 滝

図

沢市地域防災計画や関

や

係法令に基づき、市が

ね

行う災害対策にかかわ

ら

る情報や日

常における



平 画

 

項

 

       目 平成

 

31年度 平成32年度

 

平成33年度 平成34

 

年度 備       

 

考
○全体事業期間活 目

考

移動系防災行政無線更

○

新工事進
  平成29

全

年度～平成31年度捗

体

率 100 0 0 0
○全体

平

事

事業量動 単 位 ％   滝

業

沢市防災行政無線（移

期

動系標   ）施設更新

間

　一式指 ○全体事業費

活

  234,219千

目

円標 値 単 位 ○特定財源

土

  防衛施設周辺民生

の

安定事業費投 計 年度別

う

事業費 151,067

保

151,067
  補

成

有

助金【国】7.5/1

数

0、緊急防合
  災・

 

減災事業債資 内 特定財

 

源 150,983 15

平

0,983
  画   

成

指 訳 一般財源 84 84

3

計
標 額 他団体事業負担

1

額

年度

3

～平成34年度2,0

1

00 2,000 2,0

年

00 2,000
動 単 位

度

袋
標

指 土のう用袋の保

～

有数
5,000 5,0

平

00 5,000 5,0

成

00
標 値 単 位 枚

投 計 年

成
3

度別事業費 2,172

4

543 543 543 5

年

43
合

資 内 特定財源
画

度

指 訳 一般財源 2,17

（

2 543 543 543

単

543
計

標 額 他団体事

位

業負担額

  千

項       目

3

円

平成31年度 平成32

）

年度 平成33年度 平成

－

34年度 備     

 

  考
○全体事業期間

1

活 目 防災訓練回数
  

5

平成31年度～平成3

 

4年度30 30 30 3

－

0
動 単 位 件

標
指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 551 221 110 11

1

0 110
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 551 221 110 110 110
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成

年

34年度 備       考
○全体事業期間活 目 自然災害等死亡事故及び岩手山
  平成31年度～平成34年度登山者死亡事故の有無 100 100 100 100
○全体事業量動 単 位 ％   避難所看板設置工事　8箇所標  

度

 指 ○全体事業費
  4,450千円標 値 単 位 ○特定財源
  クリーンエネルギー導入支援投 計 年度別事業費 3

項

7,328 11,24

 

5 5,889 5,88

 

9 14,305
  事

 

業補助金【県】7.5

 

/10合
  資 内 特定

実

 

財源 6,037 3,3

 

37 2,700
  画

 

  指 訳 一般財源 31

目

,291 7,908 3

平

,189 5,889 1

成

4,305
計

標 額 他団

3

体事業負担額

1年度

項      

行

平

 目 平成31年度 平成

成

32年度 平成33年度

3

平成34年度 備   

2

    考
○全体事業

年

期間活 目 施設の安定稼

度

働率
  平成31年度

平

～平成34年度100

成

100 100 100
動

3

単 位 ％
標

指

標 値 単 位

投

3

計 年度別事業費 84,

計

年

991 16,275 2

度

0,507 22,24

平

0 25,969
合

資 内

成

特定財源
画

指 訳 一般財

3

源 84,991 16,

4

275 20,507 2

年

2,240 25,96

度

9
計

標 額 他団体事業負

備

担額

 



  

政

事    業    

策

主    体 ・鳥獣捕

　

獲の許可

環境課

【協働

　

事業】

公葬地護持会

　０１   

 

多様なつながりによっ

多

て市民が行動している

様

まち
 基本施策　０３

な

   環境に配慮する

つ

まちづくり

な

基本施策が４年間

が

でめざす姿

本市は、岩

り

手山をはじめとする雄

に

大で恵まれた自然環境

政 よ

の下、環境基本条例を

っ

定めエネルギーの節約

て

による二酸化炭素の排

市

出削減、再生可能エネ

民

ルギーの活用、ごみの

が

減量化、資源化の取組

行

により循環型社会の形

動

成を推進します。また

し

、取組を更

に効果的に

て

するため、環境ボラン

策 い

ティアを育成するとと

る

もに、市民、市民団体

ま

、事業者、市の協働に

ち

よるごみ減量化などの

 

環境保全活動に取り組

基

める体制や地域清掃の

本

推進体制を構築し、環

施

境に配慮するまちを目

策

指します。 

基本施策

　

目標の進捗状況分析

「

　
０

環境に配慮するまちづ

２

くり」のため、市民、

 

事業者、各種団体、市

 

が、協働によりまた個

 

別に様々な活動を展開

安

し、着実

に取組みを推

全

進していきます。特に

で

、たきざわ環境パート

安

ナー会議は、環境配慮

心

や自然観察等のプロジ

　
で

ェクトを実施してい

ま

き

す。会員だけでなく、

る

環境ボランティアとし

ま

て多くの方が参加して

ち

おり、活動の輪が広が

づ

っています。

く

事  

り

     業    

－

   名 事業の意図や

 

ねらい（成果や効果）

　

1

衛生指導推進事業 家庭

6

廃棄物の集積場所の指

 

定に係る連絡調整及び

－

指導を行うとともに、廃棄物の

処理方法の指導、生活環境の清掃の保持に係る活動の周知及び指導並びにごみ減

小

量活動の推進を行うた

 

め、衛生指導員を設置

０

 

します。

継続区分 会計

 

・款・項・目 平成31

 

年度の事業概要
各自治

 

会から世帯数に応じた

 

推薦を受け、市が衛生

 

指導員を委嘱し、それ

 

ぞれの継続 一般・4款

 

・1項・4目
地区のご

 

み処理関係及び衛生環

 

境の保持関係の調整を

１

 

一任します。
事   

 

 業    主   

 

 体
環境課

【滝沢市主

 

体】

 

事      

 

 業       名

 

事業の意図やねらい（

 

成果や効果）

環境衛生

 

事業 環境衛生を図るた

 

め、公葬地の環境整備

 

 

及び衛生害虫駆除の指

 

導を行うとともに

、農

 

作物の保護のため、鳥

 

獣捕獲の許可を行いま

 

す。

継続区分 会計・款

 

・項・目 平成31年度

 

の事業概要
・墓地等の

 

適正管理の指導継続 一

計

般・4款・1項・4目

 

・衛生害虫駆除の指導



平 画

 

      考
○全体

 

事業期間活 目 公葬地用

 

砕石要望数
  平成1

考

0年度～平成34年度

投

5 5 5 5
動 単 位 か所

標

計

指

標 値 単 位 ○特定財源

年

  鳥獣捕獲等許可事

度

務委任交付投 計 年度別

別

事業費 720 180 1

事

80 180 180
  

平

業

金【県】（定額）合
 

費

 鳥獣保護区等指定協

2

議用図面資 内 特定財源

,

64 16 16 16 16

9

  作成業務委託金【

3

県】画   指 訳 一般財

7

源 656 164 164

,

164 164
計

標 額 他

2

団体事業負担額

2

成

4 846,940 69

3

1,668 700,0

1

23 698,593
合

年

資 内 特定財源 252,

度

021 179,484

～

25,979 23,2

平

79 23,279
画

指

成

訳 一般財源 2,685

成
3

,203 667,45

4

6 665,689 67

年

6,744 675,3

度

14
計

標 額 他団体事業

（

負担額

（単位  千円

単

）

基本

位

施策の達成（実現）に

 

向けた基本計画期間内

 

の取り組みと方針

・本

千

市の恵まれた自然環境

3

円

と生活環境を守り、維

）

持するため、環境ボラ

－

ンティアや地域活動を

 

支援し、環境保全活動

1

の活性

化を促すことで

7

、市民、事業者、市が

 

協働・連携し、環境保

－

全に関わる施策、循環型社会構築に取り組みます。また、市民

団体

1

相互の連携と交流を促進するためのネットワークづくりに取り組み、環境保全活動を行っている環境団体や地域団体等

と協力して、環境イベントなどを開催します。

・市内の環境美化を進め、清潔で住みやすく、市民一人一

年

人が地域に愛着を持つための取組みとして、クリーンたきざわ運

動を推進し、自治会を中心とした清掃活動や衛生指導員の活動を支援します。

基本計画期間内の取り組みと方針のうち、平成31年度の重点課題

・自然環境を

度

大切にし、豊かな自然を次世代に引き次ぐた

項

めには、環境問題に対

 

する取組みに関心を持

 

ってもらい、意識高

揚

 

を図っていく必要があ

 

ります。

・地球環境へ

 

の負荷による異常気象

 

の対策として二酸化炭

 

素排出量の削減、循環

実

目

型社会の構築のため、

平

ごみの減量化・資源

化

成

の推進に取り組みます

3

。

1年

項 

度

      目 平成3

平

1年度 平成32年度 平

成

成33年度 平成34年

3

度 備       考

行

2

○全体事業期間活 目 定

年

期報告書提出枚数
  

度

昭和47年度～平成3

平

4年度360 360 3

成

60 360
動 単 位 枚

標

3

指

標 値 単 位

投 計 年度別

3

事業費 4,188 1,

年

053 1,045 1,

度

045 1,045
合

資

平

内 特定財源
画

指 訳 一般

計

成

財源 4,188 1,0

3

53 1,045 1,0

4

45 1,045
計

標 額

年

他団体事業負担額

度 備 

項    

 

   目 平成31年度

 

平成32年度 平成33

 

年度 平成34年度 備 



  

（

、環境汚染の予防対策

成

等を図ります。

（義務

果

的事業）

継続区分 会計

や

・款・項・目 平成31

効

年度の事業概要
市内各

果

種環境調査の実施継続

）

一般・4款・1項・4

狂

目
・自動車騒音常時監

犬

視（指定区間）
事  

病

  業    主  

 

予

  体 ・河川水質調査

防

（6河川9か所）

環境

事

課 ・一般道路騒音等調

業

査（4か所）

【滝沢市

狂

主体】 ・高速道路騒音

犬

等調査（4か所）

・酸

病

性雪調査（1か所）

予防

事       業 

集

      名 事業の

多

合

意図やねらい（成果や

注

効果）

クリーンたきざ

射

わ運動推進事業 春と秋

を

に環境美化期間を設定

行

して清掃に必要な物資

い

を配付し、地域清掃の

、

促進を

図るとともに市

狂

民の環境美化に対する

犬

理解と生活環境の向上

病

を図ります。

継続区分

様

の

会計・款・項・目 平成

発

31年度の事業概要
・

生

一斉清掃の実施（期間

を

設定及び周知、資材調

予

達等）継続 一般・4款

防

・1項・4目
・地域清

し

掃回収物等収集（臨時

ま

収集）の実施
事   

す

 業    主   

。

 体 ・環境美化絵画コ

な

ま

ンクールの実施

環境課

た

・優良ごみ集積所の表

、

彰

【滝沢市主体】

犬の飼い方教室

つ

の開催、広報の活用等

な

でペットの適正飼養を

が

促します。

（義務的事

り

業）

継続区分 会計・款

に

・項・目 平成31年度

政 よ

の事業概要
・春に狂犬

っ

病予防集合注射を実施

て

し、狂犬病の発生を予

市

防します。また、秋に

民

は継続 一般・4款・1

が

項・4目
予防注射未接

行

種犬の飼主に対して、

動

予防接種の勧奨を行い

し

ます。
事    業 

て

   主    体 ・

策 い

犬の飼い方教室の開催

る

、ペットの飼い方につ

ま

いての広報掲載を通じ

ち

、ペットの

環境課 適正

 

飼養を促します。

【滝

基

沢市主体】

本

事   

施

    業     

策

  名 事業の意図やね

　

らい（成果や効果）

環

　
０

境基本計画推進事業 市

３

の良好な環境の保全及

 

び創造に関する施策を

 

推進するため、環境基

 

本計画を着

実に実行し

環

、及び展開するととも

境

に、市民等及び市が協

に

働し、環境に配慮した

配

ま

ちづくりの推進を図

慮

ります。

継続区分 会計

　
す

・款・項・目 平成31

る

年度の事業概要
・環境

ま

審議会の開催継続 一般

ち

・4款・1項・4目
・

づ

たきざわ環境パートナ

く

ー会議の環境保全活動

り

事    業    

－

主    体 ・環境フ

 

ォーラムの開催

環境課

1

【協働事業】

たきざわ

　

8

環境パートナー会議、

 

市民等

－

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

環境放射線監視事業 日本アイソトープ協会滝沢研究所周辺における環境放射能の監視測定を実施

０

し、

滝沢研究所操業に伴う周辺への影響等について検討評価を行い、地域住民の不安

を解

事

消することを目的とし

 

ます。

継続区分 会計・

 

款・項・目 平成31年

 

度の事業概要
日本アイ

 

ソトープ協会と協力し

 

、周辺環境試料の放射

１

 

能測定を実施し、監視

 

委員継続 一般・4款・

業

1項・4目
会で測定結

 

果の検討評価を実施し

 

ます。
事    業 

 

   主    体
環

 

境課

【協働事業】

（公

 

益社団法人）日本アイ

 

ソトープ協会

 

事  

 

名

     業    

事

   名 事業の意図や

業

ねらい（成果や効果）

の

環境保全対策事業 市内

意

各種環境調査（自動車

図

騒音常時監視、河川水

や

質調査等）を実施する

ね

ことによ

り、市内の環

ら

境保全及び公害防止・

い

抑制のための実態把握



平 画

 

85 885 885
計

標

 

額 他団体事業負担額

   

項   

 

    目 平成31年

考

度 平成32年度 平成3

○

3年度 平成34年度 備

全

       考
○全

体

体事業期間活 目 地域清

平

事

掃実施回数
  昭和4

業

7年度～平成34年度

期

120 120 120 1

間

20
動 単 位 回

標
指 収集

活

量
80,000 80,

目

000 80,000 8

狂

0,000
標 値 単 位 k

犬

g

投 計 年度別事業費 1

病

1,004 2,754

予

2,750 2,750

成

防

2,750
合

資 内 特定

注

財源
画

指 訳 一般財源 1

射

1,004 2,754

接

2,750 2,750

種

2,750
計

標 額 他団

率

体事業負担額

  昭和

3

24年度～平成34年

1

度86.5 86.5 8

年

6.5 86.5
動 単 位

度

％
標

指

標 値 単 位 ○特定

～

財源
  犬の登録手数

平

料【その他】、投 計 年

成

度別事業費 7,715

成
3

1,919 1,932

4

1,932 1,932

年

  狂犬病予防注射済

度

票交付手数合
  料【

（

その他】資 内 特定財源

単

7,715 1,919

位

1,932 1,932

 

1,932
  画   

 

指 訳 一般財源
計

標 額 他

千

団体事業負担額

3

円）

－

項     

 

  目 平成31年度 平

1

成32年度 平成33年

9

度 平成34年度 備  

 

     考
○全体事

－

業期間活 目 環境審議会の開催回数
  平成25年度～平成34年度

1

1 1 2 2
動 単 位 回

標
指 たきざわ環境パートナー会議の

環境保全活動回数 50 50 50 50
標 値 単 位 回

投 計 年度別事業費 6,029 550 451 1,514 3,514
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 6,029 550 451 1

年

,514 3,514
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 放射

度

線監視委員会の開催回数
  昭和63年度～平成34年度1 1 1 1

動 単 位 回／年
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費

項

276 69 69 69 6

 

9
合

資 内 特定財源
画

指

 

訳 一般財源 276 69

 

69 69 69
計

標 額 他

 

団体事業負担額

実

   

項     

目

  目 平成31年度 平

平

成32年度 平成33年

成

度 平成34年度 備  

3

     考
○全体事

1

業期間活 目 自動車騒音

年

常時監視に係る騒音
 

度

 平成20年度～平成

行

平

34年度環境基準達成

成

率 100 100 100

3

100
動 単 位 %

標
指 河

2

川水質調査に係る河川

年

環境基
準A類型達成率

度

100 100 100 1

平

00
標 値 単 位 % ○特定

成

財源
  騒音規制事務

3

処理交付金投 計 年度別

3

事業費 17,734 4

計

年

,354 4,460 4

度

,460 4,460
 

平

 【県】、地域整備特

成

別対策事合
  業基金

3

繰入金【その他】資 内

4

特定財源 14,300

年

3,575 3,575

度

3,575 3,575

備

  画   指 訳 一般財

 

源 3,434 779 8



  

（

なるごみ

減量化・資源

成

化を推進します。

継続

果

区分 会計・款・項・目

や

平成31年度の事業概

効

要
ごみ減量化・資源化

果

の推進継続 一般・4款

）

・2項・1目
・滝沢市

盛

一般廃棄物処理基本計

岡

画の推進
事    業

地

    主    体

 

区

・滝沢市ごみ減量化行

衛

動計画の施行及び推進

生

環境課 ・ごみの発生抑

処

制、再使用及び再生利

理

用の取組促進

【協働事

組

業】

市民、事業者、各

合

種団体

負

事     

担

  業       

金

名 事業の意図やねらい

多

組

（成果や効果）

旧最終

合

処分場閉鎖関連事業 平

は

成19年に使用を終了

、

し、平成21年度に廃

盛

掃法第9条の1第5項

岡

の規定に基づき県

知事

市

へ廃止を届けた旧埋立

、

処分場について、周辺

雫

環境を考慮し、監視等

石

を行いま

す。

継続区分

様

町

会計・款・項・目 平成

及

31年度の事業概要
施

び

設の監視継続 一般

事 

滝

   業    主 

沢

   体
環境課

【滝沢

市

市主体】

をもって

な

組織し、し尿と浄化槽

つ

汚でいの衛生

的な処理

な

を図ります。

（義務的

が

事業）

継続区分 会計・

り

款・項・目 平成31年

に

度の事業概要
し尿等の

政 よ

衛生的な処理を図るた

っ

め、関係市町が経費を

て

負担します。継続 一般

市

・4款・2項・1目

事

民

    業    主

が

    体
環境課

【協

行

働事業】

盛岡市・雫石

動

町

し

事       

て

業       名 事

策 い

業の意図やねらい（成

る

果や効果）

滝沢・雫石

ま

環境組合負担金 組合は

ち

、滝沢市及び雫石町を

 

もって組織し、一般廃

基

棄物の適正処理を図り

本

ます。

（義務的事業）

施

継続区分 会計・款・項

策

・目 平成31年度の事

　

業概要
廃棄物の適正処

　
０

理を図るため、関係市

３

町が経費を負担します

 

。継続 一般・4款・2

 

項・1目

事    業

 

    主    体

環

環境課

【協働事業】

雫

境

石町

に

事      

配

 業       名

慮

事業の意図やねらい（

　
す

成果や効果）

ごみ処理

る

等広域化推進事業 本市

ま

を含む県央ブロックの

ち

近隣8市町（一部事務

づ

組合を含む。）では、

く

一般廃棄

物処理施設の

り

老朽化が進んでおり、

－

今後、処理施設の建て

 

替えを実施するに当た

2

っては、施設を集約化

　

0

することによる環境面

 

や費用面でのメリット

－

を考慮し、広

域化による共同での新施設の整備を推進します。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
県央ブロックごみ・し尿処理広域化推進協議会において、広域化

０

処理のため新組継続 一般・4款・2項・1目
織を設立し、県央ブロックごみ・し尿処理広

事

域化基本構想を踏まえ

 

ながら、ごみ
事   

 

 業    主   

 

 体 焼却施設の建設等

 

に向けて事業を推進す

 

ることとしており、管

１

 

内市町はそのため

環境

 

課 の費用を負担します

業

。

【協働事業】

近隣8

 

市町（一部事務組合含

 

む）

 

事      

 

 業       名

 

事業の意図やねらい（

 

成果や効果）

ごみ減量

 

化推進事業 平成41年

 

名

度から盛岡広域8市町

事

によるごみの共同処理

業

が計画されていること

の

に鑑

み、ごみ処理経費

意

の削減、ごみ焼却施設

図

及び最終処分場の安定

や

稼働及び延命化を

図る

ね

とともに、市民、事業

ら

者、各種団体及び市の

い

連携及び協働による更



平 画

 

○全体事業期間活 目 施

 

設の監視
  平成17

 

年度～平成33年度3

 

3 3 3
動 単 位 回

標
指

標

 

値 単 位

投 計 年度別事業

 

費
合

資 内 特定財源
画

指

考

訳 一般財源 <ゼロ予算

○

事業>計
標 額 他団体事

全

業負担額

体

平

事業期間活 目 放流水水

成

質検査結果報告
  平

3

成20年度～平成34

1

年度12 12 12 12

年

動 単 位 回
標

指

標 値 単 位

度

投 計 年度別事業費 1,

～

017,652 256

平

,833 274,65

成

7 241,975 24

成
3

4,187
合

資 内 特定

4

財源
画

指 訳 一般財源 1

年

,017,652 25

度

6,833 274,6

（

57 241,975 2

単

44,187
計

標 額 他

位

団体事業負担額

  千

項     

3

円

  目 平成31年度 平

）

成32年度 平成33年

－

度 平成34年度 備  

 

     考
○全体事

2

業期間活 目 焼却施設及

1

び最終処分場水質等
 

 

 平成22年度～平成

－

34年度調査 12 12 12 12
動 単 位 回

標
指

標 値 単 位

投 計 年度別事

1

業費 3,421,451 833,051 848,300 874,200 865,900
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 3,421,451 833,051 848,300 874,200 865,900
計

標 額 他団体事業負担

年

額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 広域化推進協議会の開催回数
  平成27年度

度

～平成41年度1 1 1 1
動 単 位 回

標
指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 27,820 6,820 7,000 7,000

項

7,000
合

資 内 特定

 

財源
画

指 訳 一般財源 2

 

7,820 6,820

 

7,000 7,000

 

7,000
計

標 額 他団

実

 

体事業負担額

  目

項      

平

 目 平成31年度 平成

成

32年度 平成33年度

3

平成34年度 備   

1

    考
○全体事業

年

期間活 目 1人1日当た

度

り家庭系ごみ排出量
 

行

平

 平成29年度～平成

成

34年度521 511

3

500 489
動 単 位 g

2

標
指 資源ごみ排出量

2

年

,032 1,991 1

度

,950 1,908
標

平

値 単 位 t

投 計 年度別事

成

業費 2,145 552

3

531 531 531
合

3

資 内 特定財源
画

指 訳 一

計

年

般財源 2,145 55

度

2 531 531 531

平

計
標 額 他団体事業負担

成

額

34

項 

年

      目 平成3

度

1年度 平成32年度 平

備

成33年度 平成34年

 

度 備       考



  

（

要を正確に理解するた

成

めにマニュアルの整

備

果

や情報の共有、従事職

や

員のスキルアップを図

効

ります。

果）

環境マ

 

ネジメントシステム推

多

進事業 環境保全への関

様

心が世界規模で高まっ

な

ている中、一事業所と

つ

して環境保全活動に

取

な

り組み、市民や事業所

が

の模範となることによ

り

り、地域全体の環境保

に

全を推進し

ます。

継続

政 よ

区分 会計・款・項・目

っ

平成31年度の事業概

て

要
・環境管理最高責任

市

者（市長）が定めた環

民

境方針により、環境マ

が

ネジメントの継継続 一

行

般
続的な活動及び改善

動

に取り組みます。
事 

し

   業    主 

て

   体 ・前年実績な

策 い

どを踏まえ環境管理最

る

高責任者（市長）によ

ま

る見直しを行います。

ち

環境課

【滝沢市主体】

 

小     

基

          

本

          

施

    計

 政策　　

策

　０１   多様なつ

　

ながりによって市民が

　
０

行動しているまち
 基

３

本施策　０４   市

 

民に信頼と安心感を与

 

えられる窓口の対応

 

基本施策

環

が４年間でめざす姿

市

境

民の住民情報について

に

、法令等に基づき適正

配

に管理するとともに、

慮

その取扱いを行う職員

　
す

への教育の徹底を図り

る

ます。ま

た、窓口は多

ま

くの市民とつながる身

ち

近な接点であることか

づ

ら、職員の適切な窓口

く

対応の習得や専門職員

り

を養成し、市民から

信

－

頼される窓口を目指し

 

ます。

基本施策目標の

2

進捗状況分析

市民の立

　

2

場に立った窓口を目指

 

し、行政情報の適切な

－

管理を行うために、迅速で正確な諸証明の交付と説明がわかりやすく

気持ちの良い窓口対応を引き続き推進してまいります。

事       業    

０

   名 事業の意図やねらい（成果や効果）

東部出張所事務 地域での総合的な窓口サービ

事

スを行っている出張所

 

において、各種証明書

 

の発行

や届出の受付、

 

公金の収納等を正確・

 

迅速に行うことにより

 

、地域住民は身近な

場

１

 

所で用件を済ますこと

 

ができ利便性の向上が

業

図られます。

継続区分

 

会計・款・項・目 平成

 

31年度の事業概要
来

 

庁する市民に対して用

 

件を的確に把握し、迅

 

速な諸証明書の交付、

 

各種届出の継続 一般・

 

2款・1項・11目
受

 

名

付を行います。
事  

事

  業    主  

業

  体 ・住基法及び戸

の

籍法に基づく本人確認

意

にあたっては、個人情

図

報の保護に留意し適

東

や

部出張所 切な窓口対応

ね

に努めます。

【滝沢市

ら

主体】 ・制度の変更、

い

他分野の関連業務の概



平 画

 

他】合
  資 内 特定財

 

源 3,511 914 8

 

62 780 955
  

 

画   指 訳 一般財源 4

 

28 4 166 185 7

 

3
計

標 額 他団体事業負

考

担額

○全体

平

事業期間活 目 事務用紙

成

使用量削減を目指す。

3

  平成12年度～平

1

成34年度（目標達成

年

率） 100 100 10

度

0 100
動 単 位 ％

標
指

～

再生紙の利用率を高め

平

る。（全
ての事務用紙

成

の再生紙利用率） 10

成
3

0 100 100 100

4

標 値 単 位 ％

投 計 年度別

年

事業費
合

資 内 特定財源

度

画
指 訳 一般財源 <ゼロ

（

予算事業>計
標 額 他団

単

体事業負担額

位  

項       目 平

千

成31年度 平成32年

3

円

度 平成33年度 平成3

）

4年度 備      

－

 考

投 計 年度別事業費

 

4,516,734 1

2

,108,135 1,

3

141,375 1,1

 

35,656 1,13

－

1,568
合

資 内 特定財源 22,079 5,510 5,523 5,

1

523 5,523
画

指 訳 一般財源 4,494,655 1,102,625 1,135,852 1,130,133 1,126,045
計

標 額 他団体事業負担額

（単位  千円）

基本施策の達成（実現）に向け

年

た基本計画期間内の取り組みと方針

市役所に来庁される多くの市民が利用し、住民票や戸籍などの各種証明書の交付、住所異動や戸籍届出、マイナンバーカー

ドの交付など様々な事務を取り扱う窓口業務であることから、職

度

員の窓口対応能力の向上が必要となるため、窓口対応スキ

ルの習得や知識技能を共有展開し市民に分かりやすい

項

説明、丁寧な対応を行

 

ってまいります。

基本

 

計画期間内の取り組み

 

と方針のうち、平成3

 

1年度の重点課題

窓口

実

 

は多くの市民とつなが

 

る身近な接点であるた

 

め、市民の立場に立っ

目

た丁寧でわかりやすい

平

窓口をめざし、職員の

成

窓口対

応スキルの育成

3

を図るとともにマイナ

1

ンバー制度の本格的な

年

運用に関し、適切に対

度

応していきます。

行

平成3

項    

2

   目 平成31年度

年

平成32年度 平成33

度

年度 平成34年度 備 

平

      考
○全体

成

事業期間活 目 諸証明件

3

数、事務取扱件数、収

3

  平成31年度～平

計

年

成34年度納件数 25

度

,000 25,000

平

24,000 23,5

成

00
動 単 位 件

標
指

標 値

3

単 位 ○特定財源
  水

4

道事業公金徴収事務取

年

扱手投 計 年度別事業費

度

3,939 918 1,

備

028 965 1,02

 

8
  数料収入【その



  

業

、超えた金額について

の

補助します。（ただし

意

、上限は2継続 一般・

図

4款・1項・4目
万円

や

とします）
事    

ね

業    主    

ら

体
市民課

【滝沢市主体

い

】

小     

（

          

成

          

 

果

    計

や効果）

戸籍住民基

多

本台帳管理事務 戸籍、

様

住民基本台帳、各種制

な

度に基づき正確な記録

つ

と適正な情報管理を行

な

います

。また、対応が

が

良く説明がわかりやす

り

いと感じる窓口を目指

に

し、窓口対応のスキ

ル

政 よ

アップや専門知識のあ

っ

る職員の養成を図りま

て

す。

（義務的事業）

継

市

続区分 会計・款・項・

民

目 平成31年度の事業

が

概要
・住民情報の適正

行

な保存管理継続 一般・

動

2款・3項・1目
・迅

し

速な諸証明の交付
事 

て

   業    主 

策 い

   体 ・専門知識の

る

伝達と共有

市民課 ・庁

ま

外職員研修への参加

【

ち

滝沢市主体】 ・住基ネ

 

ット機器更新

基

事  

本

     業    

施

   名 事業の意図や

策

ねらい（成果や効果）

　

窓口非常勤嘱託員設置

　
０

事業 諸証明の交付や住

４

民異動及び戸籍届の受

 

付など住民サービスの

 

根幹となる業務を

遂行

 

し、安定した窓口運営

市

、事務効率の向上を図

民

るため、非常勤嘱託員

に

を配置し

ます。

継続区

信

分 会計・款・項・目 平

頼

成31年度の事業概要

　
と

非常勤嘱託員の業務内

安

容継続 一般・2款・3

心

項・1目
・住民票の写

感

し、戸籍証明書、税務

を

証明書、印鑑証明書等

与

の受付・交付
事   

え

 業    主   

ら

 体 ・印鑑登録、自動

れ

車臨時運行許可の受付

る

・発行

市民課 ・住民異

　
窓

動届、個人番号カード

口

交付

【滝沢市主体】 ・

の

戸籍届書の受付

・手数

対

料の集計、窓口集計表

応

の作成、各種申請書等

－

の整理・保管

 

事  

2

     業    

4

   名 事業の意図や

 

ねらい（成果や効果）

０

－

通知カード・個人番号カード関連事務 番号法の規定に基づき、通知カードや個人番号カードの交付事務を実施し行政手

続等における個人番号の利活用の推進を図ります。

（義務的事業）

継続区分 会計・款・項・目 平成31年

１

度の事業概要
・個人番号の付番継続 一般・2

事

款・3項・1目
・通知

 

カード及び個人番号カ

 

ードの交付
事    

 

業    主    

 

体 ・事務の指定受任者

 

への委任事務

市民課

【

 

滝沢市主体】

 

事  

 

業

     業    

 

   名 事業の意図や

 

ねらい（成果や効果）

 

火葬場使用料補助事業

 

火葬場使用料について

 

、市民の負担の軽減を

 

図ります。

継続区分 会

 

計・款・項・目 平成3

名

1年度の事業概要
利用

事

料3万円を超える場合



平 画

 

標 額 他団体事業負担額

   

項   

 

    目 平成31年

 

度 平成32年度 平成3

考

3年度 平成34年度 備

○

       考

投 計

全

年度別事業費 159,

体

441 40,510 3

平

事

9,398 39,59

業

5 39,938
合

資 内

期

特定財源 116,31

間

3 33,266 27,

活

721 27,628 2

目

7,698
画

指 訳 一般

研

財源 43,128 7,

修

244 11,677 1

に

1,967 12,24

参

0
計

標 額 他団体事業負

成

加

担額

した件数
  平成3

3

0年度～平成34年度

1

3 3 3 3
動 単 位 件

標
指

年

標 値 単 位 ○特定財源
 

度

 中長期在留者住居地

～

届出等事投 計 年度別事

平

業費 81,943 16

成

,666 21,759

成
3

21,759 21,7

4

59
  務委託金【そ

年

の他】他合
  資 内 特

度

定財源 70,174 1

（

6,632 18,12

単

6 17,708 17,

位

708
  画   指 訳

 

一般財源 11,769

 

34 3,633 4,0

千

51 4,051
計

標 額

3

円

他団体事業負担額

）

－ 

項    

2

   目 平成31年度

5

平成32年度 平成33

 

年度 平成34年度 備 

－

      考
○全体事業期間活 目 非常勤嘱託員設置件数
  平成

1

30年度～平成34年度2 2 2 2
動 単 位 人

標
指

標 値 単 位 ○特定財源
  事務取扱手数料【その他】他投 計 年度別事業費 14,901 3,738 3,721 3,721 3,721
  合
  資 内 特定財源 14,350 3,73

年

2 3,303 3,710 3,605
  画   指 訳 一般財源 551 6 418 11 116

計
標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成

度

33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 各年度交付委任事務の実施状況
  平成30年度

項

～平成33年度100

 

100 100 100
動

 

単 位 ％
標

指

標 値 単 位 ○

 

特定財源
  個人番号

 

カード交付事業費補投

実

 

計 年度別事業費 28,

 

278 11,988 5

 

,430 5,430 5

目

,430
  助金【国

平

】10/10合
  資

成

内 特定財源 28,27

3

8 11,988 5,4

1

30 5,430 5,4

年

30
  画   指 訳 一

度

般財源
計

標 額 他団体事

行

平

業負担額

成32

項       目

年

平成31年度 平成32

度

年度 平成33年度 平成

平

34年度 備     

成

  考
○全体事業期間

3

活 目 補助金交付率
  

3

平成24年度～平成3

計

年

4年度100 100 1

度

00 100
動 単 位 ％

標

平

指

標 値 単 位

投 計 年度別

成

事業費 30,380 7

3

,200 7,460 7

4

,720 8,000
合

年

資 内 特定財源
画

指 訳 一

度

般財源 30,380 7

備

,200 7,460 7

 

,720 8,000
計



  

まち

 多様なつながりに政 よって市民が行動して策 いるまち
 基本施策　

　
０４   市民に信頼

　
と安心感を与えられる

　
窓口の対応

－ 26 

０

－

 ０１   

１

多様なつながりによっ

 

て市民が行動している



平 画

     考

投 計 年度

平

別事業費 8,383,

成

729 2,200,8

3

61 2,059,87

1

0 2,063,483

年

2,059,515
合

度

資 内 特定財源 473,

～

219 247,858

平

76,699 74,5

成

88 74,074
画

指

成
3

訳 一般財源 7,910

4

,510 1,953,

年

003 1,983,1

度

71 1,988,89

（

5 1,985,441

単

計
標 額 他団体事業負担

位

額

  千

3

円）

－ 27 －

1年度

項     

実

  目 平成31年度 平

行

成32年度 平成33年

計

度 平成34年度 備  



  

度の事業概要
この推薦会は、民生委員・児童委員や主任児童委員が欠員又は一斉改選となった継続 一般・3款・1項・1目
場合に民生委員推薦会を開催し、候補者の推薦を行います。委員は7名で、推薦

事    業   

 

 主    体 会開催時の報酬・費用弁償を支払います。

地域福祉

計

課

【滝沢市主体】

画のビジョン

健

（政策が実現できたと

や

きの状態）

市民一人ひ

か

とりが自分らしい幸福

で

感を育むために、子ど

笑

もから高齢者、障がい

顔

のある人もない人もそ

に

れぞれの役割を担い、

あ

地域の絆を大切にしな

政 ふ

がら、自助、互助、共

れ

助、公助が一体となっ

る

て共に生き、健やかで

ま

笑顔にあふれて暮らし

ち

ている状態

を目指しま

 

す。

政策目標値の達成

基

状況

基準値 上：戦略目

本

標見込値／下：達成値

施

目標値 進捗状況No 政

策

策 目 標 指 数
平成30年

策
　

度 平成31年度 平成3

０

2年度 平成33年度 平

１

成34年度 平成34年

 

度 進捗率(%)

暮 自分

 

が心身ともに元気と感

 

じている人の割合
1 ら

支

59 60 61 62 62

え

-58.4単 位 ％し

あ

- - - - - 0.0

幸 滝

う

沢市で幸せに暮らして

　
地

いる人の割合
2 64 6

域

8 71 75 75 -60

福

.1単 位 ％福 - - -

祉

- - 0.0

の

基本施策が４年間

推

でめざす姿

・市民が地

進

域で幸せに暮らすため

－

に、市民、地域コミュ

 

ニティ、ＮＰＯ、ボラ

2

ンティア組織、福祉サ

　

8

ービス事業者、行政等

 

が協働・連携し、支え

－

あいのネットワークを広げ、笑顔あふれる地域創りを目指します。

・障がいのある方が地域で安心して暮らすことができるよう、障がいに対する理解の促進、社会参加のための交

　

流の場の構

築、学習の機会・就労の場の確保、自立を促進するためのサービスや情報の提供を図ります。

・みんなで支えあい安心して暮らすことができるよう、支えあいのネットワークの拡大、地域での見守り活動の充実、

０

多様

な相談に対応できる体制の整備を図ります。

基本施策目標の進捗状況分析

・民生委員等各種委員の確保による体制整備を図ると共に各種委員の活動支援を進めています。

・窓口相談体制の維持、関係機関及び近隣市町と

２

の連携による相談支援体制の強化を進めています。

・避難行動要支援者名簿を民生委員、自治会、自主防災組織、警察、消防等関係機関に配布し情報共有を図り、要支援者へ

の見守り等を強化しています。

 

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

民生委員推薦会事務 地域における福祉の推進のため、民生委員・児童委員を推薦します。

（義務的事業）

継続区分 会計・款・項・目 平成31年



平 画

増

全体事業期間活 目 民生

進

委員推薦会開催回数
 

の

 平成31年度～平成

た

34年度5 1 1 5
動 単

め

位 回
標

指

標 値 単 位 ○特

、

定財源
  民生委員推

健

薦会負担金【県】投 計

康

年度別事業費 656 2

づ

81 47 47 281
 

く

 （定額）合
  資 内

平

り

特定財源 40 10 10

宣

10 10
  画   指

言

訳 一般財源 616 27

を

1 37 37 271
計

標

契

額 他団体事業負担額

機として市

成

民と地域、団体、

企業

3

、行政が一丸となって

1

健康づくりを推進しま

年

す。

・子育て支援のた

度

め、多様な保育等の確

～

保や経済的支援の充実

平

を図ります。

・高齢者

成

が住み慣れた地域で安

成
3

心して暮らせるよう、

4

地域包括ケアシステム

年

を深化させます。

・障

度

害のある人が地域等で

（

安心して暮らせるよう

単

、自立への支援を進め

位

ます。

・生活保護をは

 

じめとしたセーフティ

 

ーネット、社会保険制

千

度の確実な実施に努め

3

円

ます。

基本計画期間内

）

の取り組みと方針のう

－

ち、平成31年度の重

 

点課題

・健康づくり宣

2

言の機運を生かし、健

9

康づくり政策部署を設

 

置、健康づくりのさら

－

なる展開を図ります。

・幼児教育の無償化への的確な対応と待機児

1

童解消、保育士の確保や経済的支援の充実を図ります。

・高齢者が住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、地

政

域包括ケアシステムを

策

深化させます。

・障害

の

のある人が地域等で安

達

心して暮らせるよう、

成

関係者の連携、支援体

年

（

制づくりを進めます

実

基本施策

現

の達成（実現）に向け

）

た基本計画期間内の取

に

り組みと方針

・滝沢市

向

地域福祉計画（計画期

け

間：平成28年度から

た

平成34年度まで）を

基

推進します。

・第1次

本

滝沢市障がい者計画（

度

計

計画期間：平成29年

画

度から平成34年度ま

期

で）、第5期滝沢市障

間

がい福祉計画及び第1

内

期滝沢市

障がい児福祉

の

計画（計画期間：平成

取

30年度から平成32

り

年度まで）に基づく福

組

祉サービスの円滑な提

み

供を図ります。

基本計

実

と

画期間内の取り組みと

方

方針のうち、平成31

針

年度の重点課題

・滝沢

・

市基幹相談支援センタ

幸

ーが中心となり、滝沢

福

市自立支援協議会（滝

感

沢市における障がい福

を

祉の関係者による連携

実

及び

支援体制に関する

感

協議を行う場）で、市

行

す

内の相談支援体制、滝

る

沢市の障がい福祉政策

た

在り方などを引き続き

め

協議します。

・民生委

の

員、人権擁護委員、要

基

援護者の地域支援者、

本

市社協、自治会、ＮＰ

で

Ｏ、ボランティア団体

あ

、社会福祉法人などの

る

地

域支援者間の情報共

計

「

有の機会の構築と自治

心

会との連携による新た

身

な事業を実施します。

の健康

項  

」

     目 平成31

の

年度 平成32年度 平成

保

33年度 平成34年度

持

備       考
○



  

員

受けて行う有償のボラ

・

ンティ

ア輸送（福祉有

児

償運送）について、そ

童

の必要性、利用者の安

委

全と利便の確保に係
議

員

会運営事業 る方策等に

設

ついて検討する協議会

置

を盛岡広域市町で共同

事

で設置し、効率的に運

業

営

します。

継続区分 会

 

地

計・款・項・目 平成3

域

1年度の事業概要
福祉

に

有償運送に係る新規申

お

請、変更申請及び運行

け

管理等に関して、協議

る

会を組織継続 一般・3

福

款・1項・1目
する者

祉

（国土交通省岩手運輸

の

支局職員、盛岡広域振

推

興局職員、岩手県タク

健

進

シー協
事    業 

の

   主    体 会

た

盛岡支部及び紫波支部

め

職員、福祉団体代表者

、

、構成市町職員）によ

市

り検討しま

地域福祉課

民

す。

【滝沢市主体】 ・

と

盛岡地区福祉有償運送

行

市町共同運営協議会負

政

担金 15千円

や

と

事 

の

      業   

パ

    名 事業の意図

イ

やねらい（成果や効果

プ

）

滝沢市保護司協議会

役

補助事業 犯罪等を犯し

を

た者の更生及び犯罪被

果

害者の支援を行う保護

た

司の活動を支援し、明

す

るい地域づくりを推進

か

民

します。

継続区分 会計

生

・款・項・目 平成31

委

年度の事業概要
本事業

員

は、公募補助事業であ

・

り、定期研修への参加

児

及び自主研修の実施、

童

岩手山継続 一般・3款

委

・1項・1目
山開き等

員

での社会を明るくする

の

運動といった啓発活動

で

円

等を実施します。
事 

滑

   業    主 

な

   体
地域福祉課

【

活

他団体事業主体】

滝沢

動

市保護司協議会

を支援しま

笑

す。

継続区分 会計・款

顔

・項・目 平成31年度

に

の事業概要
委員個々の

あ

活動費用の支援を行う

政 ふ

ために、活動があった

れ

月に限り、月額定額で

る

各継続 一般・3款・1

ま

項・1目
法定民生児童

ち

委員協議会の会長(3

 

名)8千円、副会長(

基

6名)7千円、委員(

本

89名)6千
事   

施

 業    主   

策

 体 円で積算し、年2

策
　

回に分けて支給します

０

。

地域福祉課 一斉改選

１

に伴う需用費、役務費

 

を支出します。

【滝沢

 

市主体】

 

事    

支

   業      

え

 名 事業の意図やねら

あ

い（成果や効果）

人権

う

擁護事業 人権擁護委員

　
地

が行う人権擁護に関す

域

る相談及び啓発活動を

福

支援し、人権が尊重さ

祉

れる地域づくりを推進

の

します。

継続区分 会計

推

・款・項・目 平成31

進

年度の事業概要
人権擁

－

護委員9名で、特設人

 

権相談所（2回）、人

3

権紙芝居等施設訪問に

　

0

よる人権継続 一般・3

 

款・1項・1目
啓発活

－

動（35回程度）、各種行事開催時の街頭人権啓発活動（2回）を実施しま
事    業    主    体 す。

地域福祉課 ・盛岡人権擁護委員協議会負担金 65千円

【他団

　

体事業主体】 ・いわて被害者支援センター負担金 66千円

滝沢市人権擁護委員

事

事  

 

     業    

 

   名 事業の意図や

 

ねらい（成果や効果）

 

更生保護事業 犯罪等を

 

犯した者の更生及び犯

０

 

罪被害者の支援を行う

 

保護司の活動を支援し

業

、明

るい地域づくりを

 

推進します。

継続区分

 

会計・款・項・目 平成

 

31年度の事業概要
定

 

期研修への参加及び自

 

主研修の実施、岩手山

 

山開き等での社会を明

 

るくする運継続 一般・

２

名

3款・1項・1目
動と

事

いった啓発活動等を実

業

施します。
事    

の

業    主    

意

体 ・更生保護法人岩手

図

県更生保護協会負担金

や

 　77千円

地域福祉

ね

課 ・岩手県更生保護研

ら

究大会負担金　　　　

い

　100千円　　

【他

 

（

団体事業主体】

滝沢市

成

保護司協議会

果

事  

や

     業    

効

   名 事業の意図や

果

ねらい（成果や効果）

）

盛岡地区福祉有償運送

民

市町共同運営協 社会福

生

祉法人、ＮＰＯ法人等

委

が道路運送法の許可を



平 画

 

2
動 単 位 人

標
指

標 値 単

 

位

投 計 年度別事業費 7

 

40 185 185 18

 

5 185
合

資 内 特定財

 

源
画

指 訳 一般財源 74

 

0 185 185 185

考

185
計

標 額 他団体事

○

業負担額

全体

平

事業期間活 目 民生委員

成

・児童委員数
  平成

3

31年度～平成34年

1

度98 99 99 99
動

年

単 位 人
標

指

標 値 単 位 ○

度

特定財源
  民生委員

～

・児童委員指揮監督投

平

計 年度別事業費 29,

成

294 7,350 7,

成
3

272 7,272 7,

4

400
  事務費交付

年

金【県】（定額）合
 

度

 資 内 特定財源 28 7

（

7 7 7
  画   指 訳

単

一般財源 29,266

位

7,343 7,265

 

7,265 7,393

 

計
標 額 他団体事業負担

千

額

3

円）

項 

－

      目 平成3

 

1年度 平成32年度 平

3

成33年度 平成34年

1

度 備       考

 

○全体事業期間活 目 人

－

権擁護委員数
  平成31年度～平成34年度9 9 9 9

動 単 位 人
標

1

指

標 値 単 位 ○特定財源
  人権啓発活動委託金投 計 年度別事業費 2,109 525 528 528 528
  【県】（10/10）合
  資 内 特定財源 1,572 393 393 393 393
  画   指 訳 一般財源 537 13

年

2 135 135 135
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 円

度

滑な保護司活動の実施（保護
  平成31年度～平成34年度司の人数） 22 22 22 22

動 単 位 人
標

指

標 値 単

項

位

投 計 年度別事業費 4

 

08 177 77 77 7

 

7
合

資 内 特定財源
画

指

 

訳 一般財源 408 17

 

7 77 77 77
計

標 額

実

 

他団体事業負担額

  目

項    

平

   目 平成31年度

成

平成32年度 平成33

3

年度 平成34年度 備 

1

      考
○全体

年

事業期間活 目 市内福祉

度

有償運送事業者数
  

行

平

平成17年度～平成3

成

4年度2 2 2 2
動 単 位

3

団体
標

指

標 値 単 位

投 計

2

年度別事業費 60 15

年

15 15 15
合

資 内 特

度

定財源
画

指 訳 一般財源

平

60 15 15 15 15

成

計
標 額 他団体事業負担

3

額

3

計

年

項 

度

      目 平成3

平

1年度 平成32年度 平

成

成33年度 平成34年

3

度 備       考

4

○全体事業期間活 目 円

年

滑な保護司活動の実施

度

（保護
  平成31年

備

度～平成34年度司の

 

人数） 22 22 22 2



  

民

事

生

       業  

児

     名 事業の意

童

図やねらい（成果や効

委

果）

滝沢市安心生活相

員

談事業 多重債務や悪質

連

商法及び家庭や地域に

絡

おける生活相談など、

協

市民からの相談に的

確

議

に対応できる体制を整

 

会

備し、安心して生活で

補

きる地域をつくります

助

。

継続区分 会計・款・

事

項・目 平成31年度の

地

事業概要
市民にとって

域

身近な専門相談場所を

に

確保するため、弁護士

お

による「無料弁護士相

け

継続 一般・3款・1項

る

・1目
談」と司法書士

健

福

による「無料相続・登

祉

記相談」を市内で実施

の

します。
事    業

推

    主    体

進

地域福祉課

【協働事業

の

】

社会福祉法人滝沢市

た

社会福祉協議会

め

事 

、

      業   

市

    名 事業の意図

や

民

やねらい（成果や効果

と

）

社会福祉法人監査指

行

導事業 社会福祉法第5

政

6条の規定に基づき、

と

市長が所轄する社会福

の

祉法人に対して指導監

パ

査を実施します。

（義

イ

務的事業）

継続区分 会

プ

計・款・項・目 平成3

役

1年度の事業概要
社会

か

を

福祉法人の設立の認可

果

、指導監査を行うため

た

の法人監査専門員1名

す

を雇用し継続 一般・3

民

款・1項・1目
ます。

生

また、税理士を雇用し

委

、法人に対して立ち入

員

りの監査指導を実施す

・

るとと
事    業 

児

   主    体 も

で

童

に、各法人からの定款

委

変更の届出等の受理、

員

認可等法に基づく業務

の

を行います

地域福祉課

円

。

【滝沢市主体】

滑な活動を

笑

支援します。
業

継続区

顔

分 会計・款・項・目 平

に

成31年度の事業概要

あ

本事業は公募補助事業

政 ふ

であり、民生委員・児

れ

童委員及び主任児童委

る

員（98名）が継続 一

ま

般・3款・1項・1目

ち

主催する研修等、その

 

他の各種研修・会議へ

基

の参加に要する経費へ

本

の支援を行い
事   

施

 業    主   

策

 体 ます。

地域福祉課

策
　

【協働事業】

滝沢市民

０

生児童委員連絡協議会

１ 

事       業

 

       名 事業

 

の意図やねらい（成果

支

や効果）

滝沢市社会福

え

祉協議会補助事業 地域

あ

福祉推進のためのパー

う

トナーである滝沢市社

　
地

会福祉協議会が円滑な

域

運営がで

きるように、

福

補助金を交付すること

祉

で、広く地域福祉の向

の

上を図ります。

継続区

推

分 会計・款・項・目 平

進

成31年度の事業概要

－

地域福祉推進のための

 

パートナーである滝沢

3

市社会福祉協議会の円

　

2

滑な運営に要継続 一般

 

・3款・1項・1目
す

－

る経費（人件費及びその他の事務費）に対して補助金を交付します。
事    業    主    体

地域福祉課

【協働事業】

社会福祉法人滝沢市社会福祉協議会

　

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

消費

事

者行政推進事業 盛岡広

 

域市町が連携して消費

 

者からの相談を受け、

 

問題解決に向けた指導

 

や協力

を行います。ま

 

た、消費者信用生活協

０

 

同組合と預託契約を締

 

結し、債務整理資金

や

業

生活再建資金の貸付を

 

行うことで、多重債務

 

者の家庭の生活状況を

 

改善するた

めの支援を

 

します。

継続区分 会計

 

・款・項・目 平成31

 

年度の事業概要
県内市

 

町村と消費者信用生活

２

名

協同組合が預託契約を

事

締結し、多重債務者の

業

家庭の継続 一般・3款

の

・1項・1目
生活状況

意

を改善するための支援

図

をします。また、盛岡

や

広域８市町で消費者行

ね

政を
事    業  

ら

  主    体 共同

い

実施するために必要な

 

（

経費を負担します。

地

成

域福祉課 ・盛岡広域市

果

町消費者行政共同実施

や

負担金　1,174千

効

円

【滝沢市主体】 ・岩

果

手県都市消費者行政連

）

絡協議会負担金　　　

滝

8千円

・東北都市消費

沢

者行政協議会負担金　

市

　　　　　8千円



平 画

 

年度7 7 7 7
動 単 位 法

 

人
標

指

標 値 単 位

投 計 年

 

度別事業費 9,460

 

2,429 2,301

 

2,365 2,365

 

合
資 内 特定財源

画
指 訳

考

一般財源 9,460 2

○

,429 2,301 2

全

,365 2,365
計

体

標 額 他団体事業負担額

平

事業期間活 目 民生児童

成

委員数
  平成31年

3

度～平成34年度98

1

99 99 99
動 単 位 人

年

標
指

標 値 単 位

投 計 年度

度

別事業費 6,718 1

～

,672 1,682 1

平

,682 1,682
合

成

資 内 特定財源
画

指 訳 一

成
3

般財源 6,718 1,

4

672 1,682 1,

年

682 1,682
計

標

度

額 他団体事業負担額

（単位

項   

 

    目 平成31年

 

度 平成32年度 平成3

千

3年度 平成34年度 備

3

円

       考
○全

）

体事業期間活 目 補助対

－

象職員数
  平成31

 

年度～平成34年度6

3

6 6 6
動 単 位 人

標
指

標

3

値 単 位

投 計 年度別事業

 

費 140,178 33

－

,631 34,678 35,521 36,348
合

資 内 特定財源
画

1

指 訳 一般財源 140,178 33,631 34,678 35,521 36,348
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33

年

年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 多重債務を解消する者
  平成31年度～平成34年度30 30 30 30

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  貸付金元金収入【その他】投 計 年度別事業費 110,

度

066 27,190 27,190 27,843 27,843
  合
  資 内 特定財源 104,000 26,00

項

0 26,000 26,

 

000 26,000
 

 

 画   指 訳 一般財源

 

6,066 1,190

 

1,190 1,843

実

 

1,843
計

標 額 他団

 

体事業負担額

 目 平

項      

成

 目 平成31年度 平成

3

32年度 平成33年度

1

平成34年度 備   

年

    考
○全体事業

度

期間活 目 相談者数
  

行

平

平成31年度～平成3

成

4年度130 130 1

3

30 130
動 単 位 人

標

2

指

標 値 単 位

投 計 年度別

年

事業費 1,796 44

度

9 449 449 449

平

合
資 内 特定財源

画
指 訳

成

一般財源 1,796 4

3

49 449 449 44

3

9
計

標 額 他団体事業負

計

年

担額

度 平

項

成

       目 平成

3

31年度 平成32年度

4

平成33年度 平成34

年

年度 備       

度

考
○全体事業期間活 目

備

所管する法人数
  平

 

成31年度～平成34



  

祉

連携を密にし、広報紙

計

等を利用し制度の周知

画

を図りつつ法令に基づ

策

継続 一般・3款・1項

定

・2目
いた支給をしま

事

す。
事    業  

業

  主    体
地域

市

福祉課

【滝沢市主体】

障が

事       業

 

い

       名 事業

者

の意図やねらい（成果

（

や効果）

補装具費支給

障

事業 法令に基づき障が

が

い者からの申請を受理

い

し必要な審査を行い、

福

補装具費を支給す

るこ

祉

とにより、自立した日

）

常生活の支援を図りま

計

す。

（義務的事業）

継

健

画

続区分 会計・款・項・

、

目 平成31年度の事業

高

概要
申請を受理後、法

齢

令等に基づき必要な審

者

査を行い支給決定しま

保

す。継続 一般・3款・

健

1項・2目

事    

福

業    主    

祉

体
地域福祉課

【滝沢市

計

主体】

や

画などの分野別計画の

か

総論に

位置づけられる

で

計画として、地域福祉

笑

を推進する基本的な方

顔

向性を示すことで、

誰

に

もが自分らしい幸せな

あ

生活を送ることに寄与

政 ふ

します。

継続区分 会計

れ

・款・項・目 平成31

る

年度の事業概要
社会福

ま

祉法第107条の規定

ち

に基づき、平成27年

 

度に策定した滝沢市地

基

域福祉計画新規 一般・

本

3款・1項・1目
の中

施

間見直しを行います。

策

事    業    

策
　

主    体
地域福祉

０

課

【滝沢市主体】

１

事

 

       業  

 

     名 事業の意

 

図やねらい（成果や効

支

果）

介護給付・訓練等

え

給付費支給事業 介護給

あ

付費や訓練等給付費を

う

支給することにより、

　
地

障がい者の自立や社会

域

参加の

促進を図ります

福

。

（義務的事業）

継続

祉

区分 会計・款・項・目

の

平成31年度の事業概

推

要
サービス利用申請に

進

応じて、障がいの程度

－

や希望に合ったサービ

 

スを受けること継続 一

3

般・3款・1項・2目

　

4

ができるよう必要な量

 

を支給決定し、給付し

－

ます。
事    業    主    体

地域福祉課

【滝沢市主体】

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

障害支援区

　

分認定審査会事務 障害福祉サービスの利用を希望する障がい者について、必要な支援の度

事

合に応じ

た適切なサー

 

ビスを提供することが

 

できるよう障害支援区

 

分認定審査会において

 

審査・判定を行います

 

。

（義務的事業）

継続

０

 

区分 会計・款・項・目

 

平成31年度の事業概

業

要
障害福祉サービス利

 

用希望者の障がい程度

 

の認定調査を行い、主

 

治医に意見書の継続 一

 

般・3款・1項・2目

 

作成を依頼し、障がい

 

の現況と医学的見地か

 

ら適切な審査・判定を

２

名

行い、適切な
事   

事

 業    主   

業

 体 障がい支援区分認

の

定をします。

地域福祉

意

課

【滝沢市主体】

図

事

や

       業  

ね

     名 事業の意

ら

図やねらい（成果や効

い

果）

自立支援医療費支

 

（

給事業 確実な治療効果

成

等が期待される法令に

果

基づく医療に対して給

や

付することで、障が

い

効

者の自立と社会経済活

果

動への参加の促進を図

）

ります。

（義務的事業

地

）

継続区分 会計・款・

域

項・目 平成31年度の

福

事業概要
医療機関との



平 画

 

169 36,169 3

 

6,169
  【国】

 

1/2【県】1/4合

 

  資 内 特定財源 10

 

7,030 26,00

 

3 27,009 27,

考

009 27,009
 

○

 画   指 訳 一般財源

全

36,308 8,82

体

8 9,160 9,16

平

事

0 9,160
計

標 額 他

業

団体事業負担額

期間活

項     

目

  目 平成31年度 平

地

成32年度 平成33年

域

度 平成34年度 備  

福

     考
○全体事

祉

業期間活 目 補装具費支

成

計

給件数
  平成18年

画

度～平成34年度12

策

0 120 120 120

定

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位

懇

○特定財源
  自立支

話

援給付費負担金投 計 年

会

度別事業費 60,00

の

0 15,000 15,

開

000 15,000 1

催

5,000
  【国】

3

 

1/2【県】1/4合

 

  資 内 特定財源 45

平

,000 11,250

成

11,250 11,2

3

50 11,250
  

1

画   指 訳 一般財源 1

年

5,000 3,750

度

3,750 3,750

～

3,750
計

標 額 他団

平

体事業負担額

1

成34年度回数 1 0 0

年

5
動 単 位 回

標
指

標 値 単

度

位

投 計 年度別事業費 7

～

74 191 583
合

資

平

内 特定財源
画

指 訳 一般

成

財源 774 191 58

成
3

3
計

標 額 他団体事業負

4

担額

年度

項

（

       目 平成

単

31年度 平成32年度

位

平成33年度 平成34

 

年度 備       

 

考
○全体事業期間活 目

千

介護給付費利用者数
 

3

円

 平成18年度～平成

）

34年度210 210

－

210 210
動 単 位 人

 

標
指 訓練等給付費利用

3

者数
250 250 25

5

0 250
標 値 単 位 人 ○

 

特定財源
  自立支援

－

給付費負担金投 計 年度別事業費 3,742,613 835,679

1

901,305 968,903 1,036,726
  【国】基準額の1/2上限【県合
  】基準額の1/4上限資 内 特定財源 2,761,273 605,980 668,915 718,373 768,005
  画   

年

指 訳 一般財源 981,340 229,699 232,390 250,530 268,721
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度

度

平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 異議申し立て件数
  平成31年度～平成3

項

4年度0 0 0 0
動 単 位

 

件
標

指

標 値 単 位 ○特定

 

財源
  障害支援区分

 

認定審査会運営投 計 年

 

度別事業費 5,503

実

 

1,372 1,377

 

1,377 1,377

 

  費負担金【その他

目

】合
  資 内 特定財源

平

1,228 307 30

成

7 307 307
  画

3

  指 訳 一般財源 4,

1

275 1,065 1,

年

070 1,070 1,

度

070
計

標 額 他団体事

行

平

業負担額

成32

項       目

年

平成31年度 平成32

度

年度 平成33年度 平成

平

34年度 備     

成

  考
○全体事業期間

3

活 目 自立支援医療（更

3

生医療）利用
  平成

計

年

31年度～平成34年

度

度者数 15 16 16 1

平

6
動 単 位 人

標
指 自立支

成

援医療（育成医療）利

3

用
者数 20 20 20 2

4

0
標 値 単 位 人 ○特定財

年

源
  障害者自立支援

度

医療費負担金投 計 年度

備

別事業費 143,33

 

8 34,831 36,



  

者

地域福祉課

【滝沢市主

地

体】

域

事      

生

 業       名

活

事業の意図やねらい（

支

成果や効果）

滝沢市身

援

体障害者福祉協会補助

事

事業 滝沢市身体障害者

業

福祉協会が行う事業費

地

の一部に対し、補助金

 

域

を交付することに

より

の

、身体障がい者の福祉

実

の向上を図ります。

継

情

続区分 会計・款・項・

に

目 平成31年度の事業

合

概要
滝沢市身体障害者

っ

福祉協会が行う事業の

た

一部に対して補助金を

事

交付し、身体障が継続

業

一般・3款・1項・2

健

や

目
い者の福祉の向上を

利

図るとともに、会員数

用

の増加と組織の強化に

希

向けた支援を行
事  

望

  業    主  

の

  体 います。

地域福

多

祉課

【他団体事業主体

い

】

滝沢市身体障害者福

事

祉協会

業

や

を選択し実施すること

か

により、そ

の地域に住

で

む障がい者の福祉の向

笑

上を図ります。

（義務

顔

的事業）

継続区分 会計

に

・款・項・目 平成31

あ

年度の事業概要
障がい

政 ふ

者計画及び障がい福祉

れ

計画に基づいて、障が

る

い者が自立した日常生

ま

活・社継続 一般・3款

ち

・1項・2目
会生活を

 

営むことができるよう

基

に、地域の実情に合っ

本

た事業を実施します。

施

事    業    

策

主    体
地域福祉

策
　

課

【滝沢市主体】

０

事

１

       業  

 

     名 事業の意

 

図やねらい（成果や効

 

果）

在宅酸素療法患者

支

酸素濃縮器使用助成 呼

え

吸器機能に障がい（3

あ

級）があり在宅で酸素

う

療法を行っている方に

　
地

対し、酸素

濃縮器で使

域

用される電気料相当額

福

の一部を助成すること

祉

により、当該障がい者

の

の
事業 在宅生活を支援

推

します。

継続区分 会計

進

・款・項・目 平成31

－

年度の事業概要
酸素濃

 

縮器使用に伴う電気料

3

相当額の一部を助成し

　

6

、障がい者の在宅生活

 

を支援継続 一般・3款

－

・1項・2目
します。

事    業    主    体
地域福祉課

【滝沢市主体】

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効

　

果）

在宅重度障害者家族介護慰労手当支給 在宅で重度の障がい者を介護している家族等に

事

対し慰労手当を支給す

 

ることによ

り、経済的

 

な支援を行います。
事

 

業

継続区分 会計・款・

 

項・目 平成31年度の

 

事業概要
在宅で重度の

０

 

障がい者を介護してい

 

る家族等に対し、月額

業

3,500円の慰労手

 

当を継続 一般・3款・

 

1項・2目
支給します

 

。
事    業   

 

 主    体
地域福

 

祉課

【滝沢市主体】

  

事       業 

２

名

      名 事業の

事

意図やねらい（成果や

業

効果）

障がい者支援相

の

談員設置事業 障がい者

意

が地域での自立した生

図

活を営むことができる

や

よう、障がい者からの

ね

相談

に応じ、必要な助

ら

言や情報提供を行いま

い

す。

継続区分 会計・款

 

（

・項・目 平成31年度

成

の事業概要
窓口に来庁

果

される障がい者及び介

や

護者に対して、必要な

効

助言や情報提供を行う

果

ほ継続 一般・3款・1

）

項・2目
か、障がい支

障

援区分認定調査を実施

が

します。
事    業

い

    主    体



平 画

   

項      

 

 目 平成31年度 平成

 

32年度 平成33年度

 

平成34年度 備   

考

    考
○全体事業

○

期間活 目 会員数
  平

全

成31年度～平成34

体

年度70 70 70 70

平

事

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

業

投 計 年度別事業費 40

期

0 100 100 100

間

100
合

資 内 特定財源

活

画
指 訳 一般財源 400

目

100 100 100 1

国

00
計

標 額 他団体事業

が

負担額

示し

成

た事業の中から市が実

3

  平成31年度～平

1

成34年度施する事業

年

の数 13 13 13 13

度

動 単 位 事業数
標

指

標 値

～

単 位 ○特定財源
  障

平

害者地域生活支援事業

成

費補投 計 年度別事業費

成
3

225,379 56,

4

172 56,428 5

年

6,351 56,42

度

8
  助金合
  【国

（

】基準額の1/2を上

単

限資 内 特定財源 85,

位

371 21,264 2

 

1,381 21,34

 

5 21,381
  【

千

県】基準額の1/4を

3

円

上限画   指 訳 一般財

）

源 140,008 34

－

,908 35,047

 

35,006 35,0

3

47
計

標 額 他団体事業

7

負担額

 －

項       目 平成31年度 平成32年

1

度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 利用者
  平成31年度～平成34年度7 7 7 7

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  在宅酸素療法患者酸素濃縮器投 計 年度別事業費 536 134 134

年

134 134
  使用助成費事業補助金合
  【県】1/2資 内 特定財源 268 67 67 67 67
  画   指 訳 一般財源 268 67 67 67 67

計
標 額 他団体事業負担額

度

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事

項

業期間活 目 受給者数
 

 

 平成31年度～平成

 

34年度2 2 2 2
動 単

 

位 人
標

指

標 値 単 位 ○特

 

定財源
  在宅重度障

実

 

害者家族介護慰労投 計

 

年度別事業費 336 8

 

4 84 84 84
  手

目

当事業費補助金合
  

平

【県】1/2資 内 特定

成

財源 168 42 42 4

3

2 42
  画   指 訳

1

一般財源 168 42 4

年

2 42 42
計

標 額 他団

度

体事業負担額

行

平成3

項      

2

 目 平成31年度 平成

年

32年度 平成33年度

度

平成34年度 備   

平

    考
○全体事業

成

期間活 目 相談者数
  

3

平成18年度～平成3

3

4年度90 90 90 9

計

年

0
動 単 位 人

標
指

標 値 単

度

位

投 計 年度別事業費 1

平

8,084 4,521

成

4,521 4,521

3

4,521
合

資 内 特定

4

財源
画

指 訳 一般財源 1

年

8,084 4,521

度

4,521 4,521

備

4,521
計

標 額 他団

 

体事業負担額



  

手

計・款・項・目 平成3

を

1年度の事業概要
在宅

つ

の重度障がい者（児）

な

に対して、その障がい

ぐ

による精神的、身体的

育

な負担を継続 一般・3

成

款・1項・2目
軽減す

会

るため手当を支給する

補

とともに、制度の周知

助

徹底につとめ、手当支

 

事

給に遺
事    業 

業

   主    体 漏

滝

が生じないよう配意し

沢

ます。

地域福祉課

【滝

市

沢市主体】

手

事   

を

    業     

つ

  名 事業の意図やね

な

らい（成果や効果）

障

ぐ

がい者計画・障がい福

健

育

祉計画策定事 第1次障

成

がい者計画、第5期障

会

がい福祉計画及び第1

が

期障がい児福祉計画を

行

推進し

ます。
業

（義務

う

的事業）

継続区分 会計

事

・款・項・目 平成31

業

年度の事業概要
第1次

費

滝沢市障がい者計画（

の

平成29年度から平成

や

一

34年度まで）、第5

部

期滝沢市障が継続 一般

に

・3款・1項・2目
い

対

福祉計画（平成30年

し

度から平成32年度ま

、

で）及び第1期滝沢市

補

障がい児福祉計
事  

助

  業    主  

金

  体 画（平成30年

を

度から平成32年度ま

か

交

で）を推進します。

地

付

域福祉課

【滝沢市主体

す

】

ることによ

り、

で

知的障がい者（児）及

笑

びその家族の福祉の向

顔

上を図ります。

継続区

に

分 会計・款・項・目 平

あ

成31年度の事業概要

政 ふ

滝沢市手をつなぐ育成

れ

会が行う事業の一部に

る

対して補助金を交付し

ま

、知的障がい継続 一般

ち

・3款・1項・2目
者

 

（児）とその家族の福

基

祉の向上を図るととも

本

に、会員数の増加と組

施

織の強化に
事    

策

業    主    

策
　

体 向けた支援を行いま

０

す。

地域福祉課 東北ブ

１

ロック大会が岩手県で

 

開催されることに伴い

 

、大会へ助成すること

 

により

【他団体事業主

支

体】 、研修や交流の機

え

会をつくり活動の支援

あ

を行います。

滝沢市手

う

をつなぐ育成会

　
地

事 

域

      業   

福

    名 事業の意図

祉

やねらい（成果や効果

の

）

児童福祉法給付事業

推

障害児通所給付費、障

進

害児相談支援給付費を

－

支給することにより、

 

障がい児の支

援を図り

3

ます。

（義務的事業）

　

8

継続区分 会計・款・項

 

・目 平成31年度の事

－

業概要
サービス利用申請に基づき、障がいの程度や希望に合ったサービスを受けること継続 一般・3款・1項・2目
ができるよう必要な量を支給決定し、給付します。

事    

　

業    主    体
地域福祉課

【滝沢市主体】

事     

事

  業       

 

名 事業の意図やねらい

 

（成果や効果）

難聴児

 

補聴器購入費支給事業

 

身体障害者手帳交付対

 

象外で、補装具（補聴

０

 

器）給付の対象となら

 

ない軽度・中

等度難聴

業

児に対して、補聴器購

 

入に係る費用を助成す

 

ることにより、乳幼児

 

期か

ら学齢期における

 

言葉の獲得やコミュニ

 

ケーション力の向上を

 

促進します。

継続区分

 

会計・款・項・目 平成

２

名

31年度の事業概要
広

事

報等により積極的に周

業

知することで、対象者

の

の掘り起こしを行い支

意

給につなげ継続 一般・

図

3款・1項・2目
ます

や

。
事    業   

ね

 主    体
地域福

ら

祉課

【滝沢市主体】

い

 

（

事       業 

成

      名 事業の

果

意図やねらい（成果や

や

効果）

特別障害者手当

効

等支給事業 在宅の重度

果

障がい者に対し、障が

）

いによって生ずる特別

滝

の負担の一助として手

沢

当

を支給します。

（義

市

務的事業）

継続区分 会



平 画

 

5
計

標 額 他団体事業負

 

担額

  

項

 

       目 平成

 

31年度 平成32年度

考

平成33年度 平成34

○

年度 備       

全

考
○全体事業期間活 目

体

障がい福祉計画策定推

平

事

進委員会
  平成31

業

年度～平成34年度開

期

催回数 0 3 0 0
動 単 位

間

回
標

指

標 値 単 位

投 計 年

活

度別事業費 324 16

目

2 162
合

資 内 特定財

会

源
画

指 訳 一般財源 32

員

4 162 162
計

標 額

数

他団体事業負担額

 

成

 平成31年度～平成

3

34年度50 50 50

1

50
動 単 位 人

標
指

標 値

年

単 位

投 計 年度別事業費

度

420 180 80 80

～

80
合

資 内 特定財源
画

平

指 訳 一般財源 420 1

成

80 80 80 80
計

標

成
3

額 他団体事業負担額

4年度

項   

（

    目 平成31年

単

度 平成32年度 平成3

位

3年度 平成34年度 備

 

       考
○全

 

体事業期間活 目 児童福

千

祉法給付費年間平均述

3

円

べ
  平成31年度～

）

平成34年度利用者数

－

90 95 95 95
動 単

 

位 人
標

指

標 値 単 位 ○特

3

定財源
  児童福祉法

9

給付費負担金投 計 年度

 

別事業費 684,44

－

8 140,095 159,391 180,444 204,518
 

1

 【国】基準額の1/2上限【県合
  】基準額の1/4上限資 内 特定財源 513,113 104,857 119,541 135,329 153,386
  画   指 訳 一般財源 171,335 35,238 39,850 4

年

5,115 51,132
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目

度

補聴器支給件数
  平成24年度～平成34年度2 2 2 2

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  岩手県難聴児補

項

聴器購入助成投 計 年度

 

別事業費 428 107

 

107 107 107
 

 

 事業費補助金【県】

 

1/2合
  資 内 特定

実

 

財源 212 53 53 5

 

3 53
  画   指 訳

 

一般財源 216 54 5

目

4 54 54
計

標 額 他団

平

体事業負担額

成31

項      

年

 目 平成31年度 平成

度

32年度 平成33年度

行

平

平成34年度 備   

成

    考
○全体事業

3

期間活 目 受給者数
  

2

平成25年度～平成3

年

4年度83 83 83 8

度

3
動 単 位 数

標
指

標 値 単

平

位 ○特定財源
  特別

成

障害者手当等負担金【

3

国投 計 年度別事業費 8

3

8,392 22,09

計

年

8 22,098 22,

度

098 22,098
 

平

 】3/4合
  資 内

成

特定財源 66,292

3

16,573 16,5

4

73 16,573 16

年

,573
  画   指

度

訳 一般財源 22,10

備

0 5,525 5,52

 

5 5,525 5,52



  

重

知を図りつつ、法令に

症

継続 一般
基づいた進達

児

事務を行います。
事 

（

   業    主 

者

   体
地域福祉課

【

）

滝沢市主体】

等

事  

短

     業    

期

   名 事業の意図や

入

ねらい（成果や効果）

 

所

特別児童扶養手当支給

受

事務 障がい児を扶養す

入

る家族に対して特別児

体

童扶養手当を支給する

在

ことにより、その

家族

宅

の経済的安定を図るた

の

めに、法令に基づいて

超

進達事務等を行います

重

。

（義務的事業）

継続

症

区分 会計・款・項・目

健

児

平成31年度の事業概

（

要
広報紙等を利用し、

者

特別児童扶養手当制度

）

の周知を図りつつ、法

に

令に基づき進達継続 一

対

般
事務を行います。

事

す

    業    主

る

    体
地域福祉課

短

【滝沢市主体】

期

や

入所の受入態勢の充実

か

を図ることで、介護者

で

の負担軽減を図ります

笑

。
制支援事業

継続区分

顔

会計・款・項・目 平成

に

31年度の事業概要
在

あ

宅超重症児（者）等短

政 ふ

期入所受入体制支援事

れ

業を継続して実施しま

る

す。継続 一般・3款・

ま

1項・2目

事    

ち

業    主    

 

体
地域福祉課

【滝沢市

基

主体】

本

事     

施

  業       

策

名 事業の意図やねらい

策
　

（成果や効果）

戦傷病

０

者等援護事務 恩給法な

１

どの年金給付の受給権

 

者がいない場合に、残

 

された遺族に対して支

 

給さ

れる弔慰金、又は

支

戦傷病者の妻への給付

え

金を支給します。

（義

あ

務的事業）

継続区分 会

う

計・款・項・目 平成3

　
地

1年度の事業概要
戦没

域

者等の遺族に対する特

福

別弔慰金の受付は終了

祉

しました。継続 一般
戦

の

傷病者等の妻に対する

推

特別給付金、戦没者等

進

の妻に対する特別給付

－

金の支給に
事    

 

業    主    

4

体 関する事務を実施し

　

0

ます。

地域福祉課

【滝

 

沢市主体】

－

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

災害時避難行動要支援者支援事務 災害発生時に高齢者世帯や障がい者などの災害時避難行動

　

要支援者が円滑に避難

することができるよう災害時避難行動要支援者支援計画に基づき、

事

地域と一体と

なった災

 

害時の避難支援体制の

 

構築を支援します。

（

 

義務的事業）

継続区分

 

会計・款・項・目 平成

 

31年度の事業概要
災

０

 

害時避難行動要支援者

 

の新規対象者に対して

業

登録案内通知を発送し

 

ます。また継続 一般
、

 

年1回災害時避難行動

 

要支援者名簿を調製し

 

、民生委員、自治会、

 

関係機関に
事    

 

業    主    

 

体 配付します。

地域福

２

名

祉課

【滝沢市主体】

事業

事       業 

の

      名 事業の

意

意図やねらい（成果や

図

効果）

自立支援医療費

や

（精神通院医療）支給

ね

通院による精神科医療

ら

を継続的に要する人の

い

経済的負担を軽減し、

 

（

自立した日常

生活又は

成

社会生活の向上を図る

果

ために、法令に基づい

や

て進達事務等を行いま

効

す。
事務

（義務的事業

果

）

継続区分 会計・款・

）

項・目 平成31年度の

在

事業概要
医療機関等と

宅

の連携を密にし、広報

超

紙等を利用し制度の周



平 画

      考
○全体

平

事業期間活 目 在宅超重

成

症児（者）等短期入所

3

  平成31年度～平

1

成34年度事業利用者

年

1 1 1 1
動 単 位 人

標
指

度

標 値 単 位 ○特定財源
 

～

 在宅超重症児（者）

平

等短期入投 計 年度別事

成

業費 552 138 13

成
3

8 138 138
  所

4

受入体制支援事業費補

年

助金合
  【県】1/

度

2資 内 特定財源 276

（

69 69 69 69
  

単

画   指 訳 一般財源 2

位

76 69 69 69 69

 

計
標 額 他団体事業負担

 

額

千

3

円

項 

）

      目 平成3

－

1年度 平成32年度 平

 

成33年度 平成34年

4

度 備       考

1

○全体事業期間活 目 弔

 

慰金・給付金の進達件

－

数
  昭和40年度～平成34年度1 70 70 70

動 単 位 件
標

指

標

1

値 単 位

投 計 年度別事業費
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 <ゼロ予算事業>計
標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成

年

34年度 備       考
○全体事業期間活 目 災害時避難行動要支援者名簿登
  平成19年度～平成34年度録者数 2,080 2,180 2,280 2,380

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費
合

資 内 特定財源
画

度

指 訳 一般財源 <ゼロ予算事業>計
標 額 他団体事業負担額

項

項       

 

目 平成31年度 平成3

 

2年度 平成33年度 平

 

成34年度 備    

 

   考
○全体事業期

実

 

間活 目 自立支援医療費

 

（精神通院）支
  平

 

成31年度～平成34

目

年度給認定申請取扱数

平

1,500 1,550

成

1,600 1,650

3

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位

1

投 計 年度別事業費
合

資

年

内 特定財源
画

指 訳 一般

度

財源 <ゼロ予算事業>

行

平

計
標 額 他団体事業負担

成

額

32

項 

年

      目 平成3

度

1年度 平成32年度 平

平

成33年度 平成34年

成

度 備       考

3

○全体事業期間活 目 支

3

給件数
  平成31年

計

年

度～平成34年度23

度

0 240 250 250

平

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位

成

投 計 年度別事業費
合

資

3

内 特定財源
画

指 訳 一般

4

財源 <ゼロ予算事業>

年

計
標 額 他団体事業負担

度

額

備 



  

者手帳交付事務 法令に

 

基づき障がい者手帳申

健

請書等の進達、手帳の

や

交付など市町村が行う

か

べき事

務を行います。

で

（義務的事業）

継続区

笑

分 会計・款・項・目 平

顔

成31年度の事業概要

に

身体障害者福祉法、知

あ

的障害者療育手帳交付

政 ふ

規則、精神保健及び精

れ

神障害者福祉継続 一般

る

に関する法律に基づく

ま

市町村事務を行います

ち

。
事    業   

 

 主    体
地域福

基

祉課

【滝沢市主体】

本

小      

施

          

策

          

策
　

   計

 政策　　　

０

０２   健やかで笑

１

顔にあふれるまち
 基

 

本施策　０２   安

 

心と希望のある生活へ

 

の支援

支

基本施策が４年間でめ

え

ざす姿

要保護者等また

あ

は経済的に困窮するな

う

ど様々な生活上の困難

　
地

を抱えている方が、行

域

政や関係機関の相談支

福

援を受けながら、

それ

祉

ぞれの課題を解決でき

の

、また、地域であたた

推

かい支援を受ける中で

進

、社会とのつながりや

－

周囲から支えられてい

 

ること

を実感し、それ

4

ぞれの希望に向かって

　

2

前向きに踏み出すこと

 

ができるような状態を

－

目指します。

基本施策目標の進捗状況分析

・要保護者等の高齢化及び事案の複雑化に対し、研修機会を確保するなどケースワーカーの資質の向上を行い、生活保護運

営体制の強化

　

を図ることが必要です。

・様々な理由により生活に困窮している方の課題解決のために設

事

置された総合相談窓口

 

について、今後は、関

 

係機関との連

携を強化

 

し、自立に向けた事業

 

を充実させていく必要

 

があります。

０

 

事  

 

     業    

業

   名 事業の意図や

 

ねらい（成果や効果）

 

行旅死病人等取扱事業

 

身元が不明な病人の救

 

護、身元不明又は葬祭

 

を行う者がいない死亡

 

人の火葬や埋

葬等は、

 

市の責務で実施するこ

２

名

とにより、安心して生

事

活ができるように図り

業

ます

。

（義務的事業）

の

継続区分 会計・款・項

意

・目 平成31年度の事

図

業概要
身元不明又は葬

や

祭を行う者がいない死

ね

亡人１名分の葬祭を実

ら

施継続 一般・3款・1

い

項・1目

事    業

 

（

    主    体

成

生活福祉課

【滝沢市主

果

体】

や効果）

障がい



平 画

  

項   

 

    目 平成31年

 

度 平成32年度 平成3

 

3年度 平成34年度 備

 

       考
○全

考

体事業期間活 目 身元不

○

明又は葬祭を行う者が

全

い
  平成31年度～

体

平成34年度ない死亡

平

事

人 1 1 1 1
動 単 位 人

標

業

指

標 値 単 位 ○特定財源

期

  行旅死病人等取扱

間

事業交付金投 計 年度別

活

事業費 1,096 27

目

4 274 274 274

障

  ・返戻金【その他

が

】(10/10)合
 

い

 資 内 特定財源 1,0

者

96 274 274 27

成

手

4 274
  画   指

帳

訳 一般財源
計

標 額 他団

交

体事業負担額

付（所持者数）

3

  平成31年度～平

1

成34年度件数 2,3

年

80 2,410 2,4

度

40 2,470
動 単 位

～

件
標

指

標 値 単 位

投 計 年

平

度別事業費
合

資 内 特定

成

財源
画

指 訳 一般財源 <

成
3

ゼロ予算事業>計
標 額

4

他団体事業負担額

年度

（

項       

単

目 平成31年度 平成3

位

2年度 平成33年度 平

 

成34年度 備    

 

   考

投 計 年度別事

千

業費 5,273,01

3

円

2 1,184,606

）

1,271,518 1

－

,361,490 1,

 

455,398
合

資 内

4

特定財源 3,685,

3

871 812,875

 

891,617 956

－

,827 1,024,552
画

指 訳 一般財源 1,587,141 3

1

71,731 379,901 404,663 430,846
計

標 額 他団体事業負担額

（単位  千円）

基本施策の達成（実現）に向けた基本計画期間内の取り組みと方針

・生活保護の受給者など要保護者等の

年

支援については、ケースワーカー等の相談支援に当たる職員の育成や支援技術の向上

を図ると共に、関係機関とのネットワークの構築に努め、生活保護運営体制の整備や充実・強化を進めます。

・要保護者等の方々に対し、

度

就労、健康保持等の支援を行い、自立の助長に努めます。

・生活困窮者の方々に対し、努力義務とされた就労準

項

備支援事業及び家計改

 

善支援事業を実施し、

 

生活困窮者自立支援制

 

度

の充実を進めます。

 

また、関係機関との連

実

 

携を強化しニーズの掘

 

り起しなど地域全体で

 

支援する仕組みを構築

目

します。

基本計画期間

平

内の取り組みと方針の

成

うち、平成31年度の

3

重点課題

・研修機会を

1

確保するなどケースワ

年

ーカー等の相談支援に

度

当たる職員を育成する

行

平

と共に、関係機関との

成

支援のネットワーク

の

3

構築を進め生活保護運

2

営体制の充実・強化を

年

行います。

・関係機関

度

と連携し、生活困窮者

平

の方々に対しての総合

成

的・包括的な相談支援

3

体制の充実・強化を行

3

います。

・生活保護法

計

年

の改正に伴い新設され

度

た、要保護者等の健康

平

管理支援事業の実施に

成

向けた準備を行います

3

。

・生活困窮者自立支

4

援法の改正により努力

年

義務とされた未実施任

度

意事業の実施へ向けた

備

検討を行います。　

 



  

生活困窮者自立支援事

 

業 生活困窮している方

健

に対して支援を行うこ

や

とにより、抱えている

か

問題の解決を図

り、困

で

窮することなく生活が

笑

できるようにします。

顔

（義務的事業）

継続区

に

分 会計・款・項・目 平

あ

成31年度の事業概要

政 ふ

・自立相談支援事業を

れ

滝沢市社会福祉協議会

る

に委託して実施継続 一

ま

般・3款・1項・1目

ち

・住居確保給付金の支

 

給
事    業   

基

 主    体 ・子ど

本

もの学習生活支援事業

施

の実施

生活福祉課

【滝

策

沢市主体】

策
　

事   

０

    業     

２

  名 事業の意図やね

 

らい（成果や効果）

生

 

活保護総務事務 生活保

 

護等の事務に必要とな

安

る行政事務経費であり

心

、関係事務を円滑に実

と

施する

ことで安心と希

希

望のある生活の実現を

　
望

図ります。

（義務的事

の

業）

継続区分 会計・款

あ

・項・目 平成31年度

る

の事業概要
生活保護事

生

務等に必要となる行政

活

事務経費（扶助費以外

へ

の事務的経費)により

の

、継続 一般・3款・3

支

項・1目
関係事務を円

援

滑に実施
事    業

　

－

    主    体

 

生活福祉課

【滝沢市主

4

体】

4

事      

 

 業       名

－

事業の意図やねらい（成果や効果）

生活保護事業 生活保護を実施することにより、困窮することなく生活ができ

　

ることを目指し、

安心と希望のある生活の実現を図ります。

（義務的事業）

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
生活保護費の支給及び必要と

事

なる支援を実施継続 一

 

般・3款・3項・2目

 

事    業    

０

 

主    体
生活福祉

 

課

【滝沢市主体】

 

事

 

       業  

 

     名 事業の意

業

図やねらい（成果や効

 

果）

中国残留邦人生活

 

支援給付事業 支援給付

 

を実施することにより

 

、困窮することなく生

２

 

活ができることを目指

 

し、

安心と希望のある

 

生活の実現を図ります

名

。

（義務的事業）

継続

事

区分 会計・款・項・目

業

平成31年度の事業概

の

要
中国残留邦人１世帯

意

に対して支援給付費の

図

支給及び必要となる支

や

援を実施継続 一般・3

 

ね

款・3項・2目

事  

ら

  業    主  

い

  体
生活福祉課

【滝

（

沢市主体】

小 

成

          

果

          

や

        計

効果）



平 画

 

業負担額

   

項       目

 

平成31年度 平成32

 

年度 平成33年度 平成

考

34年度 備     

○

  考
○全体事業期間

全

活 目 支援給付受給世帯

体

数
  平成31年度～

平

事

平成34年度1 1 1 1

業

動 単 位 世帯
標

指

標 値 単

期

位 ○特定財源
  生活

間

保護費等負担金投 計 年

活

度別事業費 5,420

目

1,355 1,355

新

1,355 1,355

規

  【国】(3/4)

相

合
  資 内 特定財源 4

談

,064 1,016 1

成

者

,016 1,016 1

実

,016
  画   指

人

訳 一般財源 1,356

数

339 339 339 3

 

39
計

標 額 他団体事業

 

負担額

平成

項

3

       目 平成

1

31年度 平成32年度

3

年

平成33年度 平成34

度

年度 備       

～

考

投 計 年度別事業費 2

平

,417,446 59

成

3,547 602,5

3

46 607,424 6

4

13,929
合

資 内 特

年

定財源 1,793,7

度

59 439,913 4

1

47,231 450,

1

3

868 455,747

5

画
指 訳 一般財源 623

1

,687 153,63

4

4 155,315 15

0

6,556 158,1

1

82
計

標 額 他団体事業

4

負担額

5 15

年

0
動 単 位 人

標
指

標 値 単

度

位 ○特定財源
  生活

～

困窮者自立相談支援事

平

業投 計 年度別事業費 6

成

4,340 16,08

成
3

5 16,085 16,

4

085 16,085
 

年

 費等負担金【国】(

度

3/4)、生合
  活

（

困窮者就労準備支援事

単

業費資 内 特定財源 44

位

,960 11,240

 

11,240 11,2

 

40 11,240
  

千

等補助金【国】(1/

3

円

2)画   指 訳 一般財

）

源 19,380 4,8

－

45 4,845 4,8

 

45 4,845
計

標 額

4

他団体事業負担額

5 －

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33

1

年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 生活保護受給世帯数
  平成31年度～平成34年度278 283 285 289

動 単 位 世帯
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  生活困窮者自立相談支援事業投 計 年度別事業

年

費 50,339 13,154 12,395 12,395 12,395
  費等負担金【国】対象事業費合
  ×3/4、生活困窮者就労準備資 内 特定財源 18,120 4,541 4,541 4,519 4,519
  支援事

度

業費等補助金【国】対画   象事業費×3/4または1/2他指 訳 一般財源 32,219 8,613 7,854

項

7,876 7,876

 

計
標 額 他団体事業負担

 

額

  

項 

実

 

      目 平成3

 

1年度 平成32年度 平

 

成33年度 平成34年

目

度 備       考

平

○全体事業期間活 目 生

成

活保護受給世帯数
  

3

平成31年度～平成3

1

4年度278 283 2

年

85 289
動 単 位 世帯

度

標
指

標 値 単 位 ○特定財

行

平

源
  生活保護費等負

成

担金【国】(3投 計 年

3

度別事業費 2,296

2

,251 562,67

年

9 572,437 57

度

7,315 583,8

平

20
  /4)、生活

成

保護費負担金【県合
 

3

 】対象事業費×1/

3

4、生活保資 内 特定財

計

年

源 1,725,519

度

422,842 430

平

,160 433,81

成

9 438,698
  

3

護返還金【その他】画

4

  指 訳 一般財源 57

年

0,732 139,8

度

37 142,277 1

備

43,496 145,

 

122
計

標 額 他団体事



  

、

て世代包括支援センタ

参

ーと連携し、妊娠から

加

子育て期

【滝沢市主体

す

】 までの切れ目ない支

る

援を行います。

権

事 

利

      業   

そ

    名 事業の意図

し

やねらい（成果や効果

て

）

保育料等滞納整理調

 

愛

査員設置事業 保育料等

情

の収納率の改善の方策

を

として、口座振替の推

持

進、収納事務協力員の

っ

嘱託

、臨戸徴収などを

て

実施してきましたが、

育

根本的な解決につなが

て

らず、滞納整理調

査員

ら

を設置し収納率の向上

れ

を図ります。

継続区分

健

健

会計・款・項・目 平成

や

31年度の事業概要
滞

か

納整理調査員　1名設

に

置継続 一般・3款・2

成

項・1目

事    業

長

    主    体

す

児童福祉課

【滝沢市主

る

体】

権利

や

がありま

す。そのため

か

に、子ども及び子育て

で

への支援を通じ、子ど

笑

もの最善の利益が図ら

顔

れる環境の整備を目指

に

します。

基本施策目標

あ

の進捗状況分析

・子ど

政 ふ

も・子育て支援の充実

れ

を図るため、平成27

る

年3月に第1期滝沢市

ま

子ども・子育て支援事

ち

業計画を策定しました

 

が、平成

31年度末に

基

計画期間が満了するこ

本

とから、平成31年度

施

には第2期滝沢市子ど

策

も・子育て支援事業計

策
　

画を策定します。

・児

０

童手当及び児童扶養手

３

当の支給を通じ、子育

 

て世帯及びひとり親世

 

帯への経済的支援を行

 

うことができています

子

。

・滝沢市児童家庭相

ど

談援助ネットワーク会

も

議を通じ、関係機関等

が

との連携を密にし、要

　
安

保護児童への対応及び

心

養育支援を進

めること

し

ができています。

て

事

暮

       業  

ら

     名 事業の意

せ

図やねらい（成果や効

る

果）

放課後児童健全育

環

成事業 保護者が子育て

境

しやすい環境を目指し

　
づ

、保護者が就労等で家

く

庭にいない児童を対

象

り

に、遊びや生活の場を

－

提供することにより、

 

放課後児童の健全な育

4

成を図りま

す。

継続区

6

分 会計・款・項・目 平

 

成31年度の事業概要

－

放課後児童クラブ19箇所継続 一般・3款・

　

2項・1目

事    業    主    体
児童福祉課

【協働事業】

父母会・社会福祉法人・学校法人・ＮPＯ法人

基

事     

本

  業       

施

名 事業の意図やねらい

策

（成果や効果）

家庭児

０

が

童相談員設置事業 制度

４

改正により家庭児童相

年

談（育成相談、養護相

間

談、虐待等）の業務が

で

市町村に

移管され、専

め

任職員の配置や窓口体

ざ

制の充実を求められて

す

います。また子育てに

姿

関する家庭の悩みなど

す

について、相談員を設

２

べ

置し、相談対応するこ

て

とで、その解

消を支援

の

しようとするものです

子

｡

継続区分 会計・款・

ど

項・目 平成31年度の

も

事業概要
家庭児童相談

は

室を設置し、家庭児童

、

相談員による相談対応

生

や家庭訪問等を実施し

き

継続 一般・3款・2項

 

る

・1目
、保護者の育児

権

における不安や悩みを

利

解消するよう支援しま

、

す。また、近年増加
事

守

    業    主

ら

    体 している児

れ

童虐待等の防止や早期

る

発見・早期対応を行い

権

ます。

児童福祉課 平成

利

３０年度開設した子育



平 画

の

業費 31,423 7,

学

957 7,822 7,

校

822 7,822
  

教

国】対象事業費×1/

育

3合
  【県】対象事

・

業費×1/3資 内 特定

保

財源 2,774 704

育

690 690 690
 

の

 画   指 訳 一般財源

量

28,649 7,25

平

の

3 7,132 7,13

見

2 7,132
計

標 額 他

込

団体事業負担額

みに対

項     

す

  目 平成31年度 平

る

成32年度 平成33年

確

度 平成34年度 備  

保

     考
○全体事

成

方

業期間活 目 保育所保育

策

料現年分収納率
  平

及

成30年度～平成34

び

年度99 99 99 99

病

動 単 位 ％
標

指 保育所保

児

育料滞納繰越分収納率

保

35 35 35 35
標 値

育

単 位 ％

投 計 年度別事業

な

費 9,224 2,30

ど

6 2,306 2,30

3

地

6 2,306
合

資 内 特

域

定財源
画

指 訳 一般財源

子

9,224 2,306

ど

2,306 2,306

も

2,306
計

標 額 他団

・

体事業負担額

子育て支

1

援事業の量の見込みに

年

対する確保の方策を講

度

じ、子どもと子育て世

～

帯にやさしい環境づく

平

りを進めま

す。

・児童

成

手当及び児童扶養手当

成
3

を支給し、子育て世帯

4

及びひとり親世帯の経

年

済的負担を軽減します

度

。

・滝沢市児童家庭相

（

談援助ネットワーク会

単

議を通じ、関係機関等

位

との連携を強化し、児

 

童虐待等の防止と早期

 

発見、早期対

応を図り

千

ます。

・ＤＶ防止の意

3

円

識啓発、被害者からの

）

相談対応や関係機関等

－

との連携を強化します

 

。

基本計画期間内の取

4

り組みと方針のうち、

7

平成31年度の重点課

 

題

・滝沢市子ども・子

－

育て支援事業計画に基づき、幼児期の学校教育・保育の量の見込み

1

に対する確保方策及び病児保育など

地域子ども・子育て支援事業の量の見込みに対する確保の方策を講じ、子ど

基

もと子育て世帯にやさ

本

しい環境づくりを進め

施

ま

す。

・滝沢市児童家

策

庭相談援助ネットワー

の

ク会議を通じ、関係機

年

達

関等との連携を強化し

成

、児童虐待等の防止と

（

早期発見、早期対

応を

実

図ります。

現）に

項       

向

目 平成31年度 平成3

け

2年度 平成33年度 平

た

成34年度 備    

度

基

   考
○全体事業期

本

間活 目 放課後児童クラ

計

ブへの登録児童
  平

画

成31年度～平成34

期

年度数 848 850 8

間

50 850
動 単 位 人

標

内

指

標 値 単 位 ○特定財源

の

  子ども・子育て支

取

援交付金投 計 年度別事

り

業費 794,331 1

実

組

84,295 193,

み

509 203,184

と

213,343
  【

方

国】（1/3）合
  

針

【県】（1/3）資 内

・

特定財源 491,30

滝

0 114,020 11

沢

9,678 125,6

市

60 131,942
 

子

 画   指 訳 一般財源

行

ど

303,031 70,

も

275 73,831 7

・

7,524 81,40

子

1
計

標 額 他団体事業負

育

担額

て支

項

援

       目 平成

事

31年度 平成32年度

業

平成33年度 平成34

計

計

年度 備       

画

考
○全体事業期間活 目

に

家庭児童相談員設置数

基

  平成25年度～平

づ

成34年度2 2 2 2
動

き

単 位 人
標

指 児童福祉相

、

談員設置数
2 2 2 2

標

幼

値 単 位 人 ○特定財源
 

児

 子ども・子育て支援

期

交付金【投 計 年度別事



  

効

義務的事業） ます。

継

果

続区分 会計・款・項・

）

目 平成31年度の事業

福

概要
市内（16か所）

祉

及び市外の保育施設に

シ

対して保育の実施を委

ス

託し、運営費（委託継

テ

続 一般・3款・2項・

ム

2目
料）を支払います

改

。
事    業   

 

修

 主    体
児童福

事

祉課

【滝沢市主体】

業 幼

事       業 

児

      名 事業の

教

意図やねらい（成果や

育

効果）

障がい児保育巡

無

回指導事業 障がい児や

償

発達に課題がある児童

化

について、専門家から

健

に

定期的に指導を受ける

対

こ

とで児童の発達を促

応

し、また保育方法等に

す

指導を反映させること

る

で保育技能の向

上につ

た

なげ、もって保育所入

め

所児童の処遇の向上を

、

図ります。また、幼児

既

ことば

の教室の運営に

存

より、就学前児童の言

や

の

葉などの発達を支援し

G

ます。

継続区分 会計・

P

款・項・目 平成31年

R

度の事業概要
巡回指導

I

を希望する保育所等を

M

対象として実施します

E

。継続 一般・3款・2

福

項・2目
・指導員数：

祉

10名（特別支援学校

シ

教員・特別支援学級教

か

ス

員・児童発達支援員）

テ

事    業    

ム

主    体 ・期間：

の

4/1～3/31

児童

シ

福祉課 ・幼児ことばの

ス

教室を活用し、ことば

テ

等の発達に課題がみら

ム

れる就学前の児童を

【

改

滝沢市主体】 対象に適

修

切な指導・助言をする

で

を

ことにより児童の健全

行

な発育を支援します。

い、保育所運営委

笑

託事業等について円滑

顔

に事務を執行します。

に

継続区分 会計・款・項

あ

・目 平成31年度の事

政 ふ

業概要
１次～４次リリ

れ

ースとして段階的に対

る

応をする。新規 一般・

ま

3款・2項・1目
各リ

ち

リースごと
事    

 

業    主    

基

体 仕様確認・社内動作

本

確認

児童福祉課 現地検

施

証環境適用・動作確認

策

【滝沢市主体】 本番立

策
　

会い・問合せ

０

事  

３

     業    

 

   名 事業の意図や

 

ねらい（成果や効果）

 

児童福祉施設等産休等

子

代替職員費補助 保育所

ど

における保育士等が育

も

児休暇や病気休暇を取

が

得する場合、代替職員

　
安

賃金の

補助をすること

心

で事業主の負担軽減を

し

行います。保育士等の

て

職場環境改善と出産
事

暮

業 しやすい環境づくり

ら

により少子化対策に寄

せ

与するものです。

継続

る

区分 会計・款・項・目

環

平成31年度の事業概

境

要
・育児休暇や病気休

　
づ

暇の保育士等の代替職

く

員の賃金に対して助成

り

します。継続 一般・3

－

款・2項・2目
・日額

 

5,960円を上限と

4

し、実際に勤務した日

8

数を乗じたものが補助

 

金となりま
事    

－

業    主    体 す。

児童福祉課

【滝

　

沢市主体】

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

子ども・子育て支援交付金事業 就労形態の多様化等に対応して、きめ細かな保育サービスを行うことにより、就

労

０

事

と子育ての両立支援を

 

図ります。

継続区分 会

 

計・款・項・目 平成3

 

1年度の事業概要
多様

 

な就労形態の子育て世

 

帯への子育て支援対策

 

として各事業を実施し

 

、子育て継続 一般・3

業

款・2項・2目
しやす

 

いと感じられる環境づ

２

 

くりを目指します。
事

 

    業    主

 

    体
児童福祉課

 

【滝沢市主体】

 

事 

 

      業   

名

    名 事業の意図

事

やねらい（成果や効果

業

）

保育所運営委託事業

の

「保育所は、保育を必

 

意

要とする乳児・幼児を

図

日々保護者の下から通

や

わせて保育を

行うこと

ね

を目的とする施設」で

ら

あり（児童福祉法第3

い

9条）、日中家庭で保

（

育でき

ない児童を行政

成

が保育を行うことで、

果

家庭における仕事と子

や

育ての両立を支援し

（



平 画

 

99 2,111,55

 

8 2,173,580

 

2,237,586 2

 

,295,875
  

 

満３歳以上合
  【国

 

】（1/2）資 内 特定

考

財源 6,096,80

○

9 1,465,830

全

1,501,911 1

体

,545,767 1,

平

事

583,301
  【

業

県】（1/4）画   

期

満３歳未満指 訳 一般財

間

源 2,721,790

活

645,728 671

目

,669 691,81

進

9 712,574
計

標

捗

額 他団体事業負担額

率
 

成

 

項   

平

    目 平成31年

成

度 平成32年度 平成3

3

3年度 平成34年度 備

1

       考
○全

年

体事業期間活 目 巡回希

度

望保育園等の実施率
 

～

 平成19年度～平成

平

34年度100 100

成

100 100
動 単 位 ％

3

3

標
指

標 値 単 位

投 計 年度

1

別事業費 9,454 2

年

,293 2,387 2

度

,387 2,387
合

1

資 内 特定財源
画

指 訳 一

0

般財源 9,454 2,

0

293 2,387 2,

0

387 2,387
計

標

0

額 他団体事業負担額

0

1

動 単 位 ％
標

指

標 値 単 位

年

投 計 年度別事業費 14

度

,476 14,476

～

合
資 内 特定財源 7,5

平

93 7,593
画

指 訳

成

一般財源 6,883 6

成
3

,883
計

標 額 他団体

4

事業負担額

年度

（

項       

単

目 平成31年度 平成3

位

2年度 平成33年度 平

 

成34年度 備    

 

   考
○全体事業期

千

間活 目 保育所において

3

円

安定した職員体
  平

）

成16年度～平成34

－

年度制が確保できたこ

 

との達成率 100 10

4

0 100 100
動 単 位

9

%
標

指

標 値 単 位 ○特定

 

財源
  児童福祉施設

－

等産休等代替職投 計 年度別事業費 18,360 4,590 4,59

1

0 4,590 4,590
  員費補助金【県】（10/10）合
  資 内 特定財源 18,360 4,590 4,590 4,590 4,590
  画   指 訳 一般財源

計
標 額 他団体事業負担額

年

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 子ども・子育て支援事業費補助
  平成27年度～平成34年度金交付 16 16 1

度

6 16
動 単 位 施設

標
指 ファミリー・サポート・センタ

ー委託事業 1 1 1 1
標 値 単 位 施設 ○特定財源

  子ども・

項

子育て支援交付金【投

 

計 年度別事業費 609

 

,836 151,04

 

3 152,931 15

 

2,931 152,9

実

 

31
  国】（1/3

 

）合
  【県】（1/

 

3）資 内 特定財源 39

目

0,150 100,0

平

80 96,690 96

成

,690 96,690

3

  他画   指 訳 一般

1

財源 219,686 5

年

0,963 56,24

度

1 56,241 56,

行

平

241
計

標 額 他団体事

成

業負担額

32年

項       目

度

平成31年度 平成32

平

年度 平成33年度 平成

成

34年度 備     

3

  考
○全体事業期間

3

活 目 市内保育施設数
 

計

年

 平成27年度～平成

度

34年度16 16 16

平

16
動 単 位 施設

標
指 保

成

育施設入園者数（月平

3

均実人
数） 1,910

4

1,943 1,976

年

2,010
標 値 単 位 人

度

○特定財源
  児童運

備

営費負担金投 計 年度別

 

事業費 8,818,5



  

効

自立の促進を図ります

果

。
事    業   

）

 主    体
児童福

児

祉課

【滝沢市主体】

童手

事       業 

当

      名 事業の

給

意図やねらい（成果や

付

効果）

母子・父子自立

事

支援事業 ひとり親家庭

 

業

の母・父等の自立の促

次

進を図ることを目的と

代

するため、母子・父子

の

自立支援員を設置し、

社

給付金を支給します。

会

（義務的事業）

継続区

を

分 会計・款・項・目 平

担

成31年度の事業概要

う

支援を必要としている

子

ひとり親家庭等の相談

健

ど

に応じ、自立に必要な

も

情報提供及び継続 一般

一

・3款・2項・3目
支

人

援を行います。
事  

ひ

  業    主  

と

  体
児童福祉課

【滝

り

沢市主体】

の

事   

育

    業     

ち

  名 事業の意図やね

や

を

らい（成果や効果）

姥

社

屋敷保育所管理運営事

会

業 保護者が子育てしや

全

すい環境を目指し、山

体

間地（開拓地）等にお

で

ける保育を要す

る児童

応

を対象に必要な保育を

援

行い、児童の健全育成

す

を図ります。（へき地

る

保育所

として昭和38

か

た

年に設置（滝沢市保育

め

協会に運営を委託））

、

（義務的事業）

継続区

中

分 会計・款・項・目 平

学

成31年度の事業概要

校

姥屋敷の地域において

修

保育を必要とする児童

了

の保育を実施します。

前

継続 一般・3款・2項

ま

・4目

事    業 

で

で

   主    体
児

の

童福祉課

【他団体事業

児

主体】

社会福祉法人滝

童

沢市保育協会（指定管

を

理者）

養育してい

笑

る保護者に児童手当を

顔

支給することにより、

に

子育て

にかかる経済的

あ

負担を軽減し、安心し

政 ふ

て子育てができる社会

れ

をつくることを目的

（

る

義務的事業） とします

ま

。

継続区分 会計・款・

ち

項・目 平成31年度の

 

事業概要
・中学校修了

基

前（15歳に達した日

本

以後の最初の3月31

施

日）までの児童で国内

策

に住継続 一般・3款・

策
　

2項・2目
所を有する

０

者を監護し、かつ生計

３

を同じくする父又は母

 

のうち、生計を維持す

 

る
事    業   

 

 主    体 程度の

子

高い方に児童手当を支

ど

給します。

児童福祉課

も

・支給額（児童1人に

が

つき月額）：0歳～3

　
安

歳未満15,000円

心

、3歳～小学校修了前

し

（

【滝沢市主体】 第1

て

子・第2子）10,0

暮

00円、3歳～小学校

ら

修了前（第3子以降）

せ

15,000円、小学

る

校修

了後中学校修了前

環

10,000円、所得

境

制限以上の場合特例給

　
づ

付5,000円。

く

事

り

       業  

－

     名 事業の意

 

図やねらい（成果や効

5

果）

保育対策総合支援

0

事業 保育の担い手とな

 

る保育人材の確保に必

－

要な措置を総合的に講ずることで、待機

児童

　

の解消を図るとともに、子どもを安心して育てることができる環境づくりを

行います。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
保育施設等の設置者に宿舎の借り上げを委託し、市内の保育施設に勤務する常勤新規

０

事

一般・3款・2項・2

 

目
保育士が入居してい

 

る分について委託料を

 

支払います。
事   

 

 業    主   

 

 体
児童福祉課

【滝沢

 

市主体】

 

事    

業

   業      

 

 名 事業の意図やねら

２

 

い（成果や効果）

児童

 

扶養手当支給事業 児童

 

扶養手当は、離婚によ

 

るひとり親世帯等、父

 

又は母と生計を同じく

 

していな

い児童が育成

名

される家庭の生活の安

事

定と自立の促進に寄与

業

し、児童の福祉の増進

の

を図ることを目的とし

 

意

ています。

（義務的事

図

業）

継続区分 会計・款

や

・項・目 平成31年度

ね

の事業概要
申請、審査

ら

、認定、支給事務等年

い

度を通して遺漏なく事

（

務を執り進め、周知等

成

も継続 一般・3款・2

果

項・3目
含め、ひとり

や

親世帯の生活の安定と



平 画

  

項       目

 

平成31年度 平成32

 

年度 平成33年度 平成

 

34年度 備     

 

  考
○全体事業期間

考

活 目 母子・父子自立支

○

援員設置数
  平成2

全

5年度～平成34年度

体

1 1 1 1
動 単 位 人

標
指

平

事

標 値 単 位 ○特定財源
 

業

 母子生活支援施設措

期

置費負担投 計 年度別事

間

業費 30,231 8,

活

430 7,267 7,

目

267 7,267
  

児

金【国】(1/2)、

童

母子家庭等合
  対策

手

総合支援事業費補助金

当

【資 内 特定財源 18,

成

給

197 5,189 4,

付

336 4,336 4,

延

336
  国】(3/

べ

4),児童入所施設措

児

置画   負担金【県】

童

（1/4）,児童虐指

数

訳 一般財源 12,03

 

4 3,241 2,93

 

1 2,931 2,93

平

1
<名称変更事業>「

3

成

母子自立支援計 事業」

2

から名称変更標 額 他団

4

体事業負担額

年度～

項      

平

 目 平成31年度 平成

成

32年度 平成33年度

3

平成34年度 備   

4

    考
○全体事業

1

年

期間活 目 入所児童数（

度

地区内の年齢別人
  

8

昭和38年度～平成3

6

4年度口による） 10

,

10 10 10
動 単 位 人

6

標
指

標 値 単 位 ○特定財

0

源
  保育所保育料【

0

その他】他投 計 年度別

8

事業費 65,434 1

6

6,534 16,30

年

,

0 16,300 16,

5

300
  合
  資 内

0

特定財源 5,286 1

0

,086 1,400 1

8

,400 1,400
 

6

 画   指 訳 一般財源

,

60,148 15,4

4

48 14,900 14

0

,900 14,900

0

計
標 額 他団体事業負担

度

8

額

6,300
動 単 位 人

～

標
指

標 値 単 位 ○特定財

平

源
  児童手当国庫負

成

担金【国】(投 計 年度

成
3

別事業費 3,826,

4

710 954,978

年

957,244 957

度

,244 957,24

（

4
  ０歳～3歳未満

単

の被用者：37/合
 

位

 45、その他4/6

 

）児童手当県資 内 特定

 

財源 3,242,91

千

8 809,675 81

3

円

1,081 811,0

）

81 811,081
 

－

 負担金【県】(0歳

 

～3歳未満画   の被

5

用者4/45、その他

1

1/6）指 訳 一般財源

 

583,792 145

－

,303 146,163 146,163 146,163
計

標 額 他団

1

体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 保育士宿舎借り上げ支援事業
  平

年

成31年度～平成34年度15 16 17 17
動 単 位 件

標
指

標 値 単 位 ○特定財源
  保育対策総合支援事業費補助投 計 年度別事業費 32,175 7,425 7,920 8,415 8,415
  金【国】（1/2）合
  資 内

度

特定財源 21,450 4,950 5,280 5,610 5,610
  画   指 訳 一般財源 10,725 2,4

項

75 2,640 2,8

 

05 2,805
<新規

 

事業>計
標 額 他団体事

 

業負担額

 

実

  

項       目

 

平成31年度 平成32

目

年度 平成33年度 平成

平

34年度 備     

成

  考
○全体事業期間

3

活 目 児童扶養手当受給

1

者数
  平成25年度

年

～平成34年度540

度

540 540 540
動

行

平

単 位 人
標

指

標 値 単 位 ○

成

特定財源
  児童扶養

3

手当給付費負担金【投

2

計 年度別事業費 924

年

,875 230,06

度

1 231,438 23

平

1,688 231,6

成

88
  国】（手当支

3

給額×1/3）合
  

3

資 内 特定財源 306,

計

年

513 76,058 7

度

6,767 76,84

平

4 76,844
  画

成

  指 訳 一般財源 61

3

8,362 154,0

4

03 154,671 1

年

54,844 154,

度

844
計

標 額 他団体事

備

業負担額

 



  

効

    業    主

果

    体
児童福祉課

）

【他団体事業主体】

私

児

立幼稚園

小  

童

          

福

          

祉

       計

施設維

 

持管理事業 市で管理し

健

ている保育施設、放課

や

後健全育成施設等の児

か

童福祉施設について、

で

適

正な維持管理を行い

笑

、児童の健全育成を図

顔

ることを目的とします

に

。

継続区分 会計・款・

あ

項・目 平成31年度の

政 ふ

事業概要
適正な施設の

れ

維持管理を行うことで

る

、児童の健全育成を図

ま

ります。継続 一般・3

ち

款・2項・4目

事  

 

  業    主  

基

  体
児童福祉課

【滝

本

沢市主体】

施

事   

策

    業     

策
　

  名 事業の意図やね

０

らい（成果や効果）

保

３

育所等整備事業 市内の

 

待機児童の解消を目的

 

に、社会福祉法人等に

 

よる保育園園舎の改築

子

等を支

援しています。

ど

継続区分 会計・款・項

も

・目 平成31年度の事

が

業概要
川前保育園の改

　
安

築に係る建設事業への

心

補助を行います。（平

し

成３１、３２年度）新

て

規 一般・3款・2項・

暮

4目
つばめ幼稚園の認

ら

定こども園化の増築に

せ

係る建設事業への補助

る

を行います。
事   

環

 業    主   

境

 体
児童福祉課

【他団

　
づ

体事業主体】

社会福祉

く

法人、学校法人

り

事 

－

      業   

 

    名 事業の意図

5

やねらい（成果や効果

2

）

私立幼稚園預かり保

 

育補助事業 幼稚園にお

－

ける通常の教育時間外に、預かり保育を必要

　

とする園児の保育をする

ことにより、働きながら子育てする保護者の支援を行います。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
預かり保育実施時間に応じて、滝沢市私立幼稚園預かり保育推進事業補助金交付継続

０

事

一般・10款・4項・

 

1目
要綱に基づき定額

 

を補助します。
事  

 

  業    主  

 

  体
児童福祉課

【他

 

団体事業主体】

市内私

 

立幼稚園

 

事    

業

   業      

 

 名 事業の意図やねら

２

 

い（成果や効果）

私立

 

幼稚園就園奨励補助事

 

業 保護者の所得状況に

 

応じて経済的負担を軽

 

減することにより、公

 

立と私立の経済

的格差

名

を軽減し、幼稚園に入

事

園する環境を容易にす

業

ることで就学前教育の

の

充実を

図ります。

継続

 

意

区分 会計・款・項・目

図

平成31年度の事業概

や

要
市内に在住の私立幼

ね

稚園に通う園児の保護

ら

者に対し、滝沢市私立

い

幼稚園就園奨励継続 一

（

般・10款・4項・1

成

目
費補助金交付要綱に

果

基づき、幼稚園を通じ

や

て補助を行います。
事



平 画

 

特定財源 59,292

 

16,032 15,2

 

68 14,420 13

 

,572
  特例交付

 

金【県】(100/1

 

00)画   指 訳 一般

考

財源 127,979 3

○

4,623 32,94

全

9 31,119 29,

体

288
計

標 額 他団体事

平

事

業負担額

業期間

項       目 平

活

成31年度 平成32年

目

度 平成33年度 平成3

維

4年度 備      

持

 考

投 計 年度別事業費

管

15,767,086

理

3,898,989 3

成

し

,895,688 3,

て

939,204 4,0

い

33,205
合

資 内 特

る

定財源 11,025,

児

156 2,749,3

童

93 2,720,53

福

2 2,742,334

祉

2,812,897
画

施

指 訳 一般財源 4,74

設

1,930 1,149

3

 

,596 1,175,

 

156 1,196,8

平

70 1,220,30

成

8
計

標 額 他団体事業負

2

担額

7年度～平

1

成34年度15 15 1

年

5 15
動 単 位 施設

標
指

度

標 値 単 位 ○特定財源
 

～

 財産使用料【その他

平

】投 計 年度別事業費 5

成

,357 1,385 1

成
3

,324 1,324 1

4

,324
  土地使用

年

料【その他】合
  資

度

内 特定財源 232 58

（

58 58 58
  画  

単

 指 訳 一般財源 5,1

位

25 1,327 1,2

 

66 1,266 1,2

 

66
計

標 額 他団体事業

千

負担額

3

円）

－

項       目 平

 

成31年度 平成32年

5

度 平成33年度 平成3

3

4年度 備      

 

 考
○全体事業期間活

－

目 新設、移転、改築等の保育施設
  平成31年度～平成34年度

1

2 0 1 0
動 単 位 施設

標
指

標 値 単 位 ○特定財源
  保育所等整備交付金【国】補投 計 年度別事業費 372,690 146,843 84,693 56,461 84,693
  助基準額合
  認定こども園【国】補助基準資 内 特

年

定財源 364,282 143,528 82,783 55,188 82,783
  額画   児童福祉施設整備事業債指 訳 一般財源 8,408 3,315 1,910 1,273 1,910

計
標 額 他団体事業負担額

度

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成

項

34年度 備     

 

  考
○全体事業期間

 

活 目 実施幼稚園数
  

 

平成31年度～平成3

 

4年度3 3 3 3
動 単 位

実

 

園
標

指

標 値 単 位

投 計 年

 

度別事業費 16,64

 

0 4,160 4,16

目

0 4,160 4,16

平

0
合

資 内 特定財源
画

指

成

訳 一般財源 16,64

3

0 4,160 4,16

1

0 4,160 4,16

年

0
計

標 額 他団体事業負

度

担額

行

平成

項

3

       目 平成

2

31年度 平成32年度

年

平成33年度 平成34

度

年度 備       

平

考
○全体事業期間活 目

成

減免者数
  平成31

3

年度～平成34年度3

3

80 360 340 32

計

年

0
動 単 位 人

標
指

標 値 単

度

位 ○特定財源
  幼稚

平

園就園奨励費補助金【

成

国投 計 年度別事業費 1

3

87,271 50,6

4

55 48,217 45

年

,539 42,860

度

  】（1/3×圧縮

備

率）合
  被災児童生

 

徒就学支援等臨時資 内



  

に

置し、安心して在宅生

支

継続 一般・3款・1項

え

・4目
活を継続するこ

合

とができるよう支援し

う

ます。
事    業 

ま

   主    体
高

ち

齢者支援課

【滝沢市主

を

体】

目

事      

指

 業       名

 

す

事業の意図やねらい（

た

成果や効果）

介護保険

め

給付管理事業 低所得者

、

の利用者負担を社会福

長

祉法人の協力のもと軽

寿

減し、介護保険サ－ビ

社

ス利

用の機会を確保し

会

ます、

継続区分 会計・

の

款・項・目 平成31年

安

度の事業概要
低所得者

健

心

の介護保険サ－ビス利

と

用の確保及び促進のた

生

め、社会福祉法人が利

き

用者継続 一般・3款・

が

1項・4目
負担額を軽

い

減したものに対して助

の

成します。
事    

た

業    主    

め

体
高齢者支援課

【他団

の

体事業主体】

社会福祉

や

支

法人

援

を推進します。そ

か

のためには、介護の必

で

要な状態になった時で

笑

も安心して住み慣れた

顔

地域で暮らせるための

に

介護保険制度の

適正な

あ

運営が必要です。また

政 ふ

、多くの高齢者が｢睦

れ

大学｣や｢老人クラブ

る

｣「コミュニティ活動

ま

」などに参加すること

ち

で、生き

がいのある日

 

々を過ごし、そして支

基

援が必要な時も互いに

本

支え合いながら適切な

施

支援が受けられ、自分

策

らしい暮らしを続け

ら

策
　

れることを目指します

０

。

基本施策目標の進捗

４

状況分析

・「安心して

 

暮らせる長寿社会の実

 

現」のためには、介護

 

保険制度の適正な運営

安

が求められます。また

心

、要支援者等に対す

る

し

効果的かつ効率的な支

て

援等を可能とする介護

　
暮

予防・日常生活支援総

ら

合事業等を推進してい

せ

く必要があります。

・

る

睦大学など、元気な高

長

齢者の社会参加、生き

寿

がいづくりも進んでい

社

ますが、今後、高齢化

会

の加速が予想されるこ

の

とから、

地域で高齢者

実

を支える取組みなど、

　
現

持続可能な介護保険制

－

度とするためにも、さ

 

らに推進していく必要

5

があります。

4

事  

 

     業    

－

   名 事業の意図やねらい（成果や効果）

老人保護措置委託事業 高齢者の心身の健康の

　

保持及び生活の安全のため、65歳以上の者であって、環境

上の理由及び経済的理由によ

基

り、在宅において日常

本

生活を営むのに支障が

施

ある方

を施設へ入所措

策

置等を行います。

（義

が

務的事業）

継続区分 会

４

計・款・項・目 平成3

０

年

1年度の事業概要
・対

間

象者へ適切な支援を行

で

い、必要な対象者への

め

保護措置を行います。

ざ

継続 一般・3款・1項

す

・4目
・合同で設置し

姿

ている岩手紫波管内合

市

同老人ホーム入所判定

民

委員会負担金を支払
事

が

    業    主

２

幸

    体 います。

高

せ

齢者支援課

【滝沢市主

を

体】

実

事      

感

 業       名

し

事業の意図やねらい（

、

成果や効果）

緊急通報

健

体制整備事業 ひとり暮

や

らし高齢者世帯、高齢

か

者のみ世帯及び身体障

 

で

がい者のみ世帯等に対

笑

し、

急病や災害等の緊

顔

急時に迅速かつ適切な

に

対応を図るため、緊急

あ

通報装置を貸与し

ます

ふ

。

継続区分 会計・款・

れ

項・目 平成31年度の

、

事業概要
ひとり暮らし

互

高齢者等の対象者に対

い

して緊急通報装置を設



平 画

に

      考
○全体

基

事業期間活 目 介護保険

づ

給付管理事業
  平成

き

12年度～平成34年

、

度4 4 4 4
動 単 位 人

標

高

指

標 値 単 位 ○特定財源

齢

  介護保険事業費補

者

助金投 計 年度別事業費

が

1,300 325 32

住

5 325 325
  【

平

み

県】3/4合
  資 内

慣

特定財源 972 243

れ

243 243 243
 

た

 画   指 訳 一般財源

地

328 82 82 82 8

域

2
計

標 額 他団体事業負

で

担額

安心し

成

て生活できる地域包括

3

ケアシステムの深化・

1

推進に向けて取組みま

年

す。

・安心して暮らせ

度

るための介護保険制度

～

の適正な運営を進めま

平

す。特にも介護保険制

成

度改革に係る適切な対

成
3

応や介護予防・

日常生

4

活支援総合事業等を推

年

進します。

・セーフテ

度

ィネットである各種高

（

齢者福祉対策や、いき

単

いきと暮らすための高

位

齢者の社会参加等の支

 

援を継続します。

基本

 

計画期間内の取り組み

千

と方針のうち、平成3

3

円

1年度の重点課題

・介

）

護保険制度の適正な運

－

営を図ります。

・｢睦

 

大学｣や｢老人クラブ

5

｣などに参加、生きが

5

いのある充実した日々

 

を過ごすことによる、

－

高齢者の生きがいづくりを支援

します。

・事業所・ボランティア・

1

各種団体等との連携を密にし、また地域の皆さんがお互いに支え合うことで、住み慣れた地域で

安心して生活で

基

きる体制整備に取組み

本

ます。

施策の

項       目 平

年

達

成31年度 平成32年

成

度 平成33年度 平成3

（

4年度 備      

実

 考
○全体事業期間活

現

目 延べ措置者数
  昭

）

和59年度～平成34

に

年度156 156 15

向

6 156
動 単 位 人月

標

け

指

標 値 単 位 ○特定財源

た

  老人保護措置費負

度

基

担金【その投 計 年度別

本

事業費 111,064

計

27,766 27,7

画

66 27,766 27

期

,766
  他】合
 

間

 資 内 特定財源 28,

内

136 7,034 7,

の

034 7,034 7,

取

034
  画   指 訳

り

一般財源 82,928

実

組

20,732 20,7

み

32 20,732 20

と

,732
計

標 額 他団体

方

事業負担額

針

・「

項       

第

目 平成31年度 平成3

７

2年度 平成33年度 平

期

成34年度 備    

行

高

   考
○全体事業期

齢

間活 目 緊急通報装置設

者

置件数
  平成7年度

保

～平成34年度87 8

健

7 87 87
動 単 位 人

標

福

指

標 値 単 位

投 計 年度別

祉

事業費 7,776 1,

計

944 1,944 1,

画

944 1,944
合

資

及

内 特定財源
画

指 訳 一般

計

び

財源 7,776 1,9

介

44 1,944 1,9

護

44 1,944
計

標 額

保

他団体事業負担額

険事業

項    

計

   目 平成31年度

画

平成32年度 平成33

」

年度 平成34年度 備 



  

）

款・項・目 平成31年

高

度の事業概要
在宅で生

齢

活する高齢者（介護保

者

険法による要介護者及

日

び要支援者）及び障が

常

い者継続 一般・3款・

生

1項・4目
（身体障害

活

者福祉法による身体障

用

害者手帳１～３級所持

具

者）に対し、住宅改修

 

給

費
事    業   

付

 主    体 の補助

事

（上限額400,00

業

0円）を行うことによ

安

り、経済的負担を軽減

心

しつつ、かつ

高齢者支

し

援課 日常生活動作及び

て

介護動作の改善を行い

暮

ます。また、制度の周

ら

知を図ります。

【滝沢

健

す

市主体】

こ

事    

と

   業      

が

 名 事業の意図やねら

で

い（成果や効果）

福祉

き

バス運行事業 全ての市

る

民が利用できる福祉バ

長

スを運行することで、

寿

各地域を結び、地域間

社

の交

流や社会参加への

や

会

促進を図ります。

継続

の

区分 会計・款・項・目

実

平成31年度の事業概

現

要
・定期運行　月・金

を

　市内３路線　１日１

目

往復継続 一般・3款・

指

1項・4目
・特別運行

し

　睦大学入学式・修了

、

式・学園祭
事    

6

業    主    

か

5

体
高齢者支援課

【滝沢

歳

市主体】

以上の低所得のひ

で

と

り暮らし高齢者等に

笑

対し、日常生活用具を

顔

給付することによって

に

、高齢者の方が

安全な

あ

日常生活が送れること

政 ふ

を目指します。

継続区

れ

分 会計・款・項・目 平

る

成31年度の事業概要

ま

65歳以上の低所得の

ち

ひとり暮らし高齢者等

 

に対し、火災警報器・

基

自動消火器・電継続 一

本

般・3款・1項・4目

施

磁調理器・老人用電話

策

を給付します。
事  

策
　

  業    主  

０

  体
高齢者支援課

【

４

滝沢市主体】

 

事  

 

     業    

 

   名 事業の意図や

安

ねらい（成果や効果）

心

長寿祝い事業 本市に在

し

住する高齢者に対し、

て

祝状を贈り長寿をお祝

　
暮

いするとともに、生き

ら

がい

づくりと敬老意識

せ

の高揚を図ることを目

る

的とします。

継続区分

長

会計・款・項・目 平成

寿

31年度の事業概要
・

社

米寿（８８歳）対象者

会

への祝状の交付継続 一

の

般・3款・1項・4目

実

・長寿（１００歳）対

　
現

象者への祝状の交付及

－

び記念品贈呈
事   

 

 業    主   

5

 体
高齢者支援課

【滝

6

沢市主体】

 

事   

－

    業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

老人クラブ活動促進補助

　

事業 生きがいをもって社会活動に参加し、会員同士の交流を図り、社会の一員として

、引きこもり・閉じこもりを予防し、高齢者福祉の向上に資することを目指して

、単位老人ク

事

ラブ・市老人クラブ連

 

合会に補助金を交付し

０

 

地域における活動の活

 

性化を支援します。

継

 

続区分 会計・款・項・

 

目 平成31年度の事業

 

概要
単位老人クラブ及

 

び市老人クラブ連合会

業

に補助金を交付し、地

 

域における活動を継続

 

一般・3款・1項・4

 

目
支援します。

事  

２

 

  業    主  

 

  体
高齢者支援課

【

 

他団体事業主体】

滝沢

 

市老人クラブ連合会、

名

単位老人クラブ

事

事 

業

      業   

の

    名 事業の意図

意

やねらい（成果や効果

図

）

高齢者及び障害者に

 

や

やさしい住まいづ 要支

ね

援・要介護高齢者及び

ら

障がい者の住宅を改修

い

することにより、日常

（

生活動作

や介護動作の

成

改善が図られ、安全で

果

自立した、快適な在宅

や

生活を継続することが

効

くり推進補助事業 でき

果

ます。

継続区分 会計・



平 画

   

項    

 

   目 平成31年度

 

平成32年度 平成33

 

年度 平成34年度 備 

考

      考
○全体

○

事業期間活 目 利用者数

全

  平成8年度～平成

体

34年度5,350 5

平

事

,350 5,350 5

業

,350
動 単 位 人

標
指

期

標 値 単 位

投 計 年度別事

間

業費 48,888 12

活

,222 12,222

目

12,222 12,2

日

22
合

資 内 特定財源
画

常

指 訳 一般財源 48,8

生

88 12,222 12

活

,222 12,222

成

用

12,222
計

標 額 他

具

団体事業負担額

交付件数
  平成

3

7年度～平成34年度

1

4 4 4 4
動 単 位 件

標
指

年

標 値 単 位

投 計 年度別事

度

業費 140 35 35 3

～

5 35
合

資 内 特定財源

平

画
指 訳 一般財源 140

成

35 35 35 35
<名

成
3

称変更事業>「老人日

4

常生活計 用具給付事業

年

」から名称変更標 額 他

度

団体事業負担額

（単位

項     

 

  目 平成31年度 平

 

成32年度 平成33年

千

度 平成34年度 備  

3

円

     考
○全体事

）

業期間活 目 交付率
  

－

平成16年度～平成3

 

4年度100 100 1

5

00 100
動 単 位 ％

標

7

指 祝状の交付
180 2

 

57 280 291
標 値

－

単 位 人

投 計 年度別事業費 2,021 368 447 592 614
合

資

1

内 特定財源
画

指 訳 一般財源 2,021 368 447 592 614
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

年

備       考
○全体事業期間活 目 老人クラブ連合会会員数
  平成5年度～平成34年度1,080 1,080 1,080 1,080

動 単 位 人
標

指 単位老人クラブ数
24 24 24 24

標 値 単 位 クラブ ○特定財源
  在

度

宅福祉事業費補助金投 計 年度別事業費 8,076 2,019 2,019 2,019 2,019
  【県】2/3

項

以内合
  資 内 特定財

 

源 3,576 894 8

 

94 894 894
  

 

画   指 訳 一般財源 4

 

,500 1,125 1

実

 

,125 1,125 1

 

,125
計

標 額 他団体

 

事業負担額

目 平成

項       

3

目 平成31年度 平成3

1

2年度 平成33年度 平

年

成34年度 備    

度

   考
○全体事業期

行

平

間活 目 受益者数
  平

成

成20年度～平成34

3

年度10 10 10 10

2

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

年

○特定財源
  高齢者

度

及び障がい者にやさし

平

投 計 年度別事業費 14

成

,400 3,600 3

3

,600 3,600 3

3

,600
  い住まい

計

年

づくり推進事業費補合

度

  助金【県】1/2

平

資 内 特定財源 7,20

成

0 1,800 1,80

3

0 1,800 1,80

4

0
  画   指 訳 一般

年

財源 7,200 1,8

度

00 1,800 1,8

備

00 1,800
計

標 額

 

他団体事業負担額



  

）

れるようにすることを

生

目

（義務的事業） 的と

活

しています。

継続区分

管

会計・款・項・目 平成

理

31年度の事業概要
要

指

介護認定を申請した被

導

保険者に対し、認定調

短

査員が訪問し、心身の

期

状況や介護継続 介護・

宿

1款・3項・2目
に影

 

泊

響を与える事項（特記

事

事項）等の調査を行い

業

ます。
事    業 

日

   主    体
高

常

齢者支援課

【滝沢市主

生

体】

活

事      

や

 業       名

社

事業の意図やねらい（

会

成果や効果）

地域介護

健

適

予防活動支援事業（介

応

護予防 高齢者に学ぶ機

に

会を提供し、日常生活

支

の中で役立つ知識を身

援

に付け、社会貢献を

促

が

進するとともに、介護

必

のお世話にならずいつ

要

までも元気でいきいき

な

と暮らすこ
対策事業）

高

とを目的とします。

継

や

齢

続区分 会計・款・項・

者

目 平成31年度の事業

に

概要
・高齢者の外出す

対

る機会を増やして閉じ

し

こもりを予防し、かつ

て

、日常生活の中で継続

短

介護・3款・1項・2

期

目
役立つ介護予防をは

間

じめとした知識を身に

の

付け、心身の機能の維

か

宿

持向上を図りま
事  

泊

  業    主  

で

  体 す。

高齢者支援

日

課 ・趣味の教室(29

常

教室)、教養講座(全

生

６回)、睦大学学園祭

活

等を開催します。

【滝

に

沢市主体】 ・市内にあ

対

る大学との連携を深め

す

、世代間の交流と睦大

で

る

学の活性化を図ります

指

。

導・支援を行い、

笑

要介護状態への移行の

顔

防止を図ります。

継続

に

区分 会計・款・項・目

あ

平成31年度の事業概

政 ふ

要
社会生活適応困難な

れ

高齢者に対し、短期宿

る

泊事業を実施して日常

ま

生活に対する指継続 一

ち

般・3款・1項・4目

 

導支援を行います。
事

基

    業    主

本

    体
高齢者支援

施

課

【滝沢市主体】

策

事

策
　

       業  

０

     名 事業の意

４

図やねらい（成果や効

 

果）

市民福祉センター

 

管理運営事業 高齢者が

 

いきいきと活躍する環

安

境づくりを目指し、市

心

民福祉センターにおい

し

て健

康の増進、教養の

て

向上及びレクリエーシ

　
暮

ョンのための便宜を総

ら

合的に提供するこ

とに

せ

より、高齢者の心身の

る

健康の維持増進を図り

長

ます。

継続区分 会計・

寿

款・項・目 平成31年

社

度の事業概要
指定管理

会

者に対し管理運営を委

の

託をします。継続 一般

実

・3款・1項・5目
・

　
現

期間：平成31年4月

－

1日から平成36年3

 

月31日
事    業

5

    主    体

8

高齢者支援課

【滝沢市

 

主体】

－

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

介護認

　

定審査会事務 一次判定結果や主治医意見書等の内容を総合的に判断し、二次判定いわゆる「要

介護状態区分」を確定し、要介護・要支援認定申請者の方がより良い安心した生

活を

事

送るための介護サービ

 

スを利用できるよう、

０

 

介護保険法第19条に

 

ある「要介

（義務的事

 

業） 護認定、要支援認

 

定」を行うため、介護

 

認定審査会を開催しま

 

す。

継続区分 会計・款

業

・項・目 平成31年度

 

の事業概要
医師等の委

 

員で構成される介護認

 

定審査会で認定の審査

２

 

を行います。継続 介護

 

・1款・3項・1目

事

 

    業    主

 

    体
高齢者支援

名

課

【協働事業】

雫石町

事業

事       業

の

       名 事業

意

の意図やねらい（成果

図

や効果）

要介護認定調

 

や

査事業 要介護認定を申

ね

請した方に認定調査員

ら

が訪問し、心身の状況

い

や介護に影響を与え

る

（

事項（特記事項）等を

成

調査することにより、

果

その方に必要かつ適切

や

な介護認定

審査を行う

効

ための資料を作成し、

果

介護サービスを受けら



平 画

 

22 23,322
合

資

 

内 特定財源
画

指 訳 一般

 

財源 93,288 23

 

,322 23,322

 

23,322 23,3

 

22
【特別会計】計

標

考

額 他団体事業負担額

○全体

項   

平

事

    目 平成31年

業

度 平成32年度 平成3

期

3年度 平成34年度 備

間

       考
○全

活

体事業期間活 目 趣味の

目

教室（実人数）
  平

生

成12年度～平成34

活

年度916 916 91

管

6 916
動 単 位 人

標
指

理

教養講座（延参加者数

成

指

）
600 600 600

導

600
標 値 単 位 人 ○特

短

定財源
  地域支援事

期

業交付金投 計 年度別事

宿

業費 22,916 5,

泊

729 5,729 5,

で

729 5,729
  

の

【国】25%合
  【

生

県】12.5%資 内 特

活

定財源 13,844 3

3

 

,461 3,461 3

 

,461 3,461
 

平

 【その他】27%画

成

  指 訳 一般財源 9,

1

072 2,268 2,

8

268 2,268 2,

年

268
【特別会計】計

度

標 額 他団体事業負担額

～平

1

成34年度支援 21 2

年

1 21 21
動 単 位 日

標

度

指

標 値 単 位 ○特定財源

～

  生活管理指導宿泊

平

事業使用料投 計 年度別

成

事業費 216 54 54

成
3

54 54
  【その他

4

】合
  資 内 特定財源

年

96 24 24 24 24

度

  画   指 訳 一般財

（

源 120 30 30 30

単

30
計

標 額 他団体事業

位

負担額

  千

項       目 平

3

円

成31年度 平成32年

）

度 平成33年度 平成3

－

4年度 備      

 

 考
○全体事業期間活

5

目 利用人数
  昭和5

9

7年度～平成34年度

 

45,000 45,0

－

00 45,000 45,000
動 単 位 人

標
指

標 値 単 位 ○特定財源
 

1

 市民福祉センター使用料【そ投 計 年度別事業費 69,331 19,204 16,709 16,709 16,709
  の他】他合
  資 内 特定財源 7,736 1,934 1,934 1,934 1,934
  画   指 訳 一

年

般財源 61,595 17,270 14,775 14,775 14,775
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成

度

34年度 備       考
○全体事業期間活 目 審査会開催回数
  平成12年度～平成34年度62 62 62

項

62
動 単 位 回

標
指 審査

 

件数
1,700 1,7

 

00 1,700 1,7

 

00
標 値 単 位 件 ○特定

 

財源
  雫石町審査会

実

 

運営費負担金【投 計 年

 

度別事業費 21,74

 

8 5,437 5,43

目

7 5,437 5,43

平

7
  その他】合
  

成

資 内 特定財源 17,4

3

80 4,370 4,3

1

70 4,370 4,3

年

70
  画   指 訳 一

度

般財源 4,268 1,

行

平

067 1,067 1,

成

067 1,067
【特

3

別会計】計
標 額 他団体

2

事業負担額

年度 平

項       

成

目 平成31年度 平成3

3

2年度 平成33年度 平

3

成34年度 備    

計

年

   考
○全体事業期

度

間活 目 認定調査事業
 

平

 平成20年度～平成

成

34年度2,010 2

3

,010 2,010 2

4

,010
動 単 位 調査件

年

数（件）
標

指

標 値 単 位

度

投 計 年度別事業費 93

備

,288 23,322

 

23,322 23,3



  

）

家族介護支援事業 在

 

宅で高齢者を介護して

健

いる家族に対し、介護

や

用品を支給することに

か

より、家族

の経済的な

で

負担の軽減を図るとと

笑

もに、要介護者の在宅

顔

生活の支援を行うこと

に

を

目的としています。

あ

継続区分 会計・款・項

政 ふ

・目 平成31年度の事

れ

業概要
要介護４または

る

５の方を居宅で介護し

ま

ている住民税非課税世

ち

帯の家族介護者に対継

 

続 介護・3款・2項・

基

2目
して介護用品を支

本

給します。
事    

施

業    主    

策

体
高齢者支援課

【滝沢

策
　

市主体】

０

事    

４

   業      

 

 名 事業の意図やねら

 

い（成果や効果）

介護

 

保険給付事業 高齢者の

安

生活支援及び介護予防

心

をするために必要な各

し

種サービスの利用に対

て

して

、介護保険制度に

　
暮

よる給付を行います。

ら

（義務的事業）

継続区

せ

分 会計・款・項・目 平

る

成31年度の事業概要

長

介護保険制度による介

寿

護サービス給付費、介

社

護予防サービス給付費

会

、審査支払手継続 介護

の

数料、高額介護サービ

実

ス費、特定入所者介護

　
現

サービス費、高額医療

－

合算介護サー
事   

 

 業    主   

6

 体 ビス費の給付と支

0

払を行います。

高齢者

 

支援課

【滝沢市主体】

－

事       業       名 事業の意図やねらい（成果

　

や効果）

高齢者保健福祉計画及び介護保険事業 高齢者保健福祉計画及び介護保険事業計画に沿った３年間の介護保険事業運営や

高齢者各種施策について、高齢者保健福祉協議会に

事

意見を聴き、評価して

 

いただ
計画策定事業 く

０

 

ことで、事業を円滑か

 

つ効果的に実施してい

 

くことを目的としてい

 

ます。

継続区分 会計・

 

款・項・目 平成31年

 

度の事業概要
３年間の

業

介護保険施設等の整備

 

や高齢者各種施策につ

 

いて、事業を円滑かつ

 

効率継続 介護
的に実施

２

 

をするため、第７期の

 

高齢者保健福祉計画及

 

び介護保険事業計画の

 

進行
事    業  

名

  主    体 管理

事

及び評価をします。

高

業

齢者支援課

【滝沢市主

の

体】

小    

意

          

図

          

 

や

     計

ねらい（成果や効果



平 画

 

財源 9,122,32

 

3 2,118,758

 

2,222,573 2

 

,332,687 2,

 

448,305
画

指 訳

 

一般財源 6,073,

考

508 1,415,8

○

75 1,481,24

全

4 1,551,409

体

1,624,980
計

平

事

標 額 他団体事業負担額

業期間活 目 家族介護

成

用品支給
  平成12

3

年度～平成34年度1

1

1 11 11 11
動 単 位

年

人
標

指 家族介護用品支

度

給率
100 100 10

～

0 100
標 値 単 位 ％ ○

平

特定財源
  地域支援

成

事業交付金投 計 年度別

成
3

事業費 3,868 96

4

7 967 967 967

年

  【国】38.5%

度

合
  【県】19.2

（

5%資 内 特定財源 2,

単

232 558 558 5

位

58 558
  画   

 

指 訳 一般財源 1,63

 

6 409 409 409

千

409
【特別会計】計

3

円

標 額 他団体事業負担額

）

－ 

項  

6

     目 平成31

1

年度 平成32年度 平成

 

33年度 平成34年度

－

備       考
○全体事業期間活 目 利用率（サービス利用者数

1

/介
  平成12年度～平成34年度護認定者数） 86 87 88 89

動 単 位 ％
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  介護給付費負担金【国】20%投 計 年度別事業費 14,790,587 3,431,594 3,603,170 3,

年

783,328 3,972,495
  等、調整交付金【国】5%以内合
  、介護給付費負担金【県】12資 内 特定財源 9,041,051 2,098,440 2,202,255 2,312,369 2,427,987

度

  .5%等、支払基金【その他】2画   7%指 訳 一般財源 5,749,536 1,333,154 1,40

項

0,915 1,470

 

,959 1,544,

 

508
【特別会計】計

 

標 額 他団体事業負担額

 

実

  

項  

 

     目 平成31

目

年度 平成32年度 平成

平

33年度 平成34年度

成

備       考
○

3

全体事業期間活 目 市高

1

齢者保健福祉協議会開

年

催回
  平成12年度

度

～平成34年度数 2 3

行

平

2 2
動 単 位 回

標
指

標 値

成

単 位

投 計 年度別事業費

3

212 47 71 47 4

2

7
合

資 内 特定財源
画

指

年

訳 一般財源 212 47

度

71 47 47
【特別会

平

計】計
標 額 他団体事業

成

負担額

33

項

計

年

       目 平成

度

31年度 平成32年度

平

平成33年度 平成34

成

年度 備       

3

考

投 計 年度別事業費 1

4

5,195,831 3

年

,534,633 3,

度

703,817 3,8

備

84,096 4,07

 

3,285
合

資 内 特定



  

域

括支援センター ・介護

で

予防ボランティア養成

自

・育成

【滝沢市主体】

立し

事       業

た

       名 事業

生

の意図やねらい（成果

活

や効果）

地域介護予防

を

活動支援事業 いきいき

続

サロンの開設により、

 

け

主に高齢者の外出の機

ら

会を増やし閉じこもり

れ

を予

防し地域で交流が

健

図られることを目的と

や

しています。また、本

か

事業を自治会等へ

委託

で

することで、地域全体

笑

で介護予防に取り組む

顔

気運の醸成を図ります

あ

。

（義務的事業）

継続

健

ふ

区分 会計・款・項・目

れ

平成31年度の事業概

共

要
実施要綱に基づき、

に

月1回以上いきいきい

生

サロンの開設を希望す

き

る自治会等に委継続 介

る

護・3款・1項・2目

ま

託し実施します。
事 

ち

   業    主 

を

   体
地域包括支援

や

つ

センター

【滝沢市主体

く

】

るため、前

期基本

か

施策を継承した住まい

で

・医療・介護・予防・

笑

生活支援の各分野が互

顔

いに連携しながら支援

に

する体制である地域包

あ

括ケ

アシステムを深化

政 ふ

し構築の推進を図りま

れ

す。

　

基本施策目標の

る

進捗状況分析

団塊の世

ま

代が75歳以上となる

ち

2025年を目途に、

 

地域包括ケアシステム

基

の構築が求められてい

本

ます。このことから、

施

前期基本

施策から引続

策

き推進しているところ

策
　

であり、一定程度の取

０

組が進められてきたと

５

ころですが、社会環境

 

の変化や特にも高齢

者

 

の増加を踏まえ後期総

 

合計画期間において、

地

さらに地域包括ケアシ

域

ステムを支えるために

で

必要な共助、公助のほ

暮

かに、自

助、互助の助

　
ら

け合いができる仕組み

し

づくりの推進が必要と

続

考えます。

け

事   

ら

    業     

れ

  名 事業の意図やね

る

らい（成果や効果）

滝

地

沢市救急医療情報キッ

域

ト配付事業 独居高齢者

包

や高齢者世帯が増加す

　
括

る中、自宅での急病に

ケ

備えるため、緊急連絡

ア

先

や病名、主治医、服

の

薬等の情報を入れて保

実

管するための救急医療

現

情報キットを配

付しま

－

す。救急医療情報キッ

 

トにより、救急隊員や

6

医療機関が迅速な情報

2

把握と

対応ができるよ

　

 

うにし、高齢者の安心

－

と安全に寄与することを目指します。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
・未設置世帯への配付推進継続 一般・3款・1項・4目
・対象者への窓口・広報による周

基

知
事    業   

０

本

 主    体 ・一般

施

介護予防事業等におけ

策

る普及啓発

地域包括支

が

援センター ・既設置者

４

への救急医療情報更新

年

の周知

【滝沢市主体】

間で

事       業

め

       名 事業

ざ

の意図やねらい（成果

２

す

や効果）

介護予防普及

姿

啓発事業 介護予防に関

高

する知識の普及や運動

齢

等の実技指導を行なう

者

教室を開催することで

の

、高齢者自身が自主的

一

に介護予防に向けた取

人

り組みを実施すること

一

が出来る地域

づくりを

人

目指します。

（義務的

 

が

事業）

継続区分 会計・

輝

款・項・目 平成31年

き

度の事業概要
・介護予

、

防教室継続 介護・3款

住

・1項・2目
・地域リ

み

ハビリテーション講座

な

事    業    

れ

主    体 ・運動・

た

栄養・口腔機能改善、

地

認知症予防教室

地域包



平 画

ら

業交付金投 計 年度別事

れ

業費 21,908 5,

る

477 5,477 5,

地

477 5,477
  

域

【国】20.0%合
 

包

 【国調整交付金】5

括

%以内資 内 特定財源 1

ケ

3,232 3,308

ア

3,308 3,308

シ

3,308
  【県】

平

ス

12.5%画   【支

テ

払基金】27.0%指

ム

訳 一般財源 8,676

の

2,169 2,169

構

2,169 2,169

築

【特別会計】計
標 額 他

を

団体事業負担額

深化・

成

推進するために、高齢

3

化が進展しているなか

1

、要支援・要介護の重

年

度化防止の推進と高齢

度

者の一人一人が自身の

～

介護予防や地域づくり

平

、生活支援

に積極的に

成

参加する取組の検討と

成
3

支援を進めていきます

4

。

基本計画期間内の取

年

り組みと方針のうち、

度

平成31年度の重点課

（

題

自立支援を目指すた

単

めに必要な介護予防の

位

推進と地域での生活に

 

必要なサービス等の仕

 

組みづくりを支援。ま

千

た、認知症の

ある方に

3

円

対する支援体制の整備

）

が重点課題となります

－

。

 6

項 

3

      目 平成3

 

1年度 平成32年度 平

－

成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 救

1

急医療情報キット配付者数
  平成23年度～平成34年度430 440 450 450

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

投

基

計 年度別事業費 764

本

191 191 191 1

施

91
合

資 内 特定財源 2

策

60 65 65 65 65

の

画
指 訳 一般財源 504

年

達

126 126 126 1

成

26
計

標 額 他団体事業

（

負担額

実現）

項       目 平

に

成31年度 平成32年

向

度 平成33年度 平成3

け

4年度 備      

た

 考
○全体事業期間活

度

基

目 介護予防教室参加実

本

人員
  平成18年度

計

～平成34年度870

画

880 890 900
動

期

単 位 人
標

指

標 値 単 位 ○

間

特定財源
  地域支援

内

事業交付金投 計 年度別

の

事業費 52,012 1

取

3,003 13,00

り

3 13,003 13,

実

組

003
  【国】20

み

.0%合
  【国調整

と

交付金】5%以内資 内

方

特定財源 31,420

針

7,855 7,855

高

7,855 7,855

齢

  【県】12.5%

者

画   【支払基金】2

が

7.0%指 訳 一般財源

住

20,592 5,14

行

み

8 5,148 5,14

な

8 5,148
【特別会

れ

計】計
標 額 他団体事業

た

負担額

地域で

項       目 平

健

成31年度 平成32年

や

度 平成33年度 平成3

か

4年度 備      

計

に

 考
○全体事業期間活

安

目 いきいきサロン開催

心

カ所　
  平成12年

し

度～平成34年度31

て

31 31 31
動 単 位 カ

暮

所
標

指 利用延べ人数
2

ら

6,400 26,50

し

0 26,600 30,

続

000
標 値 単 位 人 ○特

け

定財源
  地域支援事



  

成

中支援チームによる支

果

援

・一般市民向け講演

や

会の開催

効

事    

果

   業      

）

 名 事業の意図やねら

総

い（成果や効果）

在宅

合

医療・介護連携推進事

相

業 地域包括ケアの実現

談

を目指し、在宅医療と

 

支

介護を包括的、継続的

援

に提供していく

ために

・

、地域の医療・介護等

権

の関係機関との連携を

利

十分に図り、多職種協

擁

働によ

る医療と介護の

護

円滑な提供体制の構築

事

を図ります。

（義務的

業

事業）

継続区分 会計・

地

款・項・目 平成31年

健

域

度の事業概要
・医療・

の

介護の資源の把握継続

高

介護・3款・2項・1

齢

目
・医療・介護関係者

者

の情報共有の支援
事 

に

   業    主 

必

   体 ・地域の在宅

要

医療・介護連携を支援

な

する相談窓口の運営

地

支

域包括支援センター ・

や

援

医療、介護関係者等研

を

修会の実施

【滝沢市主

行

体】 ・地域住民への普

う

及啓発

た

事     

め

  業       

、

名 事業の意図やねらい

関

（成果や効果）

生活支

係

援体制整備事業 介護予

者

防・日常生活支援総合

か

と

事業を実施していくに

の

あたり、地域の人材の

ネ

活用や

様々な主体によ

ッ

る多様なサービスを提

ト

供できるよう、地域課

ワ

題の把握、事業の調

査

ー

検討・基盤整備を行い

ク

ます。

（義務的事業）

や

継続区分 会計・款・項

地

・目 平成31年度の事

で

域

業概要
・生活支援コー

力

ディネーターの配置継

を

続 介護・3款・2項・

活

1目
・地域支え合い連

か

絡会（協議体）の開催

し

事    業    

た

主    体 ・生活支

高

援サービス補助金要綱

齢

検討

地域包括支援セン

者

ター

【滝沢市主体】

笑

の実態把握とサービス

顔

の情報提供等初期対応

に

、継続的で専門的な相

あ

談

支援、各種サービス

政 ふ

の調整等ワンストップ

れ

相談を行うことで、高

る

齢者の自立支援

（義務

ま

的事業） と虐待防止・

ち

早期発見の体制構築を

 

図ります。

継続区分 会

基

計・款・項・目 平成3

本

1年度の事業概要
・高

施

齢者にかかる総合相談

策

・支援継続 介護・3款

策
　

・2項・1目
・高齢者

０

の実態把握、要援護高

５

齢者把握
事    業

 

    主    体

 

・権利擁護・虐待の防

 

止及び早期発見

地域包

地

括支援センター ・相談

域

体制の情報提供・周知

で

　

【滝沢市主体】 ・盛

暮

岡広域シルバーケアＳ

　
ら

ＯＳネットワーク登録

し

　

続

事       

け

業       名 事

ら

業の意図やねらい（成

れ

果や効果）

包括的・継

る

続的ケアマネジメント

地

事業 在宅での介護保険

域

サービスの中心となる

包

ケアマネジャーの個別

　
括

相談を受け、困難

事例

ケ

への支援を行います。

ア

また、地域ネットワー

の

ク会議等研修の開催や

実

連絡会議

を通じて、関

現

係機関の資質向上とネ

－

ットワークの強化をし

 

、地域包括ケアシステ

6

（義務的事業） ムの構

4

築及び深化を目指しま

　

 

す。

継続区分 会計・款

－

・項・目 平成31年度の事業概要
・地域ネットワーク会議の開催（研修、情報交換）年6回継続 介護・3款・2項・1目
・ケアマネジャーへの個別相談、支援

事    業    主    体
地域包

０

括支援センター

【滝沢市主体】

事    

事

   業      

 

 名 事業の意図やねら

 

い（成果や効果）

認知

 

症総合支援事業 認知症

 

になっても住み慣れた

 

地域で生活を継続でき

 

るよう、医療・介護及

２

 

び生活

支援等の連携強

業

化や地域における支援

 

体制の構築を図ります

 

。

（義務的事業）

継続

 

区分 会計・款・項・目

 

平成31年度の事業概

 

要
・認知症サポーター

 

養成講座継続 介護・3

 

款・2項・1目
・認知

名

症地域支援推進員の配

 

事

置（相談支援や支援体

業

制の構築）
事    

の

業    主    

意

体 ・地域密着型サービ

図

ス事業所等での在宅生

や

活継続のための相談

地

ね

域包括支援センター ・

ら

認知症ケアに携わる多

い

職種協働研修

【滝沢市

（

主体】 ・認知症初期集



平 画

 

別会計】計
標 額 他団体

 

事業負担額

   

項       

 

目 平成31年度 平成3

考

2年度 平成33年度 平

○

成34年度 備    

全

   考
○全体事業期

体

間活 目 普及啓発講演会

平

事

の開催回数
  平成2

業

8年度～平成34年度

期

1 1 1 1
動 単 位 回

標
指

間

多職種による研修会
3

活

3 3 3
標 値 単 位 回 ○特

目

定財源
  地域支援事

総

業交付金投 計 年度別事

合

業費 24,000 6,

相

000 6,000 6,

談

000 6,000
  

成

件

【国】38.5%合
 

数

 【県】19.25%

（

資 内 特定財源 13,8

地

60 3,465 3,4

域

65 3,465 3,4

包

65
  画   指 訳 一

括

般財源 10,140 2

支

,535 2,535 2

援

,535 2,535
【

セ

特別会計】計
標 額 他団

3

 

体事業負担額

 平成

項      

1

 目 平成31年度 平成

8

32年度 平成33年度

年

平成34年度 備   

度

    考
○全体事業

～

期間活 目 協議体会議開

平

催回数
  平成28年

1

成

度～平成34年度3 3

3

3 3
動 単 位 回

標
指

標 値

4

単 位 ○特定財源
  地

年

域支援事業交付金投 計

度

年度別事業費 17,7

ン

94 3,142 4,8

タ

84 4,884 4,8

ー

84
  【国】38.

で

5%合
  【県】19

の

.25%資 内 特定財源

年

総

10,274 1,81

相

4 2,820 2,82

談

0 2,820
  画  

件

 指 訳 一般財源 7,5

数

20 1,328 2,0

）

64 2,064 2,0

1

64
【特別会計】計

標

,

額 他団体事業負担額

26

度

0 1,280 1,28

～

0 1,280
動 単 位 件

平

標
指 実態把握件数（ブ

成

ランチ＋地域
包括支援

成
3

センターでの実態把握

4

1,500 1,500

年

1,500 1,500

度

標 値 単 位 件 ○特定財源

（

  地域支援事業交付

単

金投 計 年度別事業費 5

位

1,060 12,76

 

5 12,765 12,

 

765 12,765
 

千

 【国】38.5%合

3

円

  【県】19.25

）

%資 内 特定財源 27,

－

192 6,798 6,

 

798 6,798 6,

6

798
  画   指 訳

5

一般財源 23,868

 

5,967 5,967

－

5,967 5,967
【特別会計】計

標 額 他団体事業負担額

1

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 ケアマネジャー後方支援対応件
  平成18年度～平成

年

34年度数 105 110 110 115
動 単 位 件

標
指 地域ネットワーク会議の開催

6 6 6 6
標 値 単 位 回 ○特定財源

  地域支援事業交付金投 計 年度別事業費 21,472 5,368 5,368 5,368 5,368
  【国】

度

38.5%合
  【県】19.25%資 内 特定財源 4,368 1,092 1,092 1,092 1,092
  

項

画   指 訳 一般財源 1

 

7,104 4,276

 

4,276 4,276

 

4,276
【特別会計

 

】計
標 額 他団体事業負

実

 

担額

  

項

目

       目 平成

平

31年度 平成32年度

成

平成33年度 平成34

3

年度 備       

1

考
○全体事業期間活 目

年

認知症サポーター養成

度

講座
  平成26年度

行

平

～平成34年度18 1

成

8 18 18
動 単 位 回

標

3

指 認知症相談件数（認

2

知症まちか
ど相談室相

年

談件数含む） 90 90

度

90 90
標 値 単 位 件 ○

平

特定財源
  地域支援

成

事業交付金投 計 年度別

3

事業費 14,164 4

3

,849 3,105 3

計

年

,105 3,105
 

度

 【国】38.5%合

平

  【県】19.25

成

%資 内 特定財源 8,1

3

76 2,800 1,7

4

92 1,792 1,7

年

92
  画   指 訳 一

度

般財源 5,988 2,

備

049 1,313 1,

 

313 1,313
【特



  

成

人の申立及び支援継続

果

介護・3款・2項・2

や

目
・後見人報酬の費用

効

補助
事    業  

果

  主    体 ・成

）

年後見制度の普及啓発

地

地域包括支援センター

域

・中核機関の設置検討

ケ

【滝沢市主体】

ア

小         

 

会

          

議

          

推

計

進事業 個別ケー

健

スの支援内容検討を通

や

じて、地域に共通した

か

課題を把握し、必要な

で

サー

ビスの検討を進め

笑

ていくことで、関係機

顔

関との連携・協力体制

に

を構築、支援体制

づく

あ

りにつなぎ、地域包括

政 ふ

ケアシステムの構築推

れ

進を図ります。

（義務

る

的事業）

継続区分 会計

ま

・款・項・目 平成31

ち

年度の事業概要
・地域

 

ケア会議の開催（年8

基

回）継続 介護・3款・

本

2項・1目

事    

施

業    主    

策

体
地域包括支援センタ

策
　

ー

【滝沢市主体】

０

事

５

       業  

 

     名 事業の意

 

図やねらい（成果や効

 

果）

家族介護支援事業

地

高齢者を介護している

域

家族等の身体的、精神

で

的負担の軽減と介護者

暮

の様々なニー

ズに対応

　
ら

するため、介護教室を

し

開催し、安全で快適な

続

在宅生活が継続できる

け

よう

支援します。

継続

ら

区分 会計・款・項・目

れ

平成31年度の事業概

る

要
家族介護者教室開催

地

6回（社会福祉法人等

域

委託5回・市主催1回

包

程度）継続 介護・3款

　
括

・2項・2目

事   

ケ

 業    主   

ア

 体
地域包括支援セン

の

ター

【滝沢市主体】

実現

事       業 

－

      名 事業の

 

意図やねらい（成果や

6

効果）

介護相談員派遣

6

事業 介護相談員を介護

　

 

施設・介護サービス提

－

供事業所に派遣し、施設入所者・サービ

ス利用者等の相談を通して第三者の視点で施設・事業所と利用者の橋渡しを行い

ます。このことにより、入所者、利用者の苦情等の未然防止、事業所の資質向上

０

に資することを目的とします。

継続区分 会計・款・項・目 平成31

事

年度の事業概要
・介護

 

相談員2名、16施設

 

へ派遣継続 介護・3款

 

・2項・2目
・介護相

 

談員連絡会議の開催（

 

年1回）
事    業

 

    主    体

２

 

地域包括支援センター

業

【滝沢市主体】

 

事 

 

      業   

 

    名 事業の意図

 

やねらい（成果や効果

 

）

成年後見制度利用支

 

援事業 判断能力に欠け

 

る高齢者の財産管理・

名

身上監護のため、親族

 

事

の支援が得られない

高

業

齢者の成年後見人等申

の

立を市が行い、また、

意

成年後見人等の報酬費

図

用補助をす

ることで、

や

高齢者の権利擁護に寄

ね

与することを目指しま

ら

す。

継続区分 会計・款

い

・項・目 平成31年度

（

の事業概要
・成年後見



平 画

 

576 576
  画  

 

 指 訳 一般財源 1,6

 

20 351 423 42

 

3 423
【特別会計】

 

計
標 額 他団体事業負担

 

額

考
○

項  

全

     目 平成31

体

年度 平成32年度 平成

平

事

33年度 平成34年度

業

備       考

投

期

計 年度別事業費 212

間

,934 53,049

活

53,295 53,2

目

95 53,295
合

資

地

内 特定財源 114,4

域

16 28,499 28

ケ

,639 28,639

ア

28,639
画

指 訳 一

成

会

般財源 98,518 2

議

4,550 24,65

の

6 24,656 24,

開

656
計

標 額 他団体事

催

業負担額

  平成2

3

9年度～平成34年度

1

8 8 8 8
動 単 位 回

標
指

年

標 値 単 位 ○特定財源
 

度

 地域支援事業交付金

～

投 計 年度別事業費 1,

平

604 401 401 4

成

01 401
  【国】

成
3

38.5%合
  【県

4

】19.25%資 内 特

年

定財源 927 231 2

度

32 232 232
  

（

画   指 訳 一般財源 6

単

77 170 169 16

位

9 169
【特別会計】

 

計
標 額 他団体事業負担

 

額

千

3

円

項 

）

      目 平成3

－

1年度 平成32年度 平

 

成33年度 平成34年

6

度 備       考

7

○全体事業期間活 目 家

 

族介護者教室開催回数

－

  平成18年度～平成34年度6 6 6 6
動 単 位 回

標
指 家族介護者

1

教室参加人数
120 120 120 120

標 値 単 位 人 ○特定財源
  地域支援事業交付金投 計 年度別事業費 536 134 134 134 134
  【国】38.5%合
  【県】19.25%資 内 特定財源 312 78 78 78 7

年

8
  画   指 訳 一般財源 224 56 56 56 56
【特別会計】計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

度

備       考
○全体事業期間活 目 訪問施設数
  平成13年度～平成34年度16 17 18 19

動 単 位 カ

項

所
標

指 介護相談員数
2

 

2 2 2
標 値 単 位 人 ○特

 

定財源
  地域支援事

 

業交付金投 計 年度別事

 

業費 3,792 888

実

 

968 968 968
 

 

 【国】38.5%合

 

  【県】19.25

目

%資 内 特定財源 2,1

平

87 513 558 55

成

8 558
  画   指

3

訳 一般財源 1,605

1

375 410 410 4

年

10
【特別会計】計

標

度

額 他団体事業負担額

行

平成3

項   

2

    目 平成31年

年

度 平成32年度 平成3

度

3年度 平成34年度 備

平

       考
○全

成

体事業期間活 目 成年後

3

見制度利用支援をした

3

数
  平成21年度～

計

年

平成34年度3 4 4 4

度

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

平

○特定財源
  地域支

成

援事業交付金投 計 年度

3

別事業費 3,828 8

4

31 999 999 99

年

9
  【国】38.5

度

%合
  【県】19.

備

25%資 内 特定財源 2

 

,208 480 576



  

く

施します。
事    

り

業    主    

」

体 ・構成市町が協議会

を

に負担金を納入し、本

目

事業を実施します。

健

指

康推進課 ・岩手西北医

す

師会管内休日救急当番

こ

医制事業運営協議会負

と

担金　2,244千円

と

【他団体事業主体】

管

 

し

内休日救急当番医制事

て

業運営協議会

い

事  

ま

     業    

す

   名 事業の意図や

。

ねらい（成果や効果）

市

二次救急対策事業 夜間

民

等の救急患者や入院加

が

療を必要とする重症者

幸

の受入先として盛岡保

健

せ

健医療圏

（盛岡市・八

を

幡平市・滝沢市・雫石

考

町・岩手町・葛巻町・

え

紫波町・矢巾町）の二

る

次救急医療体制を確保

う

し、地域住民の安心と

え

健やかな暮らしの実現

で

を図ります。

継続区分

最

会計・款・項・目 平成

も

31年度の事業概要
・

や

重

盛岡保健医療圏8市町

要

が負担金を拠出し、盛

な

岡地区二次救急医療対

要

策委員会に継続 一般・

素

4款・1項・1目
下記

は

4事業を委託していま

「

す。盛岡市が事務局と

健

なり、二次救急医療運

康

営補助事
事    業

」

    主    体

か

で

業を実施します。

健康

す

推進課 ・病院群輪番制

。

病院運営事業費補助事

市

業負担金1,020千

民

円、盛岡地区二次救急

が

医

【協働事業】 療対策

幸

委員会運営費補助事業

せ

負担金600千円、病

を

院群輪番制病院設備整

感

備事業費

盛岡保健医療

で

じ

圏構成8市町 補助事業

な

負担金236千円、小

が

児救急医療支援事業費

ら

補助事業負担金588

笑

千円

顔で暮らす

笑

ためには、「心身の健

顔

康」は大切な条件の一

に

つであり、ま

た、病気

あ

や障がいがあっても、

政 ふ

その人の考える健康の

れ

実現は、その人らしく

る

豊かな人生を送るため

ま

に重要です。市民一人

ち

一

人が健康に関心を持

 

ち、主体的に健康づく

基

りに取り組めるような

本

環境を目指します。

　

施

また、妊娠・出産・子

策

育ての安心につながる

策
　

支援体制や取組みを推

０

進します。

基本施策目

６

標の進捗状況分析

・自

 

分が心身ともに元気と

 

感じている人の割合は

 

、年々増加傾向にあり

健

ますが、健康づくりに

康

取り組んでいる人の割

づ

合は横

ばいとなってお

く

り、望ましい生活習慣

　
り

の定着のために、健康

を

づくりの実践、継続す

支

るための支援が必要で

え

す。

・子育ての悩みや

る

不安を相談できる人が

保

いる（いた）人の割合

健

は、年々増加しており

の

、今後も妊娠・出産・

充

子育ての不安が

軽減さ

実

れ、安心して子育てが

　

－

できるような支援を行

 

っていくことが重要で

6

す。

8

事      

 

 業       名

－

事業の意図やねらい（成果や効果）

患者輸送車運行事業 無医地区である姥屋敷及び柳沢地域の市民が医療機関を

　

受診するための交通手段

を確保し、早期受診・治療を行うことによ

基

り、地域住民の健康の

本

保持増進を図る

ことを

施

目的としています。

継

策

続区分 会計・款・項・

が

目 平成31年度の事業

４

概要
・姥屋敷・柳沢路

年

線とも週1日1往復運

０

間

行します。継続 一般・

で

4款・1項・1目
・患

め

者輸送車の運行は市運

ざ

転技士が行います。
事

す

    業    主

姿

    体 ・交通政策

　

関係課と情報共有を図

第

ります。

健康推進課

【

１

滝沢市主体】

次

事  

２

滝

     業    

沢

   名 事業の意図や

市

ねらい（成果や効果）

総

在宅救急当番医制事業

合

本市及び八幡平市・岩

計

手郡内3町の休日（日

画

曜・祝日）の日中の初

で

期救急医療体

制を確保

は

し、各市町の住民の安

、

心と健やかな暮らしの

 

「

実現を図ります。

継続

幸

区分 会計・款・項・目

福

平成31年度の事業概

感

要
・本市を含めた５市

を

町で構成する岩手西北

育

医師会管内休日救急当

む

番医制事業運営継続 一

環

般・4款・1項・1目

境

協議会が岩手西北医師

づ

会に事業を委託して実



平 画

題

     目 平成31

と

年度 平成32年度 平成

な

33年度 平成34年度

っ

備       考
○

た

全体事業期間活 目 休日

脳

当番医取扱い患者数（

卒

滝沢
  昭和53年度

中

～平成34年度市分）

死

1,900 1,900

亡

1,900 1,900

平

率

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

の

投 計 年度別事業費 9,

減

102 2,244 2,

少

266 2,286 2,

に

306
合

資 内 特定財源

向

画
指 訳 一般財源 9,1

け

02 2,244 2,2

て

66 2,286 2,3

、

06
計

標 額 他団体事業

高

負担額

成

血圧予

項       目 平

防

成31年度 平成32年

や

度 平成33年度 平成3

重

4年度 備      

点

 考
○全体事業期間活

取

目 病院群輪番制病院数

り

  平成30年度～平

組

成34年度12 12 1

3

み

2 12
動 単 位 箇所

標
指

の

小児救急輪番制病院数

運

5 5 5 5
標 値 単 位 箇所

動

投 計 年度別事業費 11

、

,699 2,444 3

栄

,085 3,085 3

養

,085
合

資 内 特定財

、

源
画

指 訳 一般財源 11

休

,699 2,444 3

養

,085 3,085 3

1

、

,085
計

標 額 他団体

歯

事業負担額

周病予防、喫煙に

年

よる健康影響について

度

情報提供を行い、市民

～

一人一人の健康づくり

平

の意識を高

めます。※

成

滝沢市健康づくり宣言

成
3

行動指針の啓発

・各種

4

健（検）診の受診率向

年

上に向けて、前年度の

度

評価を受けて、新たな

（

受診啓発を推進します

単

。

・壮年期、中年期の

位

若い世代への健康教育

 

を実施します。

・安心

 

して子どもを産み育て

千

ることができるよう、

3

円

母子保健計画の推進と

）

ともに、子育て世代包

－

括支援センターを中心

 

とし

た妊娠期からの早

6

期支援、乳児全戸家庭

9

訪問事業等を実施しま

 

す。

・育児支援事業の

－

継続とともに、新生児聴覚検査の費用助成の円滑な実施を図ります

1

。また産前産後の支援の充実を目指し

、産婦健康診査の費用助成や産前産後サポート事業、産後ケア事業の実施

基

について、情報収集・

本

検討を進めます。

・次

施

世代育成として、小中

策

学生を対象にした思春

の

期保健事業を継続し、

年

達

自他を大切にする心を

成

育みます。

基本計画期

（

間内の取り組みと方針

実

のうち、平成31年度

現

の重点課題

・地域保健

）

計画後期計画の推進の

に

ため、中間評価で課題

向

となった脳卒中死亡率

け

の減少に向けて、高血

た

圧予防や重点取り組み

度

基

の運動、栄養、休養、

本

歯周病予防、喫煙によ

計

る健康影響について情

画

報提供を行い、市民一

期

人一人の健康づくりの

間

意識を高め

ます。※滝

内

沢市健康づくり宣言行

の

動指針の啓発

・壮年期

取

、中年期の若い世代へ

り

の健康教育を実施しま

実

組

す。

・子育て世代包括

み

支援センターの相談支

と

援体制の推進及び平成

方

３１年度から実施予定

針

の新生児聴覚検査費用

・

助成事業の円滑

な実施

地

を図ります。

域保健

項      

行

計

 目 平成31年度 平成

画

32年度 平成33年度

の

平成34年度 備   

後

    考
○全体事業

期

期間活 目 1日あたりの

計

平均乗車人数
  昭和

画

42年度～平成34年

の

度8 8 8 8
動 単 位 人

標

推

指 1年間の利用延人数

進

700 700 700 7

計

の

00
標 値 単 位 人

投 計 年

た

度別事業費 728 18

め

2 182 182 182

、

合
資 内 特定財源

画
指 訳

中

一般財源 728 182

間

182 182 182
計

評

標 額 他団体事業負担額

価で課

項  



  

市

い人が対象）

【滝沢市

町

主体】 ・後期高齢者歯

村

科健康診査（76歳の

医

後期高齢者医療被保険

師

者が対象）

※いずれの

養

健診も指定医療機関で

成

の個別健康診査です。

事業

事       業

岩

       名 事業

 

手

の意図やねらい（成果

県

や効果）

肺がん検診事

及

業 肺がん及び結核等の

び

胸部疾患の早期発見・

岩

早期治療を目指し、肺

手

がん検診を実施

するこ

県

とにより、肺がんによ

内

る死亡の減少を図りま

市

す。

継続区分 会計・款

町

・項・目 平成31年度

健

村

の事業概要
対象：40

が

歳以上の市民継続 一般

負

・4款・1項・2目
内

担

容：胸部Ｘ線ＤＲ撮影

金

（二重読影）を集団検

を

診で実施します。
事 

出

   業    主 

し

   体 時期：10月

合

～11月　 場所：市

い

内主要施設

健康推進課

や

、

その他：広報・ホーム

将

ページなどを活用し、

来

生活習慣の改善などに

県

よる予防の大

【滝沢市

立

主体】 切さを普及・啓

病

発します。

院

事   

及

    業     

び

  名 事業の意図やね

市

らい（成果や効果）

胃

か

町

がん検診事業 胃がん及

村

び消化器疾患の早期発

立

見・早期治療を目指し

病

、胃がん検診を実施す

院

るこ

とにより、胃がん

等

による死亡の減少を図

の

ります。

継続区分 会計

業

・款・項・目 平成31

務

年度の事業概要
対象：

に

40歳以上の市民 継

で

従

続 一般・4款・1項・

事

2目
内容：胃部Ｘ線間

し

接撮影を集団検診で実

よ

施します。
事    

う

業    主    

と

体 時期：6～7月　 

す

場所：市内主要施設

健

る

康推進課 その他：広報

者

・ホームページなどを

に

活用し、生活習慣の改

笑

対

善などによる予防の大

し

【滝沢市主体】 切さを

て

普及・啓発します。

・

修

岩手県対ガン協会会費

学

(10千円）

資金の貸付

顔

を行い、県内における

に

医

師の確保を目指しま

あ

す。

継続区分 会計・款

政 ふ

・項・目 平成31年度

れ

の事業概要
岩手県国民

る

健康保険団体連合会が

ま

実施している「市町村

ち

医師養成事業」に負担

 

金継続 一般・4款・1

基

項・1目
を納付するこ

本

とにより、将来県立病

施

院及び市町村立病院等

策

の業務に従事しようと

策
　

事    業    

０

主    体 する者に

６

対して修学資金の貸付

 

を行います。

健康推進

 

課 ・市町村医師養成事

 

業負担金　3,594

健

千円

【他団体事業主体

康

】

岩手県国民健康保険

づ

団体連合会

く

事   

　
り

    業     

を

  名 事業の意図やね

支

らい（成果や効果）

公

え

的病院等助成事業 本市

る

を含む盛岡保健医療圏

保

の二次救急・小児救急

健

医療等を担っている公

の

的病院等

（盛岡赤十字

充

病院・岩手医科大学附

実

属病院）に対し、特別

　

－

交付税措置を活用した

 

財政支援を行うことに

7

より、現在の地域医療

0

及び救急医療体制を堅

 

持することが

できます

－

。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
公的病院等への助成事業負担金継続 一般・4款・1項・1

　

目
・救急医療支援事業運営費　　　　924,394円

事    業    主    体 ・小児医療支援事業運営費　　　　643,904円

健康推進課

事

・小児救急医療支援事

 

業運営費　　256,

 

463円　　　合計　

０

 

1,825千円　

【協

 

働事業】

盛岡保健医療

 

圏構成8市町

 

事  

 

     業    

業

   名 事業の意図や

 

ねらい（成果や効果）

 

基本・長寿健康診査事

 

業 生活習慣病等の予防

 

、早期発見・早期治療

２

 

を目指し、基本健康診

 

査や長寿健康診

査等を

 

実施することにより、

名

生活習慣の改善と適切

事

な治療に結びつけます

業

。

（義務的事業）

継続

の

区分 会計・款・項・目

意

平成31年度の事業概

図

要
・基本健康診査（4

や

0歳以上の生活保護受

 

ね

給者が対象）継続 一般

ら

・4款・1項・2目
・

い

長寿健康診査（後期高

（

齢者医療被保険者が対

成

象）
事    業  

果

  主    体 ・肝

や

炎ウイルス検査（40

効

歳以上の滝沢市民で肝

果

炎ウイルス検査を受け

）

たことがな

健康推進課



平 画

 

0 5,630
標 値 単 位

 

人 ○特定財源
  各種

 

健康診査受診者自己負

 

担投 計 年度別事業費 4

 

7,961 11,84

 

9 12,015 12,

考

034 12,063
 

○

 金【その他】合
  

全

資 内 特定財源 5,36

体

4 1,337 1,34

平

事

0 1,342 1,34

業

5
  画   指 訳 一般

期

財源 42,597 10

間

,512 10,675

活

10,692 10,7

目

18
計

標 額 他団体事業

岩

負担額

手県国

項       目 平

成

民

成31年度 平成32年

健

度 平成33年度 平成3

康

4年度 備      

保

 考
○全体事業期間活

険

目 受診率
  昭和38

団

年度～平成34年度3

体

7 38 39 40
動 単 位

連

％
標

指 受診者数
4,4

合

50 4,520 4,5

会

30 4,540
標 値 単

3

 

位 人 ○特定財源
  各

 

種健康診査受診者自己

平

負担投 計 年度別事業費

成

104,080 25,

2

345 26,190 2

0

6,245 26,30

年

0
  金【その他】合

度

  資 内 特定財源 13

～

,544 3,375 3

平

,382 3,390 3

1

成

,397
  画   指

3

訳 一般財源 90,53

4

6 21,970 22,

年

808 22,855 2

度

2,903
計

標 額 他団

市

体事業負担額

町村医師

年

養成事業貸付者人数 1

度

54 169 184 19

～

9
動 単 位 人

標
指

標 値 単

平

位 ○特定財源
  公益

成

財団法人岩手県市町村

成
3

振投 計 年度別事業費 1

4

4,376 3,594

年

3,594 3,594

度

3,594
  興協会

（

市町村医師養成事業助

単

合
  成金【その他】

位

資 内 特定財源 1,66

 

0 415 415 415

 

415
  画   指 訳

千

一般財源 12,716

3

円

3,179 3,179

）

3,179 3,179

－

計
標 額 他団体事業負担

 

額

71

項 

 

      目 平成3

－

1年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考

1

○全体事業期間活 目 助成を受けている病院数
  平成30年度～平成34年度2 2 2 2

動 単 位 箇所
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 7,300 1,825 1,825 1,825 1,825
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 7,3

年

00 1,825 1,825 1,825 1,825
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備      

度

 考
○全体事業期間活 目 受診率（生活保護を受けている
  昭和37年度～平成34年度者） 21 22 23 24

項

動 単 位 ％
標

指 受診率（

 

後期高齢者医療受給者

 

） 60 60 60 60
標

 

値 単 位 ％ ○特定財源
 

 

 健康増進事業費補助

実

 

金投 計 年度別事業費 1

 

35,378 32,4

 

79 33,469 34

目

,476 34,954

平

  【県】（基準額の

成

2/3）合
  岩手県

3

後期高齢者医療広域連

1

資 内 特定財源 62,3

年

17 14,713 15

度

,344 15,973

行

平

16,287
  合保

成

健事業費等補助金【そ

3

の画   他】指 訳 一般

2

財源 73,061 17

年

,766 18,125

度

18,503 18,6

平

67
計

標 額 他団体事業

成

負担額

33

計

年

項       目 平

度

成31年度 平成32年

平

度 平成33年度 平成3

成

4年度 備      

3

 考
○全体事業期間活

4

目 受診率
  平成5年

年

度～平成34年度40

度

41 42 43
動 単 位 ％

備

標
指 受診者数

5,55

 

0 5,610 5,62



  

大

検診事業 骨粗しょう症

腸

の早期発見・早期治療

が

を目指し、生活習慣の

ん

改善を図る機会の提供

検

とともに、骨粗しょう

診

症が原因の寝たきりの

事

発生を予防します。

継

業

続区分 会計・款・項・

大

目 平成31年度の事業

腸

概要
・20歳以上の女

 

が

性の希望者を対象に、

ん

超音波による踵骨の骨

及

強度測定及び判定を継

び

続 一般・4款・1項・

消

2目
行うとともに、生

化

活習慣の改善などによ

器

る予防の大切さを普及

疾

・啓発します。
事  

患

  業    主  

の

  体 ・検診は、毎年

健

早

実施する必要がなく（

期

概ね５年に１回）対象

発

者も限定されている

健

見

康推進課 ことから、検

・

診費用は全額自己負担

早

とし、希望者に実施し

期

ます。

【滝沢市主体】

治療

事       業

を

       名 事業

や

目

の意図やねらい（成果

指

や効果）

成人歯科健康

し

診査事業 歯周病をはじ

、

めとする歯科疾患の予

大

防及び早期発見・治療

腸

を目的に実施ます。こ

が

れにより歯周病が及ぼ

ん

す全身への悪影響（糖

検

尿病、メタボリックシ

診

ンドローム等

）の予防

か

を

や妊産婦については生

実

まれてくる子どもにつ

施

いても、かかりつけ歯

す

科医

を持つことを推進

る

します。

継続区分 会計

こ

・款・項・目 平成31

と

年度の事業概要
対象：

に

①妊産婦（産後1年ま

よ

で）②40歳･50歳

り

･60歳･70歳(年

で

、

度内に到達する者)継

大

続 一般・4款・1項・

腸

2目
内容：①歯科健康

が

診査　②歯周疾患検診

ん

事    業    

に

主    体 期間：①

よ

4月～3月　　　②６

る

月～３月

健康推進課 場

死

所：市内委託歯科医療

亡

機関

【滝沢市主体】

笑

の減少を図ります。

継

顔

続区分 会計・款・項・

に

目 平成31年度の事業

あ

概要
対象：40歳以上

政 ふ

の市民継続 一般・4款

れ

・1項・2目
内容：便

る

潜血反応検査2日法を

ま

集団検診で実施します

ち

。
事    業   

 

 主    体 時期：

基

6～7月　

健康推進課

本

場所：市内主要施設

【

施

滝沢市主体】 その他：

策

広報・ホームページな

策
　

どを利用し、生活習慣

０

の改善などによる予防

６

の大

切さを普及・啓発

 

します。

 

事    

 

   業      

健

 名 事業の意図やねら

康

い（成果や効果）

婦人

づ

病検診事業 子宮頸がん

く

及び乳がんの早期発見

　
り

・早期治療を目指し、

を

婦人病検診を実施する

支

こ

とにより、子宮頸が

え

ん及び乳がん等による

る

死亡の減少を図ります

保

。

継続区分 会計・款・

健

項・目 平成31年度の

の

事業概要
子宮頸がん検

充

診：20歳以上の隔年

実

の女性及び前年度の未

　

－

受診者を対象に視診・

 

内継続 一般・4款・1

7

項・2目
診・子宮頸部

2

細胞診を集団検診と個

 

別検診で実施します。

－

事    業    主    体 乳がん検診：40歳以上の隔年の女性及び前年度の未受診者を対象に乳房エ

　

ックス

健康推進課 線撮影・乳房超音波検査（40歳代のみ）を集団検診と個別検診で実施します。広

【滝沢市主体】 報・ホームページ・リーフレット配布な

事

どを活用し、生活習慣

 

の改善などによる

予防

 

の大切さを普及・啓発

０

 

していきます。

 

事 

 

      業   

 

    名 事業の意図

 

やねらい（成果や効果

業

）

前立腺がん検診事業

 

前立腺がん及び前立腺

 

疾患の早期発見・早期

 

治療を目指し、前立腺

 

がん検診（Ｐ

ＳＡ検査

２

 

）を実施することによ

 

り、前立腺がんによる

 

死亡の減少を図ります

名

。

継続区分 会計・款・

事

項・目 平成31年度の

業

事業概要
50歳以上の

の

男性の希望者を対象に

意

、前立腺がん検診（Ｐ

図

ＳＡ検査）を市内指定

や

医継続 一般・4款・1

 

ね

項・2目
療機関にて個

ら

別検診で実施します。

い

事    業    

（

主    体
健康推進

成

課

【滝沢市主体】

果

事

や

       業  

効

     名 事業の意

果

図やねらい（成果や効

）

果）

骨粗しょう症予防



平 画

 

1 11
合

資 内 特定財源

 

画
指 訳 一般財源 44 1

 

1 11 11 11
計

標 額

 

他団体事業負担額

  考

項    

○

   目 平成31年度

全

平成32年度 平成33

体

年度 平成34年度 備 

平

事

      考
○全体

業

事業期間活 目 妊産婦受

期

診者数
  平成31年

間

度～平成34年度22

活

0 220 220 220

目

動 単 位 人
標

指 年度中に

受

40歳・50歳・60

診

歳・70
歳に達する対

率

象者の受診者数 370

 

380 390 400
標

成

 

値 単 位 人

投 計 年度別事

平

業費 5,300 1,3

成

25 1,325 1,3

4

25 1,325
合

資 内

年

特定財源 2,416 6

度

16 600 600 60

～

0
画

指 訳 一般財源 2,

平

884 709 725 7

成

25 725
計

標 額 他団

3

体事業負担額

3

4年度37 38 39 4

1

0
動 単 位 ％

標
指 受診者

年

数
6,550 6,61

度

0 6,620 6,63

～

0
標 値 単 位 人 ○特定財

平

源
  各種健康診査受

成

診者自己負担投 計 年度

成
3

別事業費 40,171

4

9,865 10,02

年

0 10,136 10,

度

150
  金【その他

（

】合
  資 内 特定財源

単

5,132 1,280

位

1,282 1,284

 

1,286
  画   

 

指 訳 一般財源 35,0

千

39 8,585 8,7

3

円

38 8,852 8,8

）

64
計

標 額 他団体事業

－

負担額

 73

項       目 平

 

成31年度 平成32年

－

度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活

1

目 子宮頸がん検診受診率
  昭和39年度～平成34年度25 26 27 28

動 単 位 ％
標

指 乳がん検診受診率
30 31 32 33

標 値 単 位 ％ ○特定財源
  新たなステージに入ったがん投 計 年度別事業費 113,395 28,0

年

15 28,480 28,450 28,450
  検診の総合支援事業費補助金合
  【県】(基準額の1/2） 資 内 特定財源 13,120 3,280 3,280 3,280 3,280
  各種健康診査受診者自己負担画  

度

 金【その他】指 訳 一般財源 100,275 24,735 25,200 25,170 25,170
計

標 額 他団体

項

事業負担額

   

項       

 

目 平成31年度 平成3

実

 

2年度 平成33年度 平

 

成34年度 備    

 

   考
○全体事業期

目

間活 目 受診者数
  平

平

成23年度～平成34

成

年度1,700 1,7

3

00 1,700 1,7

1

00
動 単 位 人

標
指

標 値

年

単 位

投 計 年度別事業費

度

10,468 2,58

行

平

7 2,627 2,62

成

7 2,627
合

資 内 特

3

定財源
画

指 訳 一般財源

2

10,468 2,58

年

7 2,627 2,62

度

7 2,627
計

標 額 他

平

団体事業負担額

成33

項     

計

年

  目 平成31年度 平

度

成32年度 平成33年

平

度 平成34年度 備  

成

     考
○全体事

3

業期間活 目 受診者数
 

4

 平成7年度～平成3

年

4年度120 120 1

度

20 120
動 単 位 人

標

備

指

標 値 単 位

投 計 年度別

 

事業費 44 11 11 1



  

人

やねらい（成果や効果

間

）

保健活動推進事業 保

ド

健事業が円滑に推進さ

ッ

れることを目指し、健

ク

康づくり推進協議会は

事

保健事業の

全体の審議

業

企画を、地域栄養食生

健

活連絡会と生涯歯科保

康

健連絡会は、特に栄養

診

や

歯科に関して専門的

 

査

な意見や支援を得るた

や

めの会議を実施するこ

が

とにより、関係

機関の

ん

連携を図ります。

継続

検

区分 会計・款・項・目

診

平成31年度の事業概

を

要
保健事業全体のほか

同

、当課で所掌している

時

総合計画の分野別計画

に

である「母子保継続 一

健

受

般・4款・1項・2目

診

健計画」と「地域保健

で

計画」の進捗管理につ

き

いて審議を行います。

る

事    業    

人

主    体 ・健康づ

間

くり推進協議会会議2

ド

回

健康推進課 ・地域栄

ッ

養食生活連絡会会議2

ク

回

【滝沢市主体】 ・生

や

事

涯歯科保健連絡会会議

業

1回

の

事      

実

 業       名

施

事業の意図やねらい（

に

成果や効果）

保健推進

よ

員設置事業 市民自らが

り

健康づくりに関心を持

、

ち積極的に健康づくり

受

に取り組むことを目指

か

診

し

、各自治会から推薦

者

された保健推進員に対

の

し、市の保健事業の健

利

康づくりにかか

る情報

便

提供や保健事業への協

性

力依頼等を行い、地域

を

において中心となって

図

活動い

ただくことによ

り

り、地域ぐるみの健康

、

づくりの実現を図りま

で

健

す。

継続区分 会計・款

康

・項・目 平成31年度

を

の事業概要
・市事業へ

阻

の参加・協力継続 一般

害

・4款・1項・2目
・

す

会議及び研修会（3回

る

）の開催
事    業

危

    主    体

険

・地域での健康教室及

因

び普及啓発活動

健康推

笑

子

進課 ・県主催の会議、

の

研修会への参加

【協働

早

事業】 ・保健推進員協

期

議会活動への支援

滝沢

発

市保健推進員協議会

見と疾病の

顔

予防および受診者数

の

に

増加を目指します。

継

あ

続区分 会計・款・項・

政 ふ

目 平成31年度の事業

れ

概要
対象：40歳以上

る

の市民（ただし、国民

ま

健康保険被保険者を除

ち

く）継続 一般・4款・

 

1項・2目
内容（公費

基

負担額）：基本項目1

本

2,000円、基本項

施

目と追加項目（子宮頸

策

がん検診
事    業

策
　

    主    体

０

または乳がん検診のど

６

ちらか一方）15,4

 

00円、基本項目と追

 

加項目（子宮頸がん

健

 

康推進課 検診と乳がん

健

検診の両方を実施）1

康

9,000円

【滝沢市

づ

主体】

く

事     

　
り

  業       

を

名 事業の意図やねらい

支

（成果や効果）

精神保

え

健事業 市民の心の健康

る

の保持増進を図ること

保

を目的に、心の健康に

健

関する知識や理解が

深

の

まるよう啓発・相談等

充

を実施します。また、

実

精神障がい者の社会参

　

－

加の促進と

自殺予防対

 

策を推進し、自殺者の

7

減少を目指します。

継

4

続区分 会計・款・項・

 

目 平成31年度の事業

－

概要
・専門家による精神保健相談を開催　継続 一般・4款・1項・2目
・普及啓発事業の実施・充実－(相談窓

　

口の周知）
事    業    主    体 ・当事者支援－デイケアの実施　

健康推進課 ・家族会支援－会員増加、自主活動の推進

【滝沢市主体】 ・精神

事

保健ボランティアの育

 

成

・自殺対策計画に基

 

づく自殺予防対策の推

０

 

進

 

事       

 

業       名 事

 

業の意図やねらい（成

 

果や効果）

健康教育・

業

相談事業 個人及び地域

 

全体の心身の健康増進

 

を目指し、個別または

 

集団に対して必要な支

 

援及び助言や情報提供

２

 

を行うことにより、健

 

康づくりの知識の習得

 

と行動変容を

促します

名

。

（義務的事業）

継続

事

区分 会計・款・項・目

業

平成31年度の事業概

の

要
・健康教育（健康教

意

室、生活習慣病予防教

図

室等を地域や目的別に

や

開催。市広報紙継続 一

 

ね

般・4款・1項・2目

ら

等へ健康情報の掲載）

い

事    業    

（

主    体 ・総合・

成

重点健康相談、健康手

果

帳の交付。

健康推進課

や

【滝沢市主体】

効

事 

果

      業   

）

    名 事業の意図



平 画

 

項   

 

    目 平成31年

 

度 平成32年度 平成3

 

3年度 平成34年度 備

 

       考
○全

 

体事業期間活 目 保健推

考

進員企画健康教室実施

○

回
  昭和61年度～

全

平成34年度数 33 3

体

3 33 33
動 単 位 回

標

平

事

指 保健推進員の数
86

業

86 86 86
標 値 単 位

期

人

投 計 年度別事業費 4

間

,652 1,151 1

活

,175 1,151 1

目

,175
合

資 内 特定財

人

源
画

指 訳 一般財源 4,

間

652 1,151 1,

ド

175 1,151 1,

ッ

175
計

標 額 他団体事

成

ク

業負担額

利用者数
  平成2

3

2年度～平成34年度

1

380 380 380 3

年

80
動 単 位 人

標
指

標 値

度

単 位

投 計 年度別事業費

～

22,928 5,73

平

2 5,732 5,73

成

2 5,732
合

資 内 特

成
3

定財源
画

指 訳 一般財源

4

22,928 5,73

年

2 5,732 5,73

度

2 5,732
計

標 額 他

（

団体事業負担額

単位 

項     

 

  目 平成31年度 平

千

成32年度 平成33年

3

円

度 平成34年度 備  

）

     考
○全体事

－

業期間活 目 精神保健相

 

談回数
  平成31年

7

度～平成34年度6 6

5

6 6
動 単 位 回

標
指

標 値

 

単 位 ○特定財源
  地

－

域自殺対策強化交付金【県投 計 年度別事業費 5,310 1,298

1

1,357 1,298 1,357
  】合
  資 内 特定財源 1,564 391 391 391 391
  画   指 訳 一般財源 3,746 907 966 907 966

計
標 額 他団体事業負担額

年

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 集団健康教室実施回数
  昭和58年度～平成34年度130 135 140 145

動 単

度

位 回
標

指 総合健康相談回数
130 130 132 135

標 値 単 位 回 ○特定財源
  健康増進事業費補助金投 計 年度

項

別事業費 4,024 1

 

,006 1,006 1

 

,006 1,006
 

 

 【県】（基準額と事

 

業経費を合
  比較し

実

 

て少ない方の2/3）

 

資 内 特定財源 2,10

 

3 603 500 500

目

500
  画   指 訳

平

一般財源 1,921 4

成

03 506 506 50

3

6
計

標 額 他団体事業負

1

担額

年度

項

行

平

       目 平成

成

31年度 平成32年度

3

平成33年度 平成34

2

年度 備       

年

考
○全体事業期間活 目

度

健康づくり推進協議会

平

会議開催
  昭和53

成

年度～平成34年度回

3

数 2 2 2 3
動 単 位 回

標

3

指 地域栄養食生活連絡

計

年

会会議開催
回数 2 2 2

度

2
標 値 単 位 回

投 計 年度

平

別事業費 766 172

成

172 172 250
合

3

資 内 特定財源
画

指 訳 一

4

般財源 766 172 1

年

72 172 250
計

標

度

額 他団体事業負担額

備 



  

食

上を図ります。

（義務

生

的事業）

継続区分 会計

活

・款・項・目 平成31

改

年度の事業概要
予防接

善

種法に定める定期予防

・

接種を医療機関との委

運

託契約により個別方式

動

で実施継続 一般・4款

普

・1項・2目
します。

及

内容：麻し及び風しん

 

推

、4種混合（ジフテリ

進

ア・破傷風・百日せき

員

・不
事    業  

養

  主    体 活化

成

ポリオ）、2種混合（

、

ジフテリア・破傷風）

育

、不活化ポリオ、日本

地

脳炎、Ｂ

健康推進課 Ｃ

域

Ｇ、子宮頸がん予防、

で

ヒブ、小児用肺炎球菌

健

の

、水痘、Ｂ型肝炎ワク

健

チン、高齢

【滝沢市主

康

体】 者肺炎球菌ワクチ

づ

ン。加えて、2019

く

年からの３年間の時限

り

措置でS37.4.2

の

～S54.4

.1生ま

推

れの男性に対し、麻し

進

ん及び風しんの予防接

を

種を行います。

や

目

事 

指

      業   

し

    名 事業の意図

、

やねらい（成果や効果

健

）

検診事業非常勤職員

康

設置事業 検診受付業務

づ

や検診事後処理等を非

く

常勤職員が実施するこ

り

とにより、各がん検診

支

事業を円滑に進める等

か

援

受診環境を整えること

者

を目的としています。

で

継続区分 会計・款・項

あ

・目 平成31年度の事

る

業概要
各がん検診受付

食

業務、成人保健の窓口

生

業務、検診未受診理由

活

の回収及びデータ処継

改

続 一般・4款・1項・

善

2目
理等を主な業務と

で

推

して行います。
事  

進

  業    主  

員

  体 ・各がん検診受

及

付業務　胃がん検診・

び

大腸がん検診（早朝検

運

診）約8,000件、

動

婦

健康推進課 人病検診

普

約1,500件、肺が

及

ん検診約5,000件

推

【滝沢市主体】 ・成人

笑

進

保健窓口業務　人間ド

員

ック800件、がん検

の

診料金免除申請150

養

件	

・各がん検診未受

成

診理由入力約10,0

や

00件

育成、活

顔

動を支援することで、

に

よりよい食生活や運
成

あ

事業 動習慣などの生活

政 ふ

習慣の定着を図ります

れ

。

継続区分 会計・款・

る

項・目 平成31年度の

ま

事業概要
・食生活改善

ち

推進員養成講座の開催

 

継続 一般・4款・1項

基

・2目
・食生活改善推

本

進員及び運動普及推進

施

員の育成研修会を年各

策

2～3回開催
事   

策
　

 業    主   

０

 体 ・両推進員の自主

６

活動等の支援

健康推進

 

課

【滝沢市主体】

 

事

 

       業  

健

     名 事業の意

康

図やねらい（成果や効

づ

果）

食育推進事業 生涯

く

を通じて心身ともに健

　
り

康でいきいきと暮らせ

を

ることを目指し、関係

支

者と課題

や目標を共有

え

、推進するために食育

る

推進委員会を開催し、

保

協働で食育に取り組み

健

ます。また、幼児や児

の

童及び生徒を対象とし

充

て事業を行い、望まし

実

い食習慣の定

着を目指

　

－

します。

継続区分 会計

 

・款・項・目 平成31

7

年度の事業概要
・食育

6

推進委員会を年1回開

 

催継続 一般・4款・1

－

項・2目
・食育に関する普及啓発活動

事    業    主    体 ・幼児及び児童・生徒を対象とした食

　

育事業の実施

健康推進課

【滝沢市主体】

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

インフルエンザ予

事

防接種事業 個人の発病

 

またはその重症化を防

 

止し、伴せてインフル

０

 

エンザの蔓延の予防に

 

資

することを目的に実

 

施します。

（義務的事

 

業）

継続区分 会計・款

 

・項・目 平成31年度

業

の事業概要
指定医療機

 

関による個別接種を実

 

施し、接種希望者の接

 

種費用の一部を公費負

 

担継続 一般・4款・1

２

 

項・2目
します。対象

 

者は、接種日に65歳

 

以上の市民（規定の障

名

がいによる身体障害者

事

手
事    業   

業

 主    体 帳を有

の

する60歳以上64歳

意

以下の市民を含む）及

図

び小学校就学前の幼児

や

を予定して

健康推進課

 

ね

います。

【滝沢市主体

ら

】

い

事       

（

業       名 事

成

業の意図やねらい（成

果

果や効果）

予防接種事

や

業 感染の恐れがある疾

効

病の発生及び蔓延を予

果

防するために予防接種

）

を行い、公衆衛

生の向



平 画

 

2,589 120,0

 

66
計

標 額 他団体事業

 

負担額

   

項       目 平

考

成31年度 平成32年

○

度 平成33年度 平成3

全

4年度 備      

体

 考
○全体事業期間活

平

事

目 非常勤職員の人数
 

業

 平成27年度～平成

期

34年度1 1 1 1
動 単

間

位 人
標

指

標 値 単 位

投 計

活

年度別事業費 7,24

目

5 1,821 1,80

食

8 1,808 1,80

生

8
合

資 内 特定財源
画

指

活

訳 一般財源 7,245

改

1,821 1,808

成

善

1,808 1,808

推

計
標 額 他団体事業負担

進

額

員数
  昭和5

3

6年度～平成34年度

1

115 115 115 1

年

15
動 単 位 人

標
指 運動

度

普及推進員数
80 80

～

80 80
標 値 単 位 人

投

平

計 年度別事業費 1,5

成

70 460 380 44

成
3

7 283
合

資 内 特定財

4

源
画

指 訳 一般財源 1,

年

570 460 380 4

度

47 283
計

標 額 他団

（

体事業負担額

単位 

項      

 

 目 平成31年度 平成

千

32年度 平成33年度

3

円

平成34年度 備   

）

    考
○全体事業

－

期間活 目 朝食をとって

 

いる人の割合（3
  

7

平成27年度～平成3

7

4年度歳児） 100 1

 

00 100 100
動 単

－

位 ％
標

指 食育に関する事業を実施した学
級数 6 6 6 6

標 値 単 位 クラ

1

ス

投 計 年度別事業費 2,716 343 381 381 1,611
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 2,716 343 381 381 1,611
計

標 額 他団体事業負担額

項

年

       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 接種率（65歳以上定期接種分）
  平成13年度～平成34年度52 52 52 52

動 単 位 ％
標

指

標 値 単 位

投 計

度

年度別事業費 77,923 19,282 19,547 19,547 19,547
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源

項

77,923 19,2

 

82 19,547 19

 

,547 19,547

 

計
標 額 他団体事業負担

 

額

実

  

項 

 

      目 平成3

目

1年度 平成32年度 平

平

成33年度 平成34年

成

度 備       考

3

○全体事業期間活 目 1

1

2か月までにＢＣＧ接

年

種をして
  平成30

度

年度～平成34年度い

行

平

る人の割合 99 99 9

成

9 99
動 単 位 ％

標
指 第

3

1期麻しん及び風疹予

2

防接種
率 98 98 98

年

98
標 値 単 位 ％ ○特定

度

財源
  総合賠償補償

平

保険金【その他投 計 年

成

度別事業費 494,6

3

60 120,398 1

3

28,173 126,

計

年

022 120,067

度

  】合
  緊急風し

平

ん抗体検査事業費補資

成

内 特定財源 9,838

3

2,126 4,278

4

3,433 1
  助金

年

【国】（1/2）画  

度

 指 訳 一般財源 484

備

,822 118,27

 

2 123,895 12



  

思

し、出産

【滝沢市主体

春

】 後の申請に応じて助

期

成金を支出します。

・

保

診査結果を管理し、保

健

健指導に役立てます。

事業

事       業

「

       名 事業

い

の意図やねらい（成果

の

や効果）

乳幼児保健事

 

ち

業 乳児健診は、異常の

の

早期発見と早期対応、

大

保護者の育児不安の軽

切

減をねらいとし

ていま

さ

す。また、歯科健診は

」

、う歯有病者率低下を

を

目指し、う歯予防につ

中

いて正

しい知識の普及

心

と食生活・生活習慣に

に

対する意識の向上を図

健

、

ることをねらいとし

て

医

います。

継続区分 会計

師

・款・項・目 平成31

等

年度の事業概要
<集団

の

乳児健診>対象：3～

講

4か月、9～10か月

話

児　年間27回市内2

に

会場　内容：問診継続

よ

一般・4款・1項・3

り

目
・保健指導、計測、

や

人

内科健診、栄養講話・

間

相談、歯科講話、歯科

性

個別相談
事    業

と

    主    体

社

<個別乳児健診>対象

会

：1～2か月、6～7

性

か月、1歳～1歳2か

を

月　医療機関委託

健康

持

推進課 <歯科健診>対

っ

象：1歳児（集団）年

か

た

間12回　内容：歯科

性

診察・指導、保健指導

意

、

【滝沢市主体】 栄養

識

講話・相談 対象：2

、

歳児（個別）内容：歯

性

科診察・指導

<新生児

行

聴覚検査>新生児聴覚

動

検査公費補助を実施

を身

事       業 

で

に

      名 事業の

つ

意図やねらい（成果や

け

効果）

１歳６か月児・

る

３歳児健康診査事業 1

と

歳6か月児、3歳児の

と

成長・発達の評価や疾

も

病・異常の早期発見・

に

早期対応を行

います。

、

また、育児支援・健康

乳

推進への支援を行うこ

笑

児

とで、保護者の育児不

健

安の

軽減や虐待の早期

診

発見・介入をねらいと

を

しています。

（義務的

活

事業）

継続区分 会計・

用

款・項・目 平成31年

し

度の事業概要
・1歳6

、

か月児健康診査（年間

赤

17回）継続 一般・4

ち

款・1項・3目
内容：

顔

ゃ

内科診察、歯科健診・

ん

指導（希望者フッ素塗

や

布）、問診、計測、保

保

健指導
事    業 

護

   主    体 、

者

 栄養相談、心理相談

と

健康推進課 ・3歳児健

の

康診査（年間17回）

ふ

【滝沢市主体】 内容：

れ

内科診察、歯科健診・

に

あ

指導（希望者フッ素塗

い

布）、問診、計測、保

の

健指導

、 栄養相談、

中

心理相談、尿検査、視

で

力・聴力検査

、父性・母

あ

性の育成を図り、自分

政 ふ

を大切にすることの意

れ

識付けをね

らいとして

る

行います。

継続区分 会

ま

計・款・項・目 平成3

ち

1年度の事業概要
・思

 

春期保健講演会：市内

基

小・中学校の主に高学

本

年の児童・生徒を対象

施

継続 一般・4款・1項

策

・3目
・赤ちゃんふれ

策
　

あい体験事業：市の乳

０

児健診で、中学生と健

６

診を受診する乳児と
事

 

    業    主

 

    体 その保護者

 

との交流を図ります。

健

健康推進課 （実施に当

康

たっては教育委員会、

づ

市内小中学校養護教諭

く

と連携）

【滝沢市主体

　
り

】

を

事       

支

業       名 事

え

業の意図やねらい（成

る

果や効果）

妊婦保健事

保

業 妊娠、出産、育児に

健

関する必要な知識の普

の

及や助言を行うことで

充

、夫婦が抱えて

いる不

実

安を軽減し、夫婦で協

　

－

力して取り組んでいく

 

こと、さらに仲間作り

7

として

の場を提供する

8

ことをねらいとしてい

 

ます。

継続区分 会計・

－

款・項・目 平成31年度の事業概要
・マタニティクラブ：内容は歯の健康、助産師による乳房ケアの講話、赤ち

　

ゃん継続 一般・4款・1項・3目
とのふれあい等

事    業    主    体 ・両親学級：年間8回　内容は助産師の講話、妊婦体験、沐浴実習　

健

事

康推進課

【滝沢市主体

 

】

 

事       

０

 

業       名 事

 

業の意図やねらい（成

 

果や効果）

妊婦個別健

 

康診査事業 妊婦健診の

 

受診票を交付すること

業

により、出産への経済

 

的支援を行います。ま

 

た

、適切な時期に必要

 

な回数の受診により、

 

身体の異常の早期発見

２

 

・対応を行うこ

とをね

 

らいとしています。

継

 

続区分 会計・款・項・

名

目 平成31年度の事業

事

概要
・妊娠届出時及び

業

転入届出時に、契約医

の

療機関で使用できる受

意

診票を、妊娠届出継続

図

一般・4款・1項・3

や

目
の週数に応じて妊婦

 

ね

健診14回以内、子宮

ら

頸がん検診1回以内で

い

交付し、受診のあ
事 

（

   業    主 

成

   体 った契約医療

果

機関に委託料を支出し

や

ます。

健康推進課 ・委

効

託契約できない医療機

果

関で、自己負担で妊婦

）

健診を受診した方に対



平 画

 

5 10,935 10,

 

925
計

標 額 他団体事

 

業負担額

   

項       目

考

平成31年度 平成32

○

年度 平成33年度 平成

全

34年度 備     

体

  考
○全体事業期間

平

事

活 目 3歳児健診受診率

業

  平成31年度～平

期

成34年度97.5 9

間

7.5 97.5 97.

活

5
動 単 位 ％

標
指 1歳6

目

か月児健診受診率
98

思

98 98 98
標 値 単 位

春

％

投 計 年度別事業費 1

期

8,321 4,599

保

4,574 4,574

成

健

4,574
合

資 内 特定

事

財源
画

指 訳 一般財源 1

業

8,321 4,599

が

4,574 4,574

役

4,574
計

標 額 他団

に

体事業負担額

立った生

3

  平成31年度～平

1

成34年度徒の割合 9

年

3 94 95 95
動 単 位

度

％
標

指 思春期保健講演

～

会実施回数
14 14 1

平

4 14
標 値 単 位 回

投 計

成

年度別事業費 828 2

成
3

07 207 207 20

4

7
合

資 内 特定財源
画

指

年

訳 一般財源 828 20

度

7 207 207 207

（

計
標 額 他団体事業負担

単

額

位 

項 

 

      目 平成3

千

1年度 平成32年度 平

3

円

成33年度 平成34年

）

度 備       考

－

○全体事業期間活 目 妊

 

婦教室参加で妊娠中の

7

不安解
  平成31年

9

度～平成34年度消に

 

役立ったと感じた人の

－

割合 65 66 67 68
動 単 位 ％

標
指 妊婦教室（両親学級・マタ二テ

1

ィクラブ）の参加者数 160 160 160 160
標 値 単 位 人

投 計 年度別事業費 954 225 243 243 243
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 954 225 243 243 243
計

標 額 他団体事業負担額

年

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 妊婦一般健康診査初回受診率
  平成31年度～平成34年度100 1

度

00 100 100
動 単 位 ％

標
指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 183,618 45,789 45,943 45,94

項

3 45,943
合

資 内

 

特定財源
画

指 訳 一般財

 

源 183,618 45

 

,789 45,943

 

45,943 45,9

実

 

43
計

標 額 他団体事業

 

負担額

 目 平

項       目 平

成

成31年度 平成32年

3

度 平成33年度 平成3

1

4年度 備      

年

 考
○全体事業期間活

度

目 乳幼児健診（3～4

行

平

か月）受診率
  平成

成

31年度～平成34年

3

度97 97 97 97
動

2

単 位 ％
標

指 かかりつけ

年

歯科医のある人の割
合

度

（2歳児歯科） 17 1

平

8 19 20
標 値 単 位 ％

成

○特定財源
  地域整

3

備特別対策事業基金繰

3

投 計 年度別事業費 59

計

年

,853 15,068

度

14,925 14,9

平

35 14,925
  

成

入金【その他】合
  

3

資 内 特定財源 14,5

4

00 2,500 4,0

年

00 4,000 4,0

度

00
  画   指 訳 一

備

般財源 45,353 1

 

2,568 10,92



  

育

指標を用い、毎年の継

児

続 一般
進捗評価を実施

支

。
事    業   

援

 主    体 ・関係

事

部局から構成される滝

業

沢市健康づくり推進プ

子

ロジェクトチーム会議

育

を開催

健康推進課 し、

て

保健活動の評価・検証

世

を行い、保健活動の円

 

代

滑・効果的な推進。

【

包

滝沢市主体】

小

括

          

支

          

援

         計

センターを

健

中心に、早期に妊産婦

や

及び乳幼児の状況を把

か

握し

、家庭訪問・各種

で

相談・教室等を通して

笑

育児不安の軽減を図り

顔

ます。また、必要

によ

に

り支援プランの策定や

あ

関係機関との連絡調整

政 ふ

を行い、妊娠期から子

れ

育て期に

わたる切れ目

る

のない支援を提供する

ま

体制の構築を目指しま

ち

す。

継続区分 会計・款

 

・項・目 平成31年度

基

の事業概要
・子育て世

本

代包括支援センターの

施

運営。妊産婦・乳幼児

策

の相談・家庭訪問によ

策
　

る継続 一般・4款・1

０

項・3目
支援

事   

６

 業    主   

 

 体 ・課題に応じた子

 

育て支援の教室・相談

 

（離乳食教室・すこや

健

か相談、電話相談

健康

康

推進課 等）、交流の開

づ

催

【滝沢市主体】 ・発

く

育や発達、育児に関す

　
り

る相談機会の提供、療

を

育教室の開催

・小児慢

支

性特定疾病児童日常生

え

活用具の給付

る

事  

保

     業    

健

   名 事業の意図や

の

ねらい（成果や効果）

充

特定不妊治療助成事業

実

不妊治療の内、特定不

　

－

妊治療（体外受精及び

 

顕微受精）を受ける夫

8

婦に対し、そ

の治療費

0

の一部を助成すること

 

により経済的負担の軽

－

減を図ることを目的としま

す。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
対象者：夫婦いずれか一方が

　

滝沢市民であり法律上の婚姻をしている夫婦で、岩継続 一般・4款・1項・3目
手県の「不妊に悩む方への特定治療支援事業」の交付決定を受けた方

事  

事

  業    主  

 

  体 助成金額：夫婦

 

1組に対して、1回の

０

 

治療につき治療に要し

 

た費用から岩手県の助

 

健康推進課 成金を控除

 

した額の2分の1と1

 

0万円を比較して少な

業

い方の額

【滝沢市主体

 

】

 

事       

 

業       名 事

 

業の意図やねらい（成

２

 

果や効果）

保健計画策

 

定事業 平成２８年度見

 

直し策定の第１次滝沢

名

市母子保健計画および

事

第２次滝沢市地域保

健

業

計画後期計画について

の

、目標ごとの評価指標

意

により毎年の進捗評価

図

を実施。ま

た関係機関

や

・団体等に進捗評価を

 

ね

示すとともに、健康づ

ら

くり推進プロジェクト

い

チ

ームで評価・検証等

（

行い、全庁的な理解の

成

もと推進を図ります。

果

継続区分 会計・款・項

や

・目 平成31年度の事

効

業概要
・両計画の具体

果

的な目標に対して、計

）

画策定時に定めた評価



平 画

 

6,894 364,0

 

41
合

資 内 特定財源 1

 

80,932 42,3

 

15 47,377 47

 

,173 44,067

 

画
指 訳 一般財源 1,2

考

74,141 313,

○

959 320,487

全

319,721 319

体

,974
計

標 額 他団体

平

事

事業負担額

業期間活 目 子育ての

成

悩みや不安を相談でき

3

  平成31年度～平

1

成34年度る人がいる

年

（いた）割合 80 80

度

80 80
動 単 位 ％

標
指

～

乳児全戸訪問事業にお

平

ける訪問
実施割合 95

成

95 95 95
標 値 単 位

成
3

％ ○特定財源
  子ど

4

も子育て支援交付金【

年

国投 計 年度別事業費 5

度

0,414 12,45

（

8 12,652 12,

単

652 12,652
 

位

 ・県】1/3、岩手

 

県小児慢性合
  特定

 

疾病対策補助金【県】

千

1/資 内 特定財源 41

3

円

,874 10,179

）

10,565 10,5

－

65 10,565
  

 

2、地域整備特別対策

8

事業基画   金繰入金

1

【その他】指 訳 一般財

 

源 8,540 2,27

－

9 2,087 2,087 2,087
計

標 額 他団体事業負担額

1

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 特定不妊治療助成申請者（実人
  平成27年度～平成

年

34年度員） 50 50 50 50
動 単 位 人

標
指 特定不妊治療助成申請者（延べ

人員） 50 50 50 50
標 値 単 位 ○特定財源

  地域整備特別対策事業基金繰投 計 年度別事業費 18,000 4,500 4,500 4,500 4,

度

500
  入金【その他】合
  資 内 特定財源 7,500 1,500 2,000 2,000 2,000
  画  

項

 指 訳 一般財源 10,

 

500 3,000 2,

 

500 2,500 2,

 

500
計

標 額 他団体事

 

業負担額

実

   

項       目

目

平成31年度 平成32

平

年度 平成33年度 平成

成

34年度 備     

3

  考
○全体事業期間

1

活 目 母子保健計画策定

年

（見直し策定
  平成

度

31年度～平成34年

行

平

度H34年度） 0 0 0

成

1
動 単 位 件

標
指 地域保

3

健計画策定（見直し策

2

定
H34年度） 0 0 0

年

1
標 値 単 位 件

投 計 年度

度

別事業費 1,289 1

平

,289
合

資 内 特定財

成

源
画

指 訳 一般財源 1,

3

289 1,289
計

標

3

額 他団体事業負担額

計

年度 平

項    

成

   目 平成31年度

3

平成32年度 平成33

4

年度 平成34年度 備 

年

      考

投 計 年

度

度別事業費 1,455

備

,073 356,27

 

4 367,864 36



  

を

          

延

         計

伸し心身ともにす

 

こやかで生きがいと幸

健

福を実感できるまちづ

や

くりを目指

し、平成３

か

０年度に「滝沢市健康

で

づくり宣言」を行いま

笑

した。市民が幸せを考

顔

えるうえで重要な要素

に

は「健康」であり、健

あ

康づくりをすすめるこ

政 ふ

とは市民の幸せに繋が

れ

る取り組みです。

　個

る

人の健康は、様々な社

ま

会環境の影響を受ける

ち

ことから、個人の健康

 

づくりを様々な団体と

基

一体となって推進し、

本

元気な

まちを目指すと

施

ともに、宣言を契機と

策

して健康づくり活動を

策
　

加速させ、健康づくり

０

を介して様々な分野で

７

の地域づくりが進

展し

 

ているまちを目指しま

 

す。

基本施策目標の進

 

捗状況分析

・市では、

健

健康寿命の延伸と心身

康

共にすこやかで生きが

づ

いと幸福を実感できる

く

まちづくりを目指し、

　
り

平成３０年度に「滝沢

を

市健康づくり宣言」を

支

行いました。

・健康づ

え

くりに消極的な方も含

る

め、誰もが健康づくり

新

に取り組めるよう、多

た

様な団体や企業等が主

な

体的に健康づくりに取

活

り

組むことが一人一人

動

の健康づくりの促進に

　
の

つながると考えます。

推

現在、滝沢市健康づく

進

り宣言に１３３団体が

－

参加し、主体

的に健康

 

づくりに取り組んでい

8

ます。　

2

事    

 

   業      

－

 名 事業の意図やねらい（成果や効果）

地域

　

健康づくり支援事業 超高齢少子化社会を見据えて健康寿命の延伸を目指す「滝沢市健康づくり宣言」

を契機とした、健康づくり事業の

基

更なる展開と推進を図

本

ります。また、地域に

施

お

いて市民による自主

策

的な健康づくり活動の

０

が

実践を目指し、市内1

４

自治会を指定し

ておお

年

むね2年間、重点的に

間

健康づくりの支援を行

で

います。

継続区分 会計

め

・款・項・目 平成31

ざ

年度の事業概要
・平成

す

３０年度「健康づくり

姿

宣言」を契機として、

 

地域一丸となった健康

２

 

づくり継続 一般・4款

市

・1項・2目
事業の定

で

着に向けた体制や環境

は

づくりを行います。
事

、

    業    主

少

    体 ・健康づく

子

りに重点的に取り組む

高

1自治会を新たに選定

齢

（２年間継続）

健康づ

社

くり政策課 ・自治会や

 

会

健康づくり支援者と協

が

議しながら、年間の活

進

動計画をたてて実施し

む

ま

【協働事業】 す。（

中

健康教室、検診受診率

、

向上対策、若い世代へ

健

の健康づくりの企画等

康

）

滝沢市健康づくり宣

寿

言参加団体等

小

命

          



平 画

境の整備を進めるとと

平

もに、健康に関心があ

成

る方だけでなく、全市

3

民が健康づくりを実践

1

できる新たな健康づく

年

り活動の企画実践に挑

度

戦します。

・コミュニ

～

ティの強化をはじめと

平

した様々な分野での活

成

動に進展するよう、他

成
3

分野との連携を進めま

4

す。

基本計画期間内の

年

取り組みと方針のうち

度

、平成31年度の重点

（

課題

・滝沢市健康づく

単

り宣言の６つの行動指

位

針の啓発と推進

・健康

 

づくりに主体的に取り

 

組む多様な団体や企業

千

の増加に向けた啓発

3

円）

－

項   

 

    目 平成31年

8

度 平成32年度 平成3

3

3年度 平成34年度 備

 

       考
○全

－

体事業期間活 目 滝沢市健康づくり宣言に参加し
  平成25年度～

1

平成34年度ている団体数 136 139 141 143
動 単 位 団体

標
指 取り組みをする自治会の数

1 1 1 1
標 値 単

基

位 自治会 ○特定財源
 

本

 地域経営推進費【県

施

】投 計 年度別事業費 6

策

,734 1,484 1

の

,750 1,750 1

年

達

,750
  事業費の

成

1/2に相当する額合

（

  資 内 特定財源 2,

実

936 734 734 7

現

34 734
  画   

）

指 訳 一般財源 3,79

に

8 750 1,016 1

向

,016 1,016
<

け

健康推進課から事務移

た

管>計
標 額 他団体事業

度

基

負担額

本計

項

画

       目 平成

期

31年度 平成32年度

間

平成33年度 平成34

内

年度 備       

の

考

投 計 年度別事業費 6

取

,734 1,484 1

り

,750 1,750 1

実

組

,750
合

資 内 特定財

み

源 2,936 734 7

と

34 734 734
画

指

方

訳 一般財源 3,798

針

750 1,016 1,

・

016 1,016
計

標

多

額 他団体事業負担額

くの方

行

々が自発的に健康づく

計

りに取り組みやすい環



  

康

級・療育手帳A・障害

」

基継続 一般・3款・1

や

項・7目
礎年金1級・

「

特別児童扶養手当1級

所

に該当又は所持してい

得

る方。　
事    業

・

    主    体

収

内容：1月1医療機関

入

につき外来1,500

」

円、入院5,000円

 

な

を超えた医療費を給付

ど

しま

保険年金課 す。但

を

し受給者が3歳から就

挙

学前の児童には、外来

げ

750円、入院2,5

て

00円を超えた

【滝沢

い

市主体】 医療費を給付

ま

、3歳に達する月まで

す

並びに受給者及びその

。

扶養義務者等が住民税

健

病

非課税の場合は、受給

気

者負担なしで給付しま

や

す。

ケ

事      

ガ

 業       名

で

事業の意図やねらい（

治

成果や効果）

妊産婦医

療

療費給付事業 妊産婦に

が

対して、医療費を給付

必

することにより経済的

や

要

負担を軽減します。

継

な

続区分 会計・款・項・

と

目 平成31年度の事業

き

概要
対象：妊娠5か月

に

に達する月の初日から

安

、出産した翌月末まで

心

の妊産婦継続 一般・3

し

款・1項・7目
内容：

て

1月1医療機関につき

医

外来1,500円、入

か

療

院5,000円を超え

を

た医療費を給付しま
事

受

    業    主

け

    体 す。但し、

る

受給者及びその監護者

こ

が住民税非課税の場合

と

は、受給者負担なしで

が

給

保険年金課 付します

で

。

【滝沢市主体】

き

で

、国民健康保険の特定

笑

健康診査や若年者健康

顔

診査を受診することで

に

自分自身の健康づく

り

あ

について考え、また、

政 ふ

老後や万が一の場合に

れ

年金という経済的基盤

る

が確保できるようにす

ま

ることで、市民一人ひ

ち

とりが安

心で健康に暮

 

らせる社会保険制度の

基

維持を目指します。

基

本

本施策目標の進捗状況

施

分析

・「自分が心身と

策

もに元気と感じる」こ

策
　

とは、市民一人ひとり

０

が安心に健康に暮らし

８

ていることの表れと考

 

えます。安心で

健康に

 

暮らすためには、社会

 

保険制度の充実が必要

安

です。市は、国民健康

心

保険・後期高齢者医療

し

・国民年金制度の改革

て

に適

切に対応し、市民

　
暮

への周知を徹底する必

ら

要があります。

・「自

せ

分が心身ともに元気と

る

感じる」には、国民健

社

康保険の特定健康診査

会

や若年者健康診査で自

保

分の健康状態を把握し

険

なが

ら、市民一人ひと

制

りが健康づくりに取り

度

組むことが重要です。

　
の

また、国民健康保険特

維

定健康診査の受診率が

持

目標値に届いて

いない

－

ことから、受診率向上

 

対策を進めることが重

8

要です。

4

事    

 

   業      

－

 名 事業の意図やねらい（成果や効果）

国民

　

年金事務 国民年金制度は、世代間扶養により老齢、障がい又は死亡に関して必要な給付を

行うことで、健全な生活の維持・向上に重要

基

な役割を担っています

本

。住民が安心

して暮ら

施

すための経済的基盤を

策

確保するため、被保険

０

が

者の年金受給権確保の

４

支援

（義務的事業） を

年

行います。

継続区分 会

間

計・款・項・目 平成3

で

1年度の事業概要
・国

め

民年金の各種相談継続

ざ

一般・3款・1項・3

す

目
・国民年金の各種届

姿

出、申請、請求の受付

幸

と進達
事    業 

２

福

   主    体 ・

を

国民年金制度の広報（

実

広報たきざわへの記事

感

掲載など）

保険年金課

す

【他団体事業主体】

日

る

本年金機構

た

事   

め

    業     

の

  名 事業の意図やね

要

らい（成果や効果）

重

 

素

度心身障害者医療費給

と

付事業 重度心身障がい

し

者に対して、医療費を

て

給付することにより経

、

済的負担を軽減しま

す

市

。

継続区分 会計・款・

民

項・目 平成31年度の

は

事業概要
対象：身体障

「

害者福祉法に規定する

健

障がいの程度が1・2



平 画

応

      目 平成3

し

1年度 平成32年度 平

市

成33年度 平成34年

民

度 備       考

に

○全体事業期間活 目 給

周

付率
  昭和48年度

知

～平成34年度100

を

100 100 100
動

図

単 位 ％
標

指

標 値 単 位 ○

り

特定財源
  妊産婦医

平

、

療費補助金【県】投 計

適

年度別事業費 69,8

正

54 16,949 17

か

,288 17,633

つ

17,984
  （妊

円

産婦の扶助費から高額

滑

療合
  養費収入を引

に

いた額の1/2）資 内

実

特定財源 45,144

施

10,953 11,1

成

し

72 11,396 11

ま

,623
  画   指

す

訳 一般財源 24,71

。

0 5,996 6,11

・

6 6,237 6,36

国

1
計

標 額 他団体事業負

民

担額

健康保

3

険の特定健康診査と若

1

年者健康診査の受診率

年

向上と糖尿病重症化予

度

防対策に取り組み、市

～

民一人ひとりの健康

づ

平

くりを支援します。

・

成

子ども医療費給付助成

成
3

の現物給付の対象年齢

4

拡大に対応し、給付対

年

象者の拡充について検

度

討を進めます。

基本計

（

画期間内の取り組みと

単

方針のうち、平成31

位

年度の重点課題

・社会

 

保険制度について、法

 

改正・制度改正に適切

千

に対応し市民に周知を

3

円

図り、適正かつ円滑に

）

実施します。

・国民健

－

康保険特定健康診査等

 

の受診率向上と糖尿病

8

重症化予防に取り組み

5

、市民一人ひとりの健

 

康づくりを支援します

－

。

・国民健康保険被保険者証と高齢受給者証の一体化を実施します

1

。

・子ども医療費給付の現物給付の対象年齢拡大に対応します。

基

項   

本

    目 平成31年

施

度 平成32年度 平成3

策

3年度 平成34年度 備

の

       考
○全

年

達

体事業期間活 目 国民年

成

金制度の広報
  昭和

（

36年度～平成34年

実

度13 13 13 13
動

現

単 位 回
標

指

標 値 単 位 ○

）

特定財源
  国民年金

に

事務費交付金【国】投

向

計 年度別事業費 9,4

け

20 2,766 2,2

た

18 2,218 2,2

度

基

18
  合
  資 内 特

本

定財源 9,420 2,

計

766 2,218 2,

画

218 2,218
  

期

画   指 訳 一般財源
計

間

標 額 他団体事業負担額

内の取

項  

り

     目 平成31

実

組

年度 平成32年度 平成

み

33年度 平成34年度

と

備       考
○

方

全体事業期間活 目 給付

針

率
  昭和48年度～

・

平成34年度100 1

社

00 100 100
動 単

会

位 ％
標

指

標 値 単 位 ○特

保

定財源
  重度心身障

険

害者医療費補助金投 計

行

制

年度別事業費 417,

度

270 101,257

に

103,272 105

つ

,324 107,41

い

7
  【県】（重度心

て

身障がい者の合
  扶

、

助費から高額療養費収

法

入を資 内 特定財源 24

改

4,377 59,29

正

2 60,478 61,

計

・

687 62,920
 

制

 引いた額の1/2）

度

画   指 訳 一般財源 1

改

72,893 41,9

正

65 42,794 43

に

,637 44,497

適

計
標 額 他団体事業負担

切

額

に対

項 



  

効

  業       

果

名 事業の意図やねらい

）

（成果や効果）

養育医

医

療費給付事業 入院が必

療

要な未熟児に対して、

費

医療費及び食事療養費

助

分を公費負担として給

成

付し

ます。

継続区分 会

窓

計・款・項・目 平成3

口

1年度の事業概要
対象

 

相

：身体の発育が未熟の

談

まま出生し入院が必要

員

な乳児であって、正常

設

児の出生継続 一般・3

置

款・2項・5目
時に有

事

する諸機能を得るに至

業

るまでの児童
事   

医

 業    主   

療

 体 内容：当該乳児が

費

属する世帯には所得税

健

助

額に応じた受給者負担

成

がありますが、保

保険

窓

年金課 険診療及び食事

口

療養費分の1／2を国

相

が、1／4を県が、1

談

／4を市が負担します

員

。市

【滝沢市主体】 は

を

、受給者負担の徴収に

配

係る事務も執り行いま

置

す。

や

す

事      

る

 業       名

こ

事業の意図やねらい（

と

成果や効果）

若年者健

に

康診査助成事業 若者を

よ

対象に健診受診機会を

り

提供することで生活習

、

慣病等を早期から予防

受

し、健

診受診を習慣化

給

することで健康づくり

か

者

を支援します。

継続区

証

分 会計・款・項・目 平

の

成31年度の事業概要

発

対象：19歳以上39

行

歳以下の国民健康保険

や

被保険者のうち希望の

各

あった者継続 国保・5

種

款・1項・2目
内容：

申

労働安全衛生法第66

請

条に基づき、実施され

で

受

る定期健康診断に準ず

付

る内容を
事    業

を

    主    体

迅

健診項目とし、健診費

速

用の全部又は一部（8

に

,000円上限）を負

行

担します。

保険年金課

い

【滝沢市主体】

ます

笑

。

継続区分 会計・款・

顔

項・目 平成31年度の

に

事業概要
各種医療費給

あ

付事業の受給者等に対

政 ふ

して、制度の説明を行

れ

うとともに、受給者証

る

継続 一般・3款・1項

ま

・7目
の発行、各種申

ち

請・届出の受付を行い

 

ます。
事    業 

基

   主    体
保

本

険年金課

【滝沢市主体

施

】

策

事       

策
　

業       名 事

０

業の意図やねらい（成

８

果や効果）

子ども医療

 

費給付事業 子育て家庭

 

に対して、医療費を給

 

付することにより経済

安

的負担を軽減します。

心

継続区分 会計・款・項

し

・目 平成31年度の事

て

業概要
対象：未就学児

　
暮

童、小学生、中学生継

ら

続 一般・3款・2項・

せ

5目
内容：3歳に達す

る

る月の翌月から就学前

社

の児童には、1月1医

会

療機関につき外来75

保

0
事    業   

険

 主    体 円、入

制

院2,500円を超え

度

た医療費を給付、小学

　
の

生及び中学生について

維

は、外来1,5

保険年

持

金課 00円、入院5,

－

000円を超えた医療

 

費を給付します。出生

8

から3歳に達する月ま

6

で及

【滝沢市主体】 び

 

監護者が住民税非課税

－

の場合は受給者負担なしで給付します。（小

　

中学生の外

来及び中学生の入院を除く。）

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

ひとり親家庭医療費給付事業 ひとり親家庭に対して、医療費を給付することにより

０

事

経済的負担を軽減しま

 

す。

継続区分 会計・款

 

・項・目 平成31年度

 

の事業概要
対象：配偶

 

者のない女子及び男子

 

で、18歳に達する日

 

以後最初の3月31日

 

までの継続 一般・3款

業

・2項・5目
間にある

 

児童を養育している方

２

 

とその児童及び父母の

 

いない児童
事    

 

業    主    

 

体 内容：1月1医療機

 

関につき外来1,50

 

0円、入院5,000

名

円を超えた医療費を給

事

付しま

保険年金課 す。

業

但し受給者が3歳から

の

就学前の児童には、外

 

意

来750円、入院2,

図

500円を超えた

【滝

や

沢市主体】 医療費を給

ね

付、3歳に達する月ま

ら

で並びに受給者及びそ

い

の扶養義務者等が住民

（

税

非課税の場合は、受

成

給者負担なしで給付し

果

ます。

や

事     



平 画

 

015 2,503 2,

 

504 2,504 2,

 

504
  金【国】（

 

1/2）、養育医療合

 

  給付事業費県負担

 

金【県】（資 内 特定財

考

源 6,400 1,60

○

0 1,600 1,60

全

0 1,600
  1/

体

4）、養育医療受益者

平

事

負担画   金指 訳 一般

業

財源 3,615 903

期

904 904 904
計

間

標 額 他団体事業負担額

活 目 受

項  

付

     目 平成31

件

年度 平成32年度 平成

数

33年度 平成34年度

成

 

備       考
○

 

全体事業期間活 目 若年

平

者健診の受診率
  平

成

成25年度～平成34

2

年度10 11 12 13

7

動 単 位 ％
標

指

標 値 単 位

年

○特定財源
  保険給

度

付費等交付金【県】投

～

計 年度別事業費 17,

平

052 4,290 4,

3

成

254 4,254 4,

3

254
  合
  資 内

4

特定財源 17,052

年

4,290 4,254

度

4,254 4,254

2

  画   指 訳 一般財

,

源 【特別会計】【再掲

4

】計
標 額 他団体事業負

5

担額

0

1

1,450 1,450

年

1,450
動 単 位 件

標

度

指

標 値 単 位

投 計 年度別

～

事業費 7,436 1,

平

859 1,859 1,

成

859 1,859
合

資

成
3

内 特定財源
画

指 訳 一般

4

財源 7,436 1,8

年

59 1,859 1,8

度

59 1,859
計

標 額

（

他団体事業負担額

単位 

項    

 

   目 平成31年度

千

平成32年度 平成33

3

円

年度 平成34年度 備 

）

      考
○全体

－

事業期間活 目 給付率
 

 

 昭和48年度～平成

8

34年度100 100

7

100 100
動 単 位 ％

 

標
指

標 値 単 位 ○特定財

－

源
  子ども医療費補助金【県】投 計 年度別事業費 470,803

1

110,427 118,027 120,112 122,237
  （子どもの扶助費から高額療合
  養費収入を引いた額の1/2）資 内 特定財源 168,016 53,834 37,370 38,056 38,756
  画

年

  指 訳 一般財源 302,787 56,593 80,657 82,056 83,481
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成

度

33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 給付率
  平成22年度～平成34年度100 1

項

00 100 100
動 単

 

位 ％
標

指

標 値 単 位 ○特

 

定財源
  ひとり親家

 

庭医療費補助金【投 計

 

年度別事業費 95,1

実

 

67 23,094 23

 

,554 24,021

 

24,498
  県】

目

（ひとり親家庭の扶助

平

費合
  から高額療養

成

費収入を引いた資 内 特

3

定財源 47,159 1

1

1,442 11,67

年

1 11,904 12,

度

142
  額の1/2

行

平

）画   指 訳 一般財源

成

48,008 11,6

3

52 11,883 12

2

,117 12,356

年

計
標 額 他団体事業負担

度

額

平成

項 

3

      目 平成3

3

1年度 平成32年度 平

計

年

成33年度 平成34年

度

度 備       考

平

○全体事業期間活 目 給

成

付率
  平成25年度

3

～平成34年度100

4

100 100 100
動

年

単 位 ％
標

指

標 値 単 位 ○

度

特定財源
  養育医療

備

給付事業費国庫負担投

 

計 年度別事業費 10,



  

効

に、後期高

齢者医療保

果

険料の徴収を行います

）

。

（義務的事業）

継続

特

区分 会計・款・項・目

定

平成31年度の事業概

健

要
制度改正に適切に対

康

応していきます。継続

診

後高
資格や医療費給付

査

の申請を受付し、保険

等

料の収納率向上に努め

 

事

ます。
事    業 

業

   主    体
保

特

険年金課

【協働事業】

定

岩手県後期高齢者医療

健

広域連合

小  

康

          

診

          

査

       計

によ

健

り生活習慣病とその予

や

備群を早期発見し、特

か

定保健指導により

その

で

予防と改善を進めるこ

笑

とで、市民の健康づく

顔

りを支援します。また

に

、糖尿病

及び糖尿病性

あ

腎症の重症化予防に取

政 ふ

り組み、医療費の抑制

れ

を図ります。

（義務的

る

事業）

継続区分 会計・

ま

款・項・目 平成31年

ち

度の事業概要
厚生労働

 

省令「特定健康診査・

基

特定保健指導の実施に

本

関する基準」に定めら

施

れて継続 国保・5款・

策

2項・1目
いる内容を

策
　

もとに実施します。
事

０

    業    主

８

    体 ・対象：4

 

0歳から74歳までの

 

国民健康保険被保険者

 

保険年金課 ・健診内容

安

：基本的健診項目、詳

心

細な健診項目

【滝沢市

し

主体】 ・保健指導：検

て

査結果等により要支援

　
暮

となった者への栄養・

ら

運動等の保健指導

せ

事

る

       業  

社

     名 事業の意

会

図やねらい（成果や効

保

果）

国民健康保険 国民

険

健康保険税と保険給付

制

費等交付金等の財源を

度

基に必要な保険給付や

　
の

保健事業

等を実施し、

維

国民健康保険被保険者

持

の健康の維持増進を図

－

ります。

（義務的事業

 

）

継続区分 会計・款・

8

項・目 平成31年度の

8

事業概要
・国民健康保

 

険法に基づき、国民健

－

康保険被保険者に対して、必要な保険給付と

　

継続 国保
保健事業を行います。

事    業    主    体 ・国民健康保険の広域化により、国民健康保険の財政責任者となる岩手県と連携

保険年金課 して適切な予算執行を行います。

【滝沢市主体】

０

事

事     

 

  業       

 

名 事業の意図やねらい

 

（成果や効果）

後期高

 

齢者医療保険窓口相談

 

員設置事 後期高齢者医

 

療保険窓口相談員を配

 

置することにより、制

業

度説明や各種申請受付

 

を迅速に行います。
業

２

 

継続区分 会計・款・項

 

・目 平成31年度の事

 

業概要
来庁する被保険

 

者等に対して、制度の

 

説明を行うとともに、

 

被保険者証の発行、継

名

続 後高・1款・1項・

事

1目
各種申請・届出の

業

受付を行います。
事 

の

   業    主 

 

意

   体
保険年金課

【

図

滝沢市主体】

や

事  

ね

     業    

ら

   名 事業の意図や

い

ねらい（成果や効果）

（

後期高齢者医療制度 後

成

期高齢者医療被保険者

果

資格や医療費給付の申

や

請を受け付けるととも



平 画

 

48
  その他】合
 

 

 資 内 特定財源 1,7

 

20 430 430 43

 

0 430
  画   指

 

訳 一般財源 1,731

 

,517 381,27

考

5 416,028 44

○

9,196 485,0

全

18
【特別会計】計

標

体

額 他団体事業負担額

平

事業期

項    

間

   目 平成31年度

活

平成32年度 平成33

目

年度 平成34年度 備 

特

      考

投 計 年

定

度別事業費 22,35

健

6,927 5,523

康

,559 5,551,

成

診

162 5,609,6

査

73 5,672,53

の

3
合

資 内 特定財源 14

受

,452,716 3,

診

638,954 3,5

率

68,956 3,60

 

4,085 3,640

 

,721
画

指 訳 一般財

平

源 7,904,211

成

1,884,605 1

3

2

,982,206 2,

0

005,588 2,0

年

31,812
計

標 額 他

度

団体事業負担額

～平成34年

1

度52 54 56 58
動

年

単 位 ％
標

指 特定保健指

度

導の実施率
40 45 5

～

0 55
標 値 単 位 ％ ○特

平

定財源
  保険給付費

成

等交付金【県】投 計 年

成
3

度別事業費 236,6

4

55 59,131 59

年

,922 58,801

度

58,801
  合
 

（

 資 内 特定財源 236

単

,655 59,131

位

59,922 58,8

 

01 58,801
  

 

画   指 訳 一般財源 【

千

特別会計】【再掲】計

3

円

標 額 他団体事業負担額

）

－ 

項  

8

     目 平成31

9

年度 平成32年度 平成

 

33年度 平成34年度

－

備       考
○全体事業期間活 目   昭和34年度～平成3

1

4年度

動 単 位
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  保険給付費等交付金【県】投 計 年度別事業費 19,282,578 4,817,718 4,799,946 4,821,461 4,843,453
  合
  資 内 特定財源 13,6

年

76,773 3,435,216 3,379,841 3,413,739 3,447,977
  画   指 訳 一般財源 5,605,805 1,382,502 1,420,105 1,407,722 1,395,476
【特

度

別会計】計
標 額 他団体事業負担額

項       

項

目 平成31年度 平成3

 

2年度 平成33年度 平

 

成34年度 備    

 

   考
○全体事業期

 

間活 目 受付件数
  平

実

 

成27年度～平成34

 

年度2,200 2,2

 

50 2,300 2,3

目

50
動 単 位 件

標
指

標 値

平

単 位

投 計 年度別事業費

成

7,440 1,860

3

1,860 1,860

1

1,860
合

資 内 特定

年

財源
画

指 訳 一般財源 7

度

,440 1,860 1

行

平

,860 1,860 1

成

,860
【特別会計】

3

【再掲】計
標 額 他団体

2

事業負担額

年度 平

項       

成

目 平成31年度 平成3

3

2年度 平成33年度 平

3

成34年度 備    

計

年

   考
○全体事業期

度

間活 目   平成20年

平

度～平成34年度

動 単

成

位
標

指

標 値 単 位 ○特定

3

財源
  保険料還付金

4

、還付加算金【投 計 年

年

度別事業費 1,733

度

,237 381,70

備

5 416,458 44

 

9,626 485,4



   健やかで笑顔にあ政 ふれるまち
 基本施策

策
　０８   安心して

　
暮らせる社会保険制度

　
の維持

－ 90 －

　

 ０２   健や

０

かで笑顔にあふれるま

２

ち

 



平 画

     考

投 計 年度

平

別事業費 62,685

成

,043 15,146

3

,141 15,447

1

,640 15,823

年

,826 16,267

度

,436
合

資 内 特定財

～

源 40,378,10

平

9 9,831,441

成

9,927,659 1

成
3

0,163,347 1

4

0,455,662
画

年

指 訳 一般財源 22,3

度

06,934 5,31

（

4,700 5,519

単

,981 5,660,

位

479 5,811,7

 

74
計

標 額 他団体事業

 

負担額

千

3

円）

－ 91 －

1年度

項     

実

  目 平成31年度 平

行

成32年度 平成33年

計

度 平成34年度 備  



  

ートをして参りま継続 一般・5款・1項・1目
す。また、盛岡地域雇用開発協会、岩手中央職業訓練協会、ふるさといわて定住

事    業    主    体 財団、公共職業安定所等の各関係機関と連携し、職業訓練、

 

地域の雇用情勢の情

観光物産課 報共有と課題解決に努めます。

【滝沢市主体】

地域

計画のビジョ

の

ン（政策が実現できた

産

ときの状態）

目指す姿

業

は「競争力・市場性の

が

ある産業と、安定した

よ

雇用・定住・後継者育

り

成が循環的に発展する

政 活

まち」です。各産業分

性

野

と労働力が、滝沢市

化

の特性や地域資源を活

し

用しながら、交流人口

、

、異業種連携、付加価

次

値などによりバランス

代

よく発展する

とともに

を

、市民や地域が潤って

見

いる状況です。

政策目

据

標値の達成状況

基準値

策 え

上：戦略目標見込値／

た

下：達成値 目標値 進捗

挑

状況No 政 策 目 標 指 数

戦

平成30年度 平成31

を

年度 平成32年度 平成

続

33年度 平成34年度

け

平成34年度 進捗率(

る

%)

暮 自分の仕事に満

ま

足している人の割合
1

ち

ら 57 58 60 61 6

　
 

1 -55.1単 位 ％

基

し - - - - - 0.0

幸

本

身に付けた知識や技術

施

を仕事や趣味の場で活

策

かせる機会があると感

　

じる人の割合
2 40 4

０

3 47 50 50 -36

１

.3単 位 ％福 - - -

 

- - 0.0

 

基本施策が４年間

　
 

でめざす姿

地域が潤い

地

市民とともに発展し続

域

けるまちを目指して、

の

市の観光資源、情報、

潤

コンテンツを情報収集

い

・蓄積しデータベース

に

を作成するとともに、

つ

連携する団体（観光協

な

会、商工会、農協等）

が

、事業者,市民との情

　
る

報共有化と情報交換及

観

びビジョン

の共有化を

光

図る場の創出により市

資

民とともに観光まちづ

源

くりにつながるシティ

の

プロモーションを推進

発

します。

基本施策目標

信

の進捗状況分析

観光資

－

源、観光客等顧客、コ

 

ンテンツにおけるデー

０

9

タをまとめるものがな

2

いため、関係団体、事

 

業者間等での情報共有

－

がで

きず、データに基づく事業を展開できないことから、データベースを作成しデータに基づいて事業展開を行っていく。

事   

３

    業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

労働環境整備事業 就労者が安心して働ける環境づくりや、資金の融資等による生活の安定と福祉の

向上に寄与することを目的に運用します。また、就職面接会

 

や参加学校における

求職動向等の調査、雇用に関する情報提供を行い雇用の拡大を図ることを目的と

します。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
滝沢市生活安定資金の新規貸付を行い、生活安定に対するサポ



平 画

ッ

ーフ滝沢を活用し市民

グ

との情報共有と情報交

ル

換の場を作り市民とと

ー

もに観光まちづくりに

フ

つながる取り組みを推

と

進しま

す。

基本計画期

連

間内の取り組みと方針

携

のうち、平成31年度

し

の重点課題

・観光資源

な

の既存の情報と新たに

平

が

掘り起こす観光資源の

ら

情報について、ＩＣＴ

イ

等を積極的に利用し関

ベ

係団体と連携し市民に

ン

情報発信を行い市内外

ト

の交流人口拡大に取り

開

組みます。

催によ

項       

成

る

目 平成31年度 平成3

各

2年度 平成33年度 平

種

成34年度 備    

情

   考
○全体事業期

報

間活 目 滝沢市生活安定

の

資金貸付件数（
  平

発

成31年度～平成34

信

年度新規） 5 5 5 5
動

　

単 位 件
標

指

標 値 単 位 ○

を

特定財源
  東北労働

3

し

金庫生活安定資金預投

ま

計 年度別事業費 13,

す

252 3,313 3,

。

313 3,313 3,

観

313
  託金【その

光

他】合
  資 内 特定財

物

源 12,000 3,0

産

00 3,000 3,0

に

00 3,000
  画

つ

  指 訳 一般財源 1,

1

い

252 313 313 3

て

13 313
計

標 額 他団

は

体事業負担額

、既存の自然や

年

文化、ブランドをいか

度

しつつ、新たな地域資

～

源のほりおこし、新た

平

な情報

　発信、観光地

成

としての受け入れ態勢

成
3

（おもてなしの心など

4

）の整備等に努めます

年

。

・「ＩＣＴ関連企業

度

集積と産学官連携の推

（

進」については、イノ

単

ベーションセンター・

位

パークを拠点とした産

 

学官連携を推

　進し、

 

人材　育成、地域課題

千

等、プログラミング教

3

円

室などに取り組みます

）

。また、新たな産業拠

－

点についての検討を行

 

い

　ます。

・「農林業

9

の振興と担い手の支援

3

」については、農地集

 

積の推進、畜産の振興

－

により、次代の担い手の育成・確保に努め、

　日本型直接支払制度

1

や森林整備を推進し、農地や森林が有する多面的機能の持続的な発揮を目指します。また、産直施設

　のネット

政

ワーク化や食育と連携

策

した食の安全・安心を

の

基本とする地産地消を

達

推進し、第６次産業等

成

と複合的な、持続可能

年

（

　な農林業を育成しま

実

す。

基本計画期間内の

現

取り組みと方針のうち

）

、平成31年度の重点

に

課題

・「地域の潤いに

向

つながる観光資源の発

け

信」については、ビッ

た

グルーフ滝沢活用した

基

情報発信に取組みます

本

。また、平成28

　年

度

計

度に実施した「馬資源

画

を活用した農産物のブ

期

ランド化・地域共創事

間

業」のとりまとめ、展

内

開を図りながら、地域

の

資源を

　活用した新た

取

な観光政策のありかた

り

についての検討を始め

組

ます。

・「ＩＣＴ関連

み

企業集積と産学官連携

実

と

の推進」については、

方

企業誘致を促進すると

針

ともに、人材と企業が

・

ともに成長しやす

　い

「

環境整備や、ＩＴ関連

地

企業と地域の連携を推

域

進します。また、新た

の

な産業用地や企業振興

潤

の基本的方針の検討に

い

努めま

　す。

・「農林

行

に

業の振興と担い手の支

つ

援」については、農地

な

中間管理事業を活用し

が

た担い手への農地集積

る

の推進、日本型直接支

観

払

　の推進と産直や食

光

育と連携した地産地消

資

を推進し、持続可能な

源

農業経営体の育成を図

の

ります。また、森林環

計

発

境譲与税によ

信

基本施策の達成

」

（実現）に向けた基本

に

計画期間内の取り組み

つ

と方針

・ＩＣＴ等を活

い

用した観光資源の情報

て

発信や、市民、事業者

は

、関係団体（観光協会

、

、商工会、農協等）と

ビ

情報共有し、ビッ

クル



  

 

ねらい（成果や効果）

名

滝沢市特産品開発事業

事

地域振興や産業振興の

業

方策として、自然、歴

の

史、風土、食文化等を

意

反映した地域

ブランド

図

への関心が高まってい

や

ます。まちづくりのイ

ね

メージアップや、地域

ら

外の

資金や人材を呼び

 

い

込み持続的な地域経済

（

の活性化を図る好循環

成

に繋がるよう、地

域資

果

源のブランディングや

や

加工、販路拡大に取り

効

組みます。

継続区分 会

果

計・款・項・目 平成3

）

1年度の事業概要
・地

地

域産品の研究開発を組

域

織的かつ継続的に行い

地

職

ます。継続 一般・7款

業

・1項・2目
・既存地

相

域産品の推奨、ＰＲ活

談

動及び販路の拡大を図

室

ります。
事    業

管

    主    体

理

観光物産課

【協働事業

運

】

滝沢市商工会、生産

営

者等

事

事      

域

業

 業       名

国

事業の意図やねらい（

と

成果や効果）

観光振興

の

事業 民間、市民との連

共

携を強化し、地域資源

同

の活用と交流人口の拡

運

大を図り、人と人

との

営

つながりを広げ、経済

に

的波及効果を生み出す

よ

ことで持続可能な地域

の

り

活性化に

繋げます。ま

地

た、市民の市への愛着

域

と誇りを高めることで

職

市民自身が市の良さを

業

市内外に伝えられるよ

相

うに事業を展開します

談

。

継続区分 会計・款・

室

項・目 平成31年度の

を

事業概要
・各関係団体

開

、事業者等との連携に

産

設

よる役割の明確化継続

し

一般・7款・1項・3

、

目
・市の観光・物産に

雇

関わるデータ収集及び

用

データベース作成
事 

相

   業    主 

談

   体 ・地域の魅力

員

発信、交流人口拡大を

に

目的としたコンテンツ

よ

開発と磨き上げ、観光

業

る

観光物産課 客を結びつ

労

ける仕組みの検討及び

働

実証実験を実施

【滝沢

問

市主体】 ・ＳＮＳ等の

題

有効活用による定期的

に

情報発信、自発的に情

関

報発信する仕組みつく

す

りと観光客との継続的

る

につながりを持てる仕

相

組みの構築

が

談や求人求職紹介業務

よ

補助を行い、ミスマッ

り

チの解消に努め、就業

政 活

率の向

上を目指します

性

。

継続区分 会計・款・

化

項・目 平成31年度の

し

事業概要
滝沢市地域職

、

業相談室を設置し、雇

次

用相談員による労働相

代

談や職業の斡旋業務等

を

継続 一般・5款・1項

見

・1目
を行うことによ

据

り、ミスマッチの解消

策 え

等をし就業の一助とし

た

て運営を行います。
事

挑

    業    主

戦

    体
観光物産課

を

【協働事業】

岩手労働

続

局

け

事       

る

業       名 事

ま

業の意図やねらい（成

ち

果や効果）

滝沢市シル

　
 

バー人材センター補助

基

事業 市内高齢者が定年

本

退職後も臨時的・短期

施

的な就業を通じて自己

策

の経験及び労働能

力を

　

活用し、自らの生涯の

０

充実を図り社会参加す

１

るとともに、高齢者の

 

能力を活

かした活力あ

 

る地域社会づくりに寄

　
 

与することを目的とし

地

ます。

継続区分 会計・

域

款・項・目 平成31年

の

度の事業概要
高齢者の

潤

就業機会の拡充、技能

い

講習の推進を図るため

に

に運営している（公社

つ

）滝継続 一般・5款・

な

1項・1目
沢市シルバ

が

ー人材センターに対し

　
る

て補助を実施します。

観

事    業    

光

主    体
観光物産

資

課

【他団体事業主体】

源

（公社）滝沢市シルバ

の

ー人材センター

発

事 

信

      業   

－

    名 事業の意図

 

やねらい（成果や効果

０

9

）

物産振興事業 市の物

4

産及び産業等を紹介す

 

ることにより、市民の

－

理解と認識を高め、生産の奨

励及び販路の拡大を図り、市内の産業振興に資することができます。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
・いわ

３

て産業振興センターを通じて、滝沢市の物産の普及、地場産業の振興を図継続 一般・7款・1項・2目
ります。

事

事    業    

 

主    体 ・滝沢市

 

産業まつりを開催、市

 

の物産展の開催、また

 

情報発信により、生産

 

 

の奨

観光物産課 励及び

 

販路の拡大を図ります

 

。

【協働事業】 ・県、

業

広域で開催するイベン

 

トに参加しＰＲに努め

 

ます。

市産業まつり実

 

行委員会 等

 

事  

 

     業    

 

   名 事業の意図や



平 画

 

績
3 3 3 3

標 値 単 位 件

 

○特定財源
  市町村

 

振興交付金【その他】

 

投 計 年度別事業費 17

 

,076 4,269 4

 

,269 4,269 4

考

,269
  、地域整

○

備特別対策事業基金合

全

  繰入金【その他】

体

ほか資 内 特定財源 14

平

事

,008 3,502 3

業

,502 3,502 3

期

,502
  画   指

間

訳 一般財源 3,068

活

767 767 767 7

目

67
計

標 額 他団体事業

就

負担額

職件数

項       目 平

成

 

成31年度 平成32年

 

度 平成33年度 平成3

平

4年度 備      

成

 考
○全体事業期間活

3

目 観光入込客数
  平

1

成31年度～平成34

年

年度430 430 43

度

0 430
動 単 位 千人

標

～

指

標 値 単 位 ○特定財源

平

  市町村振興助成金

3

成

【その他】投 計 年度別

3

事業費 48,000 1

4

2,000 12,00

年

0 12,000 12,

度

000
  合
  資 内

1

特定財源 2,600 6

,

50 650 650 65

5

0
  画   指 訳 一般

0

財源 45,400 11

0

,350 11,350

1

1

11,350 11,3

,

50
<名称変更事業>

5

「観光基盤整備計 事業

0

」から名称変更標 額 他

0

団体事業負担額

1,500

年

1,500
動 単 位 件

標

度

指

標 値 単 位 ○特定財源

～

  旧大崎宿舎駐車場

平

賃借料【そ投 計 年度別

成

事業費 21,836 5

成
3

,459 5,459 5

4

,459 5,459
 

年

 の他】、旧大崎宿舎

度

敷地内電合
  話線路

（

電柱敷地料【その他】

単

資 内 特定財源 5,48

位

0 1,370 1,37

 

0 1,370 1,37

 

0
  画   指 訳 一般

千

財源 16,356 4,

3

円

089 4,089 4,

）

089 4,089
計

標

－

額 他団体事業負担額

 95

項   

 

    目 平成31年

－

度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全

1

体事業期間活 目 シルバー人材センター加入率（
  平成31年度～平成34年度60歳以上） 2 2 2 2

動 単 位 ％
標

指 受託件数
1,200 1,200 1,200 1,200

標 値 単 位 件

投 計 年度別事業費 37,680 9,420

年

9,420 9,420 9,420
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 37,680 9,420 9,420 9,420 9,420
計

標 額 他団体事業負担額

項      

度

 目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 市内外のイベ

項

ントへの出展回数
  

 

昭和57年度～平成3

 

4年度13 14 14 1

 

4
動 単 位 回

標
指 滝沢市

 

産業まつり来場者数
1

実

 

9,000 19,00

 

0 19,000 19,

 

000
標 値 単 位 人 ○特

目

定財源
  市町村振興

平

交付金【その他】投 計

成

年度別事業費 15,8

3

74 4,273 3,8

1

67 3,867 3,8

年

67
  、地域整備特

度

別対策事業基金合
  

行

平

繰入金【その他】資 内

成

特定財源 11,000

3

2,750 2,750

2

2,750 2,750

年

  画   指 訳 一般財

度

源 4,874 1,52

平

3 1,117 1,11

成

7 1,117
計

標 額 他

3

団体事業負担額

3

計

年度

項     

平

  目 平成31年度 平

成

成32年度 平成33年

3

度 平成34年度 備  

4

     考
○全体事

年

業期間活 目 開発品目数

度

  平成31年度～平

備

成34年度3 3 3 3
動

 

単 位 品
標

指 補助交付実



  

 

市観光協会 ・SNS等

名

での定期的な観光情報

事

発信を行います。

業

事

の

       業  

意

     名 事業の意

図

図やねらい（成果や効

や

果）

チャグチャグ馬コ

ね

馬資源確保事業 市内の

ら

農用馬の飼育頭数は年

 

い

々減少傾向にあり、県

（

内外から馬を借用して

成

チャグ

チャグ馬コを実

果

施しているのが現状で

や

す。市内馬資源の減少

効

に歯止めをかけ、馬

産

果

地岩手の馬事文化の保

）

存と市へ観光に訪れた

観

お客様がいつでも馬に

光

親しむ機会

を持つこと

地

施

ができるチャグチャグ

設

馬コの里滝沢の形成を

管

目指します。

継続区分

理

会計・款・項・目 平成

運

31年度の事業概要
・

営

市有馬の預託事業を実

事

施します。継続 一般・

業

7款・1項・3目
・イ

市

ベント等に出馬しチャ

の

グチャグ馬コのＰＲを

域

自

実施します。
事   

然

 業    主   

観

 体
観光物産課

【滝沢

光

市主体】

資

事    

源

   業      

で

 名 事業の意図やねら

あ

い（成果や効果）

自然

る

資源保護管理事業 岩手

岩

県自然環境保全条例に

の

手

おける野生動物保護地

山

区に該当する春子谷地

登

湿原をは

じめとして、

山

岩手山など貴重な自然

者

環境の保護、保全に努

の

め、次世代に引き継ぐ

約

ことが重要です。また

半

、貴重な動植物の保護

数

と岩手山における登山

が

などの観光的

利用及び

産

柳

自然環境保全、自然愛

沢

護の啓発を図ります。

コ

継続区分 会計・款・項

ー

・目 平成31年度の事

ス

業概要
・自然公園保護

を

管理員による岩手山の

利

巡回及び指導を行いま

用

す。継続 一般・7款・

し

1項・3目
・自然保護

、

指導員による自然環境

業

年

保全地域（春子谷地湿

間

原）の巡回及び指導を

1

行
事    業   

万

 主    体 います

人

。

観光物産課 ・自然保

4

護のため、特定外来生

千

物の駆除を行います。

人

【滝沢市主体】

以上

が

の登山者が訪れていま

よ

す。そのほか、鞍掛山

り

登山者や相の沢・馬返

政 活

しキャンプ場も多くの

性

利用者が訪れるため、

化

快適で安全な登山と岩

し

手山麓の自然

を楽しめ

、

るように施設を管理し

次

ます。

継続区分 会計・

代

款・項・目 平成31年

を

度の事業概要
・相の沢

見

・馬返しキャンプ場の

据

管理継続 一般・7款・

策 え

1項・3目
・鞍掛山周

た

辺、岩手山登山道の管

挑

理
事    業   

戦

 主    体 ・山開

を

き等の行事開催

観光物

続

産課

【滝沢市主体】

ける

事       業 

ま

      名 事業の

ち

意図やねらい（成果や

　
 

効果）

チャグチャグ馬

基

コ関連事業 チャグチャ

本

グ馬コは、全国に知名

施

度のある本市の観光資

策

源であり、チャグチャ

　

グ

馬コ保存会事業（行

０

進事業、ＰＲ事業、保

１

存事業）への負担金を

 

中心にチャグチ

ャグ馬

 

コの保存により、観光

　
 

収益や市民の文化意識

地

の向上に寄与します。

域

継続区分 会計・款・項

の

・目 平成31年度の事

潤

業概要
・チャグチャグ

い

馬コ行進行事出馬全体

に

数90頭継続 一般・7

つ

款・1項・3目
・チャ

な

グチャグ馬コ同好会滝

が

沢支部出馬数45頭
事

　
る

    業    主

観

    体 ・観光客入

光

込客数170千人（内

資

市内分40千人）

観光

源

物産課 ・チャグチャグ

の

馬コ保存会負担金

【滝

発

沢市主体】

信

事   

－

    業     

 

  名 事業の意図やね

０

9

らい（成果や効果）

滝

6

沢市観光協会補助事業

 

地域資源を生かした観

－

光集客を目指すため、チャグチャグ馬コや岩手山麓の自然

を中心としたイベントを民間団体等と協働で実施するとともに市の観光物産情報

のＰＲ及び旅行企

３

画を実施し、観光産業の振興を図ります。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
・チャグチャグ馬

事

コ関連行事や岩手山・

 

鞍掛山山開き等岩手山

 

麓の自然を活用し継続

 

一般・7款・1項・3

 

目
た事業を実施・支援

 

 

します。
事    業

 

    主    体

 

・市内の観光物産情報

業

のＰＲ事業を実施しま

 

す。

観光物産課 ・観光

 

コンテンツの開発を行

 

います。

【他団体事業

 

主体】 ・市内物産商品

 

のネット等での販売事

 

業を実施します。

滝沢



平 画

 

頭数
45 45 45 45

 

標 値 単 位 頭 ○特定財源

 

  市町村振興助成金

 

【その他】投 計 年度別

 

事業費 6,140 1,

 

535 1,535 1,

考

535 1,535
  

○

合
  資 内 特定財源 4

全

,000 1,000 1

体

,000 1,000 1

平

事

,000
  画   指

業

訳 一般財源 2,140

期

535 535 535 5

間

35
計

標 額 他団体事業

活

負担額

目 岩手

項       目 平

山

成31年度 平成32年

登

度 平成33年度 平成3

成

山

4年度 備      

者

 考
○全体事業期間活

数

目 自然公園保護管理員

 

設置日数
  平成31

 

年度～平成34年度1

平

60 160 160 16

成

0
動 単 位 日

標
指 自然保

3

護指導員設置日数
40

1

40 40 40
標 値 単 位

年

日 ○特定財源
  自然

3

度

保護指導員設置業務委

～

託投 計 年度別事業費 7

平

,578 1,845 1

成

,911 1,911 1

3

,911
  金【県】

4

、自然公園保護管理合

年

  業務委託金【県】

度

、自然環境資 内 特定財

1

源 6,044 1,51

4

1 1,511 1,51

1

1

1 1,511
  保全

4

条例事務処理交付金【

1

県画   】ほか指 訳 一

4

般財源 1,534 33

1

4 400 400 400

4

計
標 額 他団体事業負担

動

額

単 位 千

年

人
標

指 キャンプ場利用

度

者数
2,000 2,0

～

00 2,000 2,0

平

00
標 値 単 位 人 ○特定

成

財源
  自然公園施設

成
3

管理業務委託金投 計 年

4

度別事業費 30,46

年

4 7,616 7,61

度

6 7,616 7,61

（

6
  【県】、地域整

単

備特別対策事合
  業

位

基金繰入金【その他】

 

、市資 内 特定財源 30

 

,464 7,616 7

千

,616 7,616 7

3

円

,616
  町村振興

）

交付金【その他】ほ画

－

  か指 訳 一般財源
計

 

標 額 他団体事業負担額

97 

項  

－

     目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

1

備       考
○全体事業期間活 目 チャグチャグ馬コ同好会滝沢支
  平成22年度～平成34年度部出馬頭数 45 45 45 45

動 単 位 頭
標

指 チャグチャグ馬コ行進行事出馬
全体数 90 90 90 90

標 値 単 位 頭 ○特定財

年

源
  市町村振興助成金【その他】投 計 年度別事業費 26,053 6,457 6,532 6,532 6,532
  合
  資 内 特定財源 24,000 6,000 6,000 6,000 6,000
  画   指 訳 一般財源 2,

度

053 457 532 532 532
計

標 額 他団体事業負担額

項

項      

 

 目 平成31年度 平成

 

32年度 平成33年度

 

平成34年度 備   

 

    考
○全体事業

実

 

期間活 目 観光客入込み

 

数
  昭和43年度～

 

平成34年度430 4

目

30 430 430
動 単

平

位 千人
標

指 SNS等で

成

の情報発信回数
180

3

180 180 180
標

1

値 単 位 回

投 計 年度別事

年

業費 52,680 13

度

,170 13,170

行

平

13,170 13,1

成

70
合

資 内 特定財源
画

3

指 訳 一般財源 52,6

2

80 13,170 13

年

,170 13,170

度

13,170
計

標 額 他

平

団体事業負担額

成33

項     

計

年

  目 平成31年度 平

度

成32年度 平成33年

平

度 平成34年度 備  

成

     考
○全体事

3

業期間活 目 チャグチャ

4

グ馬コ同好会滝沢支
 

年

 平成20年度～平成

度

34年度部出馬頭数 4

備

5 45 45 45
動 単 位

 

頭
標

指 市内農用馬飼養



  

 

体中央会等の活用。

【

 

協働事業】 ・その他商

 

工業に関する必要施策

 

の展開。

滝沢市商工会

  

事       業

 

       名 事業

 

の意図やねらい（成果

計

や効果）

中小企業振興

 

資金利子補給費補助事

 

政

業 滝沢市が市内商工業

策

者に対して行う滝沢市

　

中小企業振興資金の融

　

通を円滑にする

ため、

　

当該資金に係る利子補

０

給を行います。経営基

３

盤の弱い中小企業の円

 

滑な資

金調達及び経営

 

を支援するものであり

 

、もって中小企業の振

地

地

興を図ります。

（義務

域

的事業）

継続区分 会計

の

・款・項・目 平成31

産

年度の事業概要
・滝沢

業

市中小企業振興資金を

が

活用する中小企業者に

よ

対し、市が年に2回（

り

前期：4継続 一般・7

活

款・1項・2目
月～9

性

月、後期：10月～3

域

化

月）利子の内1.5％

し

の補給を行います。
事

、

    業    主

次

    体 （Ｈ31年

代

1月1日現在において

を

、当該資金の利率は、

見

3年以内の返済の場合

据

2.70％

企業振興課

え

、3年を越える返済の

た

場合2.90％となっ

の

挑

ています。）

【滝沢市

戦

主体】 ・市内企業は、

を

当制度により低利で融

続

資を活用することが可

け

能となります。

るまち
 基

産

本施策　０２   Ｉ

業

ＣＴ関連企業集積と産

が

学官連携の推進

よ

基本施策が４

り

年間でめざす姿

雇用が

政 活

生まれ、市民が生活に

性

不安なく暮らせること

化

は、幸福感を育む環境

し

づくりには欠かせない

、

ものであり、そのため

次

にも

既存企業の発展又

代

は企業誘致に伴う企業

を

の集積による雇用の創

見

出は不可欠です。大学

据

が立地する環境を活か

策 え

し、滝沢発の価

値が生

た

まれる取組に産学官を

挑

挙げて挑戦する状態を

戦

目指します。

基本施策

を

目標の進捗状況分析

・

続

後期基本計画の基本施

け

策において、企業誘致

る

に加え、既存企業の振

ま

興についても新たに追

ち

加したことにより、「

　
 

働く場が

ある」ことか

基

ら、雇用が生まれ、産

本

業の活性化が図られる

施

との仮説に立ち、目標

策

値を「法人事業所数」

　

と新たに設定しまし

た

０

。

・基本構想の暮らし

１

やすさ一覧表に定める

 

「法人事業所数」につ

 

いては、平成30年度

　
 

で956所と、平成3

地

4年度目標値880所

域

を

既に上回っている状

の

況です。

・高齢化によ

潤

る生産年齢人口の減少

い

に伴い、雇用の面から

に

企業承継が困難となる

つ

ケースが全国的に課題

な

となってきているこ

と

が

から、企業の生産性の

　
る

向上に向けたIT技術

観

の導入などについて、

光

積極的な相談又は情報

資

の提供の機会が求めら

源

れます。

の

事    

発

   業      

信

 名 事業の意図やねら

－

い（成果や効果）

商工

 

業経営安定支援事業 商

０

9

工業の発展は地域経済

8

の活性につながるだけ

 

でなく、雇用の増大、

－

住民の利便

性の向上など市全体の振興につながります。本市では、事業者の多くが小規模事

業者であり、小規模

小

・中規模事業者に対す

 

る支援を充実し、地域

３

 

企業の安定した

経営と

 

商工業全体の活性化を

 

図ることを目的としま

 

す。

継続区分 会計・款

 

・項・目 平成31年度

 

の事業概要
地域企業の

 

安定した経営と商工業

 

全体の活性化を図るた

 

め次の事業を行います

 

。継続 一般・7款・1

 

 

項・2目
・商工業者の

 

経営基盤の支援のため

 

、滝沢市中小企業振興

 

資金及び県小規模小口

 

事    業    

 

主    体 資金の活

 

用、セーフティネット

 

保証の認定等。

企業振

 

興課 ・各種商工業者団

 

体の活用、中小企業団



平 画

 

単 位 事業所
標

指 融資新

 

規利用件数
35 35 3

 

5 35
標 値 単 位 件

投 計

考

年度別事業費 35,2

投

00 8,800 8,8

計

00 8,800 8,8

年

00
合

資 内 特定財源
画

度

指 訳 一般財源 35,2

別

00 8,800 8,8

事

00 8,800 8,8

平

業

00
<観光物産課から

費

事務移管>計
標 額 他団

2

体事業負担額

76,633 6

成

9,357 69,09

3

2 69,092 69,

1

092
合

資 内 特定財源

年

109,596 27,

度

399 27,399 2

～

7,399 27,39

平

9
画

指 訳 一般財源 16

成

7,037 41,95

成
3

8 41,693 41,

4

693 41,693
計

年

標 額 他団体事業負担額

度

（単位  千円）

（

基本施策の

単

達成（実現）に向けた

位

基本計画期間内の取り

 

組みと方針

・ICT関

 

連産業の集積地を目指

千

す本市として、滝沢市

3

円

IPUイノベーション

）

パークへの企業立地の

－

促進と、集積したIC

 

T関連企

業及び大学や

9

研究機関のポテンシャ

9

ルを活かし、IoT、

 

AIの活用による市内

－

商工業者の生産性向上に向けた支援を行います

。

・IT企業の誘致

1

を進め、盛岡広域都市圏におけるICT産業の拠点化を目指します。

・産業用地の拡大に向けた検討を進めます。

・市内商工業者の振興に関する仕組みの検討を行います。

・Society5.0に向けた、地域人材の育成

年

と産学官の研究開発を進めます。

基本計画期間内の取り組みと方針のうち、平成31年度の重点課題

・市内商工業者の振興に関する仕組みの検討を行います。

・地域ICTクラブの創設を目指します。

度

項  

項

     目 平成31

 

年度 平成32年度 平成

 

33年度 平成34年度

 

備       考
○

 

全体事業期間活 目 事業

 

所数（生産年齢人口1

 

千人
  平成21年度

 

～平成34年度当たり

実

目

） 45 45 45 45
動

平

単 位 事業所
標

指

標 値 単

成

位 ○特定財源
  滝沢

3

市中小企業振興資金預

1

託投 計 年度別事業費 2

年

70,687 67,6

度

41 67,682 67

平

,682 67,682

成

  金【その他】合
 

3

 資 内 特定財源 268

行

2

,000 67,000

年

67,000 67,0

度

00 67,000
  

平

画   指 訳 一般財源 2

成

,687 641 682

3

682 682
<観光物

3

産課から事務移管>計

年

標 額 他団体事業負担額

度 平

計

成

項  

3

     目 平成31

4

年度 平成32年度 平成

年

33年度 平成34年度

度

備       考
○

備

全体事業期間活 目 事業

 

所数（生産年齢人口1

 

千人
  昭和57年度

 

～平成34年度当たり

 

） 45 45 45 45
動



  

 

ています。商工会事業

 

を通じて中小

企業の経

 

営基盤を強化し、その

名

活力を最大限発揮させ

事

ることにより、雇用創

業

出や

税収拡大、地域経

の

済の活性化、市の商工

意

業施策への反映を期待

図

するものです。

継続区

や

分 会計・款・項・目 平

 

ね

成31年度の事業概要

ら

(1)経営改善普及事

い

業　継続 一般・7款・

（

1項・2目
・地域の小

成

規模事業者の経営の改

果

善発達を図るため、経

や

営指導、各種研修会の

効

開
事    業   

果

 主    体 催、情

）

報提供等を行います。

地

中

企業振興課 (2)地域

小

総合振興事業

【他団体

企

事業主体】 ・時代に即

業

した地域商工業の課題

振

、問題の解決を図る活

興

動を行います。

滝沢市

資

商工会 ・地域の活性化

金

のために、まちづくり

保

や地域資源活用の強化

証

を行います。

域

料

事  

補

     業    

給

   名 事業の意図や

費

ねらい（成果や効果）

補

イノベーションセンタ

助

ー等管理運営事 岩手県

事

立大学の特色を活かし

滝

、大学等との連携を目

沢

的とした企業立地を支

市

援し、

地域産業の振興

の

が

を図ります。
業

継続区

市

分 会計・款・項・目 平

内

成31年度の事業概要

商

・滝沢市ＩＰＵイノベ

工

ーションセンター入居

業

促進及びイノベーショ

者

ンパーク立地継続 一般

に

・7款・1項・2目
促

対

進のための活動を行い

し

ます。
事    業 

産

て

   主    体 ・

行

滝沢市ＩＰＵイノベー

う

ションセンター及びイ

滝

ノベーションパークの

沢

適正な管理

企業振興課

市

運営を行います。

【協

中

働事業】 ・新たなビジ

小

ネス、技術の創出によ

企

る雇用拡大のため、入

業

居企業への支援を行い

業

振

岩手県、公立大学法人

興

岩手県立大学 ます。

資金

事       業 

の

      名 事業の

融

意図やねらい（成果や

通

効果）

イノベーション

を

センター窓口対応嘱託

円

ＩＰＵイノベーション

滑

センターの窓口対応や

が

に

施設管理の補助などを

す

行うことによ

り、適正

る

な施設運営を行います

た

。
員設置事業

継続区分

め

会計・款・項・目 平成

、

31年度の事業概要
イ

当

ノベーションセンター

該

の適正な管理を行い、

資

サービス向上を図りま

金

す。継続 一般・7款・

よ

に

1項・2目

事    

係

業    主    

る

体
企業振興課

【滝沢市

保

主体】

証料補給を行

り

うことにより経営基盤

政 活

の弱い中小企業の円
業

性

滑な資金調達及び経営

化

を支援し、中小企業の

し

振興を図ります。

（義

、

務的事業）

継続区分 会

次

計・款・項・目 平成3

代

1年度の事業概要
・滝

を

沢市中小企業振興資金

見

を活用する中小企業者

据

に対し、市が融資金額

策 え

にかかる継続 一般・7

た

款・1項・2目
保証料

挑

について、年に1回補

戦

給を行います。
事  

を

  業    主  

続

  体 （現行の保証料

け

率は、0.45％～1

る

.7％の9段階となっ

ま

ており、段階に応じて

ち

0.35％

企業振興課

　
 

～1.4％補給を行っ

基

ています）

【滝沢市主

本

体】 ・岩手県小規模小

施

口資金を活用する中小

策

企業者に対し、市が融

　

資金額に係る保証

料に

０

ついて、年に1回補給

２

を行います。

 

事  

 

     業    

　
 

   名 事業の意図や

Ｉ

ねらい（成果や効果）

Ｃ

企業誘致事業 市内にお

Ｔ

ける雇用の場の確保及

関

び産業振興を図るため

連

に、県外企業・市外企

企

業等

の誘致を行います

業

。また、市内企業の工

集

場拡充などの支援や新

積

規事業取組み等へ

の支

　
と

援により、安定した雇

産

用の確保を図ります。

学

継続区分 会計・款・項

官

・目 平成31年度の事

連

業概要
岩手県、岩手県

携

立大学及び産業支援機

の

関とのネットワーク等

推

を活用し、滝沢市内継

進

続 一般・7款・1項・

－

2目
の産業用地の検討

０

 

及び企業誘致活動を行

1

い、また、既存企業の

0

事業拡充等への支
事 

0

   業    主 

 

   体 援も行ないま

－

す。また、企業からの情報収集を強化するため、産業振興アドバイ

企業振興課 ザーを設置し、産学官連携を手法

３

とした企業高度化、企業誘致を促進します。

【滝沢市主体】 （岩手ネットワークシステム会費10千円、ＥＴロボコン東北地区大会開催負担金

90千円、盛

事

岡広域地域活性化協議

 

会負担金291千円）

 

 

 

事       業

 

       名 事業

 

の意図やねらい（成果

 

や効果）

滝沢市商工会

 

補助事業 商工会は法に

業

基づく地域総合経済団

 

体であり、地域商工業

 

者の経営改善指導、地

 

域経済振興、社会福祉

 

増進など幅広く活動し



平 画

 

458 20,458 2

 

0,458
  料【そ

 

の他】、滝沢市IPU

 

ｲﾉﾍ合
  ﾞｰｼｮ

 

ﾝｾﾝﾀｰ電気水道使

 

用料【資 内 特定財源 8

 

2,202 20,82

考

8 20,458 20,

○

458 20,458
 

全

 その他】、行政財産

平

体

目的外使画   用料【

事

その他】指 訳 一般財源

業

1 1
計

標 額 他団体事業

期

負担額

間活 目

項       目 平

市

成31年度 平成32年

融

度 平成33年度 平成3

資

4年度 備      

成

利

 考
○全体事業期間活

用

目 嘱託員数
  平成2

件

7年度～平成34年度

数

1 1 1 1
動 単 位 人

標
指

 

標 値 単 位 ○特定財源
 

 

 滝沢市IPUイノベ

昭

ーションセ投 計 年度別

和

事業費 8,143 2,

5

029 2,038 2,

8

038 2,038
  

3

年

ンター使用料【その他

度

】合
  資 内 特定財源

～

8,143 2,029

平

2,038 2,038

成

2,038
  画   

3

指 訳 一般財源
計

標 額 他

4

団体事業負担額

年度5

1

0 50 50 50
動 単 位

年

件
標

指 保証料補給実績

度

5,000 5,000

～

5,000 5,000

平

標 値 単 位 千円 ○特定財

成

源
  中小企業振興資

成
3

金保証料返戻投 計 年度

4

別事業費 24,000

年

6,000 6,000

度

6,000 6,000

（

  金【その他】合
 

単

 資 内 特定財源 4 1 1

位

1 1
  画   指 訳 一

 

般財源 23,996 5

 

,999 5,999 5

千

,999 5,999
<

3

円

観光物産課から事務移

）

管>計
標 額 他団体事業

－

負担額

 10

項       目 平

1

成31年度 平成32年

 

度 平成33年度 平成3

－

4年度 備       考
○全体事業期間活

1

目 誘致企業数
  平成8年度～平成34年度3 3 3 3

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  滝沢市ＩＰＵイノベーション投 計 年度別事業費 14,496 3,624 3,624 3,624 3,624
  センター使用料【その

年

他】合
  資 内 特定財源 14,496 3,624 3,624 3,624 3,624
  画   指 訳 一般財源 <統合事業>計 「経済振興連携事業」を統合標 額 他団体事業負担額

度

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 市内事業

項

主の商工会加入率
  

 

平成30年度～平成3

 

4年度57 57 57 5

 

7
動 単 位 ％

標
指

標 値 単

実

 

位

投 計 年度別事業費 4

 

7,286 11,94

 

3 11,781 11,

 

781 11,781
合

目

資 内 特定財源
画

指 訳 一

平

般財源 47,286 1

成

1,943 11,78

3

1 11,781 11,

1

781
<観光物産課か

年

ら事務移管>計
標 額 他

行

度

団体事業負担額

平成3

項     

2

  目 平成31年度 平

年

成32年度 平成33年

度

度 平成34年度 備  

平

     考
○全体事

成

業期間活 目 岩手県立大

3

学周辺への企業立地
 

計

3

 平成21年度～平成

年

34年度件数（ｲﾉﾍ

度

ﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ含

平

む） 23 23 23 24

成

動 単 位 社
標

指

標 値 単 位

3

○特定財源
  滝沢市

4

IPUｲﾉﾍﾞｰｼｮ

年

ﾝｾﾝﾀｰ使用投 計 年

度

度別事業費 82,20

備

3 20,829 20,



  

 

   業    主 

 

   体
企業振興課

【

 

滝沢市主体】

名

事  

事

     業    

業

   名 事業の意図や

の

ねらい（成果や効果）

意

滝沢市工場等設置奨励

図

事業 滝沢市工場等設置

や

奨励条例に基づく各種

 

ね

優遇措置を講ずること

ら

により、誘致企業

の立

い

地に係る経費負担の軽

（

減を図り、イノベーシ

成

ョンパークなど市内適

果

地への企

業立地を促進

や

します。

継続区分 会計

効

・款・項・目 平成31

果

年度の事業概要
市内に

）

立地または拡充した企

地

地

業からの申請に対して

域

滝沢市工場等設置奨励

人

条例に継続 一般・7款

材

・1項・2目
基づき奨

育

励金等の優遇措置を実

成

施します。
事    

の

業    主    

た

体 （利子補給金、雇用

め

奨励金）

企業振興課

【

の

滝沢市主体】

域

事

事  

業

     業    

市

   名 事業の意図や

内

ねらい（成果や効果）

企

滝沢市企業立地補助事

業

業 滝沢市企業立地補助

へ

金交付要綱に基づく各

の

種優遇措置を講ずるこ

就

とで、誘致企業

の立地

職

に係る経費負担の軽減

の

支

を図り、イノベーショ

援

ンパークなど市内適地

や

への企

業立地を促進し

起

ます。

継続区分 会計・

業

款・項・目 平成31年

支

度の事業概要
市内に立

援

地した企業からの申請

を

に対して、滝沢市企業

は

立地補助金交付要綱に

じ

基づ継続 一般・7款・

産

め

1項・2目
き立地企業

、

に対し補助金を交付し

雇

ます。
事    業 

用

   主    体
企

拡

業振興課

【滝沢市主体

大

】

のための

業

若者から社会人の

人材

が

育成を中心に実施する

よ

ことで地域内への人材

り

定着やＵＩターン人材

政 活

の雇用拡

大及び起業を

性

促進することを目的と

化

します。

（重点事業）

し

継続区分 会計・款・項

、

・目 平成31年度の事

次

業概要
市内企業への就

代

職支援や起業支援を対

を

象にしたセミナーや雇

見

用拡大のための若者継

据

続 一般・7款・1項・

策 え

2目
から社会人の人材

た

育成を目的にしたセミ

挑

ナーの実施、企業の経

戦

営基盤強化、競争
事 

を

   業    主 

続

   体 力向上のため

け

産学金官連携を推進す

る

る事業を実施すること

ま

で、市内企業の雇用確

ち

企業振興課 保、創業支

　
 

援による起業、既存企

基

業と誘致企業との連携

本

を支援し産業の集積と

施

産

【協働事業】 学官連

策

携の推進を図ります。

　

また、地域特性を生か

０

した情報通信産業を担

２

う人材

商工会、岩手県

 

立大学等の高等教育機

 

関 育成を支援する事で

　
 

情報通信産業の集積を

Ｉ

図ります。

Ｃ

事   

Ｔ

    業     

関

  名 事業の意図やね

連

らい（成果や効果）

産

企

学官共同研究事業 既存

業

企業と大学等との連携

集

強化を促進するため、

積

共同研究に対して支援

　
と

を行いま

す。これによ

産

り、地域課題の解決と

学

既存企業の基盤強化、

官

さらに大学等との連携

連

の強化、更には企業の

携

新たな技術等の開発を

の

図ります。

継続区分 会

推

計・款・項・目 平成3

進

1年度の事業概要
・産

－

学官共同研究事業の実

０

 

施継続 一般・7款・1

1

項・2目
・大学等と企

0

業の共同研究事業　1

2

,000千円（2件）

 

事    業    

－

主    体
企業振興課

【協働事業】

企業

事       業       名 事業の

３

意図やねらい（成果や効果）

地域ＩＣＴ活用事業 ＩＣＴ（情報通信技術）の利活用・導入促進のセミナー等の機会を提供すること

により、付加価値の高いサ

事

ービス創出や企業の生

 

産性向上と新たな価値

 

の創出を

推進すること

 

 

を目的とします。

継続

 

区分 会計・款・項・目

 

平成31年度の事業概

 

要
・ＩＣＴ・ＩｏＴの

 

利活用・導入促進に関

業

するセミナーの開催継

 

続 一般・7款・1項・

 

2目
・スマートフォン

 

向けの滝沢市アプリの

 

適正な管理の実施
事 



平 画

  

項    

 

   目 平成31年度

 

平成32年度 平成33

 

年度 平成34年度 備 

 

      考
○全体

 

事業期間活 目 誘致企業

考

数（企業誘致事業目標

○

  平成8年度～平成

全

34年度と同じに設定

平

体

） 3 3 3 3
動 単 位 件

標

事

指

標 値 単 位 ○特定財源

業

  企業立地促進奨励

期

事業費補助投 計 年度別

間

事業費   金【県】（

活

1/2）合
  資 内 特

目

定財源   画   指 訳

産

一般財源 <ゼロ予算事

学

業>計
標 額 他団体事業

官

負担額

成

交流事業の実施（累計

3

）
  平成26年度～

1

平成34年度22 24

年

26 28
動 単 位 回

標
指

度

標 値 単 位 ○特定財源
 

～

 滝沢市ＩＰＵイノベ

平

ーション投 計 年度別事

成

業費 34,144 9,

成
3

536 7,536 7,

4

536 9,536
  

年

センター使用料【その

度

他】合
  資 内 特定財

（

源 14,144 3,5

単

36 3,536 3,5

位

36 3,536
  画

 

  指 訳 一般財源 20

 

,000 6,000 4

千

,000 4,000 6

3

円

,000
<統合事業>

）

「起業機会創出支援計

－

事業」を統合標 額 他団

 

体事業負担額

103

項      

 

 目 平成31年度 平成

－

32年度 平成33年度 平成34年度 備   

1

    考
○全体事業期間活 目 共同研究数
  平成22年度～平成34年度2 2 2 2

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  滝沢市IPUイノベーションセ投 計 年度別事業費 4,000 1,000 1,000 1,000 1,0

年

00
  ンター使用料【その他】合
  資 内 特定財源 4,000 1,000 1,000 1,000 1,000
  画   指 訳 一般財源

計
標 額 他団体事業負担額

項 

度

      目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 ＩＣＴ活用に関するセミ

項

ナー実
  平成31年

 

度～平成34年度績 1

 

0 12 14 16
動 単 位

 

件
標

指

標 値 単 位 ○特定

実

 

財源
  滝沢市IPU

 

イノベーションセ投 計

 

年度別事業費 8,08

 

6 2,035 2,01

目

7 2,017 2,01

平

7
  ンター使用料【

成

その他】合
  資 内 特

3

定財源 8,086 2,

1

035 2,017 2,

年

017 2,017
  

行

度

画   指 訳 一般財源
計

平

標 額 他団体事業負担額

成32

項  

年

     目 平成31

度

年度 平成32年度 平成

平

33年度 平成34年度

成

備       考
○

3

全体事業期間活 目 誘致

計

3

企業数（企業誘致事業

年

目標
  平成7年度～

度

平成34年度と同じに

平

設定） 3 3 3 3
動 単 位

成

件
標

指

標 値 単 位

投 計 年

3

度別事業費
合

資 内 特定

4

財源
画

指 訳 一般財源 <

年

ゼロ予算事業>計
標 額

度

他団体事業負担額

備



  

 

子補給補助事業 農業近

 

代化資金の融通をより

 

円滑にするため、融資

名

機関が貸し付けた農業

事

近代化

資金に係る利子

業

補給を市が行うことに

の

より、農業者等の資本

意

装備の高度化を図り

、

図

農業経営の近代化に資

や

することができます。

 

ね

（義務的事業）

継続区

ら

分 会計・款・項・目 平

い

成31年度の事業概要

（

農業者等の資本装備の

成

高度化及び農業経営の

果

近代化に資するため、

や

融資機関が貸継続 一般

効

・6款・1項・3目
し

果

付けた農業近代化資金

）

に係る利子補給を市が

地

産

行います。
事    

業

業    主    

集

体
農林課

【滝沢市主体

積

】

・振興計画事

域

業 地域の特色を活かし

の

た産業の集積を図り、

産

特色ある地域産業の振

業

興、雇用確保を

含めた

が

地域産業の振興を図り

よ

ます。

継続区分 会計・

り

款・項・目 平成31年

政 活

度の事業概要
・滝沢市

性

IPUイノベーション

化

パークの活性化の検討

し

継続 一般
・市内産業立

、

地適地の検討
事   

次

 業    主   

代

 体 ・市内商工業振興

を

に係る仕組みの検討

企

見

業振興課

【協働事業】

据

滝沢市商工会

策 え

小         

た

          

挑

          

戦

計

 政策　　　０３ 

を

  地域の産業がより

続

活性化し、次代を見据

け

えた挑戦を続けるまち

る

 基本施策　０３  

ま

 農林業の振興と担い

ち

手の支援

　
 

基本施策が４年間で

基

めざす姿

農業従事者の

本

高齢化・就業人口の減

施

少や農産物価格の低迷

策

、資材の高騰などに加

　

え、ＴＰＰ１１の発効

０

など農業を取り巻く

環

２

境は厳しさを増してい

 

ます。こうしたなか、

 

滝沢ブランドの創出や

　
 

農地集積の推進、畜産

Ｉ

の振興等により、次代

Ｃ

の担い手

の育成に努め

Ｔ

ます。また、農地や森

関

林の持つ多面的機能の

連

発揮は、広く一般市民

企

の方々にも寄与してい

業

ることから多面的機

能

集

支払交付金などの日本

積

型直接支払の実施や森

　
と

林環境譲与税の活用に

産

より、農地や森林の適

学

正な管理をめざします

官

。また、

産直施設のネ

連

ットワーク化や食育と

携

連携し、食の安全・安

の

心を基本に地産地消を

推

推進し、持続可能な農

進

林業を育成します。

基

－

本施策目標の進捗状況

０

 

分析

農業後継者が減少

1

する一方で、転職や離

0

職等により就農へと移

4

行するのも少なくない

 

状況です。就農者は、

－

栽培技術の習得

や生産性の向上により農地の有効活用を図り、また農地集積により耕作放棄地の増加を食い止め

３

ることができます。また、

地域を担う認定農業者の育成については、農業経営指導マネージャーを中心に育成・指導しており、その成果があらわれて

います

事

。集落営農組織につい

 

ては、地域資源（農地

 

、水路、農道等）のも

 

 

つ多面的機能の維持、

 

管理の地域活動を図る

 

上で

も必要なことから

 

、組織化を図っていく

 

必要があります。

業

事

 

       業  

 

     名 事業の意

 

図やねらい（成果や効

 

果）

農業近代化資金利



平 画

 

の明確化や直接支払制

 

度への取組を推進しま

 

す。林業については、

 

森林

環境譲与税による

 

森林所有者の意向確認

 

や民有林整備の推進、

 

森林保護のため松くい

考

虫などの病害虫対策の

○

推進を進めます

。農産

全

については、産直等と

平

体

の連携による地産地消

事

の推進、産直施設の連

業

携体制の構築、生産拡

期

大への取り組み推進し

間

、ま

たブランド化の構

活

築を検討を行います。

目 事業

項  

所

     目 平成31

成

数

年度 平成32年度 平成

（

33年度 平成34年度

生

備       考
○

産

全体事業期間活 目 概ね

年

5年以内に個々の計画

齢

を達
  昭和37年度

人

～平成34年度成でき

口

た農業者の割合 100

1

100 100 100
動

千

単 位 ％
標

指

標 値 単 位

投

3

人

計 年度別事業費 806

 

272 196 169 1

 

69
合

資 内 特定財源
画

平

指 訳 一般財源 806 2

成

72 196 169 16

2

9
計

標 額 他団体事業負

1

担額

年度～

1

平成34年度当たり）

年

45 45 45 45
動 単

度

位 事業所
標

指

標 値 単 位

～

投 計 年度別事業費
合

資

平

内 特定財源
画

指 訳 一般

成

財源 <調査事業><名

成
3

称変更事業>「岩計 手

4

県立大学周辺産業集積

年

整備事標 額 他団体事業

度

負担額
業」から名称変

（

更

単位

項    

 

   目 平成31年度

 

平成32年度 平成33

千

年度 平成34年度 備 

3

円

      考

投 計 年

）

度別事業費 528,2

－

45 133,437 1

 

30,936 130,

1

936 132,936

0

合
資 内 特定財源 399

5

,075 100,05

 

3 99,674 99,

－

674 99,674
画

指 訳 一般財源 129,

1

170 33,384 31,262 31,262 33,262
計

標 額 他団体事業負担額

（単位  千円）

基本施策の達成（実現）に向けた基本計画期間内の取り組みと方針

・農業の担い手育成については地域農

年

業マスタープラン（人・農地プラン）を基本とし、農地中間管理事業を活用し担い手

への農地集積を進めます。また、岩洞水路の改修や生産施設などの基盤整備の推進、また多面的機能支払交付金への取り組

みを推進すると

度

ともに、相の沢牧野、通年預託施設を活用した酪農・肉用牛など畜産振興を図ることで、次代の担い手の経

営基盤を強化し持続可能な

項

農業経営体を育成しま

 

す。

・林業振興につい

 

ては林産物の供給や水

 

源かん養のほか、保健

実

 

レクリエーション機能

 

、二酸化炭素の吸収に

 

よる地球温暖化

防止機

 

能や森林生物の多様性

目

などの多面的機能の発

平

揮を確保していけるよ

成

う、森林環境譲与税等

3

を活用した森林の整備

1

や松

くい虫被害対策を

年

推進します。

・産直等

行

度

との連携による地産地

平

消の推進については、

成

学校給食への供給など

3

のほか、ＩＣＴを活用

2

した産直のサービス向

年

上

や農商工連携・異業

度

種連携による６次産業

平

化、ブランド化などの

成

付加価値を高め、各産

3

直施設やたきざわキッ

計

3

チンの活用に

よる農産

年

物の生産拡大と地産地

度

消の拡大により生産者

平

が生き生きと働けるよ

成

う推進します。

基本計

3

画期間内の取り組みと

4

方針のうち、平成31

年

年度の重点課題

農政は

度

農業基盤整備、施設整

備

備等の推進及び担い手



  

業

主    体 ・水田農

の

業者へ生産数量目標目

意

安の情報等の提供

農林

図

課

【滝沢市主体】

や

事

ね

       業  

ら

     名 事業の意

い

図やねらい（成果や効

（

果）

農畜産物価格安定

成

事業 生産者が、農協・

 

果

全農岩手県本部を通じ

や

て出荷した青果物等の

効

価格が異常に低落

した

果

場合に、補給金を交付

）

することによって、生

農

産者の経営に及ぼす影

業

響を緩和

するとともに

経

、青果物等の安定的な

営

生産振興及び需要調整

基

を行い、青果物等の生

地

盤

（義務的事業） 産と価

強

格の安定を図ります。

化

継続区分 会計・款・項

資

・目 平成31年度の事

金

業概要
(1)青果物等

利

価格安定事業継続 一般

子

・6款・1項・3目
・

補

指定野菜価格安定対策

給

事業（指定野菜事業）

補

事    業    

域

助

主    体 ・特定野

事

菜等供給産地育成価格

融

差補給事業（特定野菜

資

等育成事業）

農林課 ・

機

県単青果物等価格安定

関

事業（県単青果物等事

が

業）

【他団体事業主体

農

】 (2)ブロイラー価

業

格安定対策事業（ブロ

者

イラー価格安定基金補

の

に

填金）

（社）岩手県農

貸

畜産物価格安定基金協

し

会等 ※市支出金額等は

付

市場動向により変動

けた

事       業 

農

      名 事業の

業

意図やねらい（成果や

経

効果）

農業振興対策事

営

業 水田転作などの水田

産

基

農業を推進するための

盤

滝沢市農業再生協議会

強

の活動を支援し

ます。

化

（義務的事業）

継続区

資

分 会計・款・項・目 平

金

成31年度の事業概要

の

事業実施にあたり、協

融

議会へ補助金を支払い

通

ます。継続 一般・6款

を

・1項・3目
・滝沢市

業

よ

農業再生協議会補助金

り

　3,810千円
事 

円

   業    主 

滑

   体
農林課

【協働

に

事業】

滝沢市農業再生

す

協議会

るた

め、

が

市が農業者に当該資金

よ

に係る利子補給を行う

り

ことにより、農業者の

政 活

効率的か
業 つ安定的な

性

農業経営に資すること

化

ができます。

（義務的

し

事業）

継続区分 会計・

、

款・項・目 平成31年

次

度の事業概要
農業者の

代

効率的かつ安定的な農

を

業経営の実現を図るこ

見

とを目的に、融資機関

据

が農継続 一般・6款・

策 え

1項・3目
業者に対し

た

て行う農業経営基盤強

挑

化資金の融通をより円

戦

滑にするため、市が農

を

業
事    業   

続

 主    体 者に当

け

該資金に係る利子補給

る

を行います。

農林課

【

ま

滝沢市主体】

ち

事  

　
 

     業    

基

   名 事業の意図や

本

ねらい（成果や効果）

施

畜産環境保全特別支援

策

資金利子補給補 融資機

　

関が資金を畜産業経営

０

者等に貸し付けた場合

３

、市が当該融資機関に

 

対して

利子補給を行う

 

ことにより、家畜排せ

　
 

つ物の管理の適正化及

農

び利用の促進に関す
助

林

事業 る法律に基づく家

業

畜排せつ物の適正管理

の

等を促進します。

（義

振

務的事業）

継続区分 会

興

計・款・項・目 平成3

と

1年度の事業概要
家畜

担

排せつ物の管理の適正

い

化及び利用の促進に関

　
手

する法律に基づく家畜

の

排せつ物継続 一般・6

支

款・1項・3目
の適正

援

管理等を促進するため

－

、融資機関が資金を畜

 

産業経営者等に貸し付

1

けた場
事    業 

0

   主    体 合

6

、市が当該融資機関に

 

対して利子補給を行い

０

－

ます。

農林課

【滝沢市主体】

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

岩手の水田農業確立推進事業 市が（経営所得安定対策等推進事業実施要綱（平成27年４月９日

３

付け26経営第35

69号農林水産事務次官

事

依命通知）第２に定め

 

る地域農業再生協議会

 

（以下「地域

協議会」

 

という。）の構成員と

 

して事業を行う場合に

 

限る。）が行う、稲作

 

や転

作のビジョンを推

 

進する仕組みづくりを

 

業

支援します。

継続区分

 

会計・款・項・目 平成

 

31年度の事業概要
・

 

滝沢市が構成員である

 

滝沢市農業再生協議会

 

が行う、稲作や転作ビ

 

ジョンを推継続 一般・

 

6款・1項・3目
進す

名

る仕組みづくりの支援

事

事    業    



平 画

 

    目 平成31年

 

度 平成32年度 平成3

 

3年度 平成34年度 備

 

       考
○全

 

体事業期間活 目 需給調

 

整（平成30年度から

 

生産
  平成22年度

考

～平成34年度調整目

○

安） 51.8 51.8

全

51.8 51.8
動 単

平

体

位 ％
標

指

標 値 単 位 ○特

事

定財源
  直接支払推

業

進事業等助成金投 計 年

期

度別事業費 15,24

間

0 3,810 3,81

活

0 3,810 3,81

目

0
  【県】(10/

概

10)合
  資 内 特定

ね

財源 15,200 3,

5

800 3,800 3,

成

年

800 3,800
  

以

画   指 訳 一般財源 4

内

0 10 10 10 10
計

に

標 額 他団体事業負担額

個々の計画を

3

達
  平成7年度～平

1

成34年度成できた農

年

業者の割合 100 10

度

0 100 100
動 単 位

～

％
標

指

標 値 単 位 ○特定

平

財源
  農業経営基盤

成

強化資金利子補投 計 年

成
3

度別事業費 276 12

4

9 79 37 31
  給

年

費補助金合
  【県】

度

（1/2以内）資 内 特

（

定財源 136 64 39

単

18 15
  画   指

位

訳 一般財源 140 65

 

40 19 16
計

標 額 他

 

団体事業負担額

千

3

円）

項     

－

  目 平成31年度 平

 

成32年度 平成33年

1

度 平成34年度 備  

0

     考
○全体事

7

業期間活 目 資金融資を

 

受けた農業者への利
 

－

 平成13年度～平成32年度子補給割合 1

1

00 100 0 0
動 単 位 ％

標
指

標 値 単 位 ○特定財源
  畜産環境保全特別支援資金利投 計 年度別事業費 5 3 2
  子補給費補助金合
  【県】（1/2以内）資 内 特定財源 2 1 1
  画   指 訳 一般財源 3 2 1

計
標 額 他団体事

年

業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 主食用米生産数量
  平成16年度～平

度

成34年度3,706,000 3,706,000 3,706,000 3,706,000
動 単 位 ㎏

標
指

標 値 単 位 ○特定財源
  岩手

項

の水田農業確立推進事

 

業投 計 年度別事業費 6

 

01 148 151 15

 

1 151
  費補助金

実

 

合
  【県】（10/

 

10以内）資 内 特定財

 

源 597 147 150

 

150 150
  画  

目

 指 訳 一般財源 4 1 1

平

1 1
計

標 額 他団体事業

成

負担額

31年

項       目 平

行

度

成31年度 平成32年

平

度 平成33年度 平成3

成

4年度 備      

3

 考
○全体事業期間活

2

目 農畜産物価格の異常

年

低落時にお
  平成2

度

9年度～平成34年度

平

ける負担金の支払い率

成

100 100 100 1

3

00
動 単 位 ％

標
指

標 値

計

3

単 位

投 計 年度別事業費

年

1,051 187 28

度

8 288 288
合

資 内

平

特定財源
画

指 訳 一般財

成

源 1,051 187 2

3

88 288 288
計

標

4

額 他団体事業負担額

年度 備

項   



  

業

た、農業経営指
事  

の

  業    主  

意

  体 導マネージャー

図

を設置することにより

や

、認定農業者の確保、

ね

育成活動を展開しま

農

ら

林課 す。

【滝沢市主体

い

】

（

事       

成

業       名 事

 

果

業の意図やねらい（成

や

果や効果）

認定農業者

効

協議会事業費補助事業

果

地域農業の中核である

）

認定農業者が組織する

グ

協議会に対し補助金を

リ

交付すること

で、研修

ー

会及び交流会等による

ン

学習及び情報交換等の

・

実施、相互に研鑽しあ

地

ツ

う仲

間づくり並びに農

ー

業経営改善支援センタ

リ

ーを中心とした関係機

ズ

関との連携を実現

し、

ム

個々の農業経営の安定

推

及び地域農業の振興に

進

寄与します。

継続区分

事

会計・款・項・目 平成

業

31年度の事業概要
滝

滝

沢市認定農業者協議会

域

沢

へ補助金を交付し、認

市

定農業者相互の研鑽及

の

び先進地事継続 一般・

実

6款・1項・3目
例の

情

研修、視察、農業施策

に

の学習会等、様々な活

即

動が実現されることに

し

より、地
事    業

て

    主    体

、

域農業の振興を図りま

の

グ

す。

農林課

【協働事業

リ

】

滝沢市認定農業者協

ー

議会

ン

事      

・

 業       名

ツ

事業の意図やねらい（

ー

成果や効果）

担い手支

リ

援育成補助事業 転作田

ズ

における小麦・大豆、

ム

および新規需要米（輸

産

を

出用米）の作付者に対

段

し、助

成金を交付する

階

ことにより作付け誘導

的

と所得向上につなげま

に

す。

継続区分 会計・款

推

・項・目 平成31年度

進

の事業概要
対象農業者

す

等の中で転作田での小

る

麦・大豆の作付面積に

た

対して10a当たり1

業

め

万円、継続 一般・6款

、

・1項・3目
輸出用米

必

の取組面積に対して1

要

0a当たり5千円をそ

な

れぞれ上限として助成

啓

します。
事    業

発

    主    体

普

農林課

【協働事業】

新

及

岩手農業協同組合

、

が

情報発信等の条件整備

よ

を関係機関・団体等が

り

一体となって実施し、

政 活

農

山漁村と都市の交流

性

等による農山漁村地域

化

の活性化に資すること

し

を目的としてい

ます。

、

継続区分 会計・款・項

次

・目 平成31年度の事

代

業概要
体験インストラ

を

クター等への各種研修

見

等の案内等をしていき

据

ます。また、市グリ継

策 え

続 一般・6款・1項・

た

3目
ーン・ツーリズム

挑

推進協議会設立に伴い

戦

、活動の質の向上に繋

を

がる情報交換会や
事 

続

   業    主 

け

   体 研修会を開催

る

します。

農林課

【協働

ま

事業】

市グリーン・ツ

ち

ーリズム推進協議会

　
 基

事       業 

本

      名 事業の

施

意図やねらい（成果や

策

効果）

農業担い手育成

　

対策事業 農業青年等の

０

担い手を対象として先

３

進地研修に派遣し、地

 

域農業の力強い後継者

 

として育成するほか、

　
 

岩手県立農業大学校に

農

係る後援会会費を負担

林

し、次代を担

う農業者

業

の確保及び育成に寄与

の

します。

継続区分 会計

振

・款・項・目 平成31

興

年度の事業概要
農業青

と

年等の担い手を対象に

担

、全国各地より様々な

い

経営体が参集する全国

　
手

農業担継続 一般・6款

の

・1項・3目
い手サミ

支

ット等の集会へ派遣す

援

ることで、地域農業の

－

力強い後継者として育

 

成す
事    業  

1

  主    体 るほ

0

か、岩手県立農業大学

8

校に係る後援会会費を

 

負担し、次代を担う農

０

－

業者の確

農林課 保及び育成を図ります。

【他団体事業主体】

岩手県立農業大学校後援会

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

農業経営指導マネージャー設置事業 滝

３

沢市農業を担う農業経営者の意向、農業経営

事

に関する基本的条件を

 

考慮し、農

業経営改善

 

計画の自主的な作成や

 

相互の連携、農用地の

 

利用集積等を図り、農

 

業

者等が行う地域農業

 

振興のための自主的な

 

努力を助長します。

継

 

業

続区分 会計・款・項・

 

目 平成31年度の事業

 

概要
主体的に取組む農

 

業者が作成する農業経

 

営改善計画を市が認定

 

し、生産方式及び継続

 

一般・6款・1項・3

 

目
経営管理の合理化、

名

農用地の利用集積等へ

事

の支援を行います。ま



平 画

 

,000 9,000 9

 

,000 9,000
合

 

資 内 特定財源
画

指 訳 一

 

般財源 36,000 9

 

,000 9,000 9

 

,000 9,000
計

 

標 額 他団体事業負担額

考
○全

平

体事業期間活 目 グリー

成

ン・ツーリズム旅行者

3

受
  平成10年度～

1

平成34年度入れ数 2

年

50 250 250 16

度

0
動 単 位 人

標
指

標 値 単

～

位

投 計 年度別事業費 9

平

6 24 24 24 24
合

成

資 内 特定財源
画

指 訳 一

成
3

般財源 96 24 24 2

4

4 24
計

標 額 他団体事

年

業負担額

度

（単

項       目

位

平成31年度 平成32

 

年度 平成33年度 平成

 

34年度 備     

千

  考
○全体事業期間

3

円

活 目 研修等派遣人数
 

）

 平成21年度～平成

－

34年度5 5 5 5
動 単

 

位 人
標

指

標 値 単 位 ○特

1

定財源
  市町村振興

0

交付金【その他】投 計

9

年度別事業費 1,99

 

3 373 540 540

－

540
  合
  資 内 特定財源 1,850 3

1

50 500 500 500
  画   指 訳 一般財源 143 23 40 40 40

計
標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成

年

34年度 備       考
○全体事業期間活 目 認定農業者数
  平成7年度～平成34年度185 180 180 180

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 8,865 2,157 2,236 2,236 2,236
合

資 内

度

特定財源
画

指 訳 一般財源 8,865 2,157 2,236 2,236 2,236
計

標 額 他団体事業負担額

項 

項     

 

  目 平成31年度 平

 

成32年度 平成33年

実

 

度 平成34年度 備  

 

     考
○全体事

 

業期間活 目 協議会会員

 

数（認定農業者数）
 

目

 平成9年度～平成3

平

4年度185 180 1

成

80 180
動 単 位 人

標

3

指

標 値 単 位

投 計 年度別

1

事業費 2,000 50

年

0 500 500 500

行

度

合
資 内 特定財源

画
指 訳

平

一般財源 2,000 5

成

00 500 500 50

3

0
計

標 額 他団体事業負

2

担額

年度

項

平

       目 平成

成

31年度 平成32年度

3

平成33年度 平成34

計

3

年度 備       

年

考
○全体事業期間活 目

度

小麦・大豆の作付け面

平

積、新規
  平成16

成

年度～平成34年度需

3

要米（輸出用米）取組

4

面積 116 116 11

年

6 116
動 単 位 ha

標

度

指

標 値 単 位

投 計 年度別

備

事業費 36,000 9



  

業

体】

事業申請各農業団

の

体

意

事       

図

業       名 事

や

業の意図やねらい（成

ね

果や効果）

災害に強い

ら

果樹経営支援補助事業

い

防風対策施設等整備へ

（

の補助を行うことによ

成

り、台風等による被害

 

果

抑止、園地界

に植付さ

や

れている防風林の倒木

効

や民家への枝飛び等の

果

防止、農薬散布時の飛

）

散防

止を図ることで、

農

農産物の安定した生産

業

や供給体制の構築及び

振

経営の向上を図り

ます

興

。

継続区分 会計・款・

地

項・目 平成31年度の

地

域

事業概要
果樹共同防除

整

組合を事業実施主体と

備

し、予算の範囲内で、

促

防風ネット整備事業費

進

継続 一般・6款・1項

事

・3目
・支柱強化等整

業

備費用（台風被害を減

食

少するため）の半額を

料

補助。防風ネットに
事

の

    業    主

域

安

    体 ついては基

定

本的に新規整備を優先

供

としますが、現在設置

給

されているネットの機

及

能

農林課 向上であれば

び

、対象とします。

【協

生

働事業】 ・補助率：総

産

事業費の市1/2以内

性

・残りについては受益

の

者負担

市内各果樹共同

の

高

防除組合

い

事    

農

   業      

業

 名 事業の意図やねら

経

い（成果や効果）

農産

営

物地域ブランド化推進

の

事業 ６次産業化、農商

育

工連携、地産地消や地

成

域ブランド化の推進を

を

目指し、市内で生

産さ

産

基

れる農産物の中から滝

本

沢ブランド品開発、育

的

成支援、宣伝活動を行

な

うことに

より、滝沢産

目

農産物の付加価値を高

標

め、併せて農業所得の

と

向上を図ります。

継続

し

区分 会計・款・項・目

、

平成31年度の事業概

優

要
・滝沢ブランド品Ｐ

業

良

Ｒのため、販売促進用

農

資材を購入します。継

地

続 一般・6款・1項・

を

3目
・滝沢市特産品の

確

各種ＰＲを実施し、滝

保

沢ブランドを確立させ

し

ます。
事    業 

つ

   主    体 ・

つ

滝沢ブランド品開発の

地

ため、加工品等開発に

が

域

係る各種支援を行いま

の

す。

農林課 ・イベント

実

等の開催による地産地

情

消の啓発活動を行いま

を

す。

【滝沢市主体】

考慮し、農

よ

業上の土地利用と非農

り

業的土地利用との調

整

政 活

に留意して行なうもの

性

であり、農業近代化の

化

条件を備えた農用地区

し

域を保全・

形成し、農

、

業に関する投資を計画

次

的に推進します。

継続

代

区分 会計・款・項・目

を

平成31年度の事業概

見

要
・個別農振除外案件

据

の検討継続 一般・6款

策 え

・1項・3目
・優良農

た

地の確保
事    業

挑

    主    体

戦

農林課

【滝沢市主体】

を続

事       業

け

       名 事業

る

の意図やねらい（成果

ま

や効果）

中山間地域等

ち

直接支払交付金事業 中

　
 

山間地域等における耕

基

作放棄の発生を防止し

本

、農業・農村の有する

施

多面的機能

発揮の維持

策

・促進を図るため、多

　

面的機能発揮促進事業

０

に係る計画及び認定を

３

受

けた集落協定又は個

 

別協定に基づき農業生

 

産活動等を実施した農

　
 

業者等に対し交

付金を

農

交付し、自律的かつ持

林

続的な農業生産活動の

業

体制整備の強化を図り

の

ます。

継続区分 会計・

振

款・項・目 平成31年

興

度の事業概要
耕作放棄

と

地の増加等により多面

担

的機能の低下が特に懸

い

念されている中山間地

　
手

域等継続 一般・6款・

の

1項・3目
において、

支

担い手の育成等による

援

農業生産の維持を通じ

－

て多面的機能を確保す

 

る
事    業   

1

 主    体 ことを

1

目的に、要件に合致す

0

る農業生産活動を行う

 

農業者等に対し、交付

０

－

金を交

農林課 付します。

【他団体事業主体】

姥屋敷集落

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

農業生産管理用機械整備補助事業 農作物の生産振興を目指し、団体で

３

行う農業とその規模拡大時等に必要となる生

事

産管理用機械導入経費

 

の補助を行うことによ

 

り、農業者の経営効率

 

化・拡大を図

ります。

 

継続区分 会計・款・項

 

・目 平成31年度の事

 

業概要
過去の機器導入

 

実績等を検証したうえ

 

業

で、滝沢農業振興地域

 

整備計画に基づき、継

 

続 一般・6款・1項・

 

3目
県単補助事業との

 

調整を図りながら、事

 

業の継続・縮小・拡大

 

の方向性を検討し
事 

 

   業    主 

名

   体 ていきます。

事

農林課

【他団体事業主



平 画

 

事業期間活 目 イベント

 

等での宣伝活動回数
 

 

 平成29年度～平成

 

34年度10 10 10

 

10
動 単 位 回

標
指

標 値

 

単 位 ○特定財源
  市

 

町村振興交付金【その

考

他】投 計 年度別事業費

○

15,806 3,80

全

6 4,000 4,00

平

体

0 4,000
  合
 

事

 資 内 特定財源 8,2

業

97 2,297 2,0

期

00 2,000 2,0

間

00
  画   指 訳 一

活

般財源 7,509 1,

目

509 2,000 2,

農

000 2,000
計

標

振

額 他団体事業負担額

地

成

域内優良農地率
  昭

3

和47年度～平成34

1

年度50.8 50.8

年

50.8 50.8
動 単

度

位 ％
標

指

標 値 単 位

投 計

～

年度別事業費 3,51

平

7 37 40 40 3,4

成

00
合

資 内 特定財源
画

成
3

指 訳 一般財源 3,51

4

7 37 40 40 3,4

年

00
計

標 額 他団体事業

度

負担額

（単位

項       目 平

 

成31年度 平成32年

 

度 平成33年度 平成3

千

4年度 備      

3

円

 考
○全体事業期間活

）

目 交付金交付対象区域

－

内における
  平成1

 

3年度～平成36年度

1

耕作面積 74,346

1

74,346 74,3

1

46 74,346
動 単

 

位 ㎡
標

指

標 値 単 位 ○特

－

定財源
  中山間地域等直接支払交付金投 計

1

年度別事業費 6,248 1,562 1,562 1,562 1,562
  【県】（2/3以内）合
  資 内 特定財源 4,160 1,040 1,040 1,040 1,040
  画   指 訳 一般財源 2,088 522 522 5

年

22 522
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 農業団体等か

度

ら申請のあった補
  平成20年度～平成34年度助対象事業に対する事業実施数 2 2 2 2

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 6

項

,004 1,504 1

 

,500 1,500 1

 

,500
合

資 内 特定財

 

源
画

指 訳 一般財源 6,

実

 

004 1,504 1,

 

500 1,500 1,

 

500
計

標 額 他団体事

 

業負担額

目 平成

項       目

3

平成31年度 平成32

1

年度 平成33年度 平成

年

34年度 備     

行

度

  考
○全体事業期間

平

活 目 申請件数
  平成

成

22年度～平成34年

3

度2 2 2 2
動 単 位 件

標

2

指

標 値 単 位

投 計 年度別

年

事業費 4,030 1,

度

030 1,000 1,

平

000 1,000
合

資

成

内 特定財源
画

指 訳 一般

3

財源 4,030 1,0

計

3

30 1,000 1,0

年

00 1,000
計

標 額

度

他団体事業負担額

平成3

項    

4

   目 平成31年度

年

平成32年度 平成33

度

年度 平成34年度 備 

備

      考
○全体



  

業

中心とする地域ぐるみ

の

農業の推進により、収

意

益性・効率の高い地域

図

農業の確立を

目指しま

や

す。

継続区分 会計・款

ね

・項・目 平成31年度

ら

の事業概要
事業主体の

い

農業協同組合等を通じ

（

て、農業者（組合）に

成

対し、農業機器・農業

 

果

用継続 一般・6款・1

や

項・3目
施設等を県1

効

/3・市1/6の補助

果

率で導入経費に補助を

）

行い、農業経営基盤の

環

確立、
事    業 

境

   主    体 強

保

化・地元農業者による

全

「地域ぐるみ農業」の

型

具現化を目指します。

地

農

農機具・農

農林課 業施

業

設は非常に即効性のあ

直

る機器・施設であり、

接

事業目的を即効的に実

支

現してい

【他団体事業

払

主体】 きます。過去の

交

同類事業による導入機

付

器・施設台帳をもとに

金

効率的な事業申請の

新

事

岩手農業協同組合等 受

域

業

け付けを行うものとし

新

ます。

た

事     

な

  業       

食

名 事業の意図やねらい

料

（成果や効果）

多面的

・

機能支払事業 国土保全

農

、水源涵養、景観形成

業

等の多面的機能を有す

・

る農業・農村において

の

農

、多

面的機能の発揮の

村

ための地域活動や営農

基

の継続等に対して支援

本

を行い、多面的機

能が

計

今後とも適切に発揮さ

画

れるようにするととも

に

に、担い手の育成等構

基

造改革を

後押しします

づ

。

継続区分 会計・款・

き

項・目 平成31年度の

産

、

事業概要
農業の多面的

地

機能の維持・発揮のた

球

めの組織活動などに対

温

し、制度に基づき交付

暖

継続 一般・6款・1項

化

・3目
金を交付します

防

。
事    業   

止

 主    体
農林課

及

【滝沢市主体】

び

事 

業

生

      業   

物

    名 事業の意図

多

やねらい（成果や効果

様

）

農地中間管理事業 農

性

地の有効利用と農業の

保

効率化を進めるため、

全

地域農業の担い手等中

に

心経営体と

なる農業者

効

に対し、農地中間管理

果

事業を活用して農地の

が

の

集積・集約化を進めま

高

す

。

継続区分 会計・款

い

・項・目 平成31年度

営

の事業概要
農地所有者

農

や農地借受希望者に対

活

し、農地中間管理事業

動

の周知と誘引を行い、

の

農継続 一般・6款・1

普

項・3目
地の集積・集

及

約化を促進します。ま

よ

拡

た、制度に基づき、経

大

営転換協力金などの協

を

事    業    

図

主    体 力金を交

る

付します。

農林課

【滝

た

沢市主体】

め、農業

り

者等が地球温暖化防止

政 活

を目的

とした、農地土

性

壌への炭素貯留に効果

化

の高い営農活動や生物

し

多様性保全に効果の

高

、

い営農活動を取り組む

次

場合に、交付金を交付

代

することで支援を行い

を

ます。

継続区分 会計・

見

款・項・目 平成31年

据

度の事業概要
新たな食

策 え

料・農業・農村基本計

た

画に基づき、地球温暖

挑

化防止及び生物多様性

戦

保全継続 一般・6款・

を

1項・3目
に効果の高

続

い営農活動の普及拡大

け

を図るため、農業者等

る

が地球温暖化防止を目

ま

的
事    業   

ち

 主    体 とした

　
 

、農地土壌への炭素貯

基

留に効果の高い営農活

本

動や生物多様性保全に

施

効果の

農林課 高い営農

策

活動を取り組む場合に

　

、交付金を交付するこ

０

とで支援を行います。

３

【滝沢市主体】

 

事 

 

      業   

　
 

    名 事業の意図

農

やねらい（成果や効果

林

）

新規就農対策事業 次

業

世代を担う農業者とな

の

ることを志向する者に

振

対して、その就農直後

興

の経営確立

に資する農

と

業次世代人材投資資金

担

を交付することで、青

い

年の早期の経営安定及

　
手

び

就農の定着を図り、

の

持続可能な農業を実現

支

します。

継続区分 会計

援

・款・項・目 平成31

－

年度の事業概要
滝沢市

 

農業次世代人材投資資

1

金の新規申請者及び継

1

続申請者への農業次世

2

代人材継続 一般・6款

 

・1項・3目
投資資金

０

－

の交付に加え、申請者が作成した収支計画等に基づき、農業経営指導マ
事    業    主    体 ネージャーを中心に盛岡農業改良普及センター等の関係機関と連携し、営農指導

農林課 を行います。また、盛岡広域

３

振興局及び盛岡農業改良普及センター等関係

事

機関と

【滝沢市主体】

 

連携し、情報共有を図

 

りながら、新規就農者

 

の継続的確保に努めま

 

す。

 

事      

 

 業       名

 

事業の意図やねらい（

 

業

成果や効果）

いわて地

 

域農業マスタープラン

 

実践支 農業をめぐる情

 

勢が急激に変化してい

 

る中で、農業生産基盤

 

を確固たるものとす

る

 

ために、地域農業を担

 

う意欲ある担い手を育

名

成するとともに、これ

事

ら担い手を
援補助事業



平 画

 

00 1,000
動 単 位

 

ｈａ
標

指

標 値 単 位 ○特

 

定財源
  多面的機能

 

支払交付金投 計 年度別

 

事業費 78,024 1

 

6,524 18,50

 

0 20,500 22,

考

500
  【県】（7

○

5％）、地域整備特合

全

  別対策事業基金繰

平

体

入金【その資 内 特定財

事

源 66,959 15,

業

959 15,500 1

期

7,000 18,50

間

0
  他】画   指 訳

活

一般財源 11,065

目

565 3,000 3,

取

500 4,000
計

標

組

額 他団体事業負担額

を

成

行っ

項   

て

    目 平成31年

い

度 平成32年度 平成3

る

3年度 平成34年度 備

農

       考
○全

地

体事業期間活 目 農地中

の

間管理事業による農地

面

の
  平成26年度～

積

平成34年度貸借件数

3

 

5 5 5 5
動 単 位 件

標
指

 

標 値 単 位 ○特定財源
 

平

 機構集積協力金交付

成

事業補助投 計 年度別事

2

業費 12,821 3,

3

206 3,205 3,

年

205 3,205
  

度

金【県】（10/10

～

）合
  農地中間管理

平

事業収入【その資 内 特

1

成

定財源 11,760 2

3

,940 2,940 2

6

,940 2,940
 

年

 他】（10/10）

度

画   指 訳 一般財源 1

4

,061 266 265

2

265 265
計

標 額 他

0

団体事業負担額

42

年

0 420 420
動 単 位

度

ａ
標

指

標 値 単 位 ○特定

～

財源
  環境保全型農

平

業直接支払交付投 計 年

成

度別事業費 1,344

成
3

336 336 336 3

4

36
  金【県】（3

年

/4）合
  資 内 特定

度

財源 1,004 251

（

251 251 251
 

単

 画   指 訳 一般財源

位

340 85 85 85 8

 

5
計

標 額 他団体事業負

 

担額

千

3

円

項

）

       目 平成

－

31年度 平成32年度

 

平成33年度 平成34

1

年度 備       

1

考
○全体事業期間活 目

3

認定新規就農者数
  

 

平成25年度～平成3

－

4年度9 9 9 9
動 単 位 経営体

標
指

標 値 単 位 ○

1

特定財源
  いわてニューファーマー支援投 計 年度別事業費 72,512 16,997 18,505 18,505 18,505
  事業〔農業次世代人材投資資合
  金（経営開始型）〕【県】（資 内 特定財源 71,890

年

16,820 18,360 18,360 18,350
  10/10）画   指 訳 一般財源 622 177 145 145 155

計
標 額 他団体事業負担額

項     

度

  目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 単年度補助申請件数分の全件数
 

項

 平成25年度～平成

 

34年度の補助導入実

 

現 1 1 1 1
動 単 位 件

標

 

指

標 値 単 位 ○特定財源

実

 

  いわて地域農業マ

 

スタープラ投 計 年度別

 

事業費 16,000 4

 

,000 4,000 4

目

,000 4,000
 

平

 ン実践支援事業費補

成

助金合
  【県】（1

3

/3以内）資 内 特定財

1

源 10,664 2,6

年

66 2,666 2,6

行

度

66 2,666
  画

平

  指 訳 一般財源 5,

成

336 1,334 1,

3

334 1,334 1,

2

334
計

標 額 他団体事

年

業負担額 16,000

度

4,000 4,000

平

4,000 4,000

成3

計

3

項  

年

     目 平成31

度

年度 平成32年度 平成

平

33年度 平成34年度

成

備       考
○

3

全体事業期間活 目 多面

4

的機能発揮等のための

年

事業
  平成26年度

度

～平成36年度取組面

備

積 800 900 1,0



  

業

事 

の

      業   

意

    名 事業の意図

図

やねらい（成果や効果

や

）

畜産振興総合対策推

ね

進指導補助事業 畜産経

ら

営の合理化を図るため

い

、牛群検定を実施し、

（

優良乳用雌牛群の選抜

成

確保等

飼養改善を図り

 

果

、効率的で生産性の高

や

い畜産経営体を支援し

効

ます。

継続区分 会計・

果

款・項・目 平成31年

）

度の事業概要
岩手県畜

相

産振興総合対策推進指

の

導事業実施要領・要綱

沢

等に基づき実施される

牧

乳用継続 一般・6款・

野

1項・4目
牛群検定普

地

管

及定着化事業に対し補

理

助金を交付します。
事

事

    業    主

業

    体 ・畜産振興

畜

総合対策推進指導事業

産

費補助金347千円

農

農

林課

【他団体事業主体

家

】

岩手花平農協

が

事 

牧

      業   

域

野

    名 事業の意図

を

やねらい（成果や効果

活

）

畜産競争力強化整備

用

補助事業 畜産・酪農の

す

生産コストの軽減・飼

る

養規模の拡大を行い、

こ

畜産物の付加価値向上

と

や需要創出等を進める

に

ために生産基盤の整備

よ

を図ります。

継続区分

の

り

会計・款・項・目 平成

、

31年度の事業概要
牛

排

舎1棟新築継続 一般・

せ

6款・1項・4目

事 

つ

   業    主 

物

   体
農林課

【他団

処

体事業主体】

畜産クラ

理

スター協議会等

や飼

産

養管理に係る労働力な

業

ど経費の節減を図るこ

が

とができます。

継続区

よ

分 会計・款・項・目 平

り

成31年度の事業概要

政 活

・5月から10月は牛

性

・馬を対象に夏期放牧

化

を行います。継続 一般

し

・6款・1項・4目
・

、

11月から翌年度4月

次

は乳用牛（育成牛）を

代

対象に冬期預託施設で

を

舎飼を行いま
事   

見

 業    主   

据

 体 す。

農林課 ・放牧

策 え

地の草地更新を随時行

た

います。

【滝沢市主体

挑

】

戦

事       

を

業       名 事

続

業の意図やねらい（成

け

果や効果）

畜産共進会

る

事業 優良な家畜を一堂

ま

に集め審査を行い、家

ち

畜の改良増殖と飼養管

　
 

理技術の改善を促

進し

基

、畜産農家相互の研鑚

本

と意欲の向上を図り、

施

畜産振興に寄与します

策

。

継続区分 会計・款・

　

項・目 平成31年度の

０

事業概要
・滝沢・雫石

３

連合畜産共進会負担金

 

（7月頃開催）300

 

千円継続 一般・6款・

　
 

1項・4目
・岩手県畜

農

産共進会（8月下旬頃

林

開催）副賞交付
事  

業

  業    主  

の

  体 ・農用1才馬共

振

進会（10月頃開催）

興

副賞・賞状交付

農林課

と

・新岩手農協共励会副

担

賞交付

【協働事業】 ・

い

岩手花平農協共進会副

　
手

賞交付

新岩手農協・岩

の

中酪農協・岩手花平農

支

協 ・岩中酪農協共進会

援

副賞交付ほか

－

事  

 

     業    

1

   名 事業の意図や

1

ねらい（成果や効果）

4

畜産環境改善支援補助

 

事業 畜産を取り巻く諸

０

－

情勢の中、酪農ヘルパーの利用促進や初産牛出産時の危険回避

のための受精卵移植などを行い、効率的で生産性の高い経営体の育成とゆとりあ

る健全な経営の促進を図ります。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業

３

概要
畜産･酪農家の経営に対する必要な経費

事

に対して、総合的に補

 

助することにより継続

 

一般・6款・1項・4

 

目
、経営の安定化と維

 

持促進を図ります。
事

 

    業    主

 

    体 ・酪農経営

 

体質強化推進事業

農林

 

業

課 　　酪農ヘルパー利

 

用、生乳検査実施に伴

 

う助成

【他団体事業主

 

体】 ・肉用牛受精卵移

 

植事業

新岩手農協・岩

 

中酪農協・岩手花平農

 

協 　　受精卵移植によ

 

る肉用牛（黒毛和種）

名

の個体能力の高い母牛

事

生産に対する助



平 画

 

2年度 平成33年度 平

 

成34年度 備    

 

   考
○全体事業期

 

間活 目 酪農農家戸数
 

 

 平成27年度～平成

 

34年度60 60 60

 

60
動 単 位 戸

標
指

標 値

考

単 位 ○特定財源
  畜

○

産競争力強化整備事業

全

費補投 計 年度別事業費

平

体

106,857 16,

事

857 30,000 3

業

0,000 30,00

期

0
  助金【県】合
 

間

 資 内 特定財源 106

活

,857 16,857

目

30,000 30,0

家

00 30,000
  

畜

画   指 訳 一般財源
計

の

標 額 他団体事業負担額

成

放牧延べ頭数
  昭和

3

40年度～平成34年

1

度120,000 12

年

0,000 120,0

度

00 120,000
動

～

単 位 頭
標

指

標 値 単 位 ○

平

特定財源
  牧野使用

成

料【その他】投 計 年度

成
3

別事業費 252,41

4

3 63,413 63,

年

000 63,000 6

度

3,000
  牧草売

（

払収入【その他】合
 

単

 資 内 特定財源 161

位

,593 41,593

 

40,000 40,0

 

00 40,000
  

千

画   指 訳 一般財源 9

3

円

0,820 21,82

）

0 23,000 23,

－

000 23,000
計

 

標 額 他団体事業負担額

115

項  

 

     目 平成31

－

年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

1

備       考
○全体事業期間活 目 出品頭数
  平成16年度～平成34年度40 40 40 40

動 単 位 頭
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 1,412 353 353 353 353
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 1,412 3

年

53 353 353 353
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目

度

酪農ヘルパー利用回数
  平成5年度～平成34年度800 800 800 800

動 単 位 回
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 22,000

項

5,500 5,500

 

5,500 5,500

 

合
資 内 特定財源

画
指 訳

 

一般財源 22,000

実

 

5,500 5,500

 

5,500 5,500

 

計
標 額 他団体事業負担

 

額

目 平

項 

成

      目 平成3

3

1年度 平成32年度 平

1

成33年度 平成34年

年

度 備       考

行

度

○全体事業期間活 目 検

平

定参加農家数
  平成

成

18年度～平成34年

3

度21 21 21 20
動

2

単 位 戸
標

指

標 値 単 位 ○

年

特定財源
  岩手県畜

度

産振興総合対策推進投

平

計 年度別事業費 1,6

成

00 400 400 40

3

0 400
  指導事業

計

3

費補助金合
  【県】

年

資 内 特定財源 1,60

度

0 400 400 400

平

400
  画   指 訳

成

一般財源
計

標 額 他団体

3

事業負担額

4年度

項       

備

目 平成31年度 平成3



  

業

般・6款・1項・5目

の

施設管理費に対する多

意

面的機能分に相当する

図

補助金交付事業（強化

や

支援事業）等
事   

ね

 業    主   

ら

 体 を実施します。

農

い

林課 ・国営造成施設維

（

持管理適正化事業費負

成

担金

【他団体事業主体

 

果

】

岩手県

や

事    

効

   業      

果

 名 事業の意図やねら

）

い（成果や効果）

滝沢

へ

市土地改良補助事業 農

い

地のほ場整備、用排水

獣

路の整備などの土地改

処

良事業を国庫補助事業

理

等により実

施する場合

地

施

に、市補助金を交付し

設

ます。補助金交付によ

整

り受益者負担が軽減さ

備

れ

るとともに、施設の

事

整備促進による施設機

業

能が維持向上、農業生

５

産の安定化、維

持管理

市

の効率化が期待できま

町

す。

継続区分 会計・款

（

・項・目 平成31年度

域

盛

の事業概要
各土地改良

岡

区の実施する土地改良

市

事業に対し、滝沢市土

、

地改良事業補助金を交

滝

付継続 一般・6款・1

沢

項・5目
します。

事 

市

   業    主 

、

   体 ・滝沢市土地

雫

改良事業補助金

農林課

石

【他団体事業主体】

土

の

町

地改良区等

、

事   

紫

    業     

波

  名 事業の意図やね

町

らい（成果や効果）

土

、

地改良施設維持管理事

矢

業 市が所有する土地改

巾

良施設（農道）を適正

町

に管理し、その機能を

）

維持します。

対象施設

産

の

：農道上郷第２線

継続

管

区分 会計・款・項・目

内

平成31年度の事業概

の

要
農道上郷第２線を対

死

象に次の事業を行いま

亡

す。継続 一般・6款・

家

1項・5目
・夏期の法

畜

面の除草等管理業務
事

に

    業    主

つ

    体 ・冬期の除

業

い

雪業務

農林課 ・その他

て

必要とする維持補修工

適

事等の実施

【滝沢市主

正

体】 ・道路賠償責任保

に

険保険料、賠償補償金

処理し、環

が

境保全ならびに畜産経

よ

営の健全化に寄与する

り

ために一時保管施

設を

政 活

新設する。

継続区分 会

性

計・款・項・目 平成3

化

1年度の事業概要
・保

し

冷施設の整備　61,

、

000千円新規 一般・

次

6款・1項・4目
　　

代

事業費内訳：建築費用

を

　50,000千円，

見

保冷庫　11,000

据

千円
事    業  

策 え

  主    体 ・整

た

備に係る事業費を支援

挑

するもの。

農林課 　５

戦

市町支援費用　　　　

を

39,650,000

続

円（うち滝沢市11,

け

859,470円）

【

る

他団体事業主体】 　新

ま

岩手農協等支援費用　

ち

21,350,000

　
 

円

岩手県央へい獣処理

基

協議会

本

事     

施

  業       

策

名 事業の意図やねらい

　

（成果や効果）

基幹水

０

利施設管理事業 本市の

３

水田農業を支える岩手

 

山麓開拓建設事業で造

 

成された岩洞ダム農業

　
 

用水路

の基幹的な水利

農

施設部分の計画的な管

林

理事業に対し、その事

業

業費の負担を行うこ

と

の

で、継続的な維持管理

振

の結果、農業用水の安

興

定供給、農業生産の安

と

定化を図り

ます。

継続

担

区分 会計・款・項・目

い

平成31年度の事業概

　
手

要
岩洞ダム（農業負担

の

分）及び基幹的な水路

支

（岩洞第２発電所～導

援

水路～南北分水継続 一

－

般・6款・1項・5目

 

工～東部分水工）の維

1

持管理事業に対する事

1

業費の一部負担を行い

6

ます。
事    業 

 

   主    体 ・

０

－

基幹水利施設管理事業費負担金

農林課

【他団体事業主体】

岩手県（岩手山麓土地改良区へ管理委託）

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

国営造成施設管理体制整

３

備促進事業 国営事業で造成された土地改良施

事

設の維持管理費用のう

 

ち、多面的機能に相当

 

す

る分の費用を支援す

 

ることにより土地改良

 

施設の持つ機能を持続

 

的に発揮のほか

、地域

 

住民等との施設維持管

 

理に係るアドプト協定

 

業

を締結し身近な施設の

 

住民主

体の効率的な維

 

持管理システムの構築

 

が期待できます。

継続

 

区分 会計・款・項・目

 

平成31年度の事業概

 

要
土地改良施設等の係

 

る啓発普及活動、地域

名

住民との協働事業（推

事

進活動事業）、継続 一



平 画

  

項       

 

目 平成31年度 平成3

 

2年度 平成33年度 平

 

成34年度 備    

 

   考
○全体事業期

 

間活 目 農道上郷第２線

考

における除草等
  平

○

成13年度～平成36

全

年度維持作業、除雪作

平

体

業 7 7 7 7
動 単 位 回（

事

日）
標

指

標 値 単 位 ○特

業

定財源
  総合賠償補

期

償保険金【その他投 計

間

年度別事業費 1,70

活

8 427 427 427

目

427
  】合
  資

牛

内 特定財源 4 1 1 1 1

飼

  画   指 訳 一般財

養

源 1,704 426 4

成

農

26 426 426
計

標

家

額 他団体事業負担額

戸数
  平成31

3

年度～平成31年度1

1

15 115 115 11

年

5
動 単 位 戸

標
指

標 値 単

度

位

投 計 年度別事業費 1

～

1,860 11,86

平

0
合

資 内 特定財源
画

指

成

訳 一般財源 11,86

成
3

0 11,860
<新規

4

事業>計
標 額 他団体事

年

業負担額

度

（単

項       目

位

平成31年度 平成32

 

年度 平成33年度 平成

 

34年度 備     

千

  考
○全体事業期間

3

円

活 目 岩洞ダム農業用水

）

供給量
  平成13年

－

度～平成36年度66

 

,460,000 66

1

,460,000 66

1

,460,000 66

7

,460,000
動 単

 

位 立方ﾒｰﾄﾙ
標

指

標

－

値 単 位

投 計 年度別事業費 3,513 663 9

1

50 950 950
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 3,513 663 950 950 950
計

標 額 他団体事業負担額 55,843 10,843 15,000 15,000 15,000

年

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 地域住民との施設維持管理協定
  平成13年度～平成36年度締結数 11 11 11 11

動 単

度

位 箇所（累計）
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 4,691 1,091 1,200 1,200 1,200
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源

項

4,691 1,091

 

1,200 1,200

 

1,200
計

標 額 他団

 

体事業負担額 76,5

実

 

38 16,538 20

 

,000 20,000

 

20,000

 目 平

項      

成

 目 平成31年度 平成

3

32年度 平成33年度

1

平成34年度 備   

年

    考
○全体事業

行

度

期間活 目 期間中の施設

平

改修率
  平成12年

成

度～平成36年度10

3

0 100 100 100

2

動 単 位 ％
標

指 期間中の

年

当該年度における事業

度

対象箇所数 1 2 2 2
標

平

値 単 位 箇所

投 計 年度別

成

事業費 5,600 2,

3

600 1,000 1,

計

3

000 1,000
合

資

年

内 特定財源
画

指 訳 一般

度

財源 5,600 2,6

平

00 1,000 1,0

成

00 1,000
計

標 額

3

他団体事業負担額 22

4

,400 10,400

年

4,000 4,000

度

4,000

備



  

業

      業   

の

    名 事業の意図

意

やねらい（成果や効果

図

）

有害鳥獣防護柵設置

や

補助事業 カラス・ツキ

ね

ノワグマ・イノシシ等

ら

、有害鳥獣による農作

い

物被害と農作業等にお

（

ける人身被害の防止を

成

図ります。

継続区分 会

 

果

計・款・項・目 平成3

や

1年度の事業概要
・電

効

気柵設置補助　6基　

果

補助率1/2以下、1

）

基あたり60千円を上

県

限として補助を継続 一

営

般・6款・2項・1目

農

実施します。
事   

村

 業    主   

災

 体 ・有害鳥獣の追払

地

害

い、捕獲を実施します

対

。

農林課

【協働事業】

策

市内外関係農協等

整備事業 国営造

域

成施設管理体制整備促

の

進事業「岩手山麓地域

産

」の末端受益500h

業

aについて

、県営農村

が

災害対策整備事業で整

よ

備することにより末端

り

までの完了を目指すも

政 活

の

であり、より効率的

性

で安定した維持管理シ

化

ステムの構築が期待で

し

きます。

（義務的事業

、

）

継続区分 会計・款・

次

項・目 平成31年度の

代

事業概要
県が実施する

を

主幹線水路等の整備事

見

業の実施を支援し、滝

据

沢市に係る事業費を負

策 え

継続 一般・6款・1項

た

・5目
担します。

事 

挑

   業    主 

戦

   体
農林課

【他団

を

体事業主体】

岩手県

続け

事       業 

る

      名 事業の

ま

意図やねらい（成果や

ち

効果）

市有林整備事業

　
 

市有林・分収林の整備

基

を通じ、財産的価値及

本

び森林の持つ多面的機

施

能の発揮の向

上を図る

策

ため、適正管理等を行

　

います。

継続区分 会計

０

・款・項・目 平成31

３

年度の事業概要
・市有

 

林・分収林整備（15

 

ha）継続 一般・6款

　
 

・2項・1目
　除間伐

農

、保育
事    業 

林

   主    体
農

業

林課

【滝沢市主体】

の振

事       業 

興

      名 事業の

と

意図やねらい（成果や

担

効果）

民有林森林保全

い

整備補助事業 低迷を続

　
手

ける林業経営に意欲を

の

持たせ、適正な森林体

支

系の確立と森林施業の

援

推進

を図り、また、山

－

林所有者の自己負担を

 

軽減するため、造林、

1

除間伐及び枝打ち

等森

1

林整備を実施した場合

8

に補助を行います。

継

 

続区分 会計・款・項・

０

－

目 平成31年度の事業概要
造林、間伐、除伐、枝打等の森林保全整備事業の実施に対し、補助金を交付しま継続 一般・6款・2項・1目
す。

事    業    主    体
農林課

【滝沢市主体】

３

事       業       名 事業の

事

意図やねらい（成果や

 

効果）

林道等維持管理

 

事業 林道の維持修繕及

 

び除雪等適正管理を行

 

い、林道の機能と役割

 

を維持します。

継続区

 

分 会計・款・項・目 平

 

成31年度の事業概要

 

業

・維持修繕、敷砂利、

 

除雪業務継続 一般・6

 

款・2項・1目
・岩手

 

県治山林道協会費　7

 

千円
事    業  

 

  主    体 ・道

 

路賠償責任保険　保険

 

料、賠償補償金

農林課

名

【滝沢市主体】

事

事 



平 画

 

費 11,160 3,5

 

40 2,540 2,5

 

40 2,540
  】

 

合
  資 内 特定財源 4

 

1 1 1 1
  画   指

 

訳 一般財源 11,15

 

6 3,539 2,53

考

9 2,539 2,53

○

9
計

標 額 他団体事業負

全

担額

平

体事

項

業

       目 平成

期

31年度 平成32年度

間

平成33年度 平成34

活

年度 備       

目

考
○全体事業期間活 目

事

農作物被害額
  平成

業

21年度～平成34年

進

度445 430 415

成

捗

400
動 単 位 千円

標
指

率

標 値 単 位

投 計 年度別事

 

業費 1,440 360

 

360 360 360
合

平

資 内 特定財源
画

指 訳 一

成

般財源 1,440 36

2

0 360 360 360

6

計
標 額 他団体事業負担

年

額

度

3

～平成34年度30 4

1

5 70 100
動 単 位 ％

年

標
指

標 値 単 位 ○特定財

度

源
  公共事業等債、

～

一般補助施設投 計 年度

平

別事業費 56,300

成

3,500 17,60

成
3

0 17,600 17,

4

600
  整備等債合

年

  資 内 特定財源 44

度

,500 3,100 1

（

3,800 13,80

単

0 13,800
  画

位

  指 訳 一般財源 11

 

,800 400 3,8

 

00 3,800 3,8

千

00
計

標 額 他団体事業

3

円

負担額 1,289,7

）

00 142,500 3

－

82,400 382,

 

400 382,400

119

項  

 

     目 平成31

－

年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度

1

備       考
○全体事業期間活 目 市有林・分収林の整備
  平成29年度～平成34年度15 15 15 15

動 単 位 ha
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  森林整備補助金【県】（65％投 計 年度別事業費 20,701 5,1

年

79 5,174 5,174 5,174
  以内）、地域整備特別対策事合
  業基金繰入金【その他】、市資 内 特定財源 19,503 4,839 4,888 4,888 4,888
  有林貸付収入【その他】画   指 訳 一般

度

財源 1,198 340 286 286 286
計

標 額 他団体事業負担額

項  

項

     目 平成31

 

年度 平成32年度 平成

 

33年度 平成34年度

 

備       考
○

実

 

全体事業期間活 目 民有

 

林の森林施業面積
  

 

平成29年度～平成3

 

4年度53 53 53 5

目

3
動 単 位 ha

標
指

標 値

平

単 位

投 計 年度別事業費

成

6,264 1,566

3

1,566 1,566

1

1,566
合

資 内 特定

年

財源
画

指 訳 一般財源 6

行

度

,264 1,566 1

平

,566 1,566 1

成

,566
計

標 額 他団体

3

事業負担額

2年度

項       

平

目 平成31年度 平成3

成

2年度 平成33年度 平

3

成34年度 備    

計

3

   考
○全体事業期

年

間活 目 維持修繕工事等

度

（敷き砂利を含
  平

平

成21年度～平成36

成

年度む） 6 6 6 6
動 単

3

位 回（件）
標

指 除雪業

4

務
8 8 8 8

標 値 単 位 回

年

（日） ○特定財源
  

度

総合賠償補償保険金【

備

その他投 計 年度別事業



  

業の意図やねらい（成

 

果や効果）

特用林産施

地

設体制整備補助事業 東

域

日本大震災からの早期

の

復興のため、きのこ原

産

木等生産資材の新規導

業

入補助を図

ることで、

が

特用林産物である原木

よ

しいたけの生産拡大に

り

つなげます。

継続区分

政 活

会計・款・項・目 平成

性

31年度の事業概要
安

化

全安心な生産物を消費

し

者に提供する環境の構

、

築と、生産者の経営安

次

定のため生継続 一般・

代

6款・2項・1目
産資

を

材の導入に対する補助

見

を実施します。
事  

据

  業    主  

策 え

  体 収穫量計画　生

た

しいたけ4,720k

挑

g、乾しいたけ2,1

戦

20kg

農林課

【他団

を

体事業主体】

岩手山し

続

いたけ生産企業組合

ける

事       業 

ま

      名 事業の

ち

意図やねらい（成果や

　
 

効果）

国営かんがい排

基

水事業（岩手山麓地区

本

本市の基幹水利施設で

施

ある岩洞ダム及び主幹

策

線水路は国営岩手山麓

　

開拓事業によ

り昭和1

０

6年から同43年に造

３

成されたもので老朽化

 

が進み機能低下が著し

 

い状況で
） す。老朽化

　
 

した施設の改修を行う

農

ことにより、農業用水

林

の安定的かつ効率的な

業

供

給を図り、農業生産

の

性の向上と農業経営の

振

安定を図ります。

継続

興

区分 会計・款・項・目

と

平成31年度の事業概

担

要
国が実施する導水路

い

、分水口、主幹線水路

　
手

等の整備事業の実施を

の

支援します。継続 一般

支

事    業    

援

主    体
農林課

【

－

他団体事業主体】

農林

 

水産省東北農政局

1

事

2

       業  

0

     名 事業の意

 

図やねらい（成果や効

０

－

果）

森林・山村多面的機能発揮対策補助事 地域住民が森林所有者等と協力して実施する里山林をはじめとする森林の保全管

理及び山村地域の活性化に資する取組の促進を図ります。
業

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度

３

の事業概要
森林の有する多面的機能を発揮さ

事

せるための保全活動及

 

び山村地域の活性化に

 

資継続 一般
する取組に

 

対し補助金を交付しま

 

す。
事    業  

 

  主    体
農林

 

課

【他団体事業主体】

 

いわて里山再生地域協

 

業

議会

小   

 

          

 

          

 

      計

 

 ０３   地域の産

 

業がより活性化し、次

 

代を見据えた挑戦を続

 

けるまち

名 事



平 画

 

2 2,558,821

 

2,929,953 2

 

,929,967 2,

 

929,981

   

項      

考

 目 平成31年度 平成

○

32年度 平成33年度

全

平成34年度 備   

平

体

    考

投 計 年度別

事

事業費 1,613,7

業

61 389,898 4

期

04,203 406,

間

146 413,514

活

合
資 内 特定財源 1,0

目

53,060 244,

生

689 267,962

産

269,454 270

資

,955
画

指 訳 一般財

成

材

源 560,701 14

（

5,209 136,2

き

41 136,692 1

の

42,559
計

標 額 他

こ

団体事業負担額 11,

原

348,722 2,5

木

58,821 2,92

）

9,953 2,929

の

,967 2,929,

導

981

3

入
  平成28年度～

1

平成34年度34,2

年

00 34,300 34

度

,400 34,500

～

動 単 位 本
標

指 生産資材

平

（きのこ種菌）の導入

成

4,461 4,474

成
3

4,487 4,500

4

標 値 単 位 枚（種菌46

年

0個／枚） ○特定財源

度

  岩手県特用林産施

（

設等体制整投 計 年度別

単

事業費 17,813 4

位

,112 4,553 4

 

,567 4,581
 

 

 備事業費補助金【県

千

】1/2合
  資 内 特

3

円

定財源 17,809 4

）

,111 4,552 4

－

,566 4,580
 

 

 画   指 訳 一般財源

1

4 1 1 1 1
平成31年

2

度実施平成30年度繰

1

越計 明許費4,527

 

千円標 額 他団体事業負

－

担額 18,241 4,540 4,553 4,

1

567 4,581

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 受益面積
  平成26年度～平

年

成34年度1,574 1,574 1,574 1,574
動 単 位 ｈａ

標
指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源
計

標 額 他団体事業負担額 9,870,000 2,370,000 2,500,000 2,50

度

0,000 2,500,000

項       目 平成31年度 平成32

項

年度 平成33年度 平成

 

34年度 備     

 

  考
○全体事業期間

 

活 目 森林整備面積
  

実

 

平成30年度～平成3

 

4年度3.9 3.9 3

 

.9 3.9
動 単 位 ha

 

標
指

標 値 単 位

投 計 年度

目

別事業費 312 78 7

平

8 78 78
合

資 内 特定

成

財源
画

指 訳 一般財源 3

3

12 78 78 78 78

1

計
標 額 他団体事業負担

年

額

行

度 平

項    

成

   目 平成31年度

3

平成32年度 平成33

2

年度 平成34年度 備 

年

      考

投 計 年

度

度別事業費 808,8

平

83 187,104 2

成

04,175 206,

3

118 211,486

計

3

合
資 内 特定財源 544

年

,389 117,23

度

7 140,889 14

平

2,381 143,8

成

82
画

指 訳 一般財源 2

3

64,494 69,8

4

67 63,286 63

年

,737 67,604

度

計
標 額 他団体事業負担

備

額 11,348,72



  

。
事    業    主    体

都市政策課

【滝沢市主体】

 ひ

計画のビジョン

と

（政策が実現できたと

に

きの状態）

生活基盤を

や

整備、維持することに

さ

より、子どもから高齢

し

者までが、安全に安心

く

して暮らすことができ

安

る、ひとにやさしいま

政 全

ちづくりを目指します

・

。また、活力あふれる

安

まちを目指し、交流と

心

活力、雇用の拠点づく

で

りを進めます。

政策目

活

標値の達成状況

基準値

力

上：戦略目標見込値／

あ

下：達成値 目標値 進捗

ふ

状況No 政 策 目 標 指 数

れ

平成30年度 平成31

策 る

年度 平成32年度 平成

ま

33年度 平成34年度

ち

平成34年度 進捗率(

 

%)

暮 滝沢市は住みや

基

すい市だと感じている

本

人の割合
1 ら 76 77

施

79 80 80 -74.

策

1単 位 ％し - - - -

　

- 0.0

幸 滝沢市に愛

０

着がある人の割合
2 7

　
１

6 77 79 80 80 -

 

74.6単 位 ％福 -

 

- - - - 0.0

 

基本施策が４

活

年間でめざす姿

都市計

力

画、住宅、公園、景観

あ

など都市に関する施策

る

の推進により、魅力と

都

活気が満ち安心で充実

市

した日常生活を送るこ

　
づ

とが

できる都市づくり

く

を目指します。

基本施

り

策目標の進捗状況分析

の

平成26年度において

推

、本市の都市計画の基

進

礎部分（都市計画区域

－

変更や都市計画マスタ

 

ープランなど）を変更

1

し、また平成

29年度

2

には地域にとって望ま

　

2

しい公共交通網の姿を

 

明らかにするマスター

－

プランとして「滝沢市地域公共交通網形成計画」

を策定しました。これらに基づき各施策に取り組んでおりますが、将来的なまちの姿を見据え、今後はさらに土地利用と公

共交通

０

が連携した都市づくりを進める必要があります。

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

交通政策推進事務 市民の日常生活に必要とされる公共交通について、維持ま

４

たは利用促進を推進す

るため、総合計画及び地域公共交通網形成計画など各種計画に基づいた施策を展

開し、交通渋滞の緩和や安全性の向上、排出ガスの削減など環境にもやさしい公

（義務的事業） 共交通機関の活性化を図

 

ります。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
地域公共交通網形成計画に基づく施策の推進、公共交通利用促進施策の調査・検継続 一般・2款・1項・9目
討の実施、駅前駐輪場の維持管理などに取り組みます



平 画

務

市役所周辺を対象に都

に

市の中心を担う拠点の

つ

形成を図るため、関係

い

機関との協議及び都市

て

計画法上の手続きを進

、

めます。

・交通結節点

熟

の環境整備を図るなど

度

公共交通の利用促進策

に

を実施し、地域公共交

応

通の維持・確保に向け

平

じ

た取組を推進します

。

て関係

項  

機

     目 平成31

関

年度 平成32年度 平成

と

33年度 平成34年度

の

備       考
○

協

全体事業期間活 目 市内

議

全駅(滝沢/巣子/大

成

・

釜/小岩
  平成18

調

年度～平成34年度井

整

)の1日平均乗降人員

を

の合計 6,022 6,

進

022 6,022 6,

め

022
動 単 位 人／日

標

ま

指 定期路線バスが区域

す

内で運行さ
れている自

。

治会数 30 30 30 3

・

0
標 値 単 位 地区(全3

3

度

0自治会のうち) ○特

重

定財源
  地域公共交

な

通確保維持改善事投 計

る

年度別事業費 23,1

豪

84 19,584 1,

雨

200 1,200 1,

等

200
  業費補助金

に

【国】(1/2)、広

よ

合
  域連携促進事業

る

費補助金【国資 内 特定

1

浸

財源 15,500 15

水

,500
  】(10

対

/10)、地域経営推

策

進費画   【県】(1

に

/2)指 訳 一般財源 7

つ

,684 4,084 1

い

,200 1,200 1

て

,200
計

標 額 他団体

、

事業負担額

内

年

水対策も含めた安全対

度

策を検討・実施します

～

。

・本市に相応しい持

平

続可能な公共交通につ

成

いて、市民や関係部署

成
3

、関係機関と連携しな

4

がら検討します。

・歩

年

行環境の充実等安全な

度

道路および河川環境の

（

整備を着実に進めると

単

ともに、今あるストッ

位

クが安定し持続可能な

 

ものと

するため地域の

 

連携と中長期的視点に

千

よる事業を展開します

3

円

。

・持続可能な水道事

）

業経営のため、市民と

－

の情報共有や共通理解

 

に努めながら、コスト

1

縮減と財源確保に取り

2

組みます。

・安全で強

3

靭な水道を目指し、水

 

源保全や施設の適正な

－

維持管理を行うとともに、老朽施設の更新と

1

耐震化を推進します。

・効率的な汚水処理施設の整備と普及促進、適正な維持管理を行うとともに、経営戦略の見直しや下水道使用料

政

の検証等を

実施し、事

策

業経営の健全化と基盤

の

強化に取り組みます。

達

基本計画期間内の取り

年

成

組みと方針のうち、平

（

成31年度の重点課題

実

・中心拠点形成に向け

現

て、土地利用計画に係

）

る関係機関との協議調

に

整及び関連する市道の

向

整備

・小岩井駅駅前広

け

場整備の事業推進

・準

た

用河川仁沢瀬川改修事

基

業の推進及び下水道(

度

本

雨水)浸水対策事業の

計

推進

・行政と市民が協

画

働して事業を実施する

期

体制づくりの推進

・老

間

朽施設の更新と耐震化

内

の推進及び既存水源の

の

有効活用と緊急時のバ

取

ックアップ機能強化に

り

向けた連絡管等の整備

組

・老朽下水道施設の改

実

み

築等による不明水対策

と

の推進及び公共下水道

方

の接続率向上のための

針

取組

基

・

本施策の達成（実現）

交

に向けた基本計画期間

流

内の取り組みと方針

・

と

市民がふれあい交流す

活

るための拠点や、雇用

力

や活力を生み出す拠点

行

、

形成の推進と、市内の

雇

主要拠点間における公

用

共交通の

利便性向上を

の

図り、活力ある都市づ

拠

くりを進めます。

・建

点

築行政、市営住宅、震

づ

災被災者支援などにつ

く

いて、関係機関と連携

り

しながら、確実な推進

に

を図ります。

・公園維

計

向

持管理について、住民

け

協働の取組みを検討し

た

ながら、適正な維持管

土

理に努めます。

・小岩

地

井駅周辺整備について

利

関係者と協議を行い、

用

事業を推進します。

基

関

本計画期間内の取り組

連

みと方針のうち、平成

事

31年度の重点課題

・



  

（

費、災害復旧費を支援

成

し健全経営の維
担金 持

果

と鉄路の存続を図りま

や

す。

（義務的事業）

継

効

続区分 会計・款・項・

果

目 平成31年度の事業

）

概要
今後見込まれる大

交

規模な設備更新（車両

通

更新）に要する経費を

広

基金として計画的継続

 

場

一般・2款・1項・9

維

目
に積み立てます。

事

持

    業    主

管

    体
都市政策課

理

【他団体事業主体】

Ｉ

事

ＧＲ、いわて銀河鉄道

業

利用促進協議会

市

事 

内

      業   

全

    名 事業の意図

ひ

駅

やねらい（成果や効果

に

）

ＪＲ小岩井駅活性化

お

事業 小岩井駅前の整備

け

を通じ、盛岡西リサー

る

チパークや小岩井農場

交

などを含めた小岩

井地

通

域の玄関口として、公

広

共交通機関の利用促進

場

と周辺地域の活性化を

施

図ります

。

継続区分 会

と

設

計・款・項・目 平成3

の

1年度の事業概要
・物

適

件補償調査　A=1,

正

250㎡継続 一般・2

な

款・1項・9目
・用地

管

補償　　　一式
事  

理

  業    主  

を

  体
都市政策課

【滝

通

沢市主体】

じ

に

、公共交通機関の利用

や

促進と

周辺地域の活性

さ

化を図ります。

継続区

し

分 会計・款・項・目 平

く

成31年度の事業概要

安

適正利用に係る夜間警

政 全

備業務及び除雪業務な

・

どの委託、利用周知に

安

係る駅施設の継続 一般

心

・2款・1項・9目
管

で

理業務従事者との連携

活

を図るなど、市内各駅

力

における交通広場施設

あ

の適正な管
事    

ふ

業    主    

れ

体 理に努めます。

都市

策 る

政策課

【協働事業】

鉄

ま

道事業者、地元自治会

ち

、マイレールサークル

 

各会

基

事      

本

 業       名

施

事業の意図やねらい（

策

成果や効果）

巣子駅複

　

合交通施設管理運営事

０

業 巣子駅複合交通施設

　
１

の適正な管理を通じ、

 

公共交通機関の利用促

 

進と周辺地域の

活性化

 

を図ります。

継続区分

活

会計・款・項・目 平成

力

31年度の事業概要
指

あ

定管理者のＩＧＲいわ

る

て銀河鉄道㈱と連携し

都

、巣子駅複合交通施設

市

の適正な管継続 一般・

　
づ

2款・1項・9目
理に

く

努めます。
事    

り

業    主    

の

体
都市政策課

【協働事

推

業】

ＩＧＲ、地元自治

進

会、マイレールサーク

－

ル巣子駅会

 

事   

1

    業     

2

  名 事業の意図やね

　

4

らい（成果や効果）

バ

 

ス路線維持対策費補助

－

事業 通学する児童・生徒や高齢者などいわゆる交通弱者を中心とした市民の日常生活

において必要不可欠な移動の足となっているバス路線について、事業者独自によ

る運行が困難

０

な路線に対して補助金を交付することにより、路線の維持を図りま

す。

継続区分 会計・款

事

・項・目 平成31年度

 

の事業概要
地域住民の

 

日常生活にとって欠か

 

すことにできないバス

 

路線の維持に対し、国

 

や継続 一般・2款・1

４

 

項・9目
県、沿線市町

 

などとも連携を図り、

業

住民と協働した利用促

 

進を図りながら補助金

 

事    業    

 

主    体 を支出し

 

ます。

都市政策課

【協

 

働事業】

バス事業者、

 

地域住民

 

事    

 

名

   業      

事

 名 事業の意図やねら

業

い（成果や効果）

いわ

の

て銀河鉄道経営安定化

意

基金造成負 市が出資す

図

る第三セクター鉄道Ｉ

や

ＧＲいわて銀河鉄道株

ね

式会社に対し今後見込

ら

ま

れる大規模な設備更

い

新（車両）に要する経



平 画

 

年度 平成33年度 平成

 

34年度 備     

 

  考
○全体事業期間

 

活 目 ＩＧＲいわて銀河

 

鉄道株式会社
  平成

 

15年度～平成34年

 

度の単年度決算におけ

考

る黒字達成 1 1 1 1
動

○

単 位 (1=黒字決算達

全

成)
標

指

標 値 単 位

投 計

平

体

年度別事業費 18,7

事

50 4,688 4,6

業

87 4,687 4,6

期

88
合

資 内 特定財源
画

間

指 訳 一般財源 18,7

活

50 4,688 4,6

目

87 4,687 4,6

Ｉ

88
計

標 額 他団体事業

Ｇ

負担額

Ｒ

成

滝沢

項       目 平

駅

成31年度 平成32年

の

度 平成33年度 平成3

１

4年度 備      

日

 考
○全体事業期間活

平

目 ＪＲ小岩井駅の１日

均

平均乗降人
  平成2

乗

4年度～平成32年度

降

員 924 924 0 0
動

3

人

単 位 人／日
標

指

標 値 単

 

位 ○特定財源
  社会

 

資本整備総合交付金（

平

道投 計 年度別事業費 1

成

08,583 28,5

1

83 80,000
  

5

路）【国】（1/2）

年

、公共事合
  業等債

度

資 内 特定財源 102,

～

860 26,860 7

1

平

6,000
  画   

成

指 訳 一般財源 5,72

3

3 1,723 4,00

4

0
計

標 額 他団体事業負

年

担額

度員 3,1

年

32 3,132 3,1

度

32 3,132
動 単 位

～

人／日
標

指 ＪＲ大釜駅

平

の１日平均乗降人員
9

成

36 936 936 93

成
3

6
標 値 単 位 人／日 ○特

4

定財源
  交通広場使

年

用料【その他】投 計 年

度

度別事業費 23,26

（

8 5,817 5,81

単

7 5,817 5,81

位

7
  合
  資 内 特定

 

財源 244 61 61 6

 

1 61
  画   指 訳

千

一般財源 23,024

3

円

5,756 5,756

）

5,756 5,756

－

計
標 額 他団体事業負担

 

額

12

項 

5

      目 平成3

 

1年度 平成32年度 平

－

成33年度 平成34年度 備       考

1

○全体事業期間活 目 ＩＧＲ巣子駅の１日平均乗降人
  平成17年度～平成34年度員 1,030 1,030 1,030 1,030

動 単 位 人／日
標

指 施設または駅前広場を活用した
特別行事（イベント）開催回数 9 9 9 9

標

年

値 単 位 回／年 ○特定財源
  巣子駅複合交通施設使用料【投 計 年度別事業費 12,828 3,207 3,207 3,207 3,207
  その他】、公衆電話使用料【合
  その他】、行政財産目的外使資 内 特定財源 7,6

度

12 1,903 1,903 1,903 1,903
  用料【その他】、施設使用者画   公共料金相当額【その他】指 訳 一般財源 5,

項

216 1,304 1,

 

304 1,304 1,

 

304
計

標 額 他団体事

 

業負担額

実

   

項       目

 

平成31年度 平成32

目

年度 平成33年度 平成

平

34年度 備     

成

  考
○全体事業期間

3

活 目 定期路線バスが区

1

域内で運行さ
  昭和

年

60年度～平成34年

行

度

度れている自治会数 3

平

0 30 30 30
動 単 位

成

地区(全30自治会の

3

うち)
標

指

標 値 単 位 ○

2

特定財源
  地域バス

年

交通支援事業費補助投

度

計 年度別事業費 1,8

平

11 311 500 50

成

0 500
  金【県】

3

(1/2)合
  資 内

計

3

特定財源 200 50 5

年

0 50 50
  画   

度

指 訳 一般財源 1,61

平

1 261 450 450

成

450
計

標 額 他団体事

3

業負担額

4年度

項       目

備

平成31年度 平成32



  

（

）

継続区分 会計・款・

成

項・目 平成31年度の

果

事業概要
・公園管理嘱

や

託員による公園施設の

効

日常的な点検・修繕の

果

実施継続 一般・8款・

）

4項・4目
・老朽化し

地

た遊具の修繕・更新
事

籍

    業    主

調

    体 ・植栽の剪

 

査

定・伐採

都市政策課 ・

事

市民との協働による市

業

内公園の維持・管理

【

国

滝沢市主体】 ・滝沢総

土

合公園修景施設等長寿

調

命化計画の実施

査

事 

は

      業   

、

    名 事業の意図

国

やねらい（成果や効果

ひ

土

）

滝沢総合公園修景施

の

設長寿命化事業 滝沢総

開

合公園内の修景施設が

発

老朽化しており、計画

及

的に補修や更新などを

び

行い今

後利用者が安全

保

に利用できる状態とす

全

ることを目的として、

並

社会資本整備総合交

付

び

金事業により長寿命化

と

に

計画を策定しました。

そ

この計画の実行により

の

、施設の長

寿命化を図

利

ります。

継続区分 会計

用

・款・項・目 平成31

の

年度の事業概要
・長寿

高

命化計画を基に施設の

度

維持・補修を実施する

化

ことで、長期的なライ

に

フサイ継続 一般・8款

に

資

・4項・4目
クルコス

す

トの削減を図る取組を

る

進めます。
事    

と

業    主    

と

体
都市政策課

【滝沢市

も

主体】

にあわ

せ

や

て地籍の明確化を図る

さ

ため、国土の実態を科

し

学的かつ総合的に調査

く

することを

目的としま

安

す。

（義務的事業） 着

政 全

手年度：昭和46年度

・

継続区分 会計・款・項

安

・目 平成31年度の事

心

業概要
外山の一部、湯

で

舟沢の一部　計画面積

活

　0.07㎢（宅地）

力

継続 一般・2款・5項

あ

・3目
外山の一部、湯

ふ

舟沢の一部　計画面積

れ

　0.98㎢（山林）

策 る

事    業    

ま

主    体 湯舟沢の

ち

一部　　　　　　　計

 

画面積　0.23㎢（

基

農地）

都市政策課

【滝

本

沢市主体】

施

事   

策

    業     

　

  名 事業の意図やね

０

らい（成果や効果）

都

　
１

市計画総務事務 滝沢市

 

らしい豊かな自然環境

 

の保全及び農地利用と

 

の調整を行い、良好な

活

住環境

の形成に努めな

力

がら都市機能の充実を

あ

図り、住・商・工が健

る

全な姿で共存してい

る

都

まちの実現を目指しま

市

す。

（義務的事業）

継

　
づ

続区分 会計・款・項・

く

目 平成31年度の事業

り

概要
・都市計画決定及

の

び都市計画事業の推進

推

継続 一般・8款・4項

進

・1目
・拠点整備土地

－

利用計画の検討
事  

 

  業    主  

1

  体 ・各種協議会等

2

への参加

都市政策課

【

　

6

滝沢市主体】

 

事  

－

     業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

都市計画審議会事務 都市計画決定を行う際は、市町村に置かれた都市計画審議会の議を経る必要があ

ります。審

０

議会委員は、学識者（大学教授）や市議会議員、農業委員、民間など

から選ばれており、

事

市民の代表として案の

 

審議をしていただき、

 

市民の意思を反

（義務

 

的事業） 映させること

 

ができます。

継続区分

 

会計・款・項・目 平成

４

 

31年度の事業概要
滝

 

沢市都市計画審議会の

業

開催継続 一般・8款・

 

4項・1目

事    

 

業    主    

 

体
都市政策課

【滝沢市

 

主体】

 

事     

 

  業       

 

名 事業の意図やねらい

 

名

（成果や効果）

公園維

事

持管理事業 市民のゆと

業

りある憩いの場の形成

の

を目指し、生活に身近

意

な公園の適切な維持管

図

理

を行うことにより、

や

利用者に良好で快適な

ね

環境を提供し、もって

ら

地域活動の活性

化を図

い

ります。

（義務的事業



平 画

 

】、公園等使用料【合

 

  その他】資 内 特定

 

財源 22,396 5,

 

599 5,599 5,

 

599 5,599
  

 

画   指 訳 一般財源 5

 

5,928 13,59

考

9 13,599 13,

○

599 15,131
計

全

標 額 他団体事業負担額

平

体事業

項  

期

     目 平成31

間

年度 平成32年度 平成

活

33年度 平成34年度

目

備       考
○

地

全体事業期間活 目 長寿

籍

命化計画策定（実施）

調

件数
  平成31年度

成

査

～平成34年度（平成

事

29年度新規目標値）

業

1 1 1 1
動 単 位 件

標
指

実

標 値 単 位 ○特定財源
 

施

 社会資本整備総合交

面

付金【国投 計 年度別事

積

業費 73,771 33

 

,180 27,078

 

13,513
  】(

昭

1/2)合
  資 内 特

3

和

定財源 69,886 3

4

1,490 25,63

6

9 12,757
  画

年

  指 訳 一般財源 3,

度

885 1,690 1,

～

439 756
計

標 額 他

平

団体事業負担額

成34

1

年度2 2 2 2
動 単 位 k

年

㎡
標

指

標 値 単 位 ○特定

度

財源
  地籍調査補助

～

金【県】（3/4投 計

平

年度別事業費 112,

成

536 28,134 2

成
3

8,134 28,13

4

4 28,134
  ）

年

合
  資 内 特定財源 7

度

8,560 19,64

（

0 19,640 19,

単

640 19,640
 

位

 画   指 訳 一般財源

 

33,976 8,49

 

4 8,494 8,49

千

4 8,494
平成31

3

円

年度実施平成30年度

）

繰越計 明許費18,8

－

68千円標 額 他団体事

 

業負担額

127

項       目

 

平成31年度 平成32

－

年度 平成33年度 平成34年度 備     

1

  考
○全体事業期間活 目 年度末市街化区域内人口（平成
  平成31年度～平成34年度29年度新規活動指標） 32,239 32,239 32,239 32,239

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  開発行為規制事

年

務委託金、建投 計 年度別事業費 12,134 10,370 588 588 588
  築確認申請等調査事務委託金合
  、ひとにやさしいまちづくり資 内 特定財源 2,617 853 588 588 588
  条例委任事務委託金

度

【県】ほ画   か指 訳 一般財源 9,517 9,517
計

標 額 他団体事業負担額

項

項       

 

目 平成31年度 平成3

 

2年度 平成33年度 平

 

成34年度 備    

実

 

   考
○全体事業期

 

間活 目 開催回数
  平

 

成31年度～平成34

 

年度2 2 2 2
動 単 位 回

目

標
指

標 値 単 位

投 計 年度

平

別事業費 728 182

成

182 182 182
合

3

資 内 特定財源
画

指 訳 一

1

般財源 728 182 1

年

82 182 182
計

標

行

度

額 他団体事業負担額

平成3

項   

2

    目 平成31年

年

度 平成32年度 平成3

度

3年度 平成34年度 備

平

       考
○全

成

体事業期間活 目 遊具の

3

更新基数（平成29年

計

3

度新
  平成31年度

年

～平成34年度規目標

度

値） 4 4 4 4
動 単 位 基

平

標
指

標 値 単 位 ○特定財

成

源
  特定防衛施設周

3

辺整備調整交投 計 年度

4

別事業費 78,324

年

19,198 19,1

度

98 19,198 20

備

,730
  付金【国



  

（

   名 事業の意図や

成

ねらい（成果や効果）

果

空き家対策推進事業 空

や

き家等の実態を調査・

効

把握し対策を検討する

果

ことにより、良好な住

）

環境の形成

を図ります

市

。

継続区分 会計・款・

営

項・目 平成31年度の

住

事業概要
市で把握して

 

宅

いる空き家等を定期的

管

に継続調査し現状把握

理

を行うとともに、空き

運

継続 一般・8款・5項

営

・1目
家等所有者へ適

事

正管理を促します。
事

業

    業    主

市

    体
都市政策課

民

【滝沢市主体】

が

ひ

健康で文化的な生活を

と

営むに足りる住宅を整

に

備し、これを住宅に困

や

窮する

低所得者に対し

さ

て低廉な家賃で賃貸し

し

、市民の生活の安定と

く

社会福祉の増進に寄

与

安

します。

（義務的事業

政 全

）

継続区分 会計・款・

・

項・目 平成31年度の

安

事業概要
公営住宅法、

心

滝沢市営住宅条例に基

で

づく市営住宅の管理運

活

営継続 一般・8款・5

力

項・1目

事    業

あ

    主    体

ふ

都市政策課

【滝沢市主

れ

体】

策 る

事      

ま

 業       名

ち

事業の意図やねらい（

 

成果や効果）

木造住宅

基

耐震化支援事業 地震発

本

生時における住宅の倒

施

壊等による被害の軽減

策

化を図るため、市民の

　

住宅の

耐震化に対する

０

意識を高め、地震に強

　
１

いまちづくりを視野に

 

入れながら市民の生

命

 

、財産の保護を目的と

 

します。

継続区分 会計

活

・款・項・目 平成31

力

年度の事業概要
・木造

あ

住宅耐震診断の支援継

る

続 一般・8款・5項・

都

1目
・木造住宅耐震改

市

修に対する補助金交付

　
づ

事    業    

く

主    体
都市政策

り

課

【滝沢市主体】

の

事

推

       業  

進

     名 事業の意

－

図やねらい（成果や効

 

果）

生活再建住宅支援

1

事業 東日本大震災によ

2

り被災した住宅の再建

　

8

に必要な資金の一部補

 

助を実施すること

によ

－

り、被災者の早期生活再建を図ります。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
・復興住宅融資利子補給継続 一般・8款・5項・1目
・被災地住宅補修等工事に対する

０

補助金交付
事    業    主    体 ・被災地宅地復旧工事に対する補助金交付

事

都市政策課 ・復興住宅

 

新築工事に対する補助

 

金交付

【滝沢市主体】

  

事       業

 

       名 事業

４

 

の意図やねらい（成果

 

や効果）

滝沢市被災者

業

住宅再建支援補助事業

 

東日本大震災において

 

、岩手県内で自宅が全

 

壊又は解体し市内に住

 

宅を新築・購

入した被

 

災世帯に補助すること

 

で、住宅再建を促進し

 

ます。

継続区分 会計・

 

名

款・項・目 平成31年

事

度の事業概要
被災者住

業

宅新築・購入に対する

の

補助金交付継続 一般・

意

8款・5項・1目

事 

図

   業    主 

や

   体
都市政策課

【

ね

滝沢市主体】

ら

事  

い

     業    



平 画

 

 資 内 特定財源 3,9

 

96 1,998 1,9

 

98
  画   指 訳 一

 

般財源 2,004 1,

 

002 1,002
計

標

 

額 他団体事業負担額

 考
○

項   

全

    目 平成31年

平

体

度 平成32年度 平成3

事

3年度 平成34年度 備

業

       考
○全

期

体事業期間活 目 空き家

間

等の問題解消数（平成

活

29
  平成30年度

目

～平成34年度年度新

市

規目標値） 3 3 3 3
動

営

単 位 件
標

指

標 値 単 位

投

住

計 年度別事業費 884

成

宅

221 221 221 2

入

21
合

資 内 特定財源
画

居

指 訳 一般財源 884 2

率

21 221 221 22

 

1
計

標 額 他団体事業負

 

担額

平成31

3

年度～平成34年度1

1

00 100 100 10

年

0
動 単 位 ％

標
指

標 値 単

度

位 ○特定財源
  住宅

～

使用料【その他】投 計

平

年度別事業費 5,23

成

6 1,309 1,30

成
3

9 1,309 1,30

4

9
  住宅土地使用料

年

【その他】合
  資 内

度

特定財源 5,236 1

（

,309 1,309 1

単

,309 1,309
 

位

 画   指 訳 一般財源

 

計
標 額 他団体事業負担

 

額

千

3

円

項 

）

      目 平成3

－

1年度 平成32年度 平

 

成33年度 平成34年

1

度 備       考

2

○全体事業期間活 目 木

9

造住宅耐震診断実施済

 

数
  平成18年度～

－

平成34年度7 7 7 7
動 単 位 戸

標
指

標 値 単 位

1

○特定財源
  社会資本整備総合交付金【国投 計 年度別事業費 5,796 1,449 1,449 1,449 1,449
  】（1/2）、木造住宅耐震診合
  断支援事業補助金【県】（1/資 内 特定財源 4,320 1,0

年

80 1,080 1,080 1,080
  4）、木造住宅耐震改修支援画   事業補助金【県】（1/4）指 訳 一般財源 1,476 369 369 369 369

計
標 額 他団体事業負担額

度

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目

項

生活再建住宅支援事業

 

補助金交
  平成24

 

年度～平成34年度付

 

件数 8 6 6 4
動 単 位 件

実

 

標
指

標 値 単 位 ○特定財

 

源
  生活再建住宅支

 

援事業補助金投 計 年度

 

別事業費 16,948

目

6,474 6,474

平

2,000 2,000

成

  【県】（10/1

3

0）合
  資 内 特定財

1

源 16,948 6,4

年

74 6,474 2,0

行

度

00 2,000
  画

平

  指 訳 一般財源
計

標

成

額 他団体事業負担額

32年

項   

度

    目 平成31年

平

度 平成32年度 平成3

成

3年度 平成34年度 備

3

       考
○全

計

3

体事業期間活 目 補助金

年

交付件数
  平成24

度

年度～平成32年度3

平

3 0 0
動 単 位 件

標
指

標

成

値 単 位 ○特定財源
  

3

被災者住宅再建支援事

4

業費補投 計 年度別事業

年

費 6,000 3,00

度

0 3,000
  助金

備

【県】（2/3）合
 



  

策　　　０４   ひ

 

とにやさしく安全・安

ひ

心で活力あふれるまち

と

 基本施策　０２  

に

 計画的な道路整備と

や

維持管理

さ

基本施策が４年間で

し

めざす姿

安心で快適な

く

暮らしを支える重要な

安

生活基盤である道路に

政 全

ついて、将来の少子高

・

齢化や施設の老朽化に

安

よる補修・更新需要

の

心

増加を見据えて、安全

で

で快適に利用できる道

活

路網の整備と老朽施設

力

の補修・更新を含めた

あ

維持管理を計画的に実

ふ

施し、よ

り安全で安心

れ

な道路環境の整備を目

策 る

指します。

基本施策目

ま

標の進捗状況分析

道路

ち

新設改良事業、歩道整

 

備事業、市道改修事業

基

等により、安全で安心

本

な市道環境の整備を進

施

めてきましたが、依然

策

として

道路に関する地

　

域からの要望は多く寄

０

せられており、早急に

　
１

地域からの要望に応え

 

ていくためには、更な

 

る効率的な事業の

実施

 

が必要となっています

活

。

力

事       

あ

業       名 事

る

業の意図やねらい（成

都

果や効果）

道路台帳補

市

正事業 道路法に基づき

　
づ

市道認定している道路

く

について、道路台帳を

り

作成し毎年更新する

こ

の

とにより、市道を適正

推

に管理することを目的

進

とします。

（義務的事

－

業）

継続区分 会計・款

 

・項・目 平成31年度

1

の事業概要
毎年度築造

3

・改修・修繕・廃止さ

　

0

れた市道について、道

 

路台帳を調製します。

－

継続 一般・8款・2項・1目

事    業    主    体
道路課

【滝沢市主体】

小

事       業 

 

      名 事業の

 

意図やねらい（成果や

０

 

効果）

滝沢市私道等補

 

助事業 市民生活に密着

 

して利用されている私

 

道及び作業道の所有者

 

や利用者が事業主体

と

 

なり舗装、側溝などの

 

整備や修繕を行おうと

 

する場合、その経費の

 

一部を補助

することに

 

より私道等の整備を促

４

 

進し、もって生活環境

 

の向上を図ります。

継

 

続区分 会計・款・項・

 

目 平成31年度の事業

 

概要
私道の舗装・側溝

 

等の整備や維持補修(

 

舗装補修、砂利敷等)

 

に要する費用に対す継

 

続 一般・8款・2項・

 

1目
る補助を行います

 

 

。
事    業   

 

 主    体
道路課

 

【他団体事業主体】

個

 

人、自治会

   計

 政



平 画

 

全体事業期間活 目 整備

 

箇所数
  平成31年

 

度～平成34年度2 2

 

2 2
動 単 位 箇所

標
指

標

考

値 単 位

投 計 年度別事業

投

費 4,657 1,05

計

7 1,200 1,20

年

0 1,200
合

資 内 特

度

定財源
画

指 訳 一般財源

別

4,657 1,057

平

事

1,200 1,200

業

1,200
計

標 額 他団

費

体事業負担額

500,781

成

132,527 189

3

,146 95,570

1

83,538
合

資 内 特

年

定財源 330,375

度

81,327 146,

～

192 57,869 4

平

4,987
画

指 訳 一般

成

財源 170,406 5

成
3

1,200 42,95

4

4 37,701 38,

年

551
計

標 額 他団体事

度

業負担額

（単位  千

（

円）

基

単

本施策の達成（実現）

位

に向けた基本計画期間

 

内の取り組みと方針

2

 

つの施策の達成に向け

千

た取組を継続的に実施

3

円

します。具体的には、

）

効果的な市道整備を推

－

進するため逐次事業計

 

画の見直

しを行うとと

1

もに「道路整備計画」

3

の変更を行います。ま

1

た、道路施設の中長期

 

的な維持修繕の指針と

－

なる「道路維持管理

計画」を策定し、施設の

1

機能維持を図りながら計画的な老朽化対策に取り組みます。

2つの施策名称

・より安全で安心な道路環境の整備

・安全快適な幹線道路網の整備

基本計画期間内の取り組みと方針のうち、平成31年度の重点課題

2つの施策の

年

重点課題

・より安全で安心な道路環境の整備　→　市道の老朽化対策として、舗装の更新や橋梁の点検・補修等を着実に進めるとと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　もに、市道改修事業の促進により通学路や生活道

度

路の安全性の向上を図る必要が

　　　　　　　　　　　　　　　　

項

　　　あります。

・安

 

全快適な幹線道路網の

 

整備　　　→　現在実

 

施している道路新設改

 

良事業について、事業

 

の進捗が市民の目に見

 

える形

　　　　　　　

実

 

　　　　　　　　　　

目

　　で事業の促進を図

平

っていく必要がありま

成

す。

31

項

年

       目 平成

度

31年度 平成32年度

平

平成33年度 平成34

成

年度 備       

行

3

考
○全体事業期間活 目

2

道路台帳調製
  平成

年

31年度～平成34年

度

度1 1 1 1
動 単 位 式

標

平

指

標 値 単 位

投 計 年度別

成

事業費 12,800 3

3

,200 3,200 3

3

,200 3,200
合

年

資 内 特定財源
画

指 訳 一

度

般財源 12,800 3

計

平

,200 3,200 3

成

,200 3,200
計

3

標 額 他団体事業負担額

4年度

項  

備

     目 平成31

 

年度 平成32年度 平成

 

33年度 平成34年度

 

備       考
○



  

い

     名 事業の意

（

図やねらい（成果や効

成

果）

市道改修事業 「道

果

路修繕管理台帳」及び

や

「滝沢市舗装維持管理

効

計画」に登載された規

果

模の大き

な修繕につい

）

て、年次計画により道

私

路改修を実施すること

道

により、道路交通の安

 

除

全確保を図ります。

継

雪

続区分 会計・款・項・

事

目 平成31年度の事業

業

概要
・側溝改修等の中

費

で規模の大きな工事に

補

ついて、「市道修繕管

助

理台帳」を作成し継続

事

一般・8款・2項・2

業

目
、台帳に登載された

私

ものの中から実施路線

ひ

道

を選定し年次計画によ

に

り実施します。
事  

か

  業    主  

か

  体 ・舗装打替え、

る

オーバーレイ等の舗装

防

修繕工事については「

災

滝沢市舗装維持管理

道

及

路課 計画」に登載され

び

たものの中から実施路

被

線を選定し年次計画に

と

災

より実施します。

【滝

の

沢市主体】

軽

事   

減

    業     

を

  名 事業の意図やね

図

らい（成果や効果）

マ

る

イロード支援事業 市道

た

等の維持管理事業につ

め

いて、生活に密着した

平

市道等の整備や管理、

に

常

除雪作業

の支援対策を

時

講じ行政と市民との役

の

割分担を図りながら官

私

民協働で各種事業を進

道

める事で、地域の道路

除

に関する市民満足の向

雪

上を図ります。

継続区

を

分 会計・款・項・目 平

適

成31年度の事業概要

正

・協働による除雪推進

や

に

事業　市が行う市道等

実

の除雪の補完及び市が

施

除雪しない私継続 一般

し

・8款・2項・2目
道

て

の除雪を市民が中心と

い

なって行う団体に対し

る

て、除雪機貸与等の支

道

援を行いま
事    

路

業    主    

利

体 す。また、貸与除雪

さ

用

機の更新を行います。

者

道路課 ・地域みちなお

等

し事業　市道等の維持

の

、整備を住民が中心と

除

なって行う団体に対

【

雪

協働事業】 して、原材

に

料支給、機械貸与等の

係

支援を行います。

自治

る

会等

費

し

用負担の軽減を図りま

く

す。

継続区分 会計・款

安

・項・目 平成31年度

政 全

の事業概要
要綱に該当

・

する私道除雪経費に対

安

する補助（補助率　1

心

/3）継続 一般・8款

で

・2項・1目

事   

活

 業    主   

力

 体
道路課

【他団体事

あ

業主体】

個人、自治会

ふれ

事       業

策 る

       名 事業

ま

の意図やねらい（成果

ち

や効果）

市道等維持管

 

理事業 道路パトロール

基

を含めた維持管理の方

本

法を体系化し、市道の

施

破損等危険箇所を適

正

策

に修繕することにより

　

、安全な道路交通の確

０

保を目的とします。

（

　
２

義務的事業）

継続区分

 

会計・款・項・目 平成

 

31年度の事業概要
道

 

路パトロールを徹底す

計

ることにより道路の破

画

損箇所を早期に把握し

的

、単価契約継続 一般・

な

8款・2項・2目
によ

道

り年間契約している請

路

負業者による修繕を実

　
整

施します。住民より寄

備

せられた
事    業

と

    主    体

維

要望等に対しては、「

持

道路の修繕に関する基

管

本方針」に基づき、現

理

地調査を実施

道路課 し

－

調査結果を住民へ回答

 

するとともに、修繕必

1

要箇所については修繕

　

3

業者による

【滝沢市主

2

体】 修繕を実施します

 

。規模の大きな修繕に

－

ついては、道路修繕管理台帳を作成し、

年次計画により実施します

事       業       名 事業の意図やねらい（成果

０

や効果）

市道除排雪事業 市道その他市が管理する公道について適切な除雪を実施すること及び地域毎に異

なる除

事

雪課題解決のために地

 

域で取り組むことによ

 

り、冬期間における公

 

共交通

を確保し、将来

 

も持続可能な除雪体制

４

 

を構築し、もって市民

 

の生活の安定を図り

（

 

義務的事業） ます。

継

業

続区分 会計・款・項・

 

目 平成31年度の事業

 

概要
市内を地区に分割

 

し民間委託により市道

 

その他市が管理する公

 

道の除雪を実施し継続

 

一般・8款・2項・2

 

 

目
ます。

事    業

名

    主    体

事

地域毎に異なる除雪課

業

題解決のため、市民・

の

委託業者・市の三者協

意

働による除雪

道路課 体

図

制づくりを推進します

や

。

【滝沢市主体】

ね

事

ら

       業  



平 画

 

整備総合交付金(道投

 

計 年度別事業費 321

 

,401 81,401

 

80,000 80,0

 

00 80,000
  

 

路)【国】(5/10

 

、6/10)合
  道

考

路整備事業債資 内 特定

○

財源 286,400 7

全

1,600 71,60

平

体

0 71,600 71,

事

600
  公共施設適

業

正管理推進事業債画  

期

 指 訳 一般財源 35,

間

001 9,801 8,

活

400 8,400 8,

目

400
計

標 額 他団体事

補

業負担額

助金

成

交

項       目

付

平成31年度 平成32

件

年度 平成33年度 平成

数

34年度 備     

 

  考
○全体事業期間

 

活 目 みちなおし実施箇

平

所数
  平成31年度

成

～平成34年度1 1 1

3

1
動 単 位 箇所

標
指

標 値

1

単 位

投 計 年度別事業費

3

年

15,624 3,16

度

2 4,154 4,15

～

4 4,154
合

資 内 特

平

定財源
画

指 訳 一般財源

成

15,624 3,16

3

2 4,154 4,15

4

4 4,154
計

標 額 他

年

団体事業負担額

度1

1

5 15 15 15
動 単 位

年

件
標

指

標 値 単 位

投 計 年

度

度別事業費 2,000

～

500 500 500 5

平

00
合

資 内 特定財源
画

成

指 訳 一般財源 2,00

成
3

0 500 500 500

4

500
計

標 額 他団体事

年

業負担額

度

（単

項       目

位

平成31年度 平成32

 

年度 平成33年度 平成

 

34年度 備     

千

  考
○全体事業期間

3

円

活 目 要望・苦情件数
 

）

 平成31年度～平成

－

34年度520 515

 

510 505
動 単 位 件

1

標
指 修繕管理台帳登載

3

箇所のうち実
施件数 3

3

3 3 3
標 値 単 位 件 ○特

 

定財源
  公共施設等

－

適正管理推進事業投 計 年度別事業費 458,

1

471 108,471 110,000 120,000 120,000
  債合
  総合賠償補償保険金【その他資 内 特定財源 108,800 27,200 27,200 27,200 27,200
  】画   指 訳 一般財源 3

年

49,671 81,271 82,800 92,800 92,800
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年

度

度 備       考
○全体事業期間活 目 除雪への満足度
  平成31年度～平成34年度62 64 66 68

動 単 位 ％
標

指 地域協働除

項

雪への取組団体
3 4 4

 

4
標 値 単 位 団体 ○特定

 

財源
  社会資本整備

 

総合交付金（道投 計 年

実

 

度別事業費 771,5

 

40 213,540 1

 

86,000 186,

 

000 186,000

目

  路）【国】(2/

平

3)合
  資 内 特定財

成

源 62,600 44,

3

600 6,000 6,

1

000 6,000
  

年

画   指 訳 一般財源 7

行

度

08,940 168,

平

940 180,000

成

180,000 180

3

,000
計

標 額 他団体

2

事業負担額

年度 平

項       

成

目 平成31年度 平成3

3

2年度 平成33年度 平

計

3

成34年度 備    

年

   考
○全体事業期

度

間活 目 市道改修事業実

平

施箇所数
  平成31

成

年度～平成34年度5

3

5 5 5
動 単 位 箇所

標
指

4

修繕管理台帳登載箇所

年

の修繕進
捗率 48 50

度

52 54
標 値 単 位 ％ ○

備

特定財源
  社会資本



  

い

ます。

継続区分 会計・

（

款・項・目 平成31年

成

度の事業概要
・用地取

果

得及び移転補償　一式

や

継続 一般・8款・2項

効

・3目

事    業 

果

   主    体
道

）

路課

【滝沢市主体】

国道

事       業 

 

4

      名 事業の

号

意図やねらい（成果や

交

効果）

向新田線道路改

差

良舗装事業 当路線は、

点

市役所やビッグルーフ

接

北側の主要地方道盛岡

続

環状線から県道盛岡滝

部

沢

線へ接続しているこ

整

とから中心市街地の形

備

成が促進されるよう整

ひ

事

備を行います。

継続区

業

分 会計・款・項・目 平

（

成31年度の事業概要

第

・道路詳細測量調査設

1

計   L=800m

巣

 交差点2箇所新規 一

当

般・8款・2項・3目

該

・基準点測量 一式
事

3

    業    主

路

    体 ・用地測量

と

線

　 一式

道路課

は近年の巣子地区の

に

急激な人口及び交通量

や

の増加に伴い、慢性的

さ

な渋

滞が発生しており

し

、歩道が整備されてい

く

ないこと、幅員が狭い

安

ことから大変危険
子線

政 全

外2路線） な路線であ

・

ります。そこで、国道

安

4号の4車線化に合わ

心

せ、交差点接続区間の

で

改良

と歩道整備を行い

活

、通行する車両と歩行

力

者の安全を確保します

あ

。

継続区分 会計・款・

ふ

項・目 平成31年度の

れ

事業概要
・第１巣子線

策 る

　道路改良舗装工事 

ま

 L=50ｍ  物件

ち

補償算定　一式継続 一

 

般・8款・2項・3目

基

事    業    

本

主    体
道路課

【

施

滝沢市主体】

策

事  

　

     業    

０

   名 事業の意図や

　
２

ねらい（成果や効果）

 

巣子野沢線道路改良舗

 

装事業 本路線は、東小

 

学校、第二小学校、第

計

二中学校の通学路とな

画

っていますが、国道

4

的

号の抜け道として通過

な

する車両が多く、歩道

道

も一部区間しか整備さ

路

れていない

ため、児童

　
整

生徒をはじめ地域住民

備

の日常生活においても

と

危険な状態にあること

維

か

ら、歩道整備と道路

持

改良を行い歩行者と通

管

行する車両の安全を確

理

保します。

継続区分 会

－

計・款・項・目 平成3

 

1年度の事業概要
・葉

1

の木沢工区　一部改良

　

3

　L=100ｍ，用地

4

補償　一式継続 一般・

 

8款・2項・3目

事 

－

   業    主    体
道路課

【滝沢市主体】

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

畜産

０

試験場柳沢線道路改良舗装事業 本路線は、岩手山演習場へ連絡する路線で自衛隊車両が頻繁に通行していますが

事

、幅員狭小であり車両

 

の離合に支障が生じて

 

いることから、歩道整

 

備と拡幅改良

を行い安

 

全かつ円滑な道路交通

４

 

の確保を図ります。

継

 

続区分 会計・款・項・

 

目 平成31年度の事業

業

概要
・道路舗装補修工

 

事　L=646ｍ継続

 

一般・8款・2項・3

 

目
・補償費算定　　　

 

　一式
事    業 

 

   主    体
道

 

路課

【滝沢市主体】

 

 名

事       業 

事

      名 事業の

業

意図やねらい（成果や

の

効果）

第６湯舟沢線道

意

路改良舗装事業 防災対

図

策としての交通分散及

や

び道路交通の利便性向

ね

上のため、団地へのア

ら

クセス

道路を複数化し



平 画

 

0,241 60,24

 

1
  補助金【国】(

 

7/10,6/10)

 

合
  道路整備事業債

 

資 内 特定財源 331,

 

043 137,640

 

80,438 56,4

考

69 56,496
  

○

画   指 訳 一般財源 3

全

1,842 18,86

平

体

7 5,458 3,77

事

2 3,745
計

標 額 他

業

団体事業負担額

期間活

項     

目

  目 平成31年度 平

事

成32年度 平成33年

業

度 平成34年度 備  

費

     考
○全体事

成

に

業期間活 目 事業費によ

よ

る換算延長（年度事
 

る

 平成25年度～平成

換

34年度業費／総事業

算

費×総延長） 127 1

延

19 111 111
○全

長

体事業量動 単 位 ｍ   

(

L=580ｍ標   指

年

○全体事業費
  14

度

6,000千円標 値 単

3

事

位 ○特定財源
  社会

 

資本整備総合交付金（

 

道投 計 年度別事業費 9

平

3,112 7,112

成

30,000 28,0

2

00 28,000
  

1

路）【国】(5.0/

年

10)合
  道路整備

度

事業債　資 内 特定財源

～

81,959 5,95

1

平

9 26,600 24,

成

700 24,700
 

3

 画   指 訳 一般財源

4

11,153 1,15

年

3 3,400 3,30

度

0 3,300
計

標 額 他

業

団体事業負担額

費/総

項     

年

事

  目 平成31年度 平

業

成32年度 平成33年

費

度 平成34年度 備  

×

     考
○全体事

総

業期間活 目 事業費によ

延

る換算延長（年度事
 

長

 平成31年度～平成

)

35年度業費/総事業

3

費×総延長） 57 10

8

0 161 241
○全体

度

3

事業量動 単 位 ｍ   L

8

=800m標   指 ○

2

全体事業費
  497

8

,800千円標 値 単 位

2

○特定財源
  社会資

8

本整備総合交付金（道

○

投 計 年度別事業費 34

全

7,800 35,60

体

0 62,200 100

事

,000 150,00

～

業

0
  路）【国】（5

量

.0/10)合
  道

動

路整備事業債資 内 特定

単

財源 328,300 3

位

3,800 57,00

m

0 95,000 142

 

,500
  画   指

 

訳 一般財源 19,50

交

0 1,800 5,20

差

0 5,000 7,50

平

点

0
<新規事業>計

標 額

接

他団体事業負担額

続部市道3路線標

成

  Ｌ＝668ｍ指 ○

成
3

全体事業費
  530

4

,000千円標 値 単 位

年

○特定財源
  社会資

度

本整備総合交付金(道

（

投 計 年度別事業費 10

単

3,581 29,98

位

1 30,000 21,

 

800 21,800
 

 

 路)【国】(5.0

千

/10)合
  道路整

3

円

備事業債資 内 特定財源

）

94,800 27,5

－

00 27,500 19

 

,900 19,900

1

  画   指 訳 一般財

3

源 8,781 2,48

5

1 2,500 1,90

 

0 1,900
計

標 額 他

－

団体事業負担額

1

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 事業費による換算延長(年度事
  平成22年度～平成36年度業費/総事業

年

費×総延長) 264 264 278 278
○全体事業量動 単 位 m   道路改良舗装標   L=1,880ｍ指 ○全体事業費
  1,710,000千円標 値 単 位 ○特定財源
  社会資本整備総合交付金(道投 計 年度別事業費 9

度

58,600 212,000 240,200 253,200 253,200
  路)【国】(5.0/10)合
  道路整備事業債資

項

内 特定財源 864,2

 

00 190,900 2

 

17,500 227,

 

900 227,900

実

 

  画   指 訳 一般財

 

源 94,400 21,

 

100 22,700 2

 

5,300 25,30

目

0
平成31年度実施平

平

成30年度繰越計 明許

成

費26,827千円標

3

額 他団体事業負担額

1年

行

度

項   

平

    目 平成31年

成

度 平成32年度 平成3

3

3年度 平成34年度 備

2

       考
○全

年

体事業期間活 目 事業費

度

による換算（年度事業

平

費
  平成25年度～

成

平成34年度／総事業

3

費） 747 409 28

計

3

7 287
○全体事業量

年

動 単 位 ｍ   L=4,

度

950ｍ標   指 ○全

平

体事業費
  1,04

成

0,000千円標 値 単

3

位 ○特定財源
  防衛

4

施設周辺道路改修事業

年

費投 計 年度別事業費 3

度

62,885 156,

備

507 85,896 6



  

い

堰河川改修に合わせて

（

、狭隘となっている風

成

林橋を架け替えること

果

で、道路

交通の利便性

や

の向上及び橋梁による

効

越水被害の解消を図り

果

ます。

継続区分 会計・

）

款・項・目 平成31年

橋

度の事業概要
平成32

梁

年度以降事業着手予定

 

維

調査 一般

事    業

持

    主    体

補

道路課

【滝沢市主体】

修事業 年々老朽

ひ

化の進む市道橋梁につ

と

いて、法令に基づく定

に

期点検の実施により橋

や

梁の

状態を把握します

さ

。また、点検結果に基

し

づき優先順位を定めて

く

計画的な橋梁補修

を実

安

施することにより、橋

政 全

梁事故の未然防止と橋

・

梁の長寿命化を図りま

安

す。

継続区分 会計・款

心

・項・目 平成31年度

で

の事業概要
・橋梁定期

活

点検　29橋継続 一般

力

・8款・2項・4目
・

あ

橋梁補修工事　一式
事

ふ

    業    主

れ

    体
道路課

【滝

策 る

沢市主体】

ま

事   

ち

    業     

 

  名 事業の意図やね

基

らい（成果や効果）

交

本

通安全施設（施設修繕

施

）整備事業 市道におけ

策

る交通安全施設の整備

　

及び修繕を適正に実施

０

することによる交通の

　
２

安

全確保を目的としま

 

す。

継続区分 会計・款

 

・項・目 平成31年度

 

の事業概要
・区画線設

計

置　　L=5,000

画

ｍ継続 一般・8款・2

的

項・5目

事    業

な

    主    体

道

道路課

【滝沢市主体】

路
　

整

事       業

備

       名 事業

と

の意図やねらい（成果

維

や効果）

県街路事業市

持

町村負担金 滝沢市内の

管

都市計画決定道路のう

理

ち県が管理する道路の

－

整備促進を図るため、

 

事

業費の一部を負担し

1

、道路交通の安全確保

　

3

と交通混雑の緩和を図

6

ります。

継続区分 会計

 

・款・項・目 平成31

－

年度の事業概要
・岩手県都市計画街路街路事業促進協議会負担金　15千円継続 一般・8款・4項・2目
・都）下鵜飼御庭田線（県道盛岡滝沢線）事業負担

０

金　1,667千円
事    業    主    体

道路課

【他団体事業主体】

岩手県

事

事       業

 

       名 事業

 

の意図やねらい（成果

 

や効果）

第４砂込線道

 

路改良舗装事業 当該路

４

 

線と紫野工区2号幹線

 

は、国道4号を挟んで

 

食い違い交差点となっ

業

ています

。その解消と

 

現道を拡幅整備するこ

 

とにより、安全で円滑

 

な道路交通を確保を図

 

ります。

継続区分 会計

 

・款・項・目 平成31

 

年度の事業概要
平成3

 

 

2年度以降事業着手予

名

定調査 一般

事    

事

業    主    

業

体
道路課

【滝沢市主体

の

】

意

事       

図

業       名 事

や

業の意図やねらい（成

ね

果や効果）

第４風林線

ら

風林橋架替等事業 越前



平 画

 

他団体事業負担額

   

項    

 

   目 平成31年度

 

平成32年度 平成33

 

年度 平成34年度 備 

考

      考
○全体

○

事業期間活 目 事業費に

全

よる換算延長（年度事

平

体

  平成31年度～平

事

成36年度業費/総事

業

業費×総延長） 0 0 0

期

0
○全体事業量動 単 位

間

ｍ   道路改良　L=

活

130ｍ標   橋梁架

目

替　１橋指 ○全体事業

定

費
  269,800

期

千円標 値 単 位 ○特定財

点

源
  社会資本整備総

成

検

合交付金（道投 計 年度

橋

別事業費   路）【国

梁

】(5.0/10)合

数

  道路整備事業債資

 

内 特定財源   画   

 

指 訳 一般財源 <調査事

平

業>計
標 額 他団体事業

成

負担額

31

3

年度～平成34年度2

1

9 38 34 10
動 単 位

年

橋
標

指

標 値 単 位 ○特定

度

財源
  社会資本整備

～

総合交付金（道投 計 年

平

度別事業費 75,27

成

5 15,275 20,

成
3

000 20,000 2

4

0,000
  路）【

年

国】(5.5/10)

度

合
  道路整備事業債

（

資 内 特定財源 58,9

単

50 12,000 15

位

,650 15,650

 

15,650
  画  

 

 指 訳 一般財源 16,

千

325 3,275 4,

3

円

350 4,350 4,

）

350
平成31年度実

－

施平成30年度繰越計

 

明許費8,465千円

1

標 額 他団体事業負担額

37 

項  

－

     目 平成31年度 平成32年度 平成

1

33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 交通安全施設等修繕実施箇所
  平成31年度～平成34年度3 3 3 3

動 単 位 箇所
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 12,000 3,000 3,000 3,000

年

3,000
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 12,000 3,000 3,000 3,000 3,000
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成

度

32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 工事延長
  平成30年度～平成34年度0 45 45 45

項

動 単 位 ｍ
標

指

標 値 単 位

 

投 計 年度別事業費 10

 

,739 1,682 3

 

,019 3,019 3

実

 

,019
合

資 内 特定財

 

源
画

指 訳 一般財源 10

 

,739 1,682 3

 

,019 3,019 3

目

,019
計

標 額 他団体

平

事業負担額

成31

項       

年

目 平成31年度 平成3

行

度

2年度 平成33年度 平

平

成34年度 備    

成

   考
○全体事業期

3

間活 目 事業費による換

2

算延長（年度事
  平

年

成25年度～平成36

度

年度業費／総事業費×

平

総延長） 0 0 0 0
○全

成

体事業量動 単 位 ｍ   

3

L=500ｍ標   指

計

3

○全体事業費
  14

年

2,200千円標 値 単

度

位 ○特定財源
  社会

平

資本整備総合交付金（

成

道投 計 年度別事業費  

3

 路）【国】(5.0

4

/10)合
  道路整

年

備事業債資 内 特定財源

度

  画   指 訳 一般財

備

源 <調査事業>計
標 額



  

政

 主    体
河川課

策

【滝沢市主体】

　　　０４   

 

ひとにやさしく安全・

ひ

安心で活力あふれるま

と

ち
 基本施策　０３ 

に

  河川砂防・雨水排

や

除施設の整備

さ

基本施策が４年

し

間でめざす姿

市内の河

く

川や市街地の雨水排水

安

氾濫による浸水被害を

政 全

未然に防止するため、

・

浸水対策にかかる計画

安

的な整備を行うととも

心

に

、河川砂防や土石流

で

・地すべりなどから市

活

民を守るため、これか

力

らを所掌する国や県に

あ

協力し必要な整備を推

ふ

進し、適正な

維持に努

れ

め自然災害に強い安全

策 る

・安心なまちづくりを

ま

目指します。 

基本施

ち

策目標の進捗状況分析

 

・火山砂防や土石流・

基

地すべりなどの土砂災

本

害対策として、これま

施

で、国の直轄砂防事業

策

の要望活動を行うとと

　

もに、土砂

災害警戒区

０

域等について、岩手県

　
２

が行う指定に伴う地元

 

調整に協力し対策事業

 

に対する要望活動を行

 

っています。

・浸水対

計

策としては、市街化区

画

域については下水道事

的

業（雨水）により順次

な

整備を進めてきており

道

、その他の普通河川に

路

つ

いては事後保全を主

　
整

体とした浸水対策及び

備

災害対策を進めていま

と

す。そのほかに、小岩

維

井地区の浸水被害の対

持

策として、準

用河川仁

管

沢瀬川について、国庫

理

補助事業による改修を

－

進めます。

 

事   

1

    業     

　

3

  名 事業の意図やね

8

らい（成果や効果）

河

 

川維持管理事業 安全で

－

安心な河川環境の形成を目指し、河川機能の維持管理を行なうことで、災

害に強い河川環境の保全を図ります。

小

（義務的事業）

継続区

 

分 会計・款・項・目 平

０

 

成31年度の事業概要

 

・河川機能の適正な維

 

持管理と河川施設の管

 

理を行います。継続 一

 

般・8款・3項・1目

 

・地域住民（自治会等

 

）との協働による、除

 

草等環境保全活動の水

 

平展開と支援
事   

 

 業    主   

４

 

 体 を行います。

河川

 

課

【滝沢市主体】

 

事

 

       業  

 

     名 事業の意

 

図やねらい（成果や効

 

果）

仁沢瀬川外治水対

 

策事業 安全で安心な河

 

川環境の形成を目指し

 

、たびたび越水被害が

 

 

起きている仁沢瀬川

外

 

の治水対策を実施する

 

ことで、災害に強い河

 

川の整備を行ないます

 

。

継続区分 会計・款・

 

項・目 平成31年度の

 

事業概要
・用地調査測

 

量業務継続 一般・8款

計

・3項・1目
・設計業

 

務
事    業   



平 画

 

活 目 補助事業決定まで

 

の進捗率
  平成25

 

年度～平成58年度0

 

0 0 0
○全体事業量動

考

単 位 %   治水対策延

投

長　L=2.6km標

計

  指 事業進捗率（事

年

業費ベース）
○全体事

度

業費11 14 16 18

別

  1,121,90

平

事

0千円標 値 単 位 % ○特

業

定財源
  社会資本整

費

備総合交付金【国投 計

3

年度別事業費 123,

,

000 31,500 3

5

0,500 30,50

5

0 30,500
  】

0

（1/3）合
  資 内

,

特定財源 112,90

4

0 28,900 28,

成

8

000 28,000 2

5

8,000
  画   

8

指 訳 一般財源 10,1

7

00 2,600 2,5

2

00 2,500 2,5

,

00
平成31年度実施

4

平成30年度繰越計 明

8

許費5,430千円標

8

額 他団体事業負担額

8

3

59,369 884,

1

314 934,314

年

合
資 内 特定財源 2,2

度

17,052 551,

～

199 529,488

平

544,419 591

成

,946
画

指 訳 一般財

成
3

源 1,333,433

4

321,289 329

年

,881 339,89

度

5 342,368
計

標

（

額 他団体事業負担額

（

単

単位  千円）

位

基本施策の達

 

成（実現）に向けた基

 

本計画期間内の取り組

千

みと方針

河川や下水道

3

円

（雨水）整備を継続す

）

るとともに、将来的な

－

整備方針をさだめ、限

 

られた財源の中で計画

1

的・効率的な改築工

事

3

及び維持修繕を行うと

9

ともに、保全や河川の

 

美化などの地域活動を

－

推進し、これを支援していきます。

また、自

1

然災害から市民の財産を守るため、災害の恐れのある個所を整理し、将来的な整備方針を定め、国や県の直轄事業

の要望と実施にかかる協力を行ってまいります。 　

基本計画期間内の取り組みと方針のうち、平成31年度

年

の重点課題

・適正な河川維持管理

・国庫補助事業による準用河川仁沢瀬川の河川改修事業の推進

・電源立地地域対策交付金関連等河川改修・維持管理事業の推進

・火山砂防・土砂災害関連要望活動の推進

・浸水対策の推進

度

項   

項

    目 平成31年

 

度 平成32年度 平成3

 

3年度 平成34年度 備

 

       考
○全

 

体事業期間活 目 河川愛

 

護団体の組織化数
  

 

平成31年度～平成3

実

 

4年度7 7 7 7
動 単 位

目

団体数
標

指 施設管理の

平

実施（水門管理委託
、

成

環境維持業務等） 7 7

3

7 7
標 値 単 位 箇所数 ○

1

特定財源
  県単河川

年

維持修繕業務委託金投

度

計 年度別事業費 63,

平

518 15,485 1

成

5,535 16,24

行

3

9 16,249
  【

2

県】、河川水門管理委

年

託金合
  【県】、土

度

木施設使用料【そ資 内

平

特定財源 5,253 1

成

,506 1,249 1

3

,249 1,249
 

3

 の他】画   指 訳 一

年

般財源 58,265 1

度

3,979 14,28

計

平

6 15,000 15,

成

000
計

標 額 他団体事

3

業負担額

4年度

項       目

備

平成31年度 平成32

 

年度 平成33年度 平成

 

34年度 備     

 

  考
○全体事業期間



  

ら

市主体】

い（成果や効果）

電

 

源立地地域対策交付金

ひ

事業 普通河川の土水路

と

区間を改修することに

に

より、災害に強い河川

や

の整備を行います

。

継

さ

続区分 会計・款・項・

し

目 平成31年度の事業

く

概要
排水路整備　L=

安

24.0m継続 一般・

政 全

8款・3項・1目

事 

・

   業    主 

安

   体
河川課

【滝沢

心

市主体】

で

事    

活

   業      

力

 名 事業の意図やねら

あ

い（成果や効果）

準用

ふ

河川仁沢瀬川河川台帳

れ

整備事業 河川区域等に

策 る

おいては、種々の行為

ま

の制限が行われるとと

ち

もに、河川においては

 

流水占用その他各種の

基

河川使用が行われてい

本

るため、河川管理を円

施

滑かつ的確な

遂行を図

策

ります。

継続区分 会計

　

・款・項・目 平成31

０

年度の事業概要
・現地

　
３

調査継続 一般・8款・

 

3項・1目
・資料収集

 

及び整理
事    業

 

    主    体

河

河川課

【滝沢市主体】

川砂

事       業

防

       名 事業

・

の意図やねらい（成果

雨

や効果）

滝沢市河川整

　
水

備計画事業 計画的に河

排

川改修・維持管理を実

除

施するため、市管理河

施

川の整備・維持管理計

設

画

を策定することによ

の

り、安心安全な雨水排

整

除施設の整備維持管理

備

を図ります。

継続区分

－

会計・款・項・目 平成

 

31年度の事業概要
・

　

1

施策検討継続 一般

事 

4

   業    主 

0

   体
河川課

【滝沢

 

市主体】

－

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

（仮称）地域保全計画推進事業 新規土砂災害危険

０

個所を調査し、保全工事を実施することで災害から市民を守り

ます。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
・現地調査継

事

続 一般

事    業 

 

   主    体
河

 

川課

【滝沢市主体】

 

４

 

事       業 

 

      名 事業の

 

意図やねらい（成果や

 

効果）

下水道整備事業

業

（雨水） 都市化の進展

 

による雨水流出量の増

 

加及び最近の局地的な

 

集中豪雨等の雨水対策

 

を目的に、雨水排除施

 

設を整備促進すること

 

 

により、市民に良好な

 

住環境を提供

するとと

名

もに安全な暮らしの確

事

保を図ります。

継続区

業

分 会計・款・項・目 平

の

成31年度の事業概要

意

・雨水排水路整備　L

図

=175ｍ継続 ―

事 

や

   業    主 

ね

   体
河川課

【滝沢



平 画

 

0ha標   指 ○全体

 

事業費
  20,31

 

6,000千円標 値 単

 

位 ○特定財源
  社会

 

資本整備総合交付金【

 

国投 計 年度別事業費 6

 

0,000 15,00

考

0 15,000 15,

○

000 15,000
 

全

 】(1/2)合
  

平

体

資 内 特定財源 56,0

事

00 14,000 14

業

,000 14,000

期

14,000
  画  

間

 指 訳 一般財源 4,0

活

00 1,000 1,0

目

00 1,000 1,0

事

00
【公営企業会計】

業

計
標 額 他団体事業負担

費

額

成

による換算延長（年度

3

事
  平成19年度～

1

平成34年度業費/総

年

事業費×総延長） 24

度

61 25 25
動 単 位 ｍ

～

標
指

標 値 単 位 ○特定財

平

源
  岩手県電源立地

成

地域対策交付投 計 年度

成
3

別事業費 27,100

4

12,100 5,00

年

0 5,000 5,00

度

0
  金事業【県】合

（

  資 内 特定財源 24

単

,300 11,100

位

4,400 4,400

 

4,400
  画   

 

指 訳 一般財源 2,80

千

0 1,000 600 6

3

円

00 600
平成29年

）

度市兵衛川完了。計 平

－

成30年度より巣子川

 

着手。標 額 他団体事業

1

負担額

41 

項       目 平

－

成31年度 平成32年度 平成33年度 平成3

1

4年度 備       考
○全体事業期間活 目 準用河川仁沢瀬川　延長L=6.46
  平成34年度～平成34年度Km 0 0 0 6.46

動 単 位 km
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 15,000 15,000
合

資 内 特定財源

年

画
指 訳 一般財源 15,000 15,000

<調査事業>計
標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備   

度

    考
○全体事業期間活 目 事業進捗率
  平成32年度～平成32年度0 100 0 0

動 単 位 ％
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 15

項

,000 15,000

 

合
資 内 特定財源

画
指 訳

 

一般財源 15,000

 

15,000
<調査事

実

 

業>計
標 額 他団体事業

 

負担額

  目

項       目 平

平

成31年度 平成32年

成

度 平成33年度 平成3

3

4年度 備      

1

 考
○全体事業期間活

年

目 事業進捗度
  平成

行

度

30年度～平成33年

平

度0 0 0 0
動 単 位 ％

標

成

指

標 値 単 位

投 計 年度別

3

事業費
合

資 内 特定財源

2

画
指 訳 一般財源 ＜調査

年

事業＞計
標 額 他団体事

度

業負担額

平成3

項       目

計

3

平成31年度 平成32

年

年度 平成33年度 平成

度

34年度 備     

平

  考
○全体事業期間

成

活 目 雨水排水施設整備

3

面積
  昭和53年度

4

～平成47年度175

年

176 177 178
○

度

全体事業量動 単 位 ha

備

（累計）   2,01



  

 政策　　　０４  

 

 ひとにやさしく安全

ひ

・安心で活力あふれる

と

まち
 基本施策　０４

に

   持続可能な水道

や

経営

基

さ

本施策が４年間でめざ

し

す姿

水道は、市民の日

く

常生活における重要な

安

ライフラインであり、

政 全

安全な水道水を持続し

・

て供給できる健全な水

安

道事業の経営を

目指し

心

ます。

基本施策目標の

で

進捗状況分析

基本施策

活

である持続可能な水道

力

経営の実現に向け、滝

あ

沢市水道ビジョンの施

ふ

策方針に従い、概ね順

れ

調に各施策が進められ

策 る

て

います。

ま

事   

ち

    業     

 

  名 事業の意図やね

基

らい（成果や効果）

水

本

道事業経営 安全でおい

施

しい水の提供を継続す

策

る持続可能な水道経営

　

を目指し、滝沢市新水

０

道

ビジョン及び後期経

　
３

営計画に基づき、事業

 

の効率化と財源確保を

 

行い健全な経営

に努め

 

ます。

（義務的事業）

河

継続区分 会計・款・項

川

・目 平成31年度の事

砂

業概要
・料金徴収業務

防

委託内容の適正なモニ

・

タリング継続 ―
・水道

雨

事業の広報周知活動の

　
水

充実
事    業  

排

  主    体 ・適

除

正な水道料金の算定と

施

消費税改正への対応

水

設

道総務課 ・職員の計画

の

的な専門研修受講によ

整

る能力向上と技術継承

備

【滝沢市主体】 ・広域

－

連携による共同化の検

 

討

小     

　

1

          

4

          

2

    計

 －

小

０

          

４

          

 

         計



平 画

 

項     

 

  目 平成31年度 平

 

成32年度 平成33年

 

度 平成34年度 備  

考

     考

投 計 年度

投

別事業費
合

資 内 特定財

計

源
画

指 訳 一般財源
計

標

年

額 他団体事業負担額

度別

平

事業費 303,618

成

74,085 81,0

3

35 66,749 81

1

,749
合

資 内 特定財

年

源 198,453 55

度

,506 47,649

～

47,649 47,6

平

49
画

指 訳 一般財源 1

成

05,165 18,5

成
3

79 33,386 19

4

,100 34,100

年

計
標 額 他団体事業負担

度

額

（単位  千円）

（

基本施策

単

の達成（実現）に向け

位

た基本計画期間内の取

 

り組みと方針

持続可能

 

な水道経営を実現する

千

ための運営指針となる

3

円

後期経営計画（平成３

）

１年度～３４年度）に

－

基づき、施策目標の達

 

成

に向け事業を展開し

1

ていきます。

・納付方

4

法の多様化による顧客

3

サービス向上、体験型

 

啓発活動等による広聴

－

広報の充実に努めます。

・世代間の負担の公

1

平性と持続可能な経営の観点から適正な水道料金の見直しを行い、財政の健全化を図ります。

・計画的な内部研修や外部研修への参加、適正な人事配置により、人材育成と組織力の強化を図ります。

・盛岡広域ブロック検討

年

会等において、施設管理の共同化などの具体的な広域連携の取り組みを検討実施していきます。

基本計画期間内の取り組みと方針のうち、平成31年度の重点課題

・適正な水道料金について合意形成を図るため、水道事業の

度

現状や課題について利用者へわかりやすく周知し理解を得るこ

とが

項

大切です。

・納付方法

 

の多様化・口座振替の

 

推進による顧客サービ

 

スの向上に取り組みま

 

す。

・子供向け水道啓

 

発活動や市民等を対象

 

とする体験型啓発活動

実

 

に取り組みます。

・各

目

施策を達成するために

平

、人材育成と技術が継

成

承されるように、職員

3

の適正配置による組織

1

力の強化を図ります。

年

・広域連携について国

度

庫補助制度の導入を検

平

討するとともに、盛岡

成

広域ブロック検討会に

行

3

参加し情報共有を図り

2

ます。

年度 平

項       目 平

成

成31年度 平成32年

3

度 平成33年度 平成3

3

4年度 備      

年

 考
○全体事業期間活

度

目 経営資本営業利益率

計

平

  平成17年度～平

成

成34年度1 1 1 1
動

3

単 位 ％
標

指

標 値 単 位

投

4

計 年度別事業費
合

資 内

年

特定財源
画

指 訳 一般財

度

源 【公営企業会計】計

備

<ゼロ予算事業>標 額

 

他団体事業負担額

  



  

水

   業      

道

 名 事業の意図やねら

施

い（成果や効果）

基幹

設

水道施設整備事業 上水

の

道に統合した旧一本木

整

簡易水道の水源である

備

、柳沢大湧口水源を有

に

効に活用

するため連絡

努

管の設計調査に着手し

め

、安全でおいしい水の

 

、

安定供給を図ります。

市

また、柳沢高区配水池

民

増設計画に着手し、配

が

水池貯留能力の向上を

必

図ります。

（義務的事

要

業）

継続区分 会計・款

と

・項・目 平成31年度

す

の事業概要
・柳沢一本

る

木連絡管調査設計　一

安

式継続 ―
・駒形・小岩

ひ

全

井第2配水池無停電電

な

源装置増設工事　一式

水

事    業    

を

主    体
水道整備

い

課

【滝沢市主体】

つでも提供

と

できる水道を目

指しま

に

す。

基本施策目標の進

や

捗状況分析

基本施策目

さ

標値である「滝沢市の

し

水道水がおいしいと感

く

じている人の割合」は

安

基準値である平成26

政 全

年度の68.1％に対

・

し平成

30年度は68

安

.5％となり、引き続

心

き目標値達成に向け、

で

水質管理体制の堅持や

活

水道広報紙などによる

力

広報活動を推進してい

あ

き

ます。

「漏水率」は

ふ

全国平均に比べ低いほ

れ

うですが、平成20年

策 る

度末の4.0％をピー

ま

クに増加傾向にあるこ

ち

とから、平成28年度

 

から

大規模な漏水調査

基

と修繕を進めておりま

本

すが、漏水は繰り返さ

施

れるという性質がある

策

ことから、引き続き水

　

資源の有効利用

とコス

０

トの縮減を目指し、費

　
５

用対効果を勘案しなが

 

ら漏水対策を講じるこ

 

とが必要です。

 

事 

安

      業   

全

    名 事業の意図

で

やねらい（成果や効果

強

）

配水管整備事業 老朽

靭

配水管の更新による有

な

効率の向上及び配水管

　
水

の耐震化により災害に

道

強い水道

の構築を目指

の

します。給水区域内の

持

未普及地区の配水管整

続

備により普及率の向上

－

を図ります。

（義務的

 

事業）

継続区分 会計・

1

款・項・目 平成31年

4

度の事業概要
老朽管更

4

新（団地等）φ150

　

 

～75　Ｌ＝4,60

－

0ｍ継続 ―
配水管移設　　　　　　　　　　　一式

事    業    主    体 配水管付属施設整備            　一式

水道整備課 実施設計　　　　　　　　

基

　　　　一式

【滝沢市

０

本

主体】

施

事     

策

  業       

が

名 事業の意図やねらい

４

（成果や効果）

漏水対

年

策事業 漏水調査、漏水

間

箇所の早期修繕及び漏

で

水多発給配水施設の更

め

新による水資源の有

効

ざ

利用や地下水揚水に伴

４

す

う電力消費量の削減な

姿

ど、環境にやさしい水

岩

道への取組

みと経費削

手

減を図ります。また、

山

流量計室の設置を進め

麓

、配水ブロックの細分

の

化

（義務的事業） を行

水

い、配水流量監視体制

源

の強化を図ります。

継

を

続区分 会計・款・項・

 

大

目 平成31年度の事業

切

概要
漏水調査　市内3

に

80㎞の水道管路音聴

活

調査　継続 ―
配水量監

用

視用流量計室（地下）

し

の整備　3基
事   

、

 業    主   

強

 体
水道整備課

【滝沢

靭

市主体】

な

事    



平 画

た

32年度 平成33年度

め

平成34年度 備   

、

    考
○全体事業

平

期間活 目 配水池貯留能

成

力
  平成27年度～

２

平成34年度0.85

７

0.85 0.85 0.

年

87
動 単 位 日

標
指

標 値

度

単 位 ○特定財源
  『

に

水道事業会計』投 計 年

平

策

度別事業費 433,0

定

00 18,000 15

し

,000 250,00

た

0 150,000
  

「

合
  資 内 特定財源 4

水

33,000 18,0

安

00 15,000 25

全

0,000 150,0

計

00
  画   指 訳 一

画

般財源 【公営企業会計

成

」

】計
標 額 他団体事業負

に

担額

基づく水源から給

3

水

栓に至る統合的な水

1

質管理の実現と、アセ

年

ットマネジメントに基

度

づく老朽水道施設の整

～

備や更新・耐震化を進

平

めます。維持

管理分野

成

では、漏水調査の実施

成
3

による漏水率の改善や

4

災害対応体制の強化を

年

進めます。また、これ

度

らの事業を円滑に継続

（

的

に遂行するため、長

単

期的視点に立って職員

位

の「配置」と「教育」

 

を一体として計画し、

 

組織・人員体制につい

千

て適切な形を

追求しま

3

円

す。

基本計画期間内の

）

取り組みと方針のうち

－

、平成31年度の重点

 

課題

基本施策の達成（

1

実現）のため、「水道

4

事業経営計画」のうち

5

平成３１年度から平成

 

３４年度まで事業計画

－

を策定します。

また、老朽水道施設更新と配

1

水管路の耐震化を継続的に実施します。

項       目 平成31年度

基

平成32年度 平成33

本

年度 平成34年度 備 

施

      考
○全体

策

事業期間活 目 管路耐震

年

の

化率（導・送水管を除

達

  平成27年度～平

成

成34年度く） 33.

（

1 34.1 35 35.

実

9
動 単 位 ％

標
指 管路耐

現

震化率（幹線）
26.

）

4 26.8 27.2 2

に

7.6
標 値 単 位 ％ ○特

向

定財源
  『水道事業

け

会計』投 計 年度別事業

度

た

費 1,145,000

基

373,000 373

本

,000 183,00

計

0 216,000
  

画

合
  資 内 特定財源 1

期

,145,000 37

間

3,000 373,0

内

00 183,000 2

の

16,000
  画  

取

 指 訳 一般財源 【公営

実

り

企業会計】計
標 額 他団

組

体事業負担額

みと方

項      

針

 目 平成31年度 平成

い

32年度 平成33年度

つ

平成34年度 備   

で

    考
○全体事業

も

期間活 目 漏水率
  平

行

安

成27年度～平成34

全

年度7.2 7 6.8 6

に

.6
動 単 位 ％

標
指

標 値

使

単 位 ○特定財源
  『

う

水道事業会計』投 計 年

こ

度別事業費 60,00

と

0 15,000 15,

の

000 15,000 1

で

5,000
  合
  

き

資 内 特定財源 60,0

計

る

00 15,000 15

水

,000 15,000

道

15,000
  画  

水

 指 訳 一般財源 【公営

の

企業会計】計
標 額 他団

提

体事業負担額

供を行

項      

う

 目 平成31年度 平成



  

成

業実績（浄化槽）　6

果

0千円（新規融資

下水

や

道課 斡旋見込1件）

【

効

滝沢市主体】

果）

老朽水道

 

施設更新事業 耐用年数

ひ

を迎え、取水・浄水能

と

力や運転管理・水質管

に

理に支障を及ぼすおそ

や

れの

ある施設・設備等

さ

を順次改良・更新し、

し

水道施設の機能保持を

く

図ります。

（義務的事

安

業）

継続区分 会計・款

政 全

・項・目 平成31年度

・

の事業概要
・滝沢系受

安

水流量計更新工事　一

心

式継続 ―
・小岩井第２

で

配水池配水流量計更新

活

工事　一式
事    

力

業    主    

あ

体
水道整備課

【滝沢市

ふ

主体】

小  

れ

          

策 る

          

ま

       計

 政

ち

策　　　０４   ひ

 

とにやさしく安全・安

基

心で活力あふれるまち

本

 基本施策　０６  

施

 効率的な汚水処理施

策

設の整備・維持管理

　

基本施策

０

が４年間でめざす姿

公

　
５

共下水道事業と浄化槽

 

設置整備補助事業の両

 

輪で、効果的、経済的

 

に汚水施設整備を推進

安

し、適正に管理されて

全

いるとと

もに、今後下

で

水道施設を長期安定的

強

に運営するために必要

靭

な経営方針や施設の計

な

画的更新の骨子が明ら

　
水

かになっています。

基

道

本施策目標の進捗状況

の

分析

・平成29年度末

持

の行政人口に対する下

続

水道供用開始可能人口

－

の割合を表す汚水処理

 

人口普及率は、公共下

1

水道で67.2％、合

4

併処理浄化槽や団地ご

6

との集合処理施設で1

　

 

7.3％、全体で84

－

.5％となっています。

・平成27年度に移行した公営企業会計の初決算によると収支は黒字側で均衡しています。一方で、手持ち資金の状態を表す

流動比率は低く、財政の柔軟性が低いことが明らか

０

になりました。

事       業   

事

    名 事業の意図

 

やねらい（成果や効果

 

）

滝沢市水洗便所改造

 

資金利子補給事業 合併

 

処理浄化槽設置工事に

 

伴う、くみ取り便所か

 

ら水洗便所への改造資

４

 

金を金融

機関に融資斡

業

旋し利子を補給するこ

 

とにより、合併処理浄

 

化槽の普及を促進し、

 

生活排水による公共用

 

水域の水質保全ととも

 

に環境衛生の向上を図

 

ります。

（義務的事業

 

）

継続区分 会計・款・

名

項・目 平成31年度の

 

事

事業概要
・滝沢市水洗

業

便所改造資金融資斡旋

の

利子事業（浄化槽）に

意

よる、公共用水域の水

図

継続 一般・4款・1項

や

・4目
質保全及び公衆

ね

衛生の向上
事    

ら

業    主    

い

体 ・滝沢市水洗便所改

（

造資金融資斡旋利子事



平 画

  

項

 

       目 平成

 

31年度 平成32年度

 

平成33年度 平成34

 

年度 備       

 

考
○全体事業期間活 目

考

整備人口
  平成31

○

年度～平成34年度9

全

,683 9,787 9

平

体

,894 10,001

事

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

業

投 計 年度別事業費 17

期

7 21 58 50 48
合

間

資 内 特定財源
画

指 訳 一

活

般財源 177 21 58

目

50 48
計

標 額 他団体

浄

事業負担額

水機

成

能の低下による障害や

3

水
  平成27年度～

1

平成34年度質事故数

年

0 0 0 0
動 単 位 件

標
指

度

標 値 単 位 ○特定財源
 

～

 『水道事業会計』投

平

計 年度別事業費 83,

成

000 13,000 2

成
3

0,000 30,00

4

0 20,000
  合

年

  資 内 特定財源 83

度

,000 13,000

（

20,000 30,0

単

00 20,000
  

位

画   指 訳 一般財源 【

 

公営企業会計】計
標 額

 

他団体事業負担額

千

3

円）

項       

－

目 平成31年度 平成3

 

2年度 平成33年度 平

1

成34年度 備    

4

   考

投 計 年度別事

7

業費 1,721,00

 

0 419,000 42

－

3,000 478,000 401,000
合

1

資 内 特定財源 1,721,000 419,000 423,000 478,000 401,000
画

指 訳 一般財源
計

標 額 他団体事業負担額

（単位  千円）

基本施策の達成（実現）に向けた基本計画期間内の取

年

り組みと方針

・公共下水道と合併処理浄化槽の最適な配分による汚水処理を推進するとともに、既存の公共下水道の適正な維持改修、長

期サイクルでの計画的管理を目指します。

・合併処理浄化槽設置に係る助成、融資あっ

度

せんなどによる汚水処理普及率の向上と下水道施設の効率的利用を図ります。

・公共下水道の整備や維持には多額の費用を要するため

項

、費用対効果を重視し

 

た面的整備、不明水対

 

策、供用開始後の確実

 

な使用料の回収やコス

実

 

ト縮減などを推進し、

 

経営基盤の確立や安定

 

した経営の維持に努め

 

ます。

・下水道使用料

目

の定期的見直しにより

平

必要最低限度の値上げ

成

について上下水道事業

3

経営審議会に諮問し、

1

同様の答申があり

まし

年

た。今後も、設定した

行

度

使用料の定期的な検証

平

が必要です。

基本計画

成

期間内の取り組みと方

3

針のうち、平成31年

2

度の重点課題

・経費及

年

び工事コストの縮減に

度

引き続き取り組みます

平

。

・下水道使用料や受

成

益者負担金などの確実

3

な収納に取り組みます

計

3

。

・整備計画の変更や

年

維持管理計画の策定に

度

向けた調査などに着手

平

します。

・収支の均衡

成

やコスト削減、流動比

3

率向上等、健全な下水

4

道事業会計の着実な維

年

持に努め、もって将来

度

経営の安定化を図り

ま

備

す。



  

意

起債償還分）　 35

図

,243千円継続 ―

事

や

    業    主

ね

    体
下水道課

【

ら

他団体事業主体】

岩手

い

県

（

事       

成

業       名 事

果

業の意図やねらい（成

や

果や効果）

下水道維持

 

効

管理事業 市民の生活基

果

盤である下水道施設の

）

適正な維持管理を図る

滝

とともに、公共下水道

沢

への早期接続を促進し

市

ます。

（義務的事業）

浄

継続区分 会計・款・項

化

・目 平成31年度の事

槽

業概要
・汚水施設維持

設

管理経費（管渠費）　

ひ

置

　　　　67,007

整

千円継続 ―
・雨水施設

備

管理経費（雨水処理費

補

）　　　　　   5

助

00千円
事    業

事

    主    体

業

・流域下水道維持管理

合

負担金　　　　　　　

併

 189,095千円

処

下水道課 ・賦課徴収業

と

理

務等の経費（業務費）

浄

　　　　　56,83

化

5千円

【滝沢市主体】

槽

・企業経営に関する経

の

費（総係費）　　　　

設

　41,423千円

置を促進

に

することにより、浄化

や

槽設置者に快適で文化

さ

的な生

活環境を提供す

し

るとともに、公共用水

く

域の水質保全及び公衆

安

衛生の向上を図りま

す

政 全

。

継続区分 会計・款・

・

項・目 平成31年度の

安

事業概要
・滝沢市浄化

心

槽設置整備事業補助金

で

交付による、公共用水

活

域の水質保全及び公衆

力

継続 一般・4款・1項

あ

・4目
衛生の向上

事 

ふ

   業    主 

れ

   体 ・滝沢市浄化

策 る

槽設置整備事業補助金

ま

交付予定基数　40基

ち

下水道課

【滝沢市主体

 

】

基

事       

本

業       名 事

施

業の意図やねらい（成

策

果や効果）

排水設備確

　

認申請審査事務 排水設

０

備計画工事確認申請書

　
６

を審査し、完了届によ

 

る実地検査をすること

 

により

、誤接続などの

 

不適切な工事を無くし

効

、より快適な生活環境

率

を市民に提供します

。

的

（義務的事業）

継続区

な

分 会計・款・項・目 平

汚

成31年度の事業概要

水

・排水設備新規接続申

　
処

請及び改造申請の技術

理

的審査継続 ―
・完了後

施

に実地検査を実施
事 

設

   業    主 

の

   体 ・年間予定件

整

数　350件

下水道課

備

【滝沢市主体】

・

事 

維

      業   

持

    名 事業の意図

　
管

やねらい（成果や効果

理

）

下水道整備事業（汚

－

水） 居住環境の改善、

 

公衆衛生の向上及び公

1

共用水域の水質保全を

4

目的に公共下水道

の整

8

備を促進することによ

 

り、快適で文化的な生

－

活環境を市民に提供するととも

に健全な水循

０

環・良好な水環境の保全を図ります。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
・小岩井北処理分区（整備、舗装復旧）継続 ―
　整備面積　2.1ha

事    業    主    体 ・巣子第二処理分区（整備

４

事

）

下水道課 　整備面積

 

　4.4ha

【滝沢市

 

主体】 ・滝沢駅前処理

 

分区（整備）

　整備面

 

積　2.8ha

 

事 

 

      業   

 

    名 事業の意図

業

やねらい（成果や効果

 

）

北上川上流流域下水

 

 

道建設負担金 北上川上

 

流流域下水道の建設に

 

要する費用の一部を負

 

担することで、安定し

 

た汚

水の適正処理を図

 

ります。

（義務的事業

名

）

継続区分 会計・款・

事

項・目 平成31年度の

業

事業概要
北上川上流流

の

域下水道建設負担金（



平 画

 

44,092 35,2

 

43 35,766 36

 

,297 36,786

 

  受益者負担金【そ

 

の他】合
  資 内 特定

 

財源 144,092 3

 

5,243 35,76

考

6 36,297 36,

○

786
  画   指 訳

全

一般財源 【公営企業会

平

体

計】計
標 額 他団体事業

事

負担額

業期間

項       目 平

活

成31年度 平成32年

目

度 平成33年度 平成3

浄

4年度 備      

化

 考
○全体事業期間活

槽

目 水洗化人口
  昭和

成

設

53年度～平成34年

置

度35,098 35,

基

563 36,013 3

数

6,445
動 単 位 人（

 

累計）
標

指 水洗化率
9

 

6.2 97.2 98.

平

2 99.1
標 値 単 位 ％

成

○特定財源
  下水道

1

使用料【その他】投 計

年

年度別事業費 1,43

3

度

1,155 354,8

～

60 355,354 3

平

52,213 368,

成

728
  合
  資 内

3

特定財源 1,326,

4

102 328,206

年

328,033 326

度

,154 343,70

4

9
  画   指 訳 一般

0

財源 105,053 2

1

4

6,654 27,32

4

1 26,059 25,

4

019
【公営企業会計

3

】計
標 額 他団体事業負

4

担額

3
動 単 位 基

年

標
指

標 値 単 位 ○特定財

度

源
  循環型社会形成

～

推進交付金投 計 年度別

平

事業費 73,543 1

成

7,798 18,91

成
3

2 18,471 18,

4

362
  【国】(5

年

年間総枠で1/3、年

度

合
  度間調整あり)

（

資 内 特定財源 43,2

単

72 9,744 11,

位

372 11,078 1

 

1,078
  浄化槽

 

設置整備県補助金画  

千

 【県】（1/3）指

3

円

訳 一般財源 30,27

）

1 8,054 7,54

－

0 7,393 7,28

 

4
計

標 額 他団体事業負

1

担額

49

項

 

       目 平成

－

31年度 平成32年度 平成33年度 平成34

1

年度 備       考
○全体事業期間活 目 水洗化率
  昭和58年度～平成34年度96.2 97.2 98.2 99.1

動 単 位 ％
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 <ゼロ予算事業>計
標 額 他団

年

体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 整備区域内人口
  昭和53年度～

度

平成34年度36,497 36,584 36,685 36,786
○全体事業量動 単 位 人（累計）   1,284ha標   指 人口普

項

及率
○全体事業費66

 

.7 67 67.3 67

 

.6
  20,904

 

,000千円標 値 単 位

実

 

％ ○特定財源
  社会

 

資本整備総合交付金投

 

計 年度別事業費 673

 

,550 173,55

目

0 180,000 16

平

0,000 160,0

成

00
  【国】1/2

3

合
  資 内 特定財源 6

1

73,550 173,

年

550 180,000

行

度

160,000 160

平

,000
  画   指

成

訳 一般財源 【公営企業

3

会計】計
標 額 他団体事

2

業負担額

年度 平

項       目

成

平成31年度 平成32

3

年度 平成33年度 平成

計

3

34年度 備     

年

  考
○全体事業期間

度

活 目 整備区域内人口
 

平

 昭和53年度～平成

成

34年度36,497

3

36,584 36,6

4

85 36,786
動 単

年

位 人
標

指

標 値 単 位 ○特

度

定財源
  下水道事業

備

債投 計 年度別事業費 1



  

意

あり、維持修繕事業と

図

併せて実施することで

や

、安定した企業経営に

ね

つながります。

継続区

ら

分 会計・款・項・目 平

い

成31年度の事業概要

（

鵜飼西処理分区継続 ―

成

　・取付管更新　N=

果

130箇所
事    

や

業    主    

 

効

体 　・マンホールポン

果

プ改築　N=2箇所

下

）

水道課 穴口･鵜飼西処

滝

理分区

【滝沢市主体】

沢

　・マンホールポンプ

市

蓋交換　N=30箇所

水

小      

洗

          

便

          

所

   計

ひ

改造資金利子補給事業

と

排水設備工事に係る改

に

造資金を金融機関に融

や

資斡旋し、利子を補給

さ

することによ

り、公共

し

下水道への早期の接続

く

を促進し、生活排水に

安

よる公共用水域の水質

政 全

保全

とともに環境衛生

・

の向上を図ります。

（

安

義務的事業）

継続区分

心

会計・款・項・目 平成

で

31年度の事業概要
・

活

滝沢市水洗便所改造資

力

金融資斡旋利子事業（

あ

公共下水道）による、

ふ

公共用水域継続 ―
の水

れ

質保全及び公衆衛生の

策 る

向上
事    業  

ま

  主    体 ・滝

ち

沢市水洗便所改造資金

 

融資斡旋利子事業実績

基

（公共下水道）　18

本

8千円（新

下水道課 規

施

融資斡旋見込6件）

【

策

滝沢市主体】

　

事  

０

     業    

　
６

   名 事業の意図や

 

ねらい（成果や効果）

 

滝沢市水洗便所設置費

 

補助事業 生活保護法に

効

規定する被保護者等が

率

既設のくみ取り便所を

的

水洗便所に改造する経

な

費に対し補助金を交付

汚

することにより、水洗

水

便所の普及を促進し、

　
処

生活排水によ

る公共用

理

水域の水質保全ととも

施

に環境衛生の向上を図

設

ります。

継続区分 会計

の

・款・項・目 平成31

整

年度の事業概要
水洗便

備

所設置費補助事業　2

・

40千円（対象件数１

維

件）継続 ―

事    

持

業    主    

　
管

体
下水道課

【滝沢市主

理

体】

－

事      

 

 業       名

1

事業の意図やねらい（

5

成果や効果）

滝沢市水

0

洗便所改造資金貸付事

 

業 生活保護法に規定す

－

る被保護者等が既設のくみ取り便所を水洗便

０

所に改造する経

費を貸し付けることにより、水洗便所の普及を促進し、生活排水による公共用水

域の水質保全とともに環境衛生の向上を図ります。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
水洗便所改造資金貸付事

４

事

業　300千円（対象

 

見込件数１件）継続 ―

 

事    業    

 

主    体
下水道課

 

【滝沢市主体】

 

事 

 

      業   

 

    名 事業の意図

業

やねらい（成果や効果

 

）

下水道改築事業（汚

 

 

水） 持続可能な下水道

 

事業経営のため改築・

 

更新を要する施設につ

 

いて、国のストッ

クマ

 

ネジメント支援制度を

 

活用し計画的に更新す

名

るものです。なお、同

事

制度で実

施する調査・

業

点検については不明水

の

対策として活用可能で



平 画

 

0 100,000
  

 

災・安全）【国】1/

 

2合
  資 内 特定財源

 

432,300 107

 

,300 112,50

 

0 112,500 10

 

0,000
  画   

考

指 訳 一般財源 105,

○

000 52,500 5

全

2,500
【公営企業

平

体

会計】計
標 額 他団体事

事

業負担額

業期間

項       目 平

活

成31年度 平成32年

目

度 平成33年度 平成3

水

4年度 備      

洗

 考

投 計 年度別事業費

化

2,862,711 6

成

人

89,500 755,

口

830 732,777

 

684,604
合

資 内

 

特定財源 2,621,

昭

843 654,677

和

668,311 646

5

,672 652,18

8

3
画

指 訳 一般財源 24

年

0,868 34,82

度

3 87,519 86,

3

～

105 32,421
計

平

標 額 他団体事業負担額

成34年度35,

1

098 35,563 3

年

6,013 36,44

度

5
動 単 位 人（累計）

標

～

指 水洗化率
96.2 9

平

7.2 98.2 99.

成

1
標 値 単 位 ％ ○特定財

成
3

源
  下水道使用料【

4

その他】投 計 年度別事

年

業費 734 188 20

度

0 206 140
  合

（

  資 内 特定財源 36

単

7 94 100 103 7

位

0
  画   指 訳 一般

 

財源 367 94 100

 

103 70
【公営企業

千

会計】計
標 額 他団体事

3

円

業負担額

）

－ 

項       目

1

平成31年度 平成32

5

年度 平成33年度 平成

1

34年度 備     

 

  考
○全体事業期間

－

活 目 水洗化人口
  昭和58年度～平成34

1

年度35,098 35,563 36,013 36,445
動 単 位 人（累計）

標
指 水洗化率

96.2 97.2 98.2 99.1
標 値 単 位 ％ ○特定財源

  下水道使用料【その他】投 計 年度別事業費 960 240 240 240 2

年

40
  合
  資 内 特定財源 960 240 240 240 240
  画   指 訳 一般財源 【公営企業会計】計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度

度

平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 水洗化人口
  昭和58年度～平成34年度35,0

項

98 35,563 36

 

,013 36,445

 

動 単 位 人（累計）
標

指

 

水洗化率
96.2 97

実

 

.2 98.2 99.1

 

標 値 単 位 ％ ○特定財源

 

  下水道使用料【そ

 

の他】投 計 年度別事業

目

費 1,200 300 3

平

00 300 300
  

成

合
  資 内 特定財源 1

3

,200 300 300

1

300 300
  画  

年

 指 訳 一般財源 【公営

行

度

企業会計】計
標 額 他団

平

体事業負担額

成32

項      

年

 目 平成31年度 平成

度

32年度 平成33年度

平

平成34年度 備   

成

    考
○全体事業

3

期間活 目 ストックマネ

計

3

ジメント計画記載
  

年

平成30年度～平成3

度

4年度の改築完了 0 0

平

1 0
動 単 位 完了＝1

標

成

指

標 値 単 位 ○特定財源

3

  社会資本整備総合

4

交付金（防投 計 年度別

年

事業費 537,300

度

107,300 165

備

,000 165,00



   ひとにやさしく安政 全・安心で活力あふれ策 るまち
 基本施策　０

　
６   効率的な汚水

　
処理施設の整備・維持

　
管理

－ 152 －

０

 ０４   ひと

４

にやさしく安全・安心

 

で活力あふれるまち



平 画

      考

投 計 年

平

度別事業費 8,938

成

,595 2,187,

3

600 2,308,3

1

80 2,257,41

年

0 2,185,205

度

合
資 内 特定財源 7,0

～

88,723 1,76

平

1,709 1,814

成

,640 1,774,

成
3

609 1,737,7

4

65
画

指 訳 一般財源 1

年

,849,872 42

度

5,891 493,7

（

40 482,801 4

単

47,440
計

標 額 他

位

団体事業負担額

  千

3

円）

－ 153 －

1年度

項    

実

   目 平成31年度

行

平成32年度 平成33

計

年度 平成34年度 備 



  

援学級へ就学する児童生徒の保護者に対し、経済的負

（義務的事業） 担を軽減するため必要な援助を行い、特別支援教育の普及奨励を図ります。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
・就学援助費継続 一般・1

 

0款・1項・3目
　要保護及び準要保護児童生徒を認定し、その保護者へ学用品費、通学用品費、

事    業    主    体 給食費、医療費等を支給します。　

教育総務課 ・特別支援教育就学奨励費

【滝沢市主体】

学

　特別支援学級在籍者について、世帯の所得に応じて支弁区分を決定し、支弁区

分に応じて学用品費、通学用品費、給食費等を支給します。　

計

び

画のビジョン（政策が

に

実現できたときの状態

よ

）

すべての世代が学び

り

による幸福感を育める

充

よう、生涯にわたって

実

学びあい、学んだこと

し

を生かせるとともに、

政 た

伝統文化・芸

術を次世

人

代に継承し、ふるさと

生

に愛着を持つことで、

を

いきがいとやりがいの

送

ある充実した人生を送

る

ることができるまちを

こ

目

指します。

政策目標

と

値の達成状況

基準値 上

が

：戦略目標見込値／下

で

：達成値 目標値 進捗状

策 き

況No 政 策 目 標 指 数
平

る

成30年度 平成31年

ま

度 平成32年度 平成3

ち

3年度 平成34年度 平

 

成34年度 進捗率(%

基

)

暮 子どもの教育につ

本

いて、学校、家庭、地

施

域の連携があると感じ

策

ている人の割合
1 ら 5

　

8.4 58.4 58.

　
０

4 58.4 58.4 -

１

58.4単 位 ％し -

 

- - - - 0.0

幸 趣味

 

や特技を披露できる機

 

会が地域にある人の割

生

合
2 18 20 22 25

き

25 -16.7単 位

生

％福 - - - - - 0.0

き

基本施

と

策が４年間でめざす姿

　
学

・子どもたちが生き生

習

きと学習できる、居心

で

地の良い、安全・安心

き

な教育基盤の充実に努

る

めます。

・少子化、児

教

童生徒の偏在化を踏ま

育

え、中長期的な展望の

基

もとに学校の適正規模

盤

の在り方についての検

の

討に着手します。

・就

　
充

学機会を確保すべく経

実

済的に困窮している世

－

帯への支援を引き続き

 

行うとともに、急速な

1

情報化社会の進展に即

5

応する

ために学校ＩＣ

4

Ｔ化に向けた環境整備

 

を進め、市内の大学と

－

の連携強化や地域の人材を活用するなど支援

０

者等の確保に努め

ます。

・既存施設の修繕、長寿命化を図るなど維持管理に努め、教育基盤のより一層の充実を目指します。

基本施策目標の進捗状況分析

基本施策目標における指標値は上昇傾向にありますが、具体の基本施

５

策については、少子化、児童生徒の偏在化、経済的環

境、校務の情報化、学校の施設・設備の老朽化等により、様々な課題があります。

事       業       名 事業の意図やねらい（成

 

果や効果）

就学援助・就学奨励事業 経済的な理由により就学困難と認められる児童生徒の保護者に対して必要な援助

を行うことにより就学義務の履行を促し、義務教育の円滑な実施を図ることを目

的とします。また、特別支



平 画

理

に努めます。

・学校の

に

施設・設備の老朽化へ

よ

の対応（改修、長寿命

る

化）を進めます。

・学

長

校は学びの場であると

寿

同時に、災害時の避難

命

所機能も併せ持つこと

化

から、安全安心な教育

と

施設の整備に努めます

学

。

基本計画期間内の取

平

習

り組みと方針のうち、

環

平成31年度の重点課

境

題

・経済的に困窮して

の

いる世帯の就学機会の

改

機会均等のための支援

善

継続

・学校の施設・設

に

備の老朽化に対応した

努

安全安心な教育施設の

め

整備

・学校ＩＣＴ化に

ま

向けた環境整備のため

成

す

、校務用ＰＣ配備

。

・新

項    

設

   目 平成31年度

開

平成32年度 平成33

校

年度 平成34年度 備 

し

      考
○全体

た

事業期間活 目 支給人数

滝

  平成31年度～平

3

沢

成34年度731 74

中

2 742 742
動 単 位

央

人
標

指

標 値 単 位 ○特定

小

財源
  要保護児童生

学

徒援助費補助金投 計 年

校

度別事業費 278,6

の

10 67,926 70

円

,228 70,228

滑

70,228
  【国

な

】（1/2）特別支援

1

学

教育合
  就学奨励費

校

補助金【国】（1/資

運

内 特定財源 8,215

営

2,083 2,044

を

2,044 2,044

支

  2）被災児童生徒

援

就学援助事画   業費

す

補助金【県】（10/

る

10）指 訳 一般財源 2

と

70,395 65,8

年

と

43 68,184 68

も

,184 68,184

に

計
標 額 他団体事業負担

、

額

少子化、児童

度

生徒の偏在化を踏まえ

～

中長期的な展望

のもと

平

に学校の適正規模の在

成

り方について検討しま

成
3

す。

・学校ＩＣＴ化の

4

促進については、児童

年

生徒の教育用コンピュ

度

ータ更新のほか教職員

（

の校務用コンピュータ

単

についても整備

に努め

位

ます。

・学習指導要領

 

改訂への適切な対応と

 

知・徳・体を総合的に

千

兼ね備えた「生きる力

3

円

」を育てる学校教育を

）

推進します。

・地産地

－

消の推進など安全安心

 

で栄養バランスのとれ

1

た学校給食を提供する

5

とともに、望ましい食

5

習慣の実現のため食の

 

指

導の充実を図り、食

－

育の推進に努めます。

・第１次滝沢市生涯学

1

習推進計画後期基本計画「学びプランたきざわ」に基づき、市長部局と教育委員会が連携強化し、市

民が生きがいとやりがいを持てる

政

生涯学習・スポーツ環

策

境の構築を推進します

の

。

・文化芸術関係団体

達

や郷土芸能保存団体の

年

成

基盤強化や活動の支援

（

をし、文化芸術の継承

実

に努めます。

基本計画

現

期間内の取り組みと方

）

針のうち、平成31年

に

度の重点課題

・老朽化

向

している鵜飼小学校校

け

舎の屋根外壁等の改修

た

並びに市内小中学校の

基

普通教室等に空調設備

度

本

を整備し、児童生徒の

計

学

習環境の改善を図り

画

ます。また、開校した

期

滝沢中央小学校の円滑

間

な学校運営を支援しま

内

す。

・学校教育におい

の

ては、確かな学力を育

取

む教育の推進、豊かな

り

人間性や社会性の育成

組

、健康・安全活動の支

実

み

援の充実を図り

ます。

と

・第1次滝沢市生涯学

方

習推進計画後期基本計

針

画「学びプランたきざ

・

わ」に基づく、生涯学

老

習推進施策の展開を進

朽

めます。

・市民の健康

化

づくりへの意識啓発と

し

実践に資するため「チ

た

ャレンジデー」を開催

行

学

するとともに、生涯ス

校

ポーツ・競技スポー

ツ

施

の推進を図ります。

設

基本施策

・

の達成（実現）に向け

体

た基本計画期間内の取

育

り組みと方針

・市内に

施

おける少子化、児童生

設

徒の偏在を踏まえ、中

等

長期的な展望のもと学

計

の

校の適正規模の在り方

改

について検討します。

修

・経済的に困窮してい

や

る世帯が増加傾向にあ

適

り、就学機会の機会均

切

等のため支援を継続し

な

ます。

・情報化社会に

維

対応した、学校ＩＣＴ

持

化に向けた環境整備の

管

ため、校務用ＰＣ配備



  

意

     業    

図

   名 事業の意図や

や

ねらい（成果や効果）

ね

小学校維持管理事業 児

ら

童が良好な教育環境で

い

学校生活をするため、

（

学校施設の維持管理を

成

行います。

継続区分 会

果

計・款・項・目 平成3

や

1年度の事業概要
・維

 

効

持管理に必要な消耗品

果

等の購入継続 一般・1

）

0款・2項・1目
・維

就

持管理に必要な公共料

学

金等の支払い
事   

助

 業    主   

成

 体 ・管理備品の修繕

事

教育総務課

【滝沢市主

業

体】

遠

事      

学

距

 業       名

離

事業の意図やねらい（

通

成果や効果）

小学校校

学

舎等補修事業 小学校設

費

置者として、その施設

及

及び設備を常時適正な

び

状態に維持する義務が

罹

ある

ことから、必要な

災

補修工事を実施して、

学

児童の指導上・保健衛

び

用

生上・安全及び管

理上

品

適切なものにします。

費

継続区分 会計・款・項

を

・目 平成31年度の事

支

業概要
日常的な補修工

給

事を実施します。継続

す

一般・10款・2項・

る

1目

事    業  

こ

  主    体
教育

と

総務課

【滝沢市主体】

に

により、その保護者の

よ

負担の軽減

を図り、義

り

務教育の円滑な実施に

充

資することを目的とし

実

ます。

継続区分 会計・

し

款・項・目 平成31年

政 た

度の事業概要
児童で4

人

ｋｍ以上、生徒で6ｋ

生

ｍ以上の通学距離で、

を

かつ、交通機関を恒常

送

的に利継続 一般・10

る

款・1項・3目
用して

こ

いる遠距離通学者及び

と

火災、水害等の災害に

が

遭い、学用品が使用で

で

きなく
事    業 

策 き

   主    体 な

る

った者の保護者へそれ

ま

ぞれ遠距離通学費及び

ち

罹災学用品費を支給し

 

ます。

教育総務課

【滝

基

沢市主体】

本

事   

施

    業     

策

  名 事業の意図やね

　

らい（成果や効果）

滝

　
０

沢市教育研究団体協議

１

会交付金事業 教育研究

 

団体（滝沢市教育研究

 

会、滝沢市小学校体育

 

連盟、滝沢市中学校体

生

育連

盟、滝沢市学校図

き

書館協議会、滝沢市視

生

聴覚教育協議会、滝沢

き

市学校保健会の6

団体

と

）相互の連絡調整・情

　
学

報交換を図ると共に、

習

学校教育の調査・研究

で

を行い、

滝沢市の学校

き

教育の推進と児童生徒

る

の文化体育活動を推進

教

します。

継続区分 会計

育

・款・項・目 平成31

基

年度の事業概要
教育研

盤

究団体相互の連絡調整

の

・情報交換を行い滝沢

　
充

市の学校教育の調査・

実

研究と継続 一般・10

－

款・1項・3目
児童生

 

徒の文化体育活動を推

1

進します。
事    

5

業    主    

6

体
教育総務課

【他団体

 

事業主体】

滝沢市教育

－

研究団体協議会

事 

０

      業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

滝沢市小中学校文化体育連盟補助事業 学校教育における各種体育活動及び芸術文化活動の振興を図ります。また、滝沢

市の小中学校の児童生徒が地区代表

５

事

として県大会以上に出

 

場する場合に旅費を補

 

助し、児童生徒の文化

 

体育の振興を推進しま

 

す。

継続区分 会計・款

 

・項・目 平成31年度

 

の事業概要
県大会以上

 

の各種大会に出場する

業

児童生徒の旅費（滝沢

 

市小中学校文化体育連

 

 

盟継続 一般・10款・

 

1項・3目
旅費支給規

 

程による）及びその事

 

務に係る経費を補助し

 

ます。
事    業 

 

   主    体
教

名

育総務課

【他団体事業

事

主体】

滝沢市小中学校

業

文化体育連盟

の

事  



平 画

 

    考
○全体事業

 

期間活 目 補修工事学校

 

数
  平成31年度～

 

平成34年度9 9 9 9

 

動 単 位 校
標

指

標 値 単 位

 

投 計 年度別事業費 32

 

,592 9,102 7

考

,830 7,830 7

○

,830
合

資 内 特定財

全

源
画

指 訳 一般財源 32

平

体

,592 9,102 7

事

,830 7,830 7

業

,830
計

標 額 他団体

期

事業負担額

間活 目 支給人

成

数
  平成31年度～

3

平成34年度430 4

1

30 430 430
動 単

年

位 人
標

指

標 値 単 位

投 計

度

年度別事業費 54,1

～

76 13,358 13

平

,606 13,606

成

13,606
合

資 内 特

成
3

定財源
画

指 訳 一般財源

4

54,176 13,3

年

58 13,606 13

度

,606 13,606

（

計
標 額 他団体事業負担

単

額

位 

項 

 

      目 平成3

千

1年度 平成32年度 平

3

円

成33年度 平成34年

）

度 備       考

－

○全体事業期間活 目 研

 

修会・講習会等実施回

1

数
  平成31年度～

5

平成34年度12 12

7

12 12
動 単 位 回

標
指

 

標 値 単 位

投 計 年度別事

－

業費 13,536 3,384 3,384 3,

1

384 3,384
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 13,536 3,384 3,384 3,384 3,384
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年

年

度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 出場人数
  平成31年度～平成34年度1,220 1,220 1,220 1,220

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 30,569

度

7,538 7,677 7,677 7,677
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 30,569 7,538 7,677 7,677 7,677

項

計
標 額 他団体事業負担

 

額

  

項 

実

 

      目 平成3

 

1年度 平成32年度 平

 

成33年度 平成34年

 

度 備       考

目

○全体事業期間活 目 維

平

持管理学校数
  平成

成

31年度～平成34年

3

度9 9 9 9
動 単 位 校

標

1

指

標 値 単 位 ○特定財源

年

  防音事業関連維持

行

度

事業補助金投 計 年度別

平

事業費 412,260

成

100,640 106

3

,186 102,71

2

5 102,719
  

年

【国】合
  資 内 特定

度

財源 1,384 346

平

346 346 346
 

成

 画   指 訳 一般財源

3

410,876 100

計

3

,294 105,84

年

0 102,369 10

度

2,373
計

標 額 他団

平

体事業負担額

成34

項      

年

 目 平成31年度 平成

度

32年度 平成33年度

備

平成34年度 備   



  

意

ピュータ管理事業 各小

図

学校のコンピュータ教

や

室等に整備しているパ

ね

ソコン及び周辺機器が

ら

授業等で

良好に活用で

い

きるように保守管理を

（

行い、安定したシステ

成

ム環境を維持します。

果

継続区分 会計・款・項

や

・目 平成31年度の事

 

効

業概要
原契約の保守管

果

理、使用料の継続継続

）

一般・10款・2項・

小

2目

事    業  

学

  主    体
教育

校

総務課

【滝沢市主体】

備品購入

学

事業 児童が良好な教育

び

環境で学校生活をする

に

ために必要な維持管理

よ

用備品等を購入し

ます

り

。

継続区分 会計・款・

充

項・目 平成31年度の

実

事業概要
学校要望備品

し

の購入及び児童の机・

政 た

椅子の購入継続 一般・

人

10款・2項・1目

事

生

    業    主

を

    体
教育総務課

送

【滝沢市主体】

る

事 

こ

      業   

と

    名 事業の意図

が

やねらい（成果や効果

で

）

小学校屋根・外壁等

策 き

改修事業 経年劣化によ

る

り大規模な修繕が必要

ま

となっている校舎・体

ち

育館の屋根、外壁等の

 

改修を行い教育環境の

基

改善を図ります。

継続

本

区分 会計・款・項・目

施

平成31年度の事業概

策

要
【鵜飼小学校】継続

　

一般・10款・2項・

　
０

1目
・大規模改修工事

１

（Ⅱ期）
事    業

 

    主    体

 

教育総務課

【滝沢市主

 

体】

生

事      

き

 業       名

生

事業の意図やねらい（

き

成果や効果）

小学校便

と

所改修事業 小学校設置

　
学

者として、老朽化した

習

便所の補修工事、洋式

で

化を実施して、児童の

き

指

導上、保健衛生上、

る

管理上適切なものにし

教

ます。

継続区分 会計・

育

款・項・目 平成31年

基

度の事業概要
改修工事

盤

実施に向け、特定財源

の

や工事費、工事内容等

　
充

の調査を進めます。継

実

続 一般・10款・2項

－

・1目

事    業 

 

   主    体
教

1

育総務課

【滝沢市主体

5

】

8

事       

 

業       名 事

－

業の意図やねらい（成果や効果）

教育委託事

０

業 盛岡市立月が丘小学校及び城北小学校の近隣に在住する学齢児童がそれらの学校

へ通学できるようにし、通学距離の短縮及び通学の安全を図ることを目的としま

す。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
滝沢

５

事

市穴口地内の滝沢市教

 

育委員会が指定する区

 

域に住所を有し、かつ

 

、保護者継続 一般・1

 

0款・2項・2目
が盛

 

岡市立学校への就学を

 

希望する学齢児童につ

 

いて、義務教育に関す

業

る事務の
事    業

 

    主    体

 

 

管理及び執行を盛岡市

 

教育委員会へ委託し、

 

それに係る経費を負担

 

します。

教育総務課

【

 

協働事業】

盛岡市

 

事

名

       業  

事

     名 事業の意

業

図やねらい（成果や効

の

果）

小学校教育用コン



平 画

 

成33年度 平成34年

 

度 備       考

 

○全体事業期間活 目 パ

 

ソコン等周辺機器管理

 

学校数
  平成31年

 

度～平成34年度7 7

 

7 7
動 単 位 校

標
指

標 値

考

単 位

投 計 年度別事業費

○

9,139 2,206

全

2,185 2,289

平

体

2,459
合

資 内 特定

事

財源
画

指 訳 一般財源 9

業

,139 2,206 2

期

,185 2,289 2

間

,459
計

標 額 他団体

活

事業負担額

目 備品整

成

備学校数
  平成31

3

年度～平成34年度9

1

9 9 9
動 単 位 校

標
指

標

年

値 単 位 ○特定財源
  

度

特定防衛施設周辺整備

～

調整交投 計 年度別事業

平

費 67,603 10,

成

328 20,585 1

成
3

6,305 20,38

4

5
  付金【国】合
 

年

 資 内 特定財源 42,

度

744 5,746 13

（

,602 9,964 1

単

3,432
  画   

位

指 訳 一般財源 24,8

 

59 4,582 6,9

 

83 6,341 6,9

千

53
計

標 額 他団体事業

3

円

負担額

）

－ 

項       目 平

1

成31年度 平成32年

5

度 平成33年度 平成3

9

4年度 備      

 

 考
○全体事業期間活

－

目 屋根・外壁改修工事実施校数
  平成30

1

年度～平成32年度1 1 0 0
動 単 位 校

標
指

標 値 単 位 ○特定財源
  ・学校施設環境改善交付金【投 計 年度別事業費 178,776 106,619 72,157
  国】（1/3）合
  ・学校教育施設等整備事業債資 内 特定

年

財源 149,186 88,894 60,292
  画   指 訳 一般財源 29,590 17,725 11,865
平成31年度実施平成30年度繰越計 明許費23,328千円標 額 他団体事業負担額

度

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体

項

事業期間活 目 校舎便所

 

改修工事実施校数
  

 

平成31年度～平成3

 

4年度0 0 1 0
動 単 位

実

 

校
標

指 校舎便器洋式化

 

率
94 94 95 95

標

 

値 単 位 ％

投 計 年度別事

 

業費
合

資 内 特定財源
画

目

指 訳 一般財源 <調査事

平

業>計
標 額 他団体事業

成

負担額

31年

項       目 平

行

度

成31年度 平成32年

平

度 平成33年度 平成3

成

4年度 備      

3

 考
○全体事業期間活

2

目 委託人数
  平成3

年

1年度～平成34年度

度

16 11 7 5
動 単 位 人

平

標
指

標 値 単 位

投 計 年度

成

別事業費 4,158 1

3

,706 1,173 7

計

3

46 533
合

資 内 特定

年

財源
画

指 訳 一般財源 4

度

,158 1,706 1

平

,173 746 533

成

計
標 額 他団体事業負担

3

額

4年

項 

度

      目 平成3

備

1年度 平成32年度 平



  

意

ように保守管理を行い

図

、安定したシステム環

や

境を維持します。

継続

ね

区分 会計・款・項・目

ら

平成31年度の事業概

い

要
原契約の保守管理、

（

使用料の継続継続 一般

成

・10款・3項・2目

果

事    業    

や

主    体
教育総務

 

効

課

【滝沢市主体】

果）

小学校教育用コ

学

ンピュータ整備事業 必

び

要な情報機器、ソフト

に

ウェア等の充実を図る

よ

とともに、関連する諸

り

施策を実施

することで

充

、児童が活用方法に慣

実

れ親しみ、各教科の理

し

解に寄与するとともに

政 た

、

社会生活の中で正し

人

い活用方法を修得しま

生

す。

継続区分 会計・款

を

・項・目 平成31年度

送

の事業概要
滝沢第二小

る

学校、滝沢東小学校の

こ

更新継続 一般・10款

と

・2項・2目

事   

が

 業    主   

で

 体
教育総務課

【滝沢

策 き

市主体】

る

事    

ま

   業      

ち

 名 事業の意図やねら

 

い（成果や効果）

中学

基

校維持管理事業 生徒が

本

良好な教育環境で学校

施

生活をするため、学校

策

施設の維持管理を行い

　

ます。

継続区分 会計・

　
０

款・項・目 平成31年

１

度の事業概要
・維持管

 

理に必要な消耗品等の

 

購入継続 一般・10款

 

・3項・1目
・維持管

生

理に必要な公共料金等

き

の支払い
事    業

生

    主    体

き

・管理備品の修繕

教育

と

総務課

【滝沢市主体】

　
学習

事       業

で

       名 事業

き

の意図やねらい（成果

る

や効果）

中学校校舎等

教

補修事業 中学校設置者

育

として、その施設及び

基

設備を常時適正な状態

盤

に維持する義務がある

の

ことから、必要な補修

　
充

工事を実施して、生徒

実

の指導上・保健衛生上

－

・安全及び管

理上適切

 

なものにします。

継続

1

区分 会計・款・項・目

6

平成31年度の事業概

0

要
日常的な補修工事を

 

実施します。継続 一般

－

・10款・3項・1目

事    業    

０

主    体
教育総務課

【滝沢市主体】

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

中学校備品購入事業 生徒が良好な教育環境で学校生活をするために必要な維持管理用

５

事

備品等を購入し

ます。

 

継続区分 会計・款・項

 

・目 平成31年度の事

 

業概要
学校要望備品の

 

購入及び生徒の机・椅

 

子の購入継続 一般・1

 

0款・3項・1目

事 

 

   業    主 

業

   体
教育総務課

【

 

滝沢市主体】

 

 

事  

 

     業    

 

   名 事業の意図や

 

ねらい（成果や効果）

 

中学校教育用コンピュ

 

ータ管理事業 各中学校

名

のコンピュータ教室等

事

に整備しているパソコ

業

ン及び周辺機器が授業

の

等で

良好に活用できる



平 画

 

944 3,115
計

標

 

額 他団体事業負担額

   

項   

 

    目 平成31年

 

度 平成32年度 平成3

考

3年度 平成34年度 備

○

       考
○全

全

体事業期間活 目 パソコ

平

体

ン等周辺機器管理学校

事

数
  平成31年度～

業

平成34年度6 6 6 6

期

動 単 位 校
標

指

標 値 単 位

間

投 計 年度別事業費 8,

活

882 2,174 2,

目

251 2,246 2,

教

211
合

資 内 特定財源

育

画
指 訳 一般財源 8,8

用

82 2,174 2,2

成

パ

51 2,246 2,2

ソ

11
計

標 額 他団体事業

コ

負担額

ン更新及びソフ

3

ト
  平成31年度～

1

平成34年度ウェア等

年

更新学校数 2 1 3 3
動

度

単 位 校
標

指

標 値 単 位 ○

～

特定財源
  特定防衛

平

施設周辺整備調整交投

成

計 年度別事業費 48,

成
3

351 15,799 2

4

51 9,646 22,

年

655
  付金【国】

度

合
  資 内 特定財源 1

（

8,895 6,665

単

4,120 8,110

位

  画   指 訳 一般財

 

源 29,456 9,1

 

34 251 5,526

千

14,545
計

標 額 他

3

円

団体事業負担額

）

－ 

項     

1

  目 平成31年度 平

6

成32年度 平成33年

1

度 平成34年度 備  

 

     考
○全体事

－

業期間活 目 維持管理学校数
  平成31年度

1

～平成34年度4 4 4 4
動 単 位 校

標
指

標 値 単 位 ○特定財源
  防音事業関連維持事業補助金投 計 年度別事業費 210,567 52,785 55,907 51,089 50,786
  【国】合
  資 内 特定財源 636 159

年

159 159 159
  画   指 訳 一般財源 209,931 52,626 55,748 50,930 50,627

計
標 額 他団体事業負担額

項       目 平成

度

31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 補修工事学校数
  平成31年度～平成34

項

年度4 4 4 4
動 単 位 校

 

標
指

標 値 単 位

投 計 年度

 

別事業費 22,790

 

4,700 6,030

実

 

6,030 6,030

 

合
資 内 特定財源

画
指 訳

 

一般財源 22,790

 

4,700 6,030

目

6,030 6,030

平

計
標 額 他団体事業負担

成

額

31

項 

年

      目 平成3

行

度

1年度 平成32年度 平

平

成33年度 平成34年

成

度 備       考

3

○全体事業期間活 目 備

2

品整備学校数
  平成

年

31年度～平成34年

度

度6 6 6 6
動 単 位 校

標

平

指

標 値 単 位 ○特定財源

成

  特定防衛施設周辺

3

整備調整交投 計 年度別

計

3

事業費 28,200 9

年

,320 6,820 5

度

,460 6,600
 

平

 付金【国】合
  資

成

内 特定財源 15,14

3

5 5,472 3,67

4

2 2,516 3,48

年

5
  画   指 訳 一般

度

財源 13,055 3,

備

848 3,148 2,



  

意

   主    体
教

図

育総務課

【滝沢市主体

や

】

ね

事       

ら

業       名 事

い

業の意図やねらい（成

（

果や効果）

中学校放送

成

設備改修事業 経年劣化

果

により不具合が生じて

や

いる放送設備を計画的

 

効

に更新します。

継続区

果

分 会計・款・項・目 平

）

成31年度の事業概要

中

改修工事実施に向け、

学

特定財源や工事費、工

校

事内容等の調査を進め

教

ます。継続 一般

事  

育

  業    主  

用

  体
教育総務課

【滝

コ

沢市主体】

学

ンピュータ整備事業 必

び

要な情報機器、ソフト

に

ウェア等の充実を図る

よ

とともに、関連する諸

り

施策を実施

することで

充

、生徒が活用方法に慣

実

れ親しみ、各教科の理

し

解に寄与するとともに

政 た

、

社会生活の中で正し

人

い活用方法を修得しま

生

す。

継続区分 会計・款

を

・項・目 平成31年度

送

の事業概要
滝沢第二中

る

学校、姥屋敷小中学校

こ

の更新継続 一般・10

と

款・3項・2目

事  

が

  業    主  

で

  体
教育総務課

【滝

策 き

沢市主体】

る

事   

ま

    業     

ち

  名 事業の意図やね

 

らい（成果や効果）

要

基

保護・準要保護医療事

本

業 経済的な理由により

施

就学困難と認められる

策

児童生徒（要保護・準

　

要保護）の保護

者に対

　
０

して必要な援助（伝染

１

性又は学習に支障を生

 

じる恐れのある疾病で

 

学校保

健安全法施行令

 

に規定するものの治療

生

に要する医療費）を行

き

うことにより就学義

（

生

義務的事業） 務の履行

き

を促し、もって義務教

と

育の円滑な実施を図る

　
学

ことを目的とします。

習

継続区分 会計・款・項

で

・目 平成31年度の事

き

業概要
学校保健安全法

る

施行令に規定する疾病

教

の治療に要する費用を

育

負担し、要保護及び継

基

続 一般・10款・6項

盤

・1目
準要保護児童生

の

徒が健康な体で安心し

　
充

て就学できるように支

実

援します。
事    

－

業    主    

 

体
教育総務課

【滝沢市

1

主体】

6

事     

2

  業       

 

名 事業の意図やねらい

－

（成果や効果）

小学校プール改修事業 経年劣

０

化により塗装剥離等が発生しているため、児童が安全にプールを使用でき

るように改修工事を実施し、教育環境の整備を図ります。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
改修工事実施に向け、特定財源や工事費

５

事

、工事内容等の調査を

 

進めます。継続 一般

事

 

    業    主

 

    体
教育総務課

 

【滝沢市主体】

 

事 

 

      業   

 

    名 事業の意図

業

やねらい（成果や効果

 

）

小学校放送設備改修

 

 

事業 経年劣化により不

 

具合が生じている放送

 

設備を計画的に更新し

 

ます。

継続区分 会計・

 

款・項・目 平成31年

 

度の事業概要
改修工事

名

実施に向け、特定財源

事

や工事費、工事内容等

業

の調査を進めます。継

の

続 一般

事    業 



平 画

 

合
資 内 特定財源

画
指 訳

 

一般財源 <調査事業>

 

計
標 額 他団体事業負担

 

額

   考
○全

平

体事業期間活 目 教育用

成

パソコン更新及びソフ

3

ト
  平成31年度～

1

平成34年度ウェア等

年

更新学校数 2 1 1 0
動

度

単 位 校
標

指

標 値 単 位 ○

～

特定財源
  特定防衛

平

施設周辺整備調整交投

成

計 年度別事業費 17,

成
3

154 12,721 2

4

51 4,182
  付

年

金【国】合
  資 内 特

度

定財源 6,448 4,

（

875 1,573
  

単

画   指 訳 一般財源 1

位

0,706 7,846

 

251 2,609
計

標

 

額 他団体事業負担額

千

3

円）

項   

－

    目 平成31年

 

度 平成32年度 平成3

1

3年度 平成34年度 備

6

       考
○全

3

体事業期間活 目 被治療

 

者数
  平成31年度

－

～平成34年度87 87 87 87
動 単 位 人

標

1

指

標 値 単 位 ○特定財源
  要保護児童生徒援助費補助金投 計 年度別事業費 4,137 1,020 1,039 1,039 1,039
  【国】（1/2）合
  被災児童生徒就学援助事業費資 内 特定財源 536 122 138 1

年

38 138
  補助金　【県】（10/10）画   指 訳 一般財源 3,601 898 901 901 901

計
標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度

度

平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 プール改修工事実施校数
  平成31年度～平成34

項

年度1 1 0 0
動 単 位 校

 

標
指

標 値 単 位

投 計 年度

 

別事業費
合

資 内 特定財

 

源
画

指 訳 一般財源 <調

実

 

査事業>計
標 額 他団体

 

事業負担額

  目

項       

平

目 平成31年度 平成3

成

2年度 平成33年度 平

3

成34年度 備    

1

   考
○全体事業期

年

間活 目 放送設備改修工

行

度

事実施校数
  平成3

平

1年度～平成34年度

成

2 1 0 0
動 単 位 校

標
指

3

標 値 単 位

投 計 年度別事

2

業費
合

資 内 特定財源
画

年

指 訳 一般財源 <調査事

度

業>計
標 額 他団体事業

平

負担額

成3

計

3

項       目 平

年

成31年度 平成32年

度

度 平成33年度 平成3

平

4年度 備      

成

 考
○全体事業期間活

3

目 放送設備改修工事実

4

施校数
  平成31年

年

度～平成34年度1 1

度

0 0
動 単 位 校

標
指

標 値

備

単 位

投 計 年度別事業費



  

意図やねらい（成果や

 

効果）

中学校便所改修

学

事業 中学校設置者とし

び

て、老朽化した便所の

に

補修工事、洋式化を実

よ

施して生徒の教育

環境

り

の改善を図ります。

継

充

続区分 会計・款・項・

実

目 平成31年度の事業

し

概要
改修工事実施に向

政 た

け、特定財源や工事費

人

、工事内容等の調査を

生

進めます。継続 一般

事

を

    業    主

送

    体
教育総務課

る

【滝沢市主体】

こ

事 

と

      業   

が

    名 事業の意図

で

やねらい（成果や効果

策 き

）

中学校プール改修事

る

業 経年劣化によりプー

ま

ルの全面的改修が必要

ち

となっており、生徒が

 

安全にプールを

使用で

基

きるよう改修工事を実

本

施し、教育環境の改善

施

を図ります。

継続区分

策

会計・款・項・目 平成

　

31年度の事業概要
改

　
０

修工事実施に向け、特

１

定財源や工事費、工事

 

内容等の調査を進めま

 

す。継続 一般

事   

 

 業    主   

生

 体
教育総務課

【滝沢

き

市主体】

生

事    

き

   業      

と

 名 事業の意図やねら

　
学

い（成果や効果）

中学

習

校屋根・外壁等改修事

で

業 経年劣化により大規

き

模な修繕が必要となっ

る

ている校舎・体育館の

教

屋根、外壁等の

改修を

育

行い教育環境の改善を

基

図ります。

継続区分 会

盤

計・款・項・目 平成3

の

1年度の事業概要
改修

　
充

工事実施に向け、特定

実

財源や工事費、工事内

－

容等の調査を進めます

 

。継続 一般

事    

1

業    主    

6

体
教育総務課

【滝沢市

4

主体】

小   

 

          

－

                計

０５

事       業 

 

      名 事業の



平 画

       考
○全

平

体事業期間活 目 校舎便

成

所改修工事実施校数
 

3

 平成31年度～平成

1

34年度1 2 1 0
動 単

年

位 校
標

指 校舎便器洋式

度

化率
52 79 86 0

標

～

値 単 位 ％

投 計 年度別事

平

業費
合

資 内 特定財源
画

成

指 訳 一般財源 <調査事

成
3

業>計
標 額 他団体事業

4

負担額

年度

（

項       目 平

単

成31年度 平成32年

位

度 平成33年度 平成3

 

4年度 備      

 

 考
○全体事業期間活

千

目 プール改修工事実施

3

円

校数
  平成31年度

）

～平成34年度1 0 0

－

0
動 単 位 校

標
指

標 値 単

 

位

投 計 年度別事業費
合

1

資 内 特定財源
画

指 訳 一

6

般財源 <調査事業>計

5

標 額 他団体事業負担額

 －

項  

1

     目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 屋根・外壁改修工事実施校数
  平成31年度～平成34年度0 0 1 0

動 単 位 校
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費
合

資

年

内 特定財源
画

指 訳 一般財源 <調査事業>計
標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考

投 計 年

度

度別事業費 1,421,500 421,326 377,560 304,472 318,142
合

資 内 特定財源 243,189 114,

項

362 80,253 2

 

0,860 27,71

 

4
画

指 訳 一般財源 1,

 

178,311 306

実

 

,964 297,30

 

7 283,612 29

 

0,428
計

標 額 他団

 

体事業負担額

目 平成31年

行

度 平成32年度 平成3

計

3年度 平成34年度 備



  

義

校教育指導事業 学校教

」

育専門員の配置や県配

と

置のスクールカウンセ

「

ラーの活用により、教

信

育委員

会と学校との橋

頼

渡しや児童生徒・保護

」

者・教職員からの相談

の

に応じながら、学力

向

学

上・不登校児童生徒対

校

策・特別支援教育の向

 

を

上等を図ります。また

掲

、関係機関

と連携を図

げ

りながら、いじめ防止

、

等のための対策を推進

子

します。

継続区分 会計

ど

・款・項・目 平成31

も

年度の事業概要
・学力

た

向上・不登校児童生徒

ち

対策・特別支援教育の

が

向上を目指し、教職経

学

安

験退職継続 一般・10

心

款・1項・2目
者を「

し

学校教育専門員」とし

て

て雇用し、学校との連

生

携を深めながら、児童

き

生徒の
事    業 

生

   主    体 教

き

育活動をサポートしま

と

す。また、県配置のス

生

クールカウンセラーを

び

活

活用し、児

学校教育指

で

導課 童生徒、教職員、

き

保護者による教育相談

る

を行い、問題解決を図

学

ります。

【滝沢市主体

校

】 ・滝沢市いじめ防止

づ

等対策協議会を年2回

く

開催し、関係機関・団

り

体と連携を図り

、市内

を

のいじめ防止等のため

に

目

の対策を推進します。

指し

事       業

ま

       名 事業

す

の意図やねらい（成果

。

や効果）

国際理解推進

ま

事業 国際化時代を生き

た

る児童生徒に対し、異

、

文化にふれる機会やネ

「

イティブ・スピー

カー

よ

生

による外国語教育を充

き

実させ、国際理解の推

る

進及び英語力の向上を

力

図ります

。また、小学

」

校3・4年の外国語活

を

動、5・6年の外国語

育

の必修化に伴い外国語

て

活動

への支援を行いま

る

す。

継続区分 会計・款

学

・項・目 平成31年度

り

習

の事業概要
各小中学校

指

において、ＡＬＴ（外

導

国語指導助手）による

要

小学校外国語活動や中

領

学継続 一般・10款・

の

1項・2目
校英語の授

趣

業等の実施をサポート

旨

するとともに、次期学

を

習指導要領改訂による

踏

小
事    業   

充

ま

 主    体 学校英

え

語の教科化に向け体制

、

を準備し、校内研究会

滝

・英語研修会を支援し

沢

ます。

学校教育指導課

市

【滝沢市主体】

学校教育

実

目標「明るく　かしこ

し

く　たくましい子ど

も

政 た

」を育成するため、確

人

かな学力を育む教育の

生

推進、豊かな人間性や

を

社会性の育成、健康・

送

安全活動の支援の充実

る

を図る中

で、子どもた

こ

ちが学べることの幸福

と

感を味わえるような学

が

校教育を目指します。

で

基本施策目標の進捗状

策 き

況分析

・「確かな学力

る

を育む教育の推進」に

ま

ついては、概ね順調に

ち

推移していますが、わ

 

かる授業の推進、家庭

基

学習の充実などの

  

本

取組をさらに充実させ

施

る必要があります。

・

策

「豊かな人間性や社会

　

性の育成」については

　
０

、市教育振興運動も含

２

め、学校、家庭、地域

 

の連携による取組を進

 

め、その

  育成を図

 

って参ります。その中

「

で、自己肯定感が高ま

生

るような指導・支援が

き

課題と捉えられます。

る

・「健康・安全活動の

力

支援」については、安

　
」

全活動では登下校中の

を

スク－ルガ－ドによる

育

不審者対策など、健康

て

については

　健康診断

る

や学校環境衛生検査等

学

を実施し、健康かつ安

校

心して学べる環境作り

教

を今後も継続していく

育

必要があります。

の

事

　
充

       業  

実

     名 事業の意

－

図やねらい（成果や効

 

果）

派遣指導主事設置

1

事務 指導主事は、教育

6

委員会事務局で上司の

6

命を受けて、学校教育

 

法第1条に規定さ

れる

－

学校の教育課程や指導に関する事務に従事す

０

る専門的教育職員であり、生徒

指導、職業指導、教科書その他の教材の取扱い、教職員の研修等に関する事務を

（義務的事業） 行いな

基

がら、教育委員会及び

本

学校教職員のレベルア

施

ップを図ります。

継続

策

区分 会計・款・項・目

５

が

平成31年度の事業概

４

要
教育委員会及び学校

年

教職員のレベルアップ

間

を目指し、学校におけ

で

る教育課程及び継続 一

め

般・10款・1項・2

ざ

目
学習指導の方法等に

す

ついて実践的な研究を

姿

行い、市内小中学校を

目

学校訪問しなが
事  

 

指

  業    主  

す

  体 ら専門的立場か

学

ら助言し、学校教育の

校

充実・改善を図ります

像

。

学校教育指導課

【滝

と

沢市主体】

し

事   

て

    業     

「

  名 事業の意図やね

正

らい（成果や効果）

学



平 画

げ

担額

、子

項

ど

       目 平成

も

31年度 平成32年度

た

平成33年度 平成34

ち

年度 備       

が

考
○全体事業期間活 目

安

小学校訪問回数
  平

心

成31年度～平成34

平

し

年度370 400 40

て

0 400
動 単 位 回

標
指

生

中学校訪問回数
50 1

き

00 100 100
標 値

生

単 位 回

投 計 年度別事業

き

費 56,418 10,

と

203 15,405 1

生

5,405 15,40

活

5
合

資 内 特定財源
画

指

で

訳 一般財源 56,41

成

き

8 10,203 15,

る

405 15,405 1

学

5,405
計

標 額 他団

校

体事業負担額

づくりを目指

3

し

　ます。

・「生きる

1

力」を育てる学習指導

年

要領の趣旨を踏まえ、

度

滝沢市学校教育目標「

～

明るく　かしこく　た

平

くましい子ども」の育

成

　成を目指し、子ども

成
3

たちが学べることの幸

4

福感を味わえるような

年

学校教育を進めてきて

度

います。

・「確かな学

（

力を育む教育の推進」

単

については、わかる授

位

業の推進、家庭学習の

 

充実などの取組をさら

 

に充実させる必要が

　

千

あります。

・「豊かな

3

円

人間性や社会性の育成

）

」については、市教育

－

振興運動も含め、学校

 

、家庭、地域の連携に

1

よる取組を進め、その

6

　育成を図っていきま

7

す。

・「健康・安全活

 

動の支援」については

－

、安全活動では登下校中のスク－ルガ－ドに

1

よる不審者対策など、健康については

　健康診断の実施、学校環境衛生検査等を実施し、健康かつ安心して学べる環境づくりを今後も

基

継続していきます。

基

本

本計画期間内の取り組

施

みと方針のうち、平成

策

31年度の重点課題

「

年

の

確かな学力を育む教育

達

の推進」において、学

成

力検査等の実態把握と

（

分析、それに基づいた

実

わかる授業の推進、授

現

業と連動

した家庭学習

）

の充実などの取組をさ

に

らに充実させる必要が

向

あります。

け

度

た基

項       

本

目 平成31年度 平成3

計

2年度 平成33年度 平

画

成34年度 備    

期

   考
○全体事業期

間

間活 目 校内研究会
  

内

平成31年度～平成3

の

4年度50 50 50 5

取

0
動 単 位 回

標
指

標 値 単

実

り

位

投 計 年度別事業費 2

組

2,803 5,167

み

6,412 4,812

と

6,412
合

資 内 特定

方

財源
画

指 訳 一般財源 2

針

2,803 5,167

・

6,412 4,812

目

6,412
計

標 額 他団

指

体事業負担額

す

行

学校

項      

像

 目 平成31年度 平成

と

32年度 平成33年度

し

平成34年度 備   

て

    考
○全体事業

「

期間活 目 学校教育専門

正

員数
  平成31年度

義

～平成34年度3 3 3

」

3
動 単 位 人

標
指 いじめ

計

と

防止等対策協議会
2 2

「

2 2
標 値 単 位 回

投 計 年

信

度別事業費 27,76

頼

2 6,939 6,94

」

1 6,941 6,94

の

1
合

資 内 特定財源
画

指

学

訳 一般財源 27,76

校

2 6,939 6,94

を

1 6,941 6,94

掲

1
計

標 額 他団体事業負



  

意

千円、岩手県難聴言語

図

障害教育研究会負担金

や

 10千円、岩手県特

ね

別支援学級設置

学校長

ら

協議会負担金 27千

い

円

（

事       

成

業       名 事

果

業の意図やねらい（成

や

果や効果）

学力向上・

 

効

指導力向上事業 本市の

果

課題となっている児童

）

生徒の学力向上のため

ラ

、児童生徒の学力検査

ー

等を実

施するとともに

ニ

、児童生徒への教材の

ン

提供や、教職員の指導

グ

力向上等の取組を推

進

・

します。

継続区分 会計

サ

・款・項・目 平成31

学

ポ

年度の事業概要
国や県

ー

で実施する学力検査と

タ

併せて、児童生徒の学

ー

力実態把握のための標

・

準学力継続 一般・10

プ

款・1項・3目
検査実

ロ

施を継続するとともに

ジ

、児童生徒への教材の

ェ

提供や、教職員の指導

ク

力向上
事    業 

び

授

   主    体 等

業

の取組を推進します。

や

学校教育指導課

【滝沢

放

市主体】

課

事    

後

   業      

に

 名 事業の意図やねら

大

い（成果や効果）

就学

学

指導事業 障がいがある

生

児童生徒について、支

に

を

援・指導の在り方を協

派

議・検討し、児童生徒

遣

の適正な就学指導を推

す

進することを目的とし

る

ます。

継続区分 会計・

こ

款・項・目 平成31年

と

度の事業概要
就学前児

に

童の教育相談を行った

よ

り、児童生徒の個別検

り

査等を実施したりしな

よ

、

がら継続 一般・10款

児

・1項・3目
、年3回

童

開催される市就学指導

生

委員会で、特別な支援

徒

を必要とする児童生徒

に

が、
事    業  

対

  主    体 適正

し

に就学できるように支

て

援・指導を行います。

き

学校教育指導課

【滝沢

り

め

市主体】

細かな指導

を行い、

充

学習意欲の向上とつま

実

ずきの解消を図ります

し

。同時に教員等を目指

政 た

す大
ト事業 学生に対し

人

て教育現場での実践の

生

機会を提供します。

継

を

続区分 会計・款・項・

送

目 平成31年度の事業

る

概要
盛岡大学、岩手県

こ

立大学と連携して、各

と

小中学校に大学生を派

が

遣することにより継続

で

一般・10款・1項・

策 き

3目
、授業、学校行事

る

、放課後学習での支援

ま

や、特別な支援を要す

ち

る児童生徒に対す
事 

 

   業    主 

基

   体 る補助等を充

本

実させます。

学校教育

施

指導課

【滝沢市主体】

策　

事       業

　
０

       名 事業

２

の意図やねらい（成果

 

や効果）

学校安全体制

 

整備推進事業 自治会や

 

ＰＴＡ等から推薦され

「

た地域人材をスクール

生

ガードとして組織し、

き

地域

、家庭・学校、教

る

育委員会が連携して、

力

登下校時の児童の安全

　
」

を確保します。

継続区

を

分 会計・款・項・目 平

育

成31年度の事業概要

て

小学校毎に組織された

る

スクールガードにボラ

学

ンティア保険をかける

校

とともに、証継続 一般

教

・10款・1項・3目

育

明書、ベスト、帽子等

の

を配付し、児童が安心

　
充

して学校に登下校でき

実

るように見守
事   

－

 業    主   

 

 体 り活動を実施しま

1

す。

学校教育指導課

【

6

協働事業】

滝沢市スク

8

ールガード

 

事   

－

    業       名 事業の意図やね

０

らい（成果や効果）

学校教育振興事業 各学校の教育活動を効果的に推進するため、各種事業や会議、研修会を位置付け

た「滝沢市学校教育指導計画」を作成し、児童生徒一人一人を大切にした教育の

推進に努めます。

継続区

５

事

分 会計・款・項・目 平

 

成31年度の事業概要

 

各学校が抱えている難

 

題を解決して児童生徒

 

一人一人が社会の変化

 

に対応できる継続 一般

 

・10款・1項・3目

 

能力と豊かな人間性を

業

身に付けることができ

 

るようにするため、滝

 

 

沢市学校教育
事   

 

 業    主   

 

 体 指導計画を作成し

 

、本市の人材育成の方

 

向性を示します。

学校

 

教育指導課 岩手地区小

名

規模・複式教育研究連

事

盟負担金 8千円、岩

業

手地区芽ぐみの会負担

の

金 8

【滝沢市主体】



平 画

 

計
標 額 他団体事業負担

 

額

     考
○全

平

体事業期間活 目 派遣人

成

数
  平成17年度～

3

平成34年度180 1

1

80 180 180
動 単

年

位 人
標

指

標 値 単 位

投 計

度

年度別事業費 1,01

～

2 253 253 253

平

253
合

資 内 特定財源

成

画
指 訳 一般財源 1,0

成
3

12 253 253 25

4

3 253
計

標 額 他団体

年

事業負担額

度

（単

項       

位

目 平成31年度 平成3

 

2年度 平成33年度 平

 

成34年度 備    

千

   考
○全体事業期

3

円

間活 目 スクールガード

）

登録者数
  平成30

－

年度～平成34年度3

 

60 360 360 36

1

0
動 単 位 人

標
指

標 値 単

6

位

投 計 年度別事業費 1

9

,024 289 245

 

245 245
合

資 内 特

－

定財源
画

指 訳 一般財源 1,024 289 24

1

5 245 245
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 滝沢市学

年

校教育指導計画の作成
  平成31年度～平成34年度400 400 400 400

動 単 位 部数
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 760 190 190 190 190
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 760 190 190 190 190

度

計
標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平

項

成33年度 平成34年

 

度 備       考

 

○全体事業期間活 目 学

 

力検査実施回数
  平

実

 

成31年度～平成34

 

年度5 5 5 5
動 単 位 回

 

標
指

標 値 単 位

投 計 年度

 

別事業費 10,636

目

2,659 2,659

平

2,659 2,659

成

合
資 内 特定財源

画
指 訳

3

一般財源 10,636

1

2,659 2,659

年

2,659 2,659

行

度

計
標 額 他団体事業負担

平

額

成3

項 

2

      目 平成3

年

1年度 平成32年度 平

度

成33年度 平成34年

平

度 備       考

成

○全体事業期間活 目 就

3

学指導委員会
  平成

計

3

31年度～平成34年

年

度3 3 3 3
動 単 位 回

標

度

指 特別支援学級等入級

平

率
66 66 66 66

標

成

値 単 位 ％

投 計 年度別事

3

業費 1,072 268

4

268 268 268
合

年

資 内 特定財源
画

指 訳 一

度

般財源 1,072 26

備

8 268 268 268



  

意

。

学校教育指導課

【滝

図

沢市主体】

や

事   

ね

    業     

ら

  名 事業の意図やね

い

らい（成果や効果）

あ

（

ったかハート支援員設

成

置事業 学習のつまずき

果

や友人関係に起因する

や

不適応傾向にある生徒

 

効

を抱える学校に支援

員

果

を配置し、生徒の適応

）

指導に係るきめ細やか

総

な指導の充実に努めま

合

す。

継続区分 会計・款

的

・項・目 平成31年度

な

の事業概要
あったかハ

学

ート支援員の配置　3

習

校×1名継続 一般・1

の

0款・1項・3目

事 

学

時

   業    主 

間

   体
学校教育指導

推

課

【滝沢市主体】

進

事

事

       業  

業

     名 事業の意

地

図やねらい（成果や効

域

果）

学校司書設置事業

の

読書量の向上を目指す

人

とともに、小中学校に

び

材

おける読書活動を活性

等

化させます。

継続区分

を

会計・款・項・目 平成

外

31年度の事業概要
・

部

市内の小学校2校に1

講

名ずつ計3名の学校司

師

書を配置します。継続

と

一般・10款・1項・

し

3目
・日常的に読書に

て

取り組む児童生徒の割

に

各

合を高めます。
事  

学

  業    主  

校

  体
学校教育指導課

に

【滝沢市主体】

派遣すること

よ

により、「生きる力」

り

の育

成に必要な体験的

充

な学習や問題解決的な

実

学習を取り入れた「総

し

合的な学習の時間

」の

政 た

充実を図ります。

継続

人

区分 会計・款・項・目

生

平成31年度の事業概

を

要
自然体験、社会体験

送

、観察・実験、見学・

る

調査、ものづくり等さ

こ

まざまな体験的継続 一

と

般・10款・1項・3

が

目
学習において、それ

で

ぞれの分野の講師を招

策 き

き指導・助言をいただ

る

きながら、地域
事  

ま

  業    主  

ち

  体 や学校の実態に

 

応じて教育活動が展開

基

されるように各学校を

本

支援します。

学校教育

施

指導課

【協働事業】

市

策

立小中学校

　

事   

　
０

    業     

２

  名 事業の意図やね

 

らい（成果や効果）

不

 

登校児童生徒解消対策

 

事業 不登校、いじめ、

「

虐待等の問題を抱える

生

児童生徒及びその保護

き

者を支援するため

に、

る

学校、家庭、関係機関

力

の緊密な連携を図り、

　
」

児童生徒の適応指導に

を

努めます

。

継続区分 会

育

計・款・項・目 平成3

て

1年度の事業概要
不登

る

校等の問題を抱える児

学

童生徒の学校適応を目

校

指し、学校適応指導員

教

等が学校継続 一般・1

育

0款・1項・3目
、家

の

庭、関係校をコーディ

　
充

ネートして不登校等の

実

解消を図るとともに、

－

適応指導
事    業

 

    主    体

1

教室「フレンド滝沢」

7

を運営しながら不登校

0

児童生徒の学校への復

 

帰を目指しま

学校教育

－

指導課 す。

【滝沢市主体】

０

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

特別支援教育支援員設置事業 ＬＤ（学習障がい）、ＡＤＨＤ（注意欠陥多動性障がい）、自閉スペクトラム症

などの様々な障がいのある児童生

５

事

徒に対して、学校生活

 

上の介助（食事、排泄

 

な

ど）や学習活動上の

 

サポートを行う「特別

 

支援教育支援員」を配

 

置することによ

り、義

 

務教育の円滑な実施を

 

図ります。

継続区分 会

業

計・款・項・目 平成3

 

1年度の事業概要
各学

 

 

校に在籍する発達障が

 

いのある児童生徒の状

 

況を踏まえ、個別の支

 

援が必要継続 一般・1

 

0款・1項・3目
と認

 

められる児童生徒が在

名

籍する学校に対して特

事

別支援教育支援員を配

業

置します
事    業

の

    主    体



平 画

 

単 位 ％
標

指 日常的に読

 

書をする生徒の割合
8

 

6 87 88 88
標 値 単

 

位 ％

投 計 年度別事業費

 

17,312 4,32

 

8 4,328 4,32

 

8 4,328
合

資 内 特

考

定財源
画

指 訳 一般財源

○

17,312 4,32

全

8 4,328 4,32

平

体

8 4,328
計

標 額 他

事

団体事業負担額

業期間活 目 外部講

成

師派遣人数（講師謝金

3

支
  平成31年度～

1

平成34年度払分） 5

年

2 52 52 52
動 単 位

度

人
標

指

標 値 単 位

投 計 年

～

度別事業費 3,008

平

752 752 752 7

成

52
合

資 内 特定財源
画

成
3

指 訳 一般財源 3,00

4

8 752 752 752

年

752
計

標 額 他団体事

度

業負担額

（単位

項       目

 

平成31年度 平成32

 

年度 平成33年度 平成

千

34年度 備     

3

円

  考
○全体事業期間

）

活 目 担当者会議の実施

－

回数
  平成31年度

 

～平成34年度2 2 2

1

2
動 単 位 回

標
指 100

7

0人当たりの不登校児

1

童生徒
数 10 10 10

 

10
標 値 単 位 人

投 計 年

－

度別事業費 8,885 2,222 2,221

1

2,221 2,221
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 8,885 2,222 2,221 2,221 2,221
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31

年

年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 支援員配置人数
  平成31年度～平成34年度18 18 18 18

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 104,228 26,057 2

度

6,057 26,057 26,057
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 104,228 26,057 26,057 26,057 26,0

項

57
計

標 額 他団体事業

 

負担額

  

実

 

項       目 平

 

成31年度 平成32年

 

度 平成33年度 平成3

 

4年度 備      

目

 考
○全体事業期間活

平

目 1000人当たりの

成

不登校生徒数
  平成

3

31年度～平成34年

1

度25 25 25 25
動

年

単 位 人
標

指

標 値 単 位

投

行

度

計 年度別事業費 17,

平

372 4,343 4,

成

343 4,343 4,

3

343
合

資 内 特定財源

2

画
指 訳 一般財源 17,

年

372 4,343 4,

度

343 4,343 4,

平

343
計

標 額 他団体事

成

業負担額

3

計

3年

項       目

度

平成31年度 平成32

平

年度 平成33年度 平成

成

34年度 備     

3

  考
○全体事業期間

4

活 目 日常的に読書をす

年

る児童の割合
  平成

度

31年度～平成34年

備

度94 95 96 96
動



  

意

・10款・1項・3目

図

事    業    

や

主    体
学校教育

ね

指導課

【滝沢市主体】

らい

事       業

（

       名 事業

成

の意図やねらい（成果

果

や効果）

小学校教育振

や

興事業 学校教育活動の

 

効

維持に必要な教材等の

果

整備を目的とし、円滑

）

な授業運営により有

能

滝

な人材の育成を成果と

沢

して期待します。

継続

市

区分 会計・款・項・目

小

平成31年度の事業概

中

要
・教師用指導書・教

学

科書等の購入継続 一般

校

・10款・2項・2目

学

復

・授業等に必要な消耗

興

品の購入
事    業

教

    主    体

育

・教材備品の購入及び

支

修繕

学校教育指導課 ・

援

学校図書の購入

【滝沢

事

市主体】

業 郷土

び

を愛し、その復興・発

に

展を支える児童生徒を

よ

育成し、岩手の復興教

り

育に資す

ることを目的

充

として実施します。

継

実

続区分 会計・款・項・

し

目 平成31年度の事業

政 た

概要
被災地小中学校と

人

の交流及び防災教育な

生

どを通して、復興発展

を

を支える児童生徒継続

送

一般・10款・1項・

る

3目
を育成します。

事

こ

    業    主

と

    体
学校教育指

が

導課

【滝沢市主体】

で策 き

事       業 

る

      名 事業の

ま

意図やねらい（成果や

ち

効果）

中学校における

 

部活動指導員の配置事

基

中学校の部活動におい

本

て、技術的な指導に従

施

事する部活動指導員を

策

配置し、部活

動の充実

　

を図るとともに、教員

　
０

の働き方改革の一環と

２

して、教員の部活動指

 

導に
業 係る時間を軽減

 

します。

継続区分 会計

 

・款・項・目 平成31

「

年度の事業概要
国及び

生

県の事業の方向性を考

き

慮し、前年度の実践を

る

生かしながら、部活動

力

指導員継続 一般・10

　
」

款・1項・3目
を活用

を

した部活動運営の充実

育

・改善を図ります。
事

て

    業    主

る

    体
学校教育指

学

導課

【滝沢市主体】

校教

事       業 

育

      名 事業の

の

意図やねらい（成果や

　
充

効果）

医療的ケアのた

実

めの看護師配置事業 学

－

校生活において日常的

 

に「医療的ケア」が必

1

要な児童生徒が通学す

7

る学校に看

護師を配置

2

し、医療的ケアを必要

 

とする児童生徒に係る

－

学習環境を整備すること

により、義務教育の

０

円滑な実施を図ります。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
医療的ケアを必要とする児童生徒が在籍する学校に看護師を配置します。新規 一般・10款・1項・3目

事    業    主    体
学校教

５

事

育指導課

【滝沢市主体

 

】

 

事       

 

業       名 事

 

業の意図やねらい（成

 

果や効果）

社会科副読

 

本改訂事業 社会科副読

 

本は、教科書とは別に

業

、小学校3、4年生を

 

対象に固有の事物・事

 

 

象を

提供する教材です

 

。この教材を活用して

 

地域学習を行うことに

 

より、児童は地域

につ

 

いての学習を深めるこ

 

とができます。

継続区

名

分 会計・款・項・目 平

事

成31年度の事業概要

業

社会科副読本改訂版を

の

作成します。継続 一般



平 画

 

,809 19,034

 

36,525 16,1

 

25 16,125
  

 

【国】（1/2）合
 

 

 資 内 特定財源 2,5

 

00 1,750 250

 

250 250
  画  

考

 指 訳 一般財源 85,

○

309 17,284 3

全

6,275 15,87

平

体

5 15,875
計

標 額

事

他団体事業負担額

業期間活 目 実施校

成

数
  平成31年度～

3

平成34年度15 15

1

15 15
動 単 位 校

標
指

年

標 値 単 位

投 計 年度別事

度

業費 1,716 420

～

432 432 432
合

平

資 内 特定財源
画

指 訳 一

成

般財源 1,716 42

成
3

0 432 432 432

4

計
標 額 他団体事業負担

年

額

度

（

項 

単

      目 平成3

位

1年度 平成32年度 平

 

成33年度 平成34年

 

度 備       考

千

○全体事業期間活 目 部

3

円

活動指導員配置数
  

）

平成30年度～平成3

－

4年度3 3 3 3
動 単 位

 

人
標

指

標 値 単 位 ○特定

1

財源
  中学校におけ

7

る部活動指導員投 計 年

3

度別事業費 4,152

 

1,038 1,038

－

1,038 1,038
  の配置事業補助金

1

【県】（2/合
  3）資 内 特定財源 2,688 672 672 672 672
  画   指 訳 一般財源 1,464 366 366 366 366

計
標 額 他団体事業負担額

年

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 看護師配置数
  平成31年度～平成34年度2 2 2 2

動 単 位
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 8,792 2,

度

198 2,198 2,198 2,198
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 8,792 2,198 2,198 2,198 2,198
<新規

項

事業>計
標 額 他団体事

 

業負担額

  

実

 

項       目

 

平成31年度 平成32

 

年度 平成33年度 平成

 

34年度 備     

目

  考
○全体事業期間

平

活 目 社会科副読本改訂

成

委員会開催回
  平成

3

31年度～平成34年

1

度数 3 0 0 0
動 単 位 回

年

標
指

標 値 単 位

投 計 年度

行

度

別事業費 3,327 3

平

,327
合

資 内 特定財

成

源
画

指 訳 一般財源 3,

3

327 3,327
計

標

2

額 他団体事業負担額

年度 平

項   

成

    目 平成31年

3

度 平成32年度 平成3

計

3

3年度 平成34年度 備

年

       考
○全

度

体事業期間活 目 学校図

平

書整備率100％達成

成

校
  平成31年度～

3

平成34年度9 9 9 9

4

動 単 位 校
標

指

標 値 単 位

年

○特定財源
  理科教

度

育等施設整備費補助金

備

投 計 年度別事業費 87



  

意

開 教育行政と各学校の

図

連絡調整協議を行う機

や

会を設定し、各学校の

ね

教育活動の充実

と諸課

ら

題の解決を図ります。

い

また、学校経営と学校

（

運営、適切な教育課程

成

の編成
催事務 ・実施、

果

学力向上と研究研究の

や

推進、生徒指導の課題

 

効

解決と充実を目指しま

果

す。

継続区分 会計・款

）

・項・目 平成31年度

中

の事業概要
・校長会議

学

と副校長会議を定期及

校

び必要に応じて開催し

教

、各学校の教育活動の

育

充継続 一般
実と諸課題

振

の解決を図ります。
事

興

    業    主

学

事

    体 ・教務主任

業

会議、研究主任会議、

学

生徒指導連絡協議会、

校

生徒指導主事研修会を

教

定

学校教育指導課 期的

育

に開催し、各学校の適

活

切な教育課程の編成・

動

実施、学力向上と研究

の

研修の推

【滝沢市主体

維

】 進、生徒指導の充実

び

持

を目指します。

に

事 

必

      業   

要

    名 事業の意図

な

やねらい（成果や効果

教

）

授業力向上のための

材

学校訪問等事務 学力向

等

上のための学校訪問や

の

校内研究会等に指導主

整

事等を派遣し、各学校

に

備

で行わ

れる教員個々の

を

授業を参観して、改善

目

のための協議、助言・

的

指導を行うことによ

り

と

、教員の授業力向上及

し

び児童生徒の学力向上

、

を目指します。

継続区

円

分 会計・款・項・目 平

滑

成31年度の事業概要

な

学力向上のための学校

よ

授

訪問や各学校で行われ

業

る校内研究会に、指導

運

主事等を派遣継続 一般

営

し、各学校で行われる

に

授業の参観や改善のた

よ

めの協議、助言を行う

り

ことにより、
事   

有

 業    主   

能

 体 教員個々の授業力

な

向上及び児童生徒の学

り

人

力向上を目指します。

材

学校教育指導課

【滝沢

の

市主体】

育成を成果とし

充

て期待します。

継続区

実

分 会計・款・項・目 平

し

成31年度の事業概要

政 た

・教師用指導書・教科

人

書等の購入継続 一般・

生

10款・3項・2目
・

を

授業等に必要な消耗品

送

の購入
事    業 

る

   主    体 ・

こ

教材備品の購入及び修

と

繕

学校教育指導課 ・学

が

校図書の購入

【滝沢市

で

主体】

策 き

事     

る

  業       

ま

名 事業の意図やねらい

ち

（成果や効果）

学校医

 

等設置事務 学校の保健

基

・安全管理の円滑な運

本

営のため、各小中学校

施

に学校医・学校歯科医

策

・

学校薬剤師を配置し

　

、児童生徒及び教職員

　
０

の健康の保持増進を図

２

ります。

（義務的事業

 

）

継続区分 会計・款・

 

項・目 平成31年度の

 

事業概要
各小・中学校

「

に学校医、学校歯科医

生

及び学校薬剤師を配置

き

することにより、各種

る

継続 一般・10款・6

力

項・1目
健康診断を実

　
」

施したり、学校環境衛

を

生の維持及び改善に関

育

し必要な指導と助言を

て

事    業    

る

主    体 行ったり

学

することで、学校にお

校

ける保健管理及び安全

教

管理を図ります。

学校

育

教育指導課

【滝沢市主

の

体】

　
充

事      

実

 業       名

－

事業の意図やねらい（

 

成果や効果）

学校保健

1

事業 学校における保健

7

管理及び安全管理に関

4

し必要な事項を定め、

 

児童生徒及び職員

の健

－

康の保持増進を図りつつ、学校教育の円滑な

０

実施とその成果の確保に努めま

す。

（義務的事業）

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
児童生徒及び教職員の健康保持を目的とし、各小中学校での児童生徒の健康診断継続 一般・10款・6項・1目
の実施、

５

事

学校環境衛生検査の実

 

施、独立行政法人日本

 

スポーツ振興センター

 

の災
事    業  

 

  主    体 害共

 

済給付掛金の支払い・

 

事務等を法令に基づい

 

て行います。

学校教育

業

指導課 ・岩手県学校安

 

全互助会負担金 85

 

 

千円

【滝沢市主体】 ・

 

独立行政法人日本スポ

 

ーツ振興センター共済

 

掛金　4,630千円

  

事       業

名

       名 事業

事

の意図やねらい（成果

業

や効果）

校長、副校長

の

、教務主任等各種会議



平 画

 

業>計
標 額 他団体事業

 

負担額

   

項       目 平

 

成31年度 平成32年

 

度 平成33年度 平成3

考

4年度 備      

○

 考
○全体事業期間活

全

目 学力向上のための学

平

体

校訪問実施
  平成3

事

1年度～平成34年度

業

回数 24 24 24 24

期

動 単 位 回
標

指 校内研究

間

会における助言指導実

活

施回数 50 50 50 5

目

0
標 値 単 位 回

投 計 年度

学

別事業費
合

資 内 特定財

校

源
画

指 訳 一般財源 <ゼ

図

ロ予算事業>計
標 額 他

成

書

団体事業負担額

整備率100％達成

3

校
  平成31年度～

1

平成34年度6 6 6 6

年

動 単 位 校
標

指

標 値 単 位

度

○特定財源
  理科教

～

育等施設整備費補助金

平

投 計 年度別事業費 64

成

,505 13,614

成
3

12,411 25,7

4

85 12,695
  

年

【国】（1/2）合
 

度

 資 内 特定財源 1,0

（

00 250 250 25

単

0 250
  画   指

位

訳 一般財源 63,50

 

5 13,364 12,

 

161 25,535 1

千

2,445
計

標 額 他団

3

円

体事業負担額

）

－ 

項      

1

 目 平成31年度 平成

7

32年度 平成33年度

5

平成34年度 備   

 

    考
○全体事業

－

期間活 目 学校医等配置数
  平成30年度～

1

平成34年度28 28 28 28
動 単 位 人

標
指 学校医等配置校

15 15 15 15
標 値 単 位 校

投 計 年度別事業費 40,851 10,074 10,259 10,259 10,259
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 40,851 10

年

,074 10,259 10,259 10,259
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備      

度

 考
○全体事業期間活 目 環境衛生検査実施回数
  平成31年度～平成34年度1 1 1 1

動 単 位 回
標

指 各種検査・健診実施校
15 15

項

15 15
標 値 単 位 校 ○

 

特定財源
  独立行政

 

法人日本スポーツ振投

 

計 年度別事業費 63,

実

 

843 15,549 1

 

6,098 16,09

 

8 16,098
  興

 

センター災害共済掛金

目

保護合
  者負担分【

平

その他】資 内 特定財源

成

7,636 1,909

3

1,909 1,909

1

1,909
  画   

年

指 訳 一般財源 56,2

行

度

07 13,640 14

平

,189 14,189

成

14,189
計

標 額 他

3

団体事業負担額

2年度

項     

平

  目 平成31年度 平

成

成32年度 平成33年

3

度 平成34年度 備  

計

3

     考
○全体事

年

業期間活 目 校長会議の

度

開催回数
  平成31

平

年度～平成34年度1

成

1 11 11 11
動 単 位

3

回
標

指 副校長会議の開

4

催回数
3 3 3 3

標 値 単

年

位 回

投 計 年度別事業費

度

合
資 内 特定財源

画
指 訳

備

一般財源 <ゼロ予算事



  

意

より、健康で豊かな潤

図

いのあ

（義務的事業）

や

る学校生活の実現を図

ね

ります。

継続区分 会計

ら

・款・項・目 平成31

い

年度の事業概要
（1）

（

年間給食回数：小学校

成

175回、中学校17

果

0回（2）一食当たり

や

給食費：小学校継続 一

 

効

般・10款・6項・3

果

目
272円、中学校3

）

00円（3）給食セン

実

ター年間稼働日数：1

践

91日（4）食に関す

的

る指
事    業  

指

  主    体 導及

導

び希望献立の実施､地

力

産地消への取り組みの

向

実施（5）調理等業務

学

上

の民間委託

学校給食セ

の

ンター による給食セン

た

ター運営の合理化（6

め

）滝沢中央小学校開校

の

後の環境整備

【滝沢市

各

主体】 盛岡広域地区学

種

校給食センター等連絡

研

協議会負担金　17千

修

円

岩手県学校給食セン

会

ター協議会会費　8千

び

道

円

徳教育、初任者研修

に

、情報教育等の各種領

よ

域の充実や現代的教育

り

課題の解決の

ため、状

充

況に応じて各種研修会

実

等を開催し、各学校に

し

おける教員の指導力向

政 た

上や
開催事務 教育活動

人

の充実を目指します。

生

継続区分 会計・款・項

を

・目 平成31年度の事

送

業概要
道徳教育、初任

る

者研修、情報教育等の

こ

各種領域の充実や現代

と

的教育課題の解決の継

が

続 一般
ため、状況に応

で

じて各種研修会等を開

策 き

催し、各学校における

る

教員の指導力向上や
事

ま

    業    主

ち

    体 教育活動の

 

充実を目指します。

学

基

校教育指導課

【滝沢市

本

主体】

小  

施

          

策

          

　

       計

 政

　
０

策　　　０５   学

２

びにより充実した人生

 

を送ることができるま

 

ち
 基本施策　０３ 

 

  学校給食による望

「

ましい食習慣の実現

生

基本施策

き

が４年間でめざす姿

児

る

童生徒が心身ともに健

力

全に発達するため、引

　
」

き続き地産地消を推進

を

した安全安心で栄養バ

育

ランスのとれた学校給

て

食を提供

するとともに

る

、食の指導の充実を図

学

り、望ましい食習慣の

校

理解と実践の支援など

教

、食育の推進を目指し

育

ます。

基本施策目標の

の

進捗状況分析

・平成2

　
充

2年度に市内の農家等

実

により組織された滝沢

－

市学校給食食材生産供

 

給組合から、給食食材

1

に地場産品が供給され

7

てい

ますが、さらなる

6

地産地消の推進に努め

 

る必要があります。

・

－

安全安心な学校給食を確実に提供していくた

０

め、老朽化した給食センターの施設や経年劣化した設備・機器等を引き続き

計画的に改修整備し、衛生管理や調理環境の向上を図る必要があります。

・学校給食の意義と望ましい食習慣の理解を目的として、給食センターの

５

事

栄養教諭が市内の小中

 

学校に出向いて、「食

 

に関

する指導」を実施

 

しており、更に内容の

 

充実を図ることが望ま

 

しいです。

 

事   

 

    業     

業

  名 事業の意図やね

 

らい（成果や効果）

学

 

 

校給食事業 児童生徒の

 

心身の健全な発達と食

 

生活の改善を目指し、

 

栄養バランスのとれた

 

学

校給食の提供と、児

 

童生徒が考える「希望

名

献立」、並びに望まし

事

い食習慣の理解

を目的

業

とした「食に関する指

の

導」を実施することに



平 画

 

 平成31年度～平成

 

34年度） 110 11

 

0 120 120
動 単 位

 

クラス
標

指 希望献立の

 

導入回数
15 15 15

 

15
標 値 単 位 回 ○特定

 

財源
  学校給食費、

考

給食食材助成金投 計 年

○

度別事業費 1,683

全

,549 416,16

平

体

4 412,878 41

事

3,701 440,8

業

06
  【その他】合

期

  資 内 特定財源 1,

間

018,096 257

活

,426 254,37

目

3 254,774 25

道

1,523
  画   

徳

指 訳 一般財源 665,

指

453 158,738

成

導

158,505 158

者

,927 189,28

研

3
計

標 額 他団体事業負

修

担額

会開催回数
 

3

 平成31年度～平成

1

34年度1 1 1 1
動 単

年

位 回
標

指 校種間連携研

度

修会開催回数
2 2 2 2

～

標 値 単 位 回

投 計 年度別

平

事業費
合

資 内 特定財源

成

画
指 訳 一般財源 <ゼロ

成
3

予算事業>計
標 額 他団

4

体事業負担額

年度

（

項       目 平

単

成31年度 平成32年

位

度 平成33年度 平成3

 

4年度 備      

 

 考

投 計 年度別事業費

千

547,287 128

3

円

,924 149,03

）

5 140,409 12

－

8,919
合

資 内 特定

 

財源 13,824 4,

1

581 3,081 3,

7

081 3,081
画

指

7

訳 一般財源 533,4

 

63 124,343 1

－

45,954 137,328 125,838

1

計
標 額 他団体事業負担額

（単位  千円）

基本施策の達成（実現）に向けた基本計画期間内の取り組みと方針

・調理等業務の委託の継続や老朽化した施設設備等の改修整備により衛生管理や調理環境の向上を

年

図り、継続して安全安心

な学校給食を提供します。

・滝沢市学校給食食材生産供給組合と連携し、地場産品の活用に努めます。

・学校給食を生きた教材として活用するとともに、「食に関する指導」の内容の充実や学校との

度

連携を図り、児童生徒の食

育の推進に努めます。

・安定した学校給食運営のため、学校給食費の収納率向上に努めます。

基本計画期間

項

内の取り組みと方針の

 

うち、平成31年度の

 

重点課題

・調理等業務

 

の委託の継続により安

実

 

定した運営と、安全安

 

心で栄養バランスのと

 

れた学校給食を提供し

 

ます。

・滝沢市学校給

目

食食材生産供給組合と

平

情報交換を密にし、地

成

場産品の活用に努めま

3

す。

・市内小中学校で

1

実施している「食に関

年

する指導」の継続実施

行

度

と指導内容の充実に努

平

めます。

・学校給食費

成

については、関係機関

3

との連携強化や各種制

2

度の活用、法的措置の

年

実施など、引き続き収

度

納率向上に取り組む

と

平

ともに、コンビニ収納

成

を周知することにより

3

さらなる収納環境の向

計

3

上を図ります。

年度 平

項     

成

  目 平成31年度 平

3

成32年度 平成33年

4

度 平成34年度 備  

年

     考
○全体事

度

業期間活 目 食に関する

備

指導回数（クラス数
 



  

意

り・地域づくり」を促

図

進します。

・社会教育

や

を基盤とした「人・つ

ね

ながり・地域づくり」

ら

を目指したネットワー

い

ク型社会教育行政（教

（

育委員会と市長部局、

成

小中学校、高校、大学

果

、企業、ＮＰＯ、地域

や

との連携・協働）を展

 

効

開します。

・健康づく

果

り推進施策（滝沢市健

）

康づくり宣言）と連携

滝

したスポーツによる健

沢

康づくりの推進を図り

市

、スポーツ環境づくり

立

やスポーツを通じた地

学

域力の向上、施設の利

校

用促進、競技力向上を

給

図ります。

基本施策目

学

食

標の進捗状況分析

・2

セ

019年度から施行さ

ン

れる第1次滝沢市生涯

タ

学習推進計画学びプラ

ー

ンたきざわ後期基本計

運

画に基づき、「生きが

営

いが持てる

学びの環境

委

の構築」を促進してい

員

ます。

・第1次滝沢市

会

生涯学習推進計画学び

び

安

プランたきざわ後期基

全

本計画に基づき、6つ

安

の重点（①生きがいが

心

持てる学びの環境の

構

で

築、②少子化対策と子

魅

どもが安心して学べる

力

環境づくり、③地域課

あ

題解決学習を通じた「

る

人・つながり・地域づ

学

くり」、

④若者活躍・

に

校

定住による経済・地域

給

活性化、⑤全ての世代

食

を結ぶ学びの輪づくり

の

、⑥スポーツによる健

提

康づくりの推進）を

踏

供

まえた総合教育政策に

と

基づく市長部局と教育

食

委員会が連携強化した

育

全庁規模による推進体

の

制の構築に取り組んで

よ

推

います。

進を目指し、市内の

り

小・中学校長

、ＰＴＡ

充

代表、民生児童委員代

実

表により構成されてい

し

る滝沢市立学校給食セ

政 た

ンタ
事務 ー運営委員会

人

を開催し、学校給食事

生

業に関する重要な事項

を

について、審議・助言

送

を得ることにより、給

る

食センターの適正かつ

こ

円滑な運営を図ります

と

。

継続区分 会計・款・

が

項・目 平成31年度の

で

事業概要
学校給食セン

策 き

ターの運営に関し、年

る

2回運営委員会を開催

ま

し、審議、助言を得ま

ち

継続 一般・10款・6

 

項・3目
す。

事   

基

 業    主   

本

 体
学校給食センター

施

【滝沢市主体】

策

事 

　

      業   

　
０

    名 事業の意図

３

やねらい（成果や効果

 

）

学校給食施設改善事

 

業 給食センターの厨房

 

設備・機器・施設につ

学

いて、老朽化・経年劣

校

化が及ぼす影響

を考慮

給

し、また、法改正等の

食

対応など、学校給食事

に

業の円滑な運営のため

　
よ

、改修

・更新等を計画

る

的に実施し、安全安心

望

で魅力ある学校給食の

ま

提供を確保します。

継

し

続区分 会計・款・項・

い

目 平成31年度の事業

食

概要
大規模な改修・修

習

繕は予定されていない

慣

ことより、日常的に起

の

きる小規模修繕等継続

　
実

一般
については、学校

現

給食事業の予算にて行

－

います。
事    業

 

    主    体

1

学校給食センター

【滝

7

沢市主体】

小

8

          

 

          

－

         計

 政策　　　０５  

０

 学びにより充実した人生を送ることができるまち
 基本施策　０４   生きがいが持てる学びの環境の構築

基本施策が４年間でめざす姿

・2019年度から施行される第1次滝沢市生涯学習推進計画学び

５

事

プランたきざわ後期基

 

本計画に基づき、「生

 

きがいが持てる

学びの

 

環境の構築」を促進し

 

ます。

・総合教育政策

 

（学校教育・社会教育

 

を通じた総合的・横断

 

的な教育政策）に基づ

業

く市長部局と教育委員

 

会が連携強化した

全庁

 

 

規模による生涯学習・

 

スポーツ推進施策の展

 

開で、学びによる生活

 

の質とスポーツによる

 

健康づくりの推進を促

 

進しま

す。

・多様化・

名

複雑化する地域課題や

事

教育課題の解決を目指

業

した地域課題解決学習

の

を通じた「人・つなが



平 画

 

進

・ネットワーク型社

 

会教育行政（教育委員

 

会と市長部局、小中学

 

校、高校、大学、企業

 

、ＮＰＯ、地域との連

 

携・協働）の

展開

・ス

 

ポーツイベント「チャ

考

レンジデー」を通じた

○

参画交流・活躍の促進

全

平

体事業期間活 目 開催回

成

数
  平成31年度～

3

平成34年度2 2 2 2

1

動 単 位 回
標

指

標 値 単 位

年

投 計 年度別事業費 75

度

2 188 188 188

～

188
合

資 内 特定財源

平

画
指 訳 一般財源 752

成

188 188 188 1

成
3

88
計

標 額 他団体事業

4

負担額

年度

（

項       目 平

単

成31年度 平成32年

位

度 平成33年度 平成3

 

4年度 備      

 

 考
○全体事業期間活

千

目 調理等に影響を及ぼ

3

円

す故障発生
  平成3

）

1年度～平成34年度

－

割合 2 2 2 2
動 単 位 %

 

(事故件数/稼働日数

1

)
標

指

標 値 単 位 ○特定

7

財源
  特定防衛施設

9

周辺整備調整交投 計 年

 

度別事業費 28,92

－

1 400 28,521
  付金【国】合
  

1

資 内 特定財源 25,668 25,668
  画   指 訳 一般財源 3,253 400 2,853
<調査事業>計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成

年

32年度 平成33年度 平成34年度 備       考

投 計 年度別事業費 1,713,222 416,352 413,066 414,289 469,515
合

資 内 特定財源 1,043,764 257,426 254,373

度

254,774 277,191
画

指 訳 一般財源 669,458 158,926 158,693 159,515 192,324
計

標 額 他

項

団体事業負担額

（単位

 

  千円）

 

基本施策の達成（

 

実現）に向けた基本計

実

 

画期間内の取り組みと

 

方針

第1次滝沢市総合

 

計画後期基本計画生涯

 

学習部門計画（滝沢市

目

総合教育政策）に基づ

平

く基本施策（分野別計

成

画）として2019

年

3

度より施行された第1

1

次滝沢市生涯学習推進

年

計画後期基本計画「学

行

度

びプランたきざわ」を

平

具現化する施策（実施

成

計画）と

して策定する

3

単年度ごとの「社会教

2

育行政の方針と計画」

年

による生涯学習・スポ

度

ーツ推進施策を展開し

平

ます。

基本計画期間内

成

の取り組みと方針のう

3

ち、平成31年度の重

計

3

点課題

・第1次滝沢市

年

生涯学習推進計画後期

度

基本計画「学びプラン

平

たきざわ」の確実な展

成

開

・既存の生涯学習・

3

スポーツ施設の計画的

4

な維持管理や修繕、更

年

新

・地域課題解決学習

度

を通じた「人・つなが

備

り・地域づくり」の促



  

図

ーツによる健康づくり

や

の推進」を図ります。

ね

（義務的事業）

継続区

ら

分 会計・款・項・目 平

い

成31年度の事業概要

（

指定管理者（公益財団

成

法人滝沢市体育協会）

果

による施設管理運営。

や

継続 一般・8款・4項

効

・4目
【指定管理期間

 

果

：平成29年4月1日

）

から平成34年3月3

滝

1日まで】
事    

沢

業    主    

ふ

体
生涯学習スポーツ課

る

【他団体事業主体】

公

さ

益財団法人滝沢市体育

と

協会

交

事      

流

 業       名

学

館

事業の意図やねらい（

管

成果や効果）

国際理解

理

・国際交流事業 滝沢市

運

国際交流協会と連携・

営

協働しながら国際感覚

事

豊かな人づくりを目指

業

した地

域課題解決学習

滝

（国際理解・国際交流

沢

、多文化共生社会の啓

ふ

発など）を開催しま

す

び

る

。

継続区分 会計・款・

さ

項・目 平成31年度の

と

事業概要
・国際理解・

交

国際交流事業継続 一般

流

・10款・5項・1目

館

・幼児国際理解交流会

の

事    業    

管

主    体
生涯学習

理

スポーツ課

【協働事業

運

】

滝沢市国際交流協会

に

営を通じて、「生きが

よ

いが持てる学びの環境

り

の構築

」の実現に向け

充

た「学びによる生活の

実

質の向上」を図ります

し

。

（義務的事業）

継続

政 た

区分 会計・款・項・目

人

平成31年度の事業概

生

要
指定管理者（特定非

を

営利活動法人劇団ゆう

送

）による施設管理運営

る

。継続 一般・2款・1

こ

項・13目
【指定管理

と

期間：平成29年4月

が

1日から平成34年3

で

月31日まで】
事  

策 き

  業    主  

る

  体
生涯学習スポー

ま

ツ課

【他団体事業主体

ち

】

特定非営利活動法人

 

劇団ゆう

基

事    

本

   業      

施

 名 事業の意図やねら

策

い（成果や効果）

姥屋

　

敷多目的研修センター

　
０

管理運営事 姥屋敷多目

４

的研修センターの管理

 

運営を通じて、「生き

 

がいが持てる学びの環

 

境

の構築」の実現に向

生

けた「学びによる生活

き

の質の向上」を図りま

が

す。
業

（義務的事業）

い

継続区分 会計・款・項

が

・目 平成31年度の事

　
持

業概要
指定管理者（岩

て

手花平農業協同組合）

る

による施設管理運営。

学

継続 一般・6款・1項

び

・6目
【指定管理期間

の

：平成29年4月1日

環

から平成34年3月3

境

1日まで】
事    

の

業    主    

構

体
生涯学習スポーツ課

　
築

【他団体事業主体】

岩

－

手花平農業協同組合

 1

事       業 

8

      名 事業の

0

意図やねらい（成果や

 

効果）

滝沢市多目的研

－

修センター管理運営事 滝沢市多目的研修センターの管理運営を通じ

０

て、「生きがいが持てる学びの環境

の構築」の実現に向けた「学びによる生活の質の向上」を図ります。
業

（義務的事業）

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
指定管理者（公益財団法人

事

滝沢市体育協会）によ

５

 

る施設管理運営。継続

 

一般・6款・1項・6

 

目
【指定管理期間：平

 

成29年4月1日から

 

平成34年3月31日

 

まで】
事    業 

 

   主    体
生

業

涯学習スポーツ課

【他

 

団体事業主体】

公益財

 

団法人滝沢市体育協会

 

  

事       業

 

       名 事業

 

の意図やねらい（成果

 

や効果）

滝沢総合公園

名

管理運営事業 滝沢総合

事

公園の管理運営を通じ

業

て、「生きがいが持て

の

る学びの環境の構築」

意

の実

現に向けた「スポ



平 画

 

  平成31年度～平

 

成34年度個人使用を

 

除く） 2,500 2,

 

500 2,500 2,

 

500
動 単 位 件

標
指 滝

 

沢総合公園テニスコー

 

ト利用
件数 1,300

考

1,300 1,300

○

1,300
標 値 単 位 ○

全

特定財源
  滝沢総合

平

体

公園体育館使用料【投

事

計 年度別事業費 370

業

,932 90,723

期

93,335 93,3

間

74 93,500
  

活

その他】他合
  資 内

目

特定財源 39,447

施

9,541 9,953

設

9,953 10,00

利

0
  画   指 訳 一般

成

用

財源 331,485 8

件

1,182 83,38

数

2 83,421 83,

 

500
計

標 額 他団体事

 

業負担額

平成3

項       目

1

平成31年度 平成32

年

年度 平成33年度 平成

3

度

34年度 備     

～

  考
○全体事業期間

平

活 目 講座開設数
  平

成

成31年度～平成34

3

年度3 3 3 3
動 単 位 講

4

座
標

指

標 値 単 位 ○特定

年

財源
  参加料【その

度

他】投 計 年度別事業費

3

504 126 126 1

,

26 126
  合
  

1

2

資 内 特定財源 72 18

0

18 18 18
  画  

0

 指 訳 一般財源 432

3

108 108 108 1

,

08
計

標 額 他団体事業

2

負担額

00 3,

年

200 3,200
動 単

度

位 件
標

指 施設利用者数

～

100,000 100

平

,000 100,00

成

0 100,000
標 値

成
3

単 位 人 ○特定財源
  

4

滝沢ふるさと交流館使

年

用料【投 計 年度別事業

度

費 161,258 39

（

,846 40,456

単

40,456 40,5

位

00
  その他】他合

 

  資 内 特定財源 18

 

,557 4,671 4

千

,693 4,693 4

3

円

,500
  画   指

）

訳 一般財源 142,7

－

01 35,175 35

 

,763 35,763

1

36,000
計

標 額 他

8

団体事業負担額

1 －

項       目 平成31年度 平

1

成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 施設利用件数
  平成31年度～平成34年度120 120 120 120

動 単 位 件
標

指 施設利用者数
2,200 2,200 2,200 2,200

年

標 値 単 位 人

投 計 年度別事業費 5,419 1,349 1,360 1,360 1,350
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 5,419 1,349 1,360 1,360 1,350
計

標 額 他団体事業負担額

度

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体

項

事業期間活 目 施設利用

 

件数（個人使用を除く

 

  平成31年度～平

 

成34年度） 1,85

実

 

0 1,850 1,85

 

0 1,850
動 単 位 件

 

標
指 施設利用者数

31

 

,000 31,000

目

31,000 31,0

平

00
標 値 単 位 人 ○特定

成

財源
  多目的研修セ

3

ンター使用料【投 計 年

1

度別事業費 54,81

年

3 13,368 13,

行

度

955 13,490 1

平

4,000
  その他

成

】他合
  資 内 特定財

3

源 8,310 2,02

2

4 2,143 2,14

年

3 2,000
  画  

度

 指 訳 一般財源 46,

平

503 11,344 1

成

1,812 11,34

3

7 12,000
計

標 額

計

3

他団体事業負担額

年度 平

項    

成

   目 平成31年度

3

平成32年度 平成33

4

年度 平成34年度 備 

年

      考
○全体

度

事業期間活 目 滝沢総合

備

公園体育館利用件数（



  

図

画学びプランたきざわ

や

後期基本計画に基づく

ね

市長部

局と教育委員会

ら

が連携強化した全庁規

い

模による生涯学習・ス

（

ポーツ推進施策を展

開

成

し、「生きがいが持て

果

る学びの環境の構築」

や

を促進します。

継続区

効

分 会計・款・項・目 平

 

果

成31年度の事業概要

）

・学びプランたきざわ

社

後期基本計画の確実な

会

展開継続 一般・10款

教

・5項・1目
・生涯学

育

習推進協議会と生涯学

指

習推進会議
事    

導

業    主    

員

体 ・たきざわ学びフェ

設

スタ

生涯学習スポーツ

学

置

課 ・ふれあいまちづく

事

り出前講座

【滝沢市主

業

体】 ・情報発信・交流

（

（広報たきざわや市ホ

生

ームページなど）

涯

事

学

       業  

習

     名 事業の意

・

図やねらい（成果や効

専

果）

青少年教育・青少

び

門

年対策事業 青少年教育

的

・青少年対策の推進で

知

、青少年一人一人の可

識

能性を最大限に発揮で

と

き

る「人・つながり・

経

地域づくり」を促進し

験

ます。また、放課後や

を

土曜日など週末

におけ

有

る子どもたちの体験活

す

動の充実を図ります。

に

る

継続区分 会計・款・項

社

・目 平成31年度の事

会

業概要
・子ども会リー

教

ダー養成研修継続 一般

育

・10款・5項・1目

指

・ジュニアリーダーズ

導

セミナー
事    業

員

    主    体

設

・少年少女のバス交流

置

事業への職員派遣

生涯

よ

に

学習スポーツ課 ・青少

よ

年健全育成啓発看板の

る

設置

【協働事業】 ・放

社

課後子ども教室

社会教

会

育・青少年関係団体な

教

ど

育推進体

り

制の強化と

社会教育関

充

係団体の育成・自立支

実

援を図り、地域課題や

し

教育課題を解決できる

政 た

「
社会教育） 人・つな

人

がり・地域づくり」を

生

促進します。

継続区分

を

会計・款・項・目 平成

送

31年度の事業概要
・

る

社会教育指導員3人設

こ

置継続 一般・10款・

と

5項・1目
・生涯学習

が

講座（地域課題解決講

で

座）や国際理解・国際

策 き

交流講座
事    業

る

    主    体

ま

・社会教育関係団体の

ち

育成と自立支援、連携

 

・協働による事業展開

基

生涯学習スポーツ課 ・

本

市民要望への相談対応

施

や関係団体との連絡調

策

整

【滝沢市主体】

　

事

　
０

       業  

４

     名 事業の意

 

図やねらい（成果や効

 

果）

成人教育事業 成人

 

教育事業を通じた地域

生

課題や教育課題を解決

き

できる「人・つながり

が

・地域づ

くり」を促進

い

し、「生きがいが持て

が

る学びの環境の構築」

　
持

を図ります。

継続区分

て

会計・款・項・目 平成

る

31年度の事業概要
・

学

女性研修会（主催）継

び

続 一般・10款・5項

の

・1目
・子ども会育成

環

連合会指導者研修会（

境

共催）
事    業 

の

   主    体 ・

構

東北地区子ども会育成

　
築

研究協議会（派遣）

生

－

涯学習スポーツ課

【協

 

働事業】

滝沢市社会教

1

育関係団体など

8

事 

2

      業   

 

    名 事業の意図

－

やねらい（成果や効果）

新成人のつどい開催事業 次世代の社会を担

０

う若者たちの新しい門出を祝福するとともに、郷土への愛着と

理解を深め、地域社会の若い新しい原動力となるよう、新成人の自覚と誇り、社

会参加を喚起することを目的として開催します。

継続区分

事

会計・款・項・目 平成

５

 

31年度の事業概要
・

 

式典内容の検討継続 一

 

般・10款・5項・1

 

目
・滝沢市新成人のつ

 

どい（式典）開催
事 

 

   業    主 

 

   体 ・式典におけ

業

る新成人や来場者など

 

の動向把握

生涯学習ス

 

ポーツ課 ・民法改正に

 

 

よる成人年齢の引き下

 

げに伴う式典の在り方

 

等に関する検討等

【滝

 

沢市主体】

 

事   

名

    業     

事

  名 事業の意図やね

業

らい（成果や効果）

生

の

涯学習推進事業 第1次

意

滝沢市生涯学習推進計



平 画

 

ュニアリーダーズセミ

 

ナー投 計 年度別事業費

 

5,216 1,304

 

1,304 1,304

 

1,304
  参加費

 

【その他】、学びを通

 

合
  じた被災地の地

考

域コミュニテ資 内 特定

○

財源 1,882 891

全

891 50 50
  ィ

平

体

再生支援事業費補助金

事

【県画   】(10/

業

10)指 訳 一般財源 3

期

,334 413 413

間

1,254 1,254

活

計
標 額 他団体事業負担

目

額

社会教

成

育指導員人数
  平成

3

31年度～平成34年

1

度3 3 3 3
動 単 位 人

標

年

指

標 値 単 位

投 計 年度別

度

事業費 26,880 6

～

,720 6,720 6

平

,720 6,720
合

成

資 内 特定財源
画

指 訳 一

成
3

般財源 26,880 6

4

,720 6,720 6

年

,720 6,720
計

度

標 額 他団体事業負担額

（単位

項  

 

     目 平成31

 

年度 平成32年度 平成

千

33年度 平成34年度

3

円

備       考
○

）

全体事業期間活 目 女性

－

リーダー研修開催回数

 

  平成31年度～平

1

成34年度2 2 2 2
動

8

単 位 回
標

指 子ども会育

3

成会指導者研修会開
催

 

回数 1 1 1 1
標 値 単 位

－

回

投 計 年度別事業費 268 67 67 67 67

1

合
資 内 特定財源

画
指 訳 一般財源 268 67 67 67 67

計
標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備   

年

    考
○全体事業期間活 目 対象者数に対する出席率（過去
  平成31年度～平成34年度５年平均出席率換算） 68 68 68 68

動 単 位 ％
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 1,980 495 495 495 495
合

資 内 特

度

定財源
画

指 訳 一般財源 1,980 495 495 495 495
計

標 額 他団体事業負担額

項

項    

 

   目 平成31年度

 

平成32年度 平成33

 

年度 平成34年度 備 

実

 

      考
○全体

 

事業期間活 目 広報たき

 

ざわ学びの杜発行回数

 

  平成31年度～平

目

成34年度12 12 1

平

2 12
動 単 位 回

標
指 た

成

きざわ学びフェスタ参

3

加者数
300 300 3

1

00 300
標 値 単 位 人

年

投 計 年度別事業費 1,

行

度

918 724 235 2

平

35 724
合

資 内 特定

成

財源
画

指 訳 一般財源 1

3

,918 724 235

2

235 724
計

標 額 他

年

団体事業負担額

度 平成

項     

3

  目 平成31年度 平

計

3

成32年度 平成33年

年

度 平成34年度 備  

度

     考
○全体事

平

業期間活 目 子ども会リ

成

ーダーやジュニアリ
 

3

 平成31年度～平成

4

34年度ーダーセミナ

年

ー（中学生や高校 2 2

度

2 2
動 単 位 回

標
指

標 値

備

単 位 ○特定財源
  ジ



  

図

図ります。

継続区分 会

や

計・款・項・目 平成3

ね

1年度の事業概要
・小

ら

中学校家庭教育学級継

い

続 一般・10款・5項

（

・1目
・幼児家庭教育

成

講座
事    業  

果

  主    体
生涯

や

学習スポーツ課

【滝沢

効

市主体】

 

果

事    

）

   業      

滝

 名 事業の意図やねら

沢

い（成果や効果）

生涯

市

学習講座事業 複雑化・

教

多様化する地域課題や

育

教育課題を解決できる

振

「人・つながり・地域

興

づく

り」を目指した「

運

主体的・対話的で深い

学

動

学び（アクティブ・ラ

推

ーニングの視点）

」に

進

よる地域課題解決学習

協

を展開します。

継続区

議

分 会計・款・項・目 平

会

成31年度の事業概要

交

・地域課題解決講座（

付

年4回）継続 一般・1

金

0款・5項・1目
・子

子

ども会活動支援事業（

び

ど

年2回）
事    業

も

    主    体

と

生涯学習スポーツ課

【

家

協働事業】

関係機関や

庭

大学、企業など

、学校、地

に

域、市行政の5者が連

よ

携・協働した地域学校

り

協働活動（

教育振興運

充

動と学校教育振興協議

実

会など）を通じた「地

し

域とともにある学校づ

政 た

く
事業 り」や「学校を

人

核とした地域づくり」

生

を展開します。

継続区

を

分 会計・款・項・目 平

送

成31年度の事業概要

る

交付金725千円継続

こ

一般・10款・5項・

と

1目
<協議会活動内容

が

>
事    業   

で

 主    体 ・総会

策 き

・たきざわ学びフェス

る

タ

生涯学習スポーツ課

ま

・市内小中学校全12

ち

実践区活動

【他団体事

 

業主体】 ・研修会派遣

基

滝沢市教育振興運動推

本

進協議会

施

事    

策

   業      

　

 名 事業の意図やねら

　
０

い（成果や効果）

滝沢

４

市社会教育関係団体補

 

助事業 社会教育団体（

 

子ども会育成連合会、

 

少年団体指導員協議会

生

、地域婦人協議会）

と

き

連携・協働して、子ど

が

も会活動活性化や自然

い

体験による青少年健全

が

育成、女性

活躍による

　
持

地域づくり等、関連活

て

動の活性化を支援しま

る

す。

継続区分 会計・款

学

・項・目 平成31年度

び

の事業概要
市子ども会

の

育成連合会補助金81

環

千円：指導者研修会、

境

夢灯りなど継続 一般・

の

10款・5項・1目
市

構

地域婦人協議会補助金

　
築

95千円：女性リーダ

－

ー研修会、地域子育て

 

支援など
事    業

1

    主    体

8

生涯学習スポーツ課

【

4

協働事業】

滝沢市社会

 

教育関係団体

－

事       業       名 事業の意図や

０

ねらい（成果や効果）

滝沢市青少年育成市民会議補助事業 市青少年育成市民会議と連携・協働して、青少年健全育成や地域活性化を図りま

す。

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
補助金

事

交付額　140千円継

５

 

続 一般・10款・5項

 

・1目
<活動内容>

事

 

    業    主

 

    体 ・少年少女

 

のバス交流事業

生涯学

 

習スポーツ課

【協働事

 

業】

滝沢市青少年育成

業

市民会議

 

事    

 

   業      

 

 

 名 事業の意図やねら

 

い（成果や効果）

家庭

 

教育事業 家庭教育は生

 

涯学習の出発点です。

 

子どもが基本的な生活

名

習慣・生活能力や基本

事

的倫理観、自立心・自

業

制心、社会的マナーな

の

どを培うことができる

意

家庭教育支援

の充実を



平 画

 

880 220 220 2

 

20 220
  習講座

 

保険料【その他】合
 

 

 資 内 特定財源 440

 

110 110 110 1

 

10
  画   指 訳 一

 

般財源 440 110 1

考

10 110 110
計

標

○

額 他団体事業負担額

全

平

体事業期間活 目 たきざ

成

わ学びフェスタ参加者

3

数
  平成31年度～

1

平成34年度300 3

年

00 300 300
動 単

度

位 人
標

指

標 値 単 位

投 計

～

年度別事業費 2,90

平

0 725 725 725

成

725
合

資 内 特定財源

成
3

画
指 訳 一般財源 2,9

4

00 725 725 72

年

5 725
計

標 額 他団体

度

事業負担額

（単位

項       

 

目 平成31年度 平成3

 

2年度 平成33年度 平

千

成34年度 備    

3

円

   考
○全体事業期

）

間活 目 子ども会育成会

－

指導者研修会参
  平

 

成31年度～平成34

1

年度加者数 86 100

8

120 130
動 単 位 人

5

標
指 （主催・共催）女

 

性研修会参加
率 100

－

100 100 100
標 値 単 位 ％

投 計 年度別事

1

業費 840 210 210 210 210
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 840 210 210 210 210
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平

年

成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 少年少女のバス交流事業参加者
  平成31年度～平成34年度数 30 30 30 30

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 560 140 140

度

140 140
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 560 140 140 140 140
計

標 額 他団体事業負担額

項 

項      

 

 目 平成31年度 平成

 

32年度 平成33年度

実

 

平成34年度 備   

 

    考
○全体事業

 

期間活 目 講座開設数
 

 

 平成31年度～平成

目

34年度52 52 52

平

52
動 単 位 回数

標
指 受

成

講者数
2,200 2,

3

200 2,200 2,

1

200
標 値 単 位 人

投 計

年

年度別事業費 1,78

行

度

4 446 446 446

平

446
合

資 内 特定財源

成

画
指 訳 一般財源 1,7

3

84 446 446 44

2

6 446
計

標 額 他団体

年

事業負担額

度 平成

項       

3

目 平成31年度 平成3

計

3

2年度 平成33年度 平

年

成34年度 備    

度

   考
○全体事業期

平

間活 目 生涯学習講座の

成

開催数
  平成31年

3

度～平成34年度6 6

4

6 6
動 単 位 回

標
指

標 値

年

単 位 ○特定財源
  生

度

涯学習講座受講料、生

備

涯学投 計 年度別事業費



  

図

携・協

働し、スポーツ

や

を通じた「人・つなが

ね

り・地域づくり」を促

ら

進します。

継続区分 会

い

計・款・項・目 平成3

（

1年度の事業概要
滝沢

成

市スポーツ少年団開催

果

事業を支援します。継

や

続 一般・10款・6項

効

・1目
・交歓交流大会

 

果

の開催・派遣
事   

）

 業    主   

社

 体 ・指導者の育成（

会

研修会・講習会への参

教

加）

生涯学習スポーツ

育

課 ・組織の充実強化（

指

活動報告や団員募集の

導

ための広報活動）

【他

員

団体事業主体】

公益財

設

団法人滝沢市体育協会

学

置事

事       業

業

       名 事業

（

の意図やねらい（成果

ス

や効果）

滝沢市スポー

ポ

ツ推進委員協議会補助

ー

事 市民と市行政を結ぶ

ツ

コーディネーターであ

）

るスポーツ推進委員協

専

議会を支援し、

スポー

び

門

ツを通じた「人・つな

的

がり・地域づくり」を

知

促進します。
業

継続区

識

分 会計・款・項・目 平

と

成31年度の事業概要

経

滝沢市スポーツ推進委

験

員協議会活動を支援し

を

ます。継続 一般・10

有

款・6項・1目
・市民

す

へのニュースポーツや

に

る

レクリエーションスポ

社

ーツの指導普及活動
事

会

    業    主

教

    体 ・スポーツ

育

に関する講習会・研修

指

会などへの参加

生涯学

導

習スポーツ課 ・スポー

員

ツ指導者などの育成

【

設

他団体事業主体】

滝沢

置

市スポーツ推進委員協

よ

に

議会

よるスポーツ推進を

り

図り、地域

課題や教育

充

課題を解決できる「人

実

・つながり・地域づく

し

り」を促進します。

継

政 た

続区分 会計・款・項・

人

目 平成31年度の事業

生

概要
・社会教育指導員

を

1人設置継続 一般・1

送

0款・6項・1目
・ス

る

ポーツ推進施策の展開

こ

事    業    

と

主    体 ・市民要

が

望への相談対応や関係

で

団体との連絡調整

生涯

策 き

学習スポーツ課

る

事 

ま

      業   

ち

    名 事業の意図

 

やねらい（成果や効果

基

）

生涯スポーツ推進事

本

業 第1次滝沢市スポー

施

ツ推進計画（生涯学習

策

推進計画学びプランた

　

きざわ後期基本

計画）

　
０

の確実な展開による「

４

スポーツによる健康づ

 

くりの推進」を通じた

 

「人・

つながり・地域

 

づくり」を促進します

生

。

継続区分 会計・款・

き

項・目 平成31年度の

が

事業概要
・滝沢市スポ

い

ーツ推進審議会継続 一

が

般・10款・6項・1

　
持

目
・岩手地区スポーツ

て

推進委員協議会負担金

る

　30千円
事    

学

業    主    

び

体
生涯学習スポーツ課

の

【滝沢市主体】

環

事 

境

      業   

の

    名 事業の意図

構

やねらい（成果や効果

　
築

）

滝沢市体育協会補助

－

事業 公益財団法人滝沢

 

市体育協会と連携・協

1

働し、各種事業を通じ

8

た生涯スポーツ普

及と

6

競技スポーツ水準の更

 

なる向上、スポーツを

－

通じた「人・つながり・地域づ

くり」を促進します。

継続区分 会計

０

・款・項・目 平成31年度の事業概要
公益財団法人滝沢市体育協会開催事業を支援します。継続 一般・10款・6項・1目
・スポーツ意識の向上（代表選手派遣・研修など）

事    業    主 

事

   体 ・市民の体力

５

 

向上（種目別協会支援

 

・選手育成など）

生涯

 

学習スポーツ課 ・ジュ

 

ニアスポーツ振興（ス

 

ポーツ少年団支援・指

 

導者育成など）

【他団

 

体事業主体】 ・スポー

業

ツを通じた健康づくり

 

（市民体育祭・スポー

 

ツ教室など）

公益財団

 

 

法人滝沢市体育協会

  

事       業 

 

      名 事業の

 

意図やねらい（成果や

名

効果）

滝沢市スポーツ

事

少年団補助事業 青少年

業

スポーツ推進と心身の

の

健全育成を目指す滝沢

意

市スポーツ少年団と連



平 画

 

数（市行事や地域行事

 

等） 60 60 60 60

 

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位

 

投 計 年度別事業費 2,

 

414 614 600 6

 

00 600
合

資 内 特定

 

財源
画

指 訳 一般財源 2

考

,414 614 600

○

600 600
計

標 額 他

全

団体事業負担額

平

体事業期間活 目 社会教

成

育指導員人数
  平成

3

31年度～平成34年

1

度1 1 1 0
動 単 位 人

標

年

指

標 値 単 位

投 計 年度別

度

事業費 8,960 2,

～

240 2,240 2,

平

240 2,240
合

資

成

内 特定財源
画

指 訳 一般

成
3

財源 8,960 2,2

4

40 2,240 2,2

年

40 2,240
計

標 額

度

他団体事業負担額

（単位

項    

 

   目 平成31年度

 

平成32年度 平成33

千

年度 平成34年度 備 

3

円

      考
○全体

）

事業期間活 目 第1次滝

－

沢市スポーツ推進計画

 

  平成31年度～平

1

成34年度（学びプラ

8

ンたきざわ後期基本 1

7

2 1 2
動 単 位 会議開催

 

標
指

標 値 単 位

投 計 年度

－

別事業費 612 112 194 112 194
合

1

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 612 112 194 112 194
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備

年

       考
○全体事業期間活 目 市民体育祭参加人数
  平成31年度～平成34年度1,300 1,300 1,300 1,300

動 単 位 人
標

指 スポーツフェスティバル参加人
数 1,000 1,000 1,000 1,0

度

00
標 値 単 位 人

投 計 年度別事業費 133,304 32,693 33,245 33,536 33,830
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源

項

133,304 32,

 

693 33,245 3

 

3,536 33,83

 

0
計

標 額 他団体事業負

実

 

担額

  

項

 

       目 平成

目

31年度 平成32年度

平

平成33年度 平成34

成

年度 備       

3

考
○全体事業期間活 目

1

スポーツ少年団員
  

年

平成31年度～平成3

行

度

4年度450 450 4

平

50 450
動 単 位 人

標

成

指

標 値 単 位

投 計 年度別

3

事業費 1,412 35

2

3 353 353 353

年

合
資 内 特定財源

画
指 訳

度

一般財源 1,412 3

平

53 353 353 35

成

3
計

標 額 他団体事業負

3

担額

計

3年

項

度

       目 平成

平

31年度 平成32年度

成

平成33年度 平成34

3

年度 備       

4

考
○全体事業期間活 目

年

市民のスポーツ推進に

度

係る活動
  平成31

備

年度～平成34年度件



  

図

ツ課

【滝沢市主体】

やね

事       業 

ら

      名 事業の

い

意図やねらい（成果や

（

効果）

滝沢総合公園体

成

育施設改修事業 滝沢総

果

合公園体育施設の改修

や

を通じて、「生きがい

効

が持てる学びの環境の

 

果

構築」

の実現に向けた

）

「スポーツによる健康

滝

づくりの推進」を図り

沢

ます。

継続区分 会計・

市

款・項・目 平成31年

体

度の事業概要
平成32

育

年度事業化に向けた準

施

備事務継続 一般

事  

設

  業    主  

管

  体
生涯学習スポー

学

理

ツ課

【滝沢市主体】

運営事業 滝沢市体育

び

施設の管理運営を通じ

に

て、「生きがいが持て

よ

る学びの環境の構築」

り

の

実現に向けた「スポ

充

ーツによる健康づくり

実

の推進」を図ります。

し

（義務的事業）

継続区

政 た

分 会計・款・項・目 平

人

成31年度の事業概要

生

指定管理者（公益財団

を

法人滝沢市体育協会）

送

による施設管理運営。

る

継続 一般・10款・6

こ

項・2目
【指定管理期

と

間：平成29年4月1

が

日から平成34年3月

で

31日まで】
事   

策 き

 業    主   

る

 体
生涯学習スポーツ

ま

課

【他団体事業主体】

ち

公益財団法人滝沢市体

 

育協会

基

事     

本

  業       

施

名 事業の意図やねらい

策

（成果や効果）

滝沢市

　

体育施設備品購入事業

　
０

滝沢市体育施設の備品

４

購入を通じて、「生き

 

がいが持てる学びの環

 

境の構築」の

実現に向

 

けた「スポーツによる

生

健康づくりの推進」を

き

図ります。

継続区分 会

が

計・款・項・目 平成3

い

1年度の事業概要
タン

が

ブリングトランポリン

　
持

等の購入（滝沢勤労体

て

育センター）新規 一般

る

・10款・6項・2目

学

事    業    

び

主    体
生涯学習

の

スポーツ課

【滝沢市主

環

体】

境

事      

の

 業       名

構

事業の意図やねらい（

　
築

成果や効果）

滝沢市東

－

部体育館改修事業 竣工

 

から35年以上経過し

1

た滝沢市東部体育館改

8

修を通じて、「生きが

8

いが持てる

学びの環境

 

の構築」の実現に向け

－

た「スポーツによる健康づくりの推進」を図り

ます。

継続区分 会計

０

・款・項・目 平成31年度の事業概要
滝沢市東部体育館改修工事に係る実施設計業務継続 一般・10款・6項・2目

事    業    主    体
生涯学習スポーツ課

【滝沢市主体】

事

事    

５

 

   業      

 

 名 事業の意図やねら

 

い（成果や効果）

学校

 

体育施設開放事業 市内

 

小中学校や各学校施設

 

開放運営委員会と連携

 

・協働し、市立小中学

業

校体育施

設などの開放

 

を通じたスポーツ・レ

 

クリエーション活動の

 

 

場を提供します。

継続

 

区分 会計・款・項・目

 

平成31年度の事業概

 

要
学校と利用団体（運

 

営委員会）との効率的

名

調整による学校体育施

事

設利用の円滑化継続 一

業

般
を図ります。

事  

の

  業    主  

意

  体
生涯学習スポー



平 画

 

,300 3,300
動

 

単 位 件
標

指

標 値 単 位

投

 

計 年度別事業費
合

資 内

 

特定財源
画

指 訳 一般財

 

源 <ゼロ予算事業>計

 

標 額 他団体事業負担額

 考
○

項  

全

     目 平成31

平

体

年度 平成32年度 平成

事

33年度 平成34年度

業

備       考
○

期

全体事業期間活 目 改修

間

等件数
  平成31年

活

度～平成32年度0 1

目

0 0
動 単 位 件

標
指

標 値

東

単 位 ○特定財源
  緊

部

急防災・減災事業債【

体

地方投 計 年度別事業費

成

育

21,700 21,7

館

00
  債】合
  資

利

内 特定財源 21,70

用

0 21,700
  画

件

  指 訳 一般財源 <調

数

査事業>計
標 額 他団体

（

事業負担額

個人使

3

用
  平成31年度～

1

平成34年度を除く）

年

2,800 2,800

度

2,800 2,800

～

動 単 位 件
標

指 東部テニ

平

スコート利用件数
65

成

0 650 650 650

成
3

標 値 単 位 件 ○特定財源

4

  東部体育館使用料

年

【その他】投 計 年度別

度

事業費 129,361

（

33,438 31,9

単

55 31,968 32

位

,000
  他合
  

 

資 内 特定財源 27,0

 

48 6,502 6,7

千

73 6,773 7,0

3

円

00
  画   指 訳 一

）

般財源 102,313

－

26,936 25,1

 

82 25,195 25

1

,000
<名称変更事

8

業>「公共体育施設計

9

管理運営事業」から名

 

称変更標 額 他団体事業

－

負担額

1

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目   平成31年度～平成31年度

動 単 位
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  特定防衛施設周辺

年

環境整備調投 計 年度別事業費 2,700 2,700
  整交付金【国】合
  資 内 特定財源 2,430 2,430
  画   指 訳 一般財源 270 270
<新規事業>計

標 額 他団体事業負担額

度

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期

項

間活 目 大規模改修施設

 

数
  平成30年度～

 

平成32年度0 1 0 0

 

○全体事業量動 単 位  

実

 

 標   指 ○全体事業

 

費
  130,000

 

千円標 値 単 位 ○特定財

 

源
  防衛施設周辺民

目

生安定施設整投 計 年度

平

別事業費 123,84

成

1 7,580 116,

3

261
  備事業補助

1

金【国】（3/4）合

年

  緊急防災・減債事

行

度

業債【地方資 内 特定財

平

源 122,389 7,

成

484 114,905

3

  債】画   指 訳 一

2

般財源 1,452 96

年

1,356
<名称変更

度

事業>「公共体育施設

平

計 改修事業」から名称

成

変更標 額 他団体事業負

3

担額

計

3年

項

度

       目 平成

平

31年度 平成32年度

成

平成33年度 平成34

3

年度 備       

4

考
○全体事業期間活 目

年

利用件数
  平成31

度

年度～平成34年度3

備

,300 3,300 3



  

 

10款・5項・2目

事

 

    業    主

計

    体
湖山図書館

 

【滝沢市主体】

政策　　　０

 

５   学びにより充

学

実した人生を送ること

び

ができるまち
 基本施

に

策　０５   学びの

よ

環境の充実と文化芸術

り

の継承

充

基本施策が４年間でめ

実

ざす姿

　湖山図書館や

し

埋蔵文化財センターな

政 た

ど学びの場としての文

人

化施設の環境を整える

生

とともに、伝統文化や

を

芸術を次世代へ継

承し

送

ます。また、郷土に愛

る

着を持ち郷土理解を深

こ

め地域活動に活かす環

と

境を構築することによ

が

り、一人一人が幸福感

で

を得ら

れる環境づくり

策 き

の確立を目指します。

る

基本施策目標の進捗状

ま

況分析

・ビッグルーフ

ち

滝沢内に湖山図書館が

 

移設し文化施設として

基

賑わいが増えておりま

本

すが、複合施設の優位

施

性を踏まえ施設間

の連

策

携を進めております。

　

・芸術祭や郷土芸能ま

　
０

つりがビッグルーフ滝

４

沢において開催される

 

こともあり、芸術文化

 

に触れる機会が増えて

 

おりますが

、その反面

生

、関係団体の加入者数

き

は伸び悩んでおり、次

が

世代への継承には至っ

い

ていないのが現状です

が

。

・郷土に愛着を持ち

　
持

郷土理解を深めるべく

て

郷土史「滝沢市の歩み

る

」を作成し、郷土史講

学

座を開催しましたが、

び

郷土理解を深

め地域活

の

動に活かすことを目指

環

しております。

境

事 

の

      業   

構

    名 事業の意図

　
築

やねらい（成果や効果

－

）

図書館管理運営事業

 

市民の教養、調査研究

1

、レクリエーション等

9

に資することにより、

0

学習支援や学

習機会・

 

学習活動の場の提供を

－

行い、生涯学習を推進します。

継続区分 会計・款・項・目 平成31

０

年度の事業概要
図書等必要な資料を収集・整

小

理・保存し、住民の利

 

用に供します。継続 一

 

般・10款・5項・2

 

目
郷土に関する資料の

 

収集に努め、滝沢の過

 

去を知り、現在を知り

 

、将来を考えて
事  

 

  業    主  

５

 

  体 いくことのでき

 

る図書館の実現に努め

 

ます。

湖山図書館

【滝

 

沢市主体】

 

事   

 

    業     

 

  名 事業の意図やね

 

らい（成果や効果）

移

 

動図書館車運行事業 図

 

書館から遠隔地の市民

 

 

への図書サービスの維

 

持・促進を図り、学習

 

支援活動や

、学習機会

 

・学習活動の場の提供

 

を行い、生涯学習を推

 

進します。

継続区分 会

 

計・款・項・目 平成3

 

1年度の事業概要
市内

 

6コース、毎月2回巡

 

回します。継続 一般・



平 画

  

項 

 

      目 平成3

 

1年度 平成32年度 平

考

成33年度 平成34年

投

度 備       考

計

○全体事業期間活 目 移

年

動図書館車の図書の貸

度

出冊数
  平成31年

別

度～平成34年度15

平

事

,000 15,000

業

15,000 15,0

費

00
動 単 位 冊

標
指 移動

1

図書館車の図書館利用

,

者数
3,400 3,4

0

00 3,400 3,4

6

00
標 値 単 位 人

投 計 年

0

度別事業費 8,606

,

2,210 2,174

4

2,048 2,174

成

5

合
資 内 特定財源

画
指 訳

6

一般財源 8,606 2

2

,210 2,174 2

3

,048 2,174
計

6

標 額 他団体事業負担額

,193 3

3

66,342 228,

1

177 229,744

年

合
資 内 特定財源 242

度

,275 33,671

～

161,186 23,

平

740 23,678
画

成

指 訳 一般財源 818,

成
3

181 202,522

4

205,156 204

年

,437 206,06

度

6
計

標 額 他団体事業負

（

担額

（単位  千円）

単

基本施

位

策の達成（実現）に向

 

けた基本計画期間内の

 

取り組みと方針

・「学

千

びの環境の充実と文化

3

円

芸術継承の確立」の実

）

現に向け、「学びの環

－

境整備」と「文化芸術

 

活動の基盤強化」に取

1

り組

みます。

・第１次

9

滝沢市総合計画後期基

1

本計画（生涯学習部門

 

計画）に基づく分野別

－

計画である第１次滝沢市生涯学習推進計画後

1

期

基本計画「学びプランたきざわ」の実現に向けて文化振興の施策の展開を目指します。

基本計画期間内の取り組みと方針のうち、平成31年度の重点課題

・利用しやすい図書館の利用促進を図るとともに、郷土を知るため

年

の郷土資料の充実と職員研修等の強化に努め、複合交流

施設との情報共有や事業連携により、一人一人がる学べる環境の充実に努めます。

・芸術祭の実行委員会組織化と芸術文化協会事務局体制の検討を実施するとともに、

度

指定文化財の掘り起しや保護を図ると

ともに埋蔵文化財、民俗資料

項

などの活用と学習機会

 

の提供に努めます。

   

項   

 

    目 平成31年

 

度 平成32年度 平成3

実

 

3年度 平成34年度 備

目

       考
○全

平

体事業期間活 目 図書の

成

貸出冊数
  平成31

3

年度～平成34年度1

1

30,000 130,

年

000 130,000

度

130,000
動 単 位

平

冊
標

指 図書館利用者数

成

36,000 36,0

行

3

00 36,000 36

2

,000
標 値 単 位 人 ○

年

特定財源
  図書館コ

度

ピー機利用料【その投

平

計 年度別事業費 134

成

,301 33,390

3

33,637 33,6

3

37 33,637
  

年

他】、地域整備特別対

度

策事業合
  基金繰入

計

平

金【その他】資 内 特定

成

財源 28,042 4,

3

012 8,010 8,

4

010 8,010
  

年

画   指 訳 一般財源 1

度

06,259 29,3

備

78 25,627 25

 

,627 25,627

 

計
標 額 他団体事業負担

 

額



  

図

      名 事業の

や

意図やねらい（成果や

ね

効果）

埋蔵文化財調査

ら

事業 開発に伴う埋蔵文

い

化財の有無確認調査、

（

試掘調査を実施し、円

成

滑な埋蔵文化財保

護行

果

政を推進します。

継続

や

区分 会計・款・項・目

効

平成31年度の事業概

 

果

要
・有無確認、試掘調

）

査の実施継続 一般・1

視

0款・5項・3目
・個

聴

人宅地の調査
事   

覚

 業    主   

普

 体
埋蔵文化財センタ

及

ー

【滝沢市主体】

推進事

学

業 視聴覚資料を媒体と

び

して読書への興味を誘

に

発し、生涯学習を推進

よ

します。

継続区分 会計

り

・款・項・目 平成31

充

年度の事業概要
子ども

実

映画会、ミニシアター

し

を実施します。継続 一

政 た

般・10款・5項・2

人

目
視聴覚機材の適正管

生

理に努めます。
事  

を

  業    主  

送

  体
湖山図書館

【滝

る

沢市主体】

こ

事   

と

    業     

が

  名 事業の意図やね

で

らい（成果や効果）

読

策 き

書普及推進事業 図書館

る

に対する関心を喚起し

ま

、読書普及を図り、学

ち

習支援活動や学習機会

 

・学習

活動の場の提供

基

を行い、生涯学習を推

本

進します。

継続区分 会

施

計・款・項・目 平成3

策

1年度の事業概要
幼児

　

・児童向けのおはなし

　
０

会を実施します。継続

５

一般・10款・5項・

 

2目
図書館での体験学

 

習、工作ワークショッ

 

プを実施します。
事 

学

   業    主 

び

   体 傷んだ本の修

の

理を実施します。

湖山

環

図書館

【滝沢市主体】

境
　

の

事       業

充

       名 事業

実

の意図やねらい（成果

と

や効果）

埋蔵文化財セ

文

ンター管理運営事業 埋

化

蔵文化財を調査研究し

芸

、その資料の適切な保

術

管、展示を行うととも

の

に、現地現

状保存され

継

た史跡公園湯舟沢環状

　
承

列石について適切な保

－

存管理に努め、埋蔵文

 

化

財センターと一体と

1

なった公開活用を推進

9

します。

継続区分 会計

2

・款・項・目 平成31

 

年度の事業概要
・収蔵

－

資料の適切な保存管理と公開活用の実施継続 一般・10款・5項・

０

3目
・史跡公園「湯舟沢環状列石」の適切な保存管理と公開活用の実施

事    業    主    体
埋蔵文化財センター

【滝沢市主体】

事       業      

事

 名 事業の意図やねら

５

 

い（成果や効果）

埋蔵

 

文化財センター教育普

 

及事業 埋蔵文化財に関

 

係する啓発活動を目指

 

し、滝沢市の先人が残

 

した文化遺産の保存

と

 

公開活用を実施するこ

業

とにより、滝沢らしさ

 

の実現を図ります。

継

 

続区分 会計・款・項・

 

 

目 平成31年度の事業

 

概要
・埋蔵文化財講座

 

の開催継続 一般・10

 

款・5項・3目
・出土

 

資料の調査研究
事  

名

  業    主  

事

  体
埋蔵文化財セン

業

ター

【滝沢市主体】

の意

事       業 



平 画

 

補助金【国】（1/2

 

合
  ）資 内 特定財源

 

9,015 2,250

 

2,255 2,255

 

2,255
  画   

 

指 訳 一般財源 9,83

 

8 2,494 2,44

考

8 2,448 2,44

○

8
計

標 額 他団体事業負

全

担額

平

体事

項

業

       目 平成

期

31年度 平成32年度

間

平成33年度 平成34

活

年度 備       

目

考
○全体事業期間活 目

図

本調査・有無確認調査

書

・試掘調
  平成31

の

年度～平成34年度査

成

貸

の数 10 10 10 10

出

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位

冊

○特定財源
  岩手県

数

埋蔵文化財事務処理交

 

投 計 年度別事業費 3,

 

464 911 851 8

平

51 851
  付金【

成

県】合
  資 内 特定財

3

源 528 132 132

1

132 132
  画  

3

年

 指 訳 一般財源 2,9

度

36 779 719 71

～

9 719
計

標 額 他団体

平

事業負担額

成34年度1

1

30,000 130,

年

000 130,000

度

130,000
動 単 位

～

冊
標

指 図書館利用者数

平

36,000 36,0

成

00 36,000 36

成
3

,000
標 値 単 位 人

投

4

計 年度別事業費 884

年

221 221 221 2

度

21
合

資 内 特定財源
画

（

指 訳 一般財源 884 2

単

21 221 221 22

位

1
計

標 額 他団体事業負

 

担額

 千

項

3

円

       目 平成

）

31年度 平成32年度

－

平成33年度 平成34

 

年度 備       

1

考
○全体事業期間活 目

9

図書の貸出冊数
  平

3

成31年度～平成34

 

年度130,000 1

－

30,000 130,000 130,000

1

動 単 位 冊
標

指 図書館利用者数
36,000 36,000 36,000 36,000

標 値 単 位 人

投 計 年度別事業費 624 123 124 253 124
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 624 123 124 253 124
計

標 額 他団体

年

事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 埋蔵文化財センター年間利用者
  平

度

成31年度～平成34年度数 3,100 3,100 3,100 3,100
動 単 位 人

標
指

標 値 単 位 ○特定財源
  埋蔵文化財センター使

項

用料【投 計 年度別事業

 

費 23,788 5,9

 

91 5,841 6,1

 

15 5,841
  そ

実

 

の他】教育施設土地使

 

用料合
  【その他】

 

アメダス設置管理資 内

 

特定財源 348 87 8

目

7 87 87
  料【そ

平

の他】画   指 訳 一般

成

財源 23,440 5,

3

904 5,754 6,

1

028 5,754
計

標

年

額 他団体事業負担額

行

度 平成

項   

3

    目 平成31年

2

度 平成32年度 平成3

年

3年度 平成34年度 備

度

       考
○全

平

体事業期間活 目 来館者

成

アンケート｢皆様の声

3

｣の
  平成31年度

計

3

～平成34年度設問｢

年

とてもよかった｣の回

度

答数 98 98 98 98

平

動 単 位 ％
標

指

標 値 単 位

成

○特定財源
  地域の

3

特色ある埋蔵文化財活

4

投 計 年度別事業費 18

年

,853 4,744 4

度

,703 4,703 4

備

,703
  用事業費



  

図

    主    体

や

文化振興課

【滝沢市主

ね

体】

小    

ら

          

い

          

（

     計

成果や効

 

果）

芸術祭開催事業 市

学

民の文化芸術活動の成

び

果を発表する機会とし

に

、広く市民に芸術鑑賞

よ

の機会を提

供すること

り

により、文化芸術の振

充

興を図ります。

継続区

実

分 会計・款・項・目 平

し

成31年度の事業概要

政 た

芸術祭たきざわの開催

人

継続 一般・10款・5

生

項・4目
・芸術文化協

を

会主管による事業運営

送

事    業    

る

主    体 ・芸術文

こ

化協会組織体制強化の

と

ための支援

文化振興課

が

【協働事業】

滝沢市芸

で

術文化協会

策 き

事   

る

    業     

ま

  名 事業の意図やね

ち

らい（成果や効果）

伝

 

統文化支援事業 県・市

基

指定無形民俗文化財（

本

4団体）をはじめとす

施

る郷土芸能等、日本の

策

伝統文

化全般にわたる

　

保護と伝承、後継者の

　
０

育成を目指し、発表の

５

場や後継者の指導を

す

 

ることにより、市民の

 

文化財愛護の意識を高

 

め、民俗芸能の保護、

学

育成を図り

ます。

継続

び

区分 会計・款・項・目

の

平成31年度の事業概

環

要
・滝沢市郷土芸能ま

境

つりの開催継続 一般・

　
の

10款・5項・4目
・

充

郷土芸能保存団体の活

実

動機会の支援、提供
事

と

    業    主

文

    体 ・各郷土芸

化

能保存団体による後継

芸

者の育成

文化振興課

【

術

協働事業】

郷土芸能保

の

存団体

継

事     

　
承

  業       

－

名 事業の意図やねらい

 

（成果や効果）

文化財

1

・天然記念物保護事業

9

先人からの貴重な遺産

4

である文化財の適切な

 

保護と活用を図り、郷

－

土の文化財保

護意識の高揚、啓発を図ります。

継続区分 会計・款・

０

項・目 平成31年度の事業概要
・指定文化財の定期的な巡回継続 一般・10款・5項・4目
・周辺の環境整備

事    業    主    体 ・文化財に関する調査・研究

文化振興課 ・指定文化財等

事

の活用と周知

【滝沢市

５

 

主体】 ・新規指定文化

 

財候補の調査

 

事  

 

     業    

 

   名 事業の意図や

 

ねらい（成果や効果）

 

郷土理解推進事業 「滝

業

沢市の歩み」を活用し

 

た郷土理解推進事業を

 

通じた貴重な郷土の歴

 

 

史を未来

へと継承がで

 

きる地域づくりを促進

 

します。

継続区分 会計

 

・款・項・目 平成31

 

年度の事業概要
・「滝

名

沢市の歩み」販売継続

事

一般・10款・5項・

業

4目
・「滝沢市の歩み

の

」を活用した郷土理解

意

推進事業
事    業



平 画

 

50,901
合

資 内 特

 

定財源 38,400 6

 

,579 10,607

 

10,607 10,6

 

07
画

指 訳 一般財源 1

 

65,495 44,3

 

36 40,294 40

考

,571 40,294

○

計
標 額 他団体事業負担

全

額

平

体事業期間活 目 「芸術

成

祭たきざわ」の入場者

3

数
  平成31年度～

1

平成34年度1,40

年

0 1,400 1,40

度

0 1,400
動 単 位 人

～

標
指

標 値 単 位

投 計 年度

平

別事業費 8,116 2

成

,029 2,029 2

成
3

,029 2,029
合

4

資 内 特定財源
画

指 訳 一

年

般財源 8,116 2,

度

029 2,029 2,

（

029 2,029
計

標

単

額 他団体事業負担額

位  

項   

千

    目 平成31年

3

円

度 平成32年度 平成3

）

3年度 平成34年度 備

－

       考
○全

 

体事業期間活 目 伝統文

1

化関連事業開催数
  

9

平成31年度～平成3

5

4年度1 1 1 1
動 単 位

 

回
標

指

標 値 単 位

投 計 年

－

度別事業費 3,600 900 900 900 9

1

00
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 3,600 900 900 900 900
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成

年

34年度 備       考
○全体事業期間活 目 指定文化財整備件数
  平成31年度～平成34年度3 3 3 3

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  「滝沢市の文化財」冊子販売投 計 年度別事業費 1,204 301 301 3

度

01 301
  代金【その他】合
  資 内 特定財源 12 3 3 3 3
  画   指 訳 一般財源 1,192 298 298 298 298

計
標 額

項

他団体事業負担額

   

項    

実

 

   目 平成31年度

 

平成32年度 平成33

 

年度 平成34年度 備 

 

      考
○全体

目

事業期間活 目 講座開設

平

回数
  平成31年度

成

～平成34年度3 3 3

3

3
動 単 位 回

標
指 「滝沢

1

市の歩み」販売数
30

年

0 100 100 50
標

行

度

値 単 位 冊 ○特定財源
 

平

 「滝沢市の歩み」冊

成

子販売代投 計 年度別事

3

業費 455 95 120

2

120 120
  金【

年

その他】合
  資 内 特

度

定財源 455 95 12

平

0 120 120
  画

成

  指 訳 一般財源
計

標

3

額 他団体事業負担額

計

3年度

項    

平

   目 平成31年度

成

平成32年度 平成33

3

年度 平成34年度 備 

4

      考

投 計 年

年

度別事業費 203,8

度

95 50,915 50

備

,901 51,178



   学びにより充実し政 た人生を送ることがで策 きるまち
 基本施策　

　
０５   学びの環境

　
の充実と文化芸術の継

　
承

－ 196 －

０

 ０５   学びに

５

より充実した人生を送

 

ることができるまち



平 画

      考

投 計 年

平

度別事業費 4,946

成

,360 1,253,

3

710 1,356,9

1

04 1,138,52

年

5 1,197,221

度

合
資 内 特定財源 1,5

～

81,452 416,

平

619 509,500

成

313,062 342

成
3

,271
画

指 訳 一般財

4

源 3,364,908

年

837,091 847

度

,404 825,46

（

3 854,950
計

標

単

額 他団体事業負担額

位  千

3

円）

－ 197 －

1年度

項    

実

   目 平成31年度

行

平成32年度 平成33

計

年度 平成34年度 備 



  

していま

すが、定年退職者による経験・知識の継承、多様化する行政サービスに対応する専門職の育成及び新たな行政課題に柔軟に

対応できる職員の育成が必要となっています。また、経営資源である「ヒト」「モノ」「カ

 

ネ」「情報」の各資源のうち、

「ヒト」については、最も重要な資源であると捉え、総合計画基本構想の幸福感を育む環境づくりという価値の実現を常に

考え、行動できる職員の育成に取り組むことが重要であると考えてお

次

ります。さらに、滝沢市行政基本条例にあります職員

の倫理・行動原則に基づき、コンプライアンスの遵守と主体的に行動する職員が求められています。

事       業       名 事業の

代

意図やねらい（成果や効果）

情報公開制度等関係事務 行政情報公開制度の適正な運用により、市政に対する理解及び信頼の確保を図り

ます。個人情報保護制度の適正な運用により

計

、個人情報の取扱いに

画

伴う個人の権

利利益の

を

の

侵害防止を図ります。

ビ

行政不服申立制度の適

ジ

正な運用により、市民

ョ

の権

利利益の救済及び

ン

市政の適正な運営の確

（

保を図ります。

継続区

政

分 会計・款・項・目 平

策

成31年度の事業概要

が

・滝沢市行政情報公開

実

・個人情報保護運営審

担

現

議会の開催　2回継続

で

一般・2款・1項・1

き

目
・滝沢市行政情報公

た

開・個人情報保護不服

と

審査会の開催　不定期

き

事    業    

の

主    体 ・滝沢市

状

行政不服審査会の開催

態

　不定期

総務課

【滝沢

）

市主体】

う

外部環境が変化する時

人

代に、組織の強化、職

材

員の成長、自主財源の

の

確保に努め、資源の配

政 育

分(ヒト・モノ・カネ

成

)を明確化す

る必要が

と

あります。

また、総合

、

計画の展開を分かりや

持

すく市民に伝え「住民

続

自治日本一を目指す地

可

域社会計画」の認知度

能

を高めることで「幸福

な

感を育む地域づくり」

行

を共に目指します。

前

策 財

期四年間の展開は、

・

政

総合計画の認知度を高

経

めるための展開

・事務

営

事業の効率化としての

を

番号制度の構築

・公共

進

施設等総合管理計画の

め

策定と保全計画の運用

る

・自主財源の確保と持

部

続的な健全財政基盤の

門

構築

とするものであり

　
 

ます。

これらのことが

基

めざすまちの姿「地域

本

と世代を超えて集い、

施

人との関わりに幸せを

策

実感して地域づくりが

　

できるまち」の実

現に

０

向けて、各部門への経

１

営資源の最適な配分を

 

します。この指標とし

 

て「滝沢市のサービス

　
 

は良いと感じている人

市

の割合

」で確認してい

民

きます。

政策目標値の

の

達成状況

基準値 上：戦

信

略目標見込値／下：達

頼

成値 目標値 進捗状況N

と

o 政 策 目 標 指 数
平成3

負

0年度 平成31年度 平

託

成32年度 平成33年

に

度 平成34年度 平成3

　
こ

4年度 進捗率(%)

暮

た

滝沢市の行政サービス

え

は良いと感じている人

る

の割合
1 ら 40 44 4

行

7 50 50 -37単 

政

位 ％し - - - - - 0.

体

0

幸 滝沢市に愛着があ

制

る市民の割合
2 76 7

の

7 79 80 80 -74

構

.6単 位 ％福 - - -

０
築

- - 0.0

－

基本施策が４年間

 

でめざす姿

多様化する

1

市民の価値観に的確に

9

対応し、市民に信頼さ

8

れる行政サービスを提

 

供する体制づくりを推

－

進することが大切です

。そのため滝沢市自治基本条例等の上位方針

６

に沿って、地域づくりの推進を担う能力を有する職員の人材育成及び職員の能

力を引き出す人事管理を行います。また、行政運営の透明性の向上を図り、行政に関する情報を積極的に提供することはも

ちろんのこと、コンプ

 

ライアンスの徹底に取り組むことにより、規律ある行政運営の確保に努めます。

基本施策目標の進捗状況分析

職員定員管理計画による適切な人事管理や人材育成基本方針に基づいた職員の意識・能力向上のため研修等を実施



平 画

ど

1年度 平成32年度 平

に

成33年度 平成34年

対

度 備       考

応

○全体事業期間活 目 運

し

営審議会等の開催
  

、

平成31年度～平成3

市

4年度2 2 2 2
動 単 位

民

回
標

指 行政情報公開等

か

の請求件数
7 7 7 7

標

ら

値 単 位 回

投 計 年度別事

平

の

業費 828 207 20

信

7 207 207
合

資 内

頼

特定財源
画

指 訳 一般財

を

源 828 207 207

得

207 207
計

標 額 他

ら

団体事業負担額

れる職員

成

の能力向上を図ると

　

3

ともに、後期基本計画

1

に向けた求められる人

年

材像を育成する組織を

度

構築します。

・行政情

～

報を市民に分かりやす

平

く伝え、市民と行政が

成

共有できる仕組みと総

成
3

合計画の認知度、活用

4

度を高める仕組みを構

年

築

　します。

・住民サ

度

ービスの基礎となる情

（

報システムの運用基盤

単

の安定稼働の確保と、

位

効率性、安定性並びに

 

トータルコストに配慮

 

し

　た、適正なシステ

千

ム調達を実行します。

3

円

・番号制度が円滑に導

）

入され、住民負担の軽

－

減と行政運営の効率化

 

を促進します。

・住民

1

自治を支える財政基盤

9

の確立と公共施設等総

9

合管理計画の策定をと

 

おした財産管理の活用

－

・個別計画を構築します。

・行政を支える市

1

税の適正な確保のため、事務の電子化と人材育成による資質の向上に努め、公正、適正な課税により、信

　頼性ある基盤の安定を図り

政

ます。

・自主財源であ

策

る市税の納付環境、相

の

談体制の確立と適正か

達

つ速やかな滞納処分に

年

成

よる税の公平性の担保

（

を図り、確実な税

　財

実

源の確保を図ります。

現

基本計画期間内の取り

）

組みと方針のうち、平

に

成31年度の重点課題

向

・市民参画による総合

け

計画の広報活動の浸透

た

・番号制度の利用開始

基

に向けた事業推進(自

度

本

治体間連携の構築、セ

計

キュリティ対策)

・公

画

共施設等総合管理計画

期

の策定・固定資産台帳

間

の活用(個別保全計画

内

等の策定)

・自主財源

の

確保に向けた環境整備

取

と改善(新たな財源確

り

保のプラン)

組

基本施策の達成

実

み

（実現）に向けた基本

と

計画期間内の取り組み

方

と方針

組織として様々

針

な課題に対応できる体

・

制を構築するため、市

社

民と対話し、使命感を

会

持ってチャレンジする

構

職員及び自身のキ

ャリ

造

アプランを描ける職員

の

を育成し、経営資源と

行

変

しての「ヒト」を適正

化

に配置して活用します

に

。

基本計画期間内の取

よ

り組みと方針のうち、

り

平成31年度の重点課

行

題

・人材育成基本方針

政

に基づく適切な人事管

に

理と職員の人材育成の

求

ため、人事評価制度の

め

公正かつ円滑な運用及

計

ら

び見直し

・働き方改革

れ

を推進するための体制

る

整備

・行政手続法及び

ニ

行政手続条例の対象事

ー

務の整理及び再確認

・

ズ

法制執務研修の充実強

の

化

増大

項 

な

      目 平成3



  

 

事業の意図やねらい（

 

成果や効果）

職員研修

 

事業 「滝沢市人材育成

 

基本方針」に基づき、

 

本市が求める職員の人

名

材像を目指し、職

員の

事

職位等に応じた能力開

業

発・育成を研修により

の

進めます。職員の能力

意

開発・育

成、自己啓発

 

図

、能力を発揮できる人

や

事制度の構築により、

ね

限られた人的資源の効

ら

率的な活用が図られる

い

とともに活力ある職場

（

となります。

継続区分

成

会計・款・項・目 平成

果

31年度の事業概要
・

や

職員の能力向上のため

効

の内部企画研修の開催

次

果

継続 一般・2款・1項

）

・1目
・人事評価制度

文

の円滑な運用のための

書

研修の開催
事    

行

業    主    

政

体 ・岩手県市町村職員

事

研修協議会開催の階層

務

別・専門研修への派遣

滝

総務課 ・盛岡広域市町

沢

連携による研修への派

代

市

遣

【滝沢市主体】

例

小        

規

          

集

          

及

 計

び法律集の

を

加除更新や市の条例等

担

の制定・改正の事務援

う

助、法制

執務研修を通

人

じ規律ある行政運営の

材

実現を図ります。また

の

、文書管理システム等

政 育

の活用により効率的な

成

文書管理事務の実現を

と

図ります。

（義務的事

、

業）

継続区分 会計・款

持

・項・目 平成31年度

続

の事業概要
・法制執務

可

研修の実施新規 一般・

能

2款・1項・1目
・例

な

規集の加除
事    

行

業    主    

策 財

体 ・法務支援

総務課 ・

政

法規審査委員会の開催

経

【滝沢市主体】 ・新採

営

用職員向け文書管理シ

を

ステム操作研修の実施

進め

事       業

る

       名 事業

部

の意図やねらい（成果

門

や効果）

職員採用試験

　
 

事務 第1次滝沢市総合

基

計画の推進には、経営

本

資源の一つである人材

施

の確保と適正な職

員数

策

の維持が必要となるた

　

め、滝沢市職員定員管

０

理計画に基づき、公平

１

・公正な

職員採用試験

 

を実施します。

継続区

 

分 会計・款・項・目 平

　
 

成31年度の事業概要

市

・県央地区市町等での

民

第1次試験共同実施新

の

規 一般・2款・1項・

信

1目
・受験者の特性や

頼

職場適応性を確認する

と

ための集団作業、面接

負

試験等の実施
事   

託

 業    主   

に

 体 ・インターンシッ

　
こ

プや職場体験の受入れ

た

総務課 ・企業セミナー

え

、就職セミナー等への

る

参加により企業として

行

の滝沢市をＰＲ

【滝沢

政

市主体】

体

事    

制

   業      

の

 名 事業の意図やねら

構

い（成果や効果）

安全

０
築

衛生管理事業 職員の健

－

康保持・増進に努め、

 

安全と健康を確保する

2

人事管理を行います。

0

働き

方改革を推進し、

0

快適な職場環境の形成

 

を促進するとともに、

－

職員の公務能率を

向上させ、人事行政の円滑な運営を図ります。

（

６

義務的事業）

継続区分 会計・款・項・目 平成31年度の事業概要
・職員安全衛生委員会の開催新規 一般・2款・1項・1目
・ストレスチェック及びストレスチェックにて高ストレスと判断された職員に

事

対
事    業   

 

 

 主    体 して医

 

師の面接指導の実施

総

 

務課 ・長時間時間外・

 

休日労働をしている職

 

員に対して医師の面接

 

指導の実施

【滝沢市主

 

体】 ・各種健康診断の

業

実施

 

事      

 

 業       名



平 画

 

度 備       考

 

投 計 年度別事業費 41

 

,155 10,276

 

10,293 10,2

 

93 10,293
合

資

 

内 特定財源 2,203

 

562 547 547 5

考

47
画

指 訳 一般財源 3

○

8,952 9,714

全

9,746 9,746

平

体

9,746
計

標 額 他団

事

体事業負担額

業期間活 目 例規副

成

主任充足率
  平成3

3

1年度～平成34年度

1

60 65 70 70
動 単

年

位 ％
標

指

標 値 単 位 ○特

度

定財源
  水道事業会

～

計負担金、下水道投 計

平

年度別事業費 25,7

成

45 6,563 6,3

成
3

94 6,394 6,3

4

94
  事業会計負担

年

金、盛岡衛生処合
  

度

理組合負担金及び滝沢

（

・雫石資 内 特定財源 2

単

,203 562 547

位

547 547
  環境

 

組合負担金【その他】

 

画   指 訳 一般財源 2

千

3,542 6,001

3

円

5,847 5,847

）

5,847
<新規事業

－

>計
標 額 他団体事業負

 

担額

20

項

1

       目 平成

 

31年度 平成32年度

－

平成33年度 平成34年度 備       

1

考
○全体事業期間活 目 職員採用試験第1次試験申込者
  平成31年度～平成34年度150 150 170 170

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費 1,932 483 483 483 483
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源

年

1,932 483 483 483 483
<新規事業>計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備     

度

  考
○全体事業期間活 目 定期健康診断受診率
  平成31年度～平成34年度96 96 96 96

動 単 位 ％
標

指

標 値 単 位

投 計 年度別事

項

業費 4,092 1,0

 

23 1,023 1,0

 

23 1,023
合

資 内

 

特定財源
画

指 訳 一般財

実

 

源 4,092 1,02

 

3 1,023 1,02

 

3 1,023
<新規事

 

業>計
標 額 他団体事業

目

負担額

平成3

項       目 平

1

成31年度 平成32年

年

度 平成33年度 平成3

行

度

4年度 備      

平

 考
○全体事業期間活

成

目 内部企画研修の実施

3

  平成31年度～平

2

成34年度2 2 2 2
動

年

単 位 回
標

指

標 値 単 位

投

度

計 年度別事業費 8,5

平

58 2,000 2,1

成

86 2,186 2,1

3

86
合

資 内 特定財源
画

計

3

指 訳 一般財源 8,55

年

8 2,000 2,18

度

6 2,186 2,18

平

6
計

標 額 他団体事業負

成

担額

34

項 

年

      目 平成3

度

1年度 平成32年度 平

備

成33年度 平成34年



  

る

、希望者へ送付します

滝

。
事    業   

沢

 主    体 ・広報

市

たきざわ点字版を月1

全

回、希望者へ送付しま

体

す。

企画政策課 ・盛岡

の

地区広報協議会負担金

目

　13千円

【協働事業

標

】 ・盛岡地区広報協議

は

会研修会参加

音声録音

 

総

ボランティア団体等 ・

合

庁内広報会議の実施

計画

事       業 

の

      名 事業の

達

意図やねらい（成果や

成

効果）

滝沢市ホームペ

で

ージ管理運営事業 市民

あ

生活に必要な情報をい

り

つでも、どこでも、分

次

、

かりやすく伝えるため

当

に、滝沢

市のホームペ

基

ージを運営し、加えて

本

ホームページ等を通し

施

た市民との情報交換、

策

相互コミュニケーショ

で

ンを図ることで、市民

は

に近い行政の実現に寄

そ

与することを

目指しま

れ

す。

継続区分 会計・款

代

に

・項・目 平成31年度

向

の事業概要
・ホームペ

け

ージを活用し行政運営

た

やまちづくり情報を発

総

信します。継続 一般・

合

2款・1項・2目
・緊

計

急情報などの必要な情

画

報を適時に発信しなが

の

ら、地域と密着したポ

全

ータルと
事    業

を

体

    主    体

進

しての滝沢市公式WE

捗

Bサイトを運用します

の

。

企画政策課 ・ウェブ

的

アクセシビリティへの

確

対応を進めます。

【協

な

働事業】

各自治会

管理

を

担

行います。

また、さら

う

にその先を見据え、多

人

様化が進む中での未来

材

における滝沢市の価値

の

づくりを進めます。

基

政 育

本施策目標の進捗状況

成

分析

基本施策の目標は

と

「総合計画の推進と未

、

来の価値の創造」であ

持

り、総合計画の推進を

続

するために重要な総合

可

計画の市民の認

知度が

能

29年度値で15.4

な

％と低い値となってい

行

ます。そのため概要版

策 財

などパンフレットの配

政

布の他、フォーラム、

経

地域社会ア

ンケート、

営

ホームページや広報紙

を

での周知に努めてまい

進

りました。一方で、総

め

合計画の推進を図って

る

いくためには、市民に

部

対し何を伝えていくの

門

かについても検討し進

　
 

める必要があります。

基

また、多様化が進む中

本

にあって常に先を見据

施

えた企画や

事業創出が

策

必要ですが、その体制

　

づくりが課題となって

０

います。

２

事    

 

   業      

 

 名 事業の意図やねら

　
 

い（成果や効果）

滝沢

総

ふるさと会補助事業 ふ

合

るさと滝沢の発展に寄

計

与することを目的とし

画

て平成21年度に設立

の

された「滝沢

ふるさと

推

会」に対し運営費の補

進

助を行います。

継続区

と

分 会計・款・項・目 平

未

成31年度の事業概要

　
来

・滝沢ふるさと会の自

の

主的運営に向け、事務

価

局体制の見直し、検討

値

を行います。継続 一般

の

・2款・1項・1目
・

創

「広報たきざわ」「市

造

ホームページ」「フェ

－

イスブック」などによ

 

る情報提供
事    

2

業    主    

０

0

体 に努めます。

企画政

2

策課 ・ふるさと会・市

 

・企業等と連携を図り

－

ながら、首都圏在住者の滝沢市への移住

【協働事業】 、定住の促進を図り、ＵＩＪターンに寄与する事業を支援します。

滝沢ふるさと会 ・新たな会の運営を

６

検討します。

基

事  

本

     業    

施

   名 事業の意図や

策

ねらい（成果や効果）

が

広報発行事業 政策の方

４

針、諸施策その他の情

年

報を提供するため、読

間

みやすく、分かりやす

で

い広

報紙を発行し、も

 

め

って市民の行政への理

ざ

解及び協力の推進を図

す

ります。

継続区分 会計

姿

・款・項・目 平成31

４

年度の事業概要
・広報

年

たきざわを月2回、約

後

2万2千部定期発行し

に

ます。継続 一般・2款

お

・1項・2目
・広報た

け

きざわ録音版を月2回



平 画

め

負担額

るため

項       目 平

に

成31年度 平成32年

、

度 平成33年度 平成3

総

4年度 備      

合

 考
○全体事業期間活

計

目 普段の生活に必要な

画

情報が伝わ
  平成3

平

を

1年度～平成34年度

軸

っていると感じている

と

人の割合 52.5 55

し

57.5 60
動 単 位 ％

た

標
指 市ホームページへ

マ

の年間アクセ
ス件数 3

ネ

26,500 328,

ジ

000 329,500

メ

331,000
標 値 単

ン

位 件 ○特定財源
  ホ

成

ト

ームページ広告掲載料

を

【そ投 計 年度別事業費

し

4,665 1,158

っ

1,169 1,169

か

1,169
  の他】

い

合
  資 内 特定財源 4

り

80 120 120 12

推

0 120
  画   指

進

訳 一般財源 4,185

し

1,038 1,049

3

て

1,049 1,049

い

計
標 額 他団体事業負担

く

額

こと、マネジメ

1

ント推進するため、社

年

会経済情勢、市民の声

度

、意見、ニーズ等をし

～

っかり捉え、市民を中

平

心に情報発信

し、共有

成

すること、さらには、

成
3

現状に留まらず未来を

4

見据えて滝沢市が活力

年

ある住みやすい地域で

度

あり続けるための事業

（

企

画、推進の仕組み、

単

人的ネットワークの構

位

築をしっかり行ってい

 

きます。

基本計画期間

 

内の取り組みと方針の

千

うち、平成31年度の

3

円

重点課題

滝沢市第1次

）

総合計画後期基本計画

－

の初年度となることか

 

ら総合計画の確実な推

2

進のためマネジメント

0

をしっかり進めてい

き

3

ます。地方創生の推進

 

について、国の動向を

－

注視しながら新たな取り組みの検討を進めま

1

す。新たな市民との対話の場、

連携の方法を検討します。総合計画の推進、未来の事業企画等のため大学、企業などとの連携の手法等

基

の検討を進めます。

平

本

成32年実施の国勢調

施

査の準備を進めます。

策

年

の達

項  

成

     目 平成31

（

年度 平成32年度 平成

実

33年度 平成34年度

現

備       考
○

）

全体事業期間活 目 情報

に

提供数
  平成22年

向

度～平成34年度35

け

0 350 350 350

度

た

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位

基

投 計 年度別事業費 1,

本

440 360 360 3

計

60 360
合

資 内 特定

画

財源
画

指 訳 一般財源 1

期

,440 360 360

間

360 360
計

標 額 他

内

団体事業負担額

の取

実

り

項     

組

  目 平成31年度 平

み

成32年度 平成33年

と

度 平成34年度 備  

方

     考
○全体事

針

業期間活 目 広報たきざ

基

わを読んでいる人の
 

本

 平成31年度～平成

施

34年度割合 78 79

策

.3 80.6 82
動 単

行

「

位 ％
標

指 １年の発行回

総

数
24 24 24 24

標

合

値 単 位 回 ○特定財源
 

計

 自衛官募集事務地方

画

公共団体投 計 年度別事

の

業費 67,646 16

推

,799 16,949

進

16,949 16,9

と

49
  委託費【国】

未

合
  広報紙広告掲載

計

来

料【その他】資 内 特定

の

財源 1,924 481

価

481 481 481
 

値

 画   指 訳 一般財源

の

65,722 16,3

創

18 16,468 16

造

,468 16,468

」

<統合事業>視覚障が

を

い者用広報計 作成事業

進

を統合標 額 他団体事業



  

 

の多種多様な人材との

名

交流機会の創出

企画政

事

策課 ・タキザワコレカ

業

ラカイギをはじめとし

の

た、市民が滝沢市に愛

意

着を持つきっかけ

【協

図

働事業】 となる機会の

や

創出

市内外産学機関

ねら

事       業 

 

い

      名 事業の

（

意図やねらい（成果や

成

効果）

行政改革推進事

果

業 滝沢市行政基本条例

や

に基づく行政運営を推

効

進し、もって市民に信

果

頼される市行政

の確立

）

を実現するため、職員

総

一人一人が日々の業務

合

改善を不断に実施する

次

計

組織を

目指します。

継

画

続区分 会計・款・項・

マ

目 平成31年度の事業

ネ

概要
・滝沢市行政基本

ジ

条例の運用状況の検証

メ

継続 一般
・行政改革の

ン

仕組みの検証と職員ニ

ト

ーズの把握
事    

事

業    主    

業

体 ・滝沢市改善活動ア

代

第

クションプランの見直

1

し

企画政策課

【滝沢市

次

主体】

滝

事     

沢

  業       

市

名 事業の意図やねらい

総

（成果や効果）

市民対

合

話促進事業 市長自らが

計

地域に出向き、地域の

画

声を直接伺うことで、

を

に

市民主体による地域づ

お

く

りについて、市民と

け

行政が互いに理解を深

る

め、もって総合計画に

基

基づく各地域別

計画と

本

市域全体計画の推進を

構

支援します。

継続区分

想

会計・款・項・目 平成

、

31年度の事業概要
・

前

市政懇談会の開催継続

担

期

一般
・お気軽トークの

基

開催
事    業  

本

  主    体
企画

計

政策課

【協働事業】

地

画

域づくり懇談会

等の評価を

う

、滝沢地域社

会アンケ

人

ート調査による定点観

材

測等を踏まえ、実施し

の

ます。

また、今年度か

政 育

ら始まる後期基本計画

成

について、「健康づく

と

り」「若者定住」の

展

、

開戦略を踏まえた推進

持

を図り、幸福感を育む

続

環境づくりにつなげま

可

す。

継続区分 会計・款

能

・項・目 平成31年度

な

の事業概要
・滝沢地域

行

社会アンケート調査に

策 財

よる、現状把握の実施

政

継続 一般・2款・1項

経

・6目
・ベンチマーク

営

リポート作成による、

を

政策等目標値評価及び

進

進捗状況把握
事   

め

 業    主   

る

 体 ・平成32年度実

部

行計画書及び平成30

門

年度事業実績報告書の

　
 

作成

企画政策課 ・後期

基

基本計画の推進

【滝沢

本

市主体】 ・前期基本計

施

画の振り返り

策

事  

　

     業    

０

   名 事業の意図や

２

ねらい（成果や効果）

 

学連携活性化事業 複数

 

の大学が立地する本市

　
 

の特徴を活かし、大学

総

や学生との連携による

合

地域課題

解決に向けた

計

取組を進めます。

継続

画

区分 会計・款・項・目

の

平成31年度の事業概

推

要
・大学や学生との情

進

報交換を行う場を設け

と

ます。継続 一般・2款

未

・1項・6目
・大学の

　
来

講義や実習への参加及

の

び協力を行います。
事

価

    業    主

値

    体 ・地域愛着

の

向上事業等と連携し、

創

学生の参加協力を促進

造

します。

企画政策課

【

－

協働事業】

盛岡大学、

 

岩手看護短期大学、県

2

立大学等

０

0

事    

4

   業      

 

 名 事業の意図やねら

－

い（成果や効果）

地域愛着向上事業 総合計画の展開に向けて、多様な人材とのコミュニケーション能力が求められる

ため、対話の手法等を身に付けることを

６

中心とした職員の育成を図ります。また

、誰もが地域に愛着を持てるような活力ある滝沢市を目指し、若者定住

事

等へとつ

ながるよう、

 

多様な人材との対話の

 

機会を創出します。

継

 

続区分 会計・款・項・

 

目 平成31年度の事業

 

 

概要
・政策展開に必要

 

な経営マネジメントに

 

関する職員研修等の実

業

施継続 一般・2款・1

 

項・6目
・全体最適の

 

観点からの事業目的づ

 

け、実施及び振り返り

 

のプロセスの実践
事 

 

   業    主 

 

   体 ・民間企業等



平 画

 

事業期間活 目 市長との

 

お気軽トークの開催数

 

  平成31年度～平

 

成34年度4 4 4 4
動

 

単 位 回
標

指 市政懇談会

 

参加者数
350 350

 

350 350
標 値 単 位

考

人

投 計 年度別事業費
合

○

資 内 特定財源
画

指 訳 一

全

般財源 <ゼロ予算事業

平

体

>計
標 額 他団体事業負

事

担額

業期間活 目 市民ア

成

ンケート調査回収率
 

3

 平成27年度～平成

1

34年度42 43 44

年

45
動 単 位 ％

標
指 総合

度

計画審議会開催数
3 3

～

7 3
標 値 単 位

投 計 年度

平

別事業費 11,358

成

3,009 1,305

成
3

2,382 4,662

4

合
資 内 特定財源 640

年

160 160 160 1

度

60
画

指 訳 一般財源 1

（

0,718 2,849

単

1,145 2,222

位

4,502
<統合事業

 

>「滝沢市総合計画審

 

計 議会事務」を統合標

千

額 他団体事業負担額

3

円）

－

項   

 

    目 平成31年

2

度 平成32年度 平成3

0

3年度 平成34年度 備

5

       考
○全

 

体事業期間活 目 大学・

－

学生との連携件数
  平成31年度～平成3

1

4年度5 5 5 5
動 単 位 件

標
指

標 値 単 位

投 計 年度別事業費
合

資 内 特定財源
画

指 訳 一般財源 <ゼロ予算事業>計
標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度

年

平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 意識啓発の機会数（本事業に係
  平成29年度～平成34年度る研修等実施回数） 5 5 5 5

動 単 位 回
標

指 研修等参加人数（累計）
300 40

度

0 500 600
標 値 単 位 人 ○特定財源

  地域経営推進費【県】（1/2投 計 年度別事業費 1,200 300 300 300 300
  

項

）合
  資 内 特定財源

 

600 150 150 1

 

50 150
  画   

 

指 訳 一般財源 600 1

実

 

50 150 150 15

 

0
<名称変更事業>「

 

市政経営マネ計 ジメン

 

ト向上事業」から名称

目

変標 額 他団体事業負担

平

額
更

成3

項

1

       目 平成

年

31年度 平成32年度

行

度

平成33年度 平成34

平

年度 備       

成

考
○全体事業期間活 目

3

働きやすい職場と感じ

2

ている職
  平成31

年

年度～平成34年度員

度

の割合 69.3 72.

平

9 76.5 80
動 単 位

成

％
標

指

標 値 単 位

投 計 年

3

度別事業費
合

資 内 特定

計

3

財源
画

指 訳 一般財源 <

年

ゼロ予算事業>計
標 額

度

他団体事業負担額

平成3

項    

4

   目 平成31年度

年

平成32年度 平成33

度

年度 平成34年度 備 

備

      考
○全体



  

 

情報セキュリティ上の

名

脅威や大規模災害等か

事

ら市民の情報を守るた

業

め、セ

キュリティ対策

の

等を強化していく必要

意

があります。

図やねら

 

い（成果や効果）

広域

次

連携事業 地域の課題解

代

決に向けて市民と行政

を

がお互いの役割の下に

担

活動するとともに、よ

う

り広域的な観点から近

人

隣市町とあらゆる分野

材

で連携しながら一体と

の

なった活動を

行うこと

政 育

で、滝沢地域の発展、

成

ひいては盛岡広域にお

と

ける地方創生の推進に

、

つな

げます。

継続区分

持

会計・款・項・目 平成

続

31年度の事業概要
・

可

みちのく盛岡広域都市

能

圏ビジョンの推進継続

な

一般
・その他広域連携

行

事業の調整及び取りま

策 財

とめ
事    業  

政

  主    体 ・権

経

限移譲事務の庁内調整

営

企画政策課 ・国県へ要

を

望書の取りまとめ

【滝

進

沢市主体】 ・包括連携

め

協定に基づく民間企業

る

との事業実施の検討

部門

事       業 

　
 

      名 事業の

基

意図やねらい（成果や

本

効果）

トップマネジメ

施

ント推進事業 市長以下

策

幹部間を中心に、総合

　

計画及び市長方針に基

０

づく政策展開の情報共

２

有を

進め、市政の一体

 

的推進を図り、後期基

 

本計画の展開へつなげ

　
 

ます。

また、職員一人

総

一人の総合計画の理解

合

をさらに向上させるこ

計

とで、市民の理解に

つ

画

なげ、総合計画のさら

の

なる推進を目指します

推

。

継続区分 会計・款・

進

項・目 平成31年度の

と

事業概要
・市長方針、

未

部長（政策）・課長（

　
来

基本施策及び施策）方

の

針の設定と評価継続 一

価

般
・施政方針演述書の

値

作成
事    業  

の

  主    体 ・三

創

役・部長級での、各施

造

策における懸案事項共

－

有の実施

企画政策課 ・

 

庁議、政策調整会議等

2

の関連事務

【滝沢市主

０

0

体】

小   

6

          

 

          

－

      計

 政策　　　０６   次代を担う人材の育成と、持続可能な行財政経営を進める部門
 基本施策　０３   行政経営を支える情報システ

６

ム基盤の確保

基本施策が４年間でめざす姿

　国のIT戦略や住民ニーズの多様化、急速なICT

事

技術の進展などによる

 

環境変化にも柔軟に対

 

応しながら、持続的な

 

行政経

営を支える安定

 

した情報システム基盤

 

 

の確保を目指します。

 

基本施策目標の進捗状

 

況分析

行政サービスの

業

基盤となる各情報シス

 

テムにおいては、仮想

 

化基盤の活用等を拡大

 

しながら、組織的に最

 

適化を図るととも

に安

 

定稼働の確保に努めて

 

います。その一方で、



平 画

       考
○全

平

体事業期間活 目 盛岡広

成

域連携都市圏ビジョン

3

新
  平成29年度～

1

平成34年度規事業数

年

4 4 5 5
動 単 位 件

標
指

度

標 値 単 位

投 計 年度別事

～

業費
合

資 内 特定財源
画

平

指 訳 一般財源 <ゼロ予

成

算事業>計
標 額 他団体

成
3

事業負担額

4年度

項       

（

目 平成31年度 平成3

単

2年度 平成33年度 平

位

成34年度 備    

 

   考
○全体事業期

 

間活 目 市長の方針や意

千

思を職員に伝え
  平

3

円

成31年度～平成34

）

年度る機会の創出 6 6

－

6 6
動 単 位 回

標
指

標 値

 

単 位

投 計 年度別事業費

2

合
資 内 特定財源

画
指 訳

0

一般財源 <ゼロ予算事

7

業>計
標 額 他団体事業

 

負担額

－

項  

1

     目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考

投 計 年度別事業費 86,309 21,626 20,083 21,160 23,440
合

資 内 特定財源 3,644 911 911 911 91

年

1
画

指 訳 一般財源 82,665 20,715 19,172 20,249 22,529
計

標 額 他団体事業負担額

（単位  千円）

基本施策の達成（実現）に向けた基本計画期間内の取り組みと方針

行政経営を持

度

続可能なものとするため、安心・安全で効率的な行政サービスが提供できるよう、情報システム基盤の安定運

用に努めます。また、財

項

政基盤の安定化に資す

 

るため、経営資源であ

 

る行政情報システムの

 

最適化を推進します。

実

 

 

基本計画期間内の取

 

り組みと方針のうち、

 

平成31年度の重点課

 

題

・データ連携環境の

目

再構築を円滑に進め、

平

住基ＬＡＮの安定運用

成

を図ります。

・機器及

3

びソフトウェア等の適

1

切な更新作業及び運用

年

により、セキュリティ

行

度

の確保に努めます。

・

平

システム審査会の活動

成

等を通じて、情報シス

3

テム最適化と人材育成

2

に継続して取組みます

年

。

度 平成3

計

3年度 平成34年度 備



  

    名 事業の意図

 

やねらい（成果や効果

次

）

住基ＬＡＮシステム

代

管理事業 行政事務や諸

を

証明の発行等の住民情

担

報取扱業務の確実性と

う

迅速性を維持し、住民

人

基本台帳、関連システ

材

ム及びネットワークの

の

運用・管理を行うこと

政 育

により、安定

した住民

成

サービスを提供します

と

。

（義務的事業）

継続

、

区分 会計・款・項・目

持

平成31年度の事業概

続

要
・住基LANシステ

可

ム及びネットワークの

能

安定稼働に努めます。

な

継続 一般・2款・1項

行

・7目
・共通基盤型中

策 財

間サーバーと連携シス

政

テム間の確実なデータ

経

連携に努めます。
事 

営

   業    主 

を

   体 ・他システム

進

の更新に伴うデータ連

め

携の再構築を行います

る

。

情報システム課 ・全

部

職員対象の研修により

門

、職員の情報リテラシ

　
 

ー向上を図ります。

【

基

滝沢市主体】 ・住基L

本

AN用クライアントの

施

端末環境の更新を行い

策

ます。

・住基LAN用

　

仮想基盤の更新準備を

０

行います。

３

事   

 

    業     

 

  名 事業の意図やね

　
 

らい（成果や効果）

庁

行

内ＬＡＮシステム管理

政

事業 内外の様々な環境

経

とともに変化する庁内

営

事務事業を支える基盤

を

となる、庁内LAN

や

支

LGWAN等のインフ

え

ラの安定的な運用・管

る

理を行うことにより、

情

効率的な行政事

務の推

　
報

進を図ります。

（義務

シ

的事業）

継続区分 会計

ス

・款・項・目 平成31

テ

年度の事業概要
・庁内

ム

LANシステム及びネ

基

ットワークの安定稼働

盤

に努めます。継続 一般

の

・2款・1項・7目
・

確

全職員対象の研修によ

保

り、職員の情報リテラ

０

－

シー向上を図ります。

 

事    業    

2

主    体 ・庁内L

0

AN用仮想基盤の更新

8

準備を行います。

情報

 

システム課 ・庁内LA

－

N用クライアントの端末環境の更新を行います。

【滝沢市主体】

６

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

住民情報システム更新事業 現在、庁内の複数業務で使用している住民情報システムの円滑な更新を図り、

事

安

定した住民サービス

 

を提供します。

（義務

 

 

的事業）

継続区分 会計

 

・款・項・目 平成31

 

年度の事業概要

新規 ―

 

事    業    

 

主    体
情報シス

 

テム課

【滝沢市主体】

業

小      

 

          

 

          

 

   計



平 画

 

度 平成32年度 平成3

 

3年度 平成34年度 備

 

       考

投 計

 

年度別事業費 755,

 

132 155,086

 

182,521 228

 

,434 189,09

考

1
合

資 内 特定財源 14

○

,917 6,201 4

全

,945 2,577 1

平

体

,194
画

指 訳 一般財

事

源 740,215 14

業

8,885 177,5

期

76 225,857 1

間

87,897
計

標 額 他

活

団体事業負担額

目 住基L

成

ANシステムの安定稼

3

働率
  平成14年度

1

～平成34年度（稼働

年

実績／稼働予定時間）

度

100 100 100 1

～

00
動 単 位 ％

標
指 シス

平

テム処理による住民苦

成

情件
数 0 0 0 0

標 値 単

成
3

位 件 ○特定財源
  社

4

会保障・税番号制度シ

年

ステ投 計 年度別事業費

度

300,434 106

（

,825 50,599

単

81,785 61,2

位

25
  ム整備費補助

 

金【国】合
  資 内 特

 

定財源 7,797 2,

千

663 3,751 1,

3

円

383
  画   指 訳

）

一般財源 292,63

－

7 104,162 46

 

,848 80,402

2

61,225
<名称変

0

更・統合事業>「番号

9

制計 度対応事業」を分

 

割、一部統合標 額 他団

－

体事業負担額
し名称変更

1

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 庁内LANシステムの安定稼働率
  平成10年度～平成34年度（

年

稼働実績／稼働予定時間） 99.8 99.8 99.8 99.8
動 単 位 ％

標
指 セキュリティの認知度（講習を

受講した職員数／全職員数） 100 100 100 100
標 値 単 位 ％ ○特定財源

  水道事業会計負担金【その他投 計

度

年度別事業費 394,698 48,261 131,922 126,649 87,866
  】、一部事務組合負担金【そ合
  の他】

項

資 内 特定財源 7,12

 

0 3,538 1,19

 

4 1,194 1,19

 

4
  画   指 訳 一般

実

 

財源 387,578 4

 

4,723 130,7

 

28 125,455 8

 

6,672
<統合事業

目

>「番号制度対応事業

平

計 」を分割、一部統合

成

標 額 他団体事業負担額

31年

項  

行

度

     目 平成31

平

年度 平成32年度 平成

成

33年度 平成34年度

3

備       考
○

2

全体事業期間活 目 業務

年

進捗率
  平成32年

度

度～平成38年度0 1

平

0 60 80
動 単 位 ％

標

成

指

標 値 単 位

投 計 年度別

3

事業費 60,000 2

計

3

0,000 40,00

年

0
合

資 内 特定財源
画

指

度

訳 一般財源 60,00

平

0 20,000 40,

成

000
<新規事業>計

3

標 額 他団体事業負担額

4年度

項   

備

    目 平成31年



  

財

産台帳を含む財務書類

政

の内容分

析を行うこと

体

により、適正な財務管

質

理につなげます。

（義

の

務的事業）

継続区分 会

確

計・款・項・目 平成3

立

1年度の事業概要
・平

を

成30年度決算に係る

図

財務4表（貸借対照表

る

、行政コスト計算書、

 

と

純資産変動継続 一般・

と

2款・1項・5目
計算

も

書、資金収支計算書）

に

及び付属明細書の作成

、

及び公表
事    業

公

    主    体

共

・固定資産台帳の更新

施

及び精緻化作業

財務課

設

・固定資産台帳を含む

等

財務書類の内容の分析

次

総

【滝沢市主体】

合管理計画に基づい

代

て、今後の財産管理と

を

活用の基盤を構

築し、

担

次代につなげる財務基

う

盤を整えること目指し

人

ます。

基本施策目標の

材

進捗状況分析

・財務体

の

質の確立について、財

政 育

政健全化判断比率の諸

成

指標(実質公債費比率

と

、将来負担比率等)は

、

健全化を要する数値に

持

は、

至っていませんが

続

、財源を調整する基金

可

の積立金現在高比率は

能

県内市部で下位にあり

な

計画的な基金の保有が

行

求められていま

す。ま

策 財

た、義務的経費の増大

政

、起債残高が過去最大

経

の状況であり、事務・

営

事業の見直しと有利な

を

特定財源の研究・導入

進

及び

自主財源の拡大が

め

求められています。

・

る

公共施設等財産管理基

部

盤の構築については、

門

平成28年度に策定し

　
 

ました「公共施設等総

基

合管理計画」の実質的

本

な行動計画

である個別

施

計画（箱物、インフラ

策

等）を作成し展開を図

　

る必要があります。

０４

事       業 

 

      名 事業の

 

意図やねらい（成果や

　
 

効果）

公用車更新事業

次

全庁的な公用車の一元

代

管理の実施により、適

に

正台数を見極めながら

つ

、計画的かつ

効率的に

な

公用車を更新していく

げ

ことで、財政負担の軽

る

減及び平準化を図りま

財

す。

継続区分 会計・款

務

・項・目 平成31年度

　
基

の事業概要
・公用車更

盤

新（軽貨物車１台、軽

の

乗用車１台及び小型乗

確

用車１台）継続 一般・

立

2款・1項・5目
・公

－

用車更新計画の随時見

 

直し
事    業  

2

  主    体
財務

1

課

【滝沢市主体】

0

事

０

 

       業  

－

     名 事業の意図やねらい（成果や効果）

ふるさと納税推進事業 「ふるさと納税」制度の運用を強化することにより、新たな一般財源の確保並び

に特産品の普及拡大や滝沢

基

市のＰＲを図ります。

６

本

継続区分 会計・款・項

施

・目 平成31年度の事

策

業概要
・納税環境の充

が

実継続 一般・2款・1

４

項・5目
・返礼品の充

年

実
事    業   

間

 主    体 ・滝沢

で

市の全国へのＰＲ

財務

め

課

【滝沢市主体】

ざ

事

 

す

       業  

姿

     名 事業の意

住

図やねらい（成果や効

民

果）

新地方公会計推進

自

事業 統一的な基準によ

治

る地方公会計制度に基

を

づく財務書類を作成・

支

公表し、市の財務

状況

え

を市民等に広く知らし

る

めるとともに、固定資



平 画

増

932 13,233 1

高

3,233 13,23

や

3 13,233
計

標 額

様

他団体事業負担額

々な行

項    

政

   目 平成31年度

需

平成32年度 平成33

要

年度 平成34年度 備 

平

の

      考
○全体

拡

事業期間活 目 財務書類

大

の作成及び公表
  平

に

成31年度～平成34

伴

年度1 1 1 1
動 単 位 式

い

標
指 財務書類の内容分

歳

析
1 1 1 1

標 値 単 位 式

出

投 計 年度別事業費 11

が

,140 2,212 2

増

,976 2,976 2

成

加

,976
合

資 内 特定財

す

源
画

指 訳 一般財源 11

る

,140 2,212 2

中

,976 2,976 2

、

,976
計

標 額 他団体

効

事業負担額

果の高い

3

事

業の選択と集中及び

1

自主財源の確保が求め

年

られています。財政状

度

況と国・県の動向を的

～

確に分析し、有利な国

平

・県支出金、

地方債等

成

財源の研究と導入を図

成
3

るとともに、自主財源

4

の拡大に向けた取り組

年

みを進めていきます。

度

・今後、公共施設等の

（

老朽化と利用需要の変

単

化が想定される中、長

位

期的な視点を持って更

 

新・統合化・長寿命化

 

などを計画

的に行い最

千

適な管理を行っていく

3

円

ことが求められていま

）

す。平成28年度策定

－

した公共施設等総合管

 

理計画に基づき、新公

2

会

計制度の財務諸表等

1

、固定資産台帳のセグ

1

メント分析を踏まえな

 

がら、今後の財産管理

－

・活用の基盤を整えていくものとし

ます。

基

1

本計画期間内の取り組みと方針のうち、平成31年度の重点課題

・平成27年度から実施している財政構造改革の取り組みを推進しま

基

す。

・公共施設総合管

本

理計画の個別施設計画

施

の策定を進めます。

策

年

の達

項   

成

    目 平成31年

（

度 平成32年度 平成3

実

3年度 平成34年度 備

現

       考
○全

）

体事業期間活 目 公用車

に

更新計画に基づく公用

向

車
  平成31年度～

け

平成34年度の更新台

度

た

数 3 2 2 2
動 単 位 台

標

基

指

標 値 単 位 ○特定財源

本

  財産収入（物品売

計

払収入）【投 計 年度別

画

事業費 17,549 6

期

,349 4,600 4

間

,600 2,000
 

内

 その他】合
  資 内

の

特定財源 460 160

取

100 100 100
 

実

り

 画   指 訳 一般財源

組

17,089 6,18

み

9 4,500 4,50

と

0 1,900
計

標 額 他

方

団体事業負担額

針

・人

項     

口

  目 平成31年度 平

増

成32年度 平成33年

行

の

度 平成34年度 備  

鈍

     考
○全体事

化

業期間活 目 ふるさと納

、

税額
  平成31年度

少

～平成34年度30,

子

000 30,000 3

高

0,000 30,00

齢

0
動 単 位 千円

標
指

標 値

化

単 位 ○特定財源
  寄

の

附金（ふるさと納税）

計

進

【そ投 計 年度別事業費

行

172,932 43,

に

233 43,233 4

よ

3,233 43,23

る

3
  の他】合
  資

扶

内 特定財源 120,0

助

00 30,000 30

費

,000 30,000

等

30,000
  画  

の

 指 訳 一般財源 52,



  

事

分野の専門化とチェッ

業

ク

体制が円滑に機能す

の

る組織の整備が必要と

意

なっています。

図やねらい（

 

成果や効果）

庁舎等改

次

修事業 市役所本庁舎等

代

の劣化部分の改修によ

を

り機能の維持と向上を

担

図ります。

継続区分 会

う

計・款・項・目 平成3

人

1年度の事業概要
老朽

材

化著しい庁舎設備等の

の

改修の実施可能性につ

政 育

いて検討、実施します

成

。継続 一般・2款・1

と

項・5目
（空調、照明

、

、給排水設備、本庁舎

持

外壁、駐車場舗装等）

続

事    業    

可

主    体
財務課

【

能

滝沢市主体】

な

事  

行

     業    

策 財

   名 事業の意図や

政

ねらい（成果や効果）

経

公共施設等適正管理推

営

進事業 行動計画である

を

財産の管理や活用等の

進

基本方針を定めた「滝

め

沢市公共施設等総合

管

る

理計画」に沿った「個

部

別施設計画」を庁内関

門

係部署との調整により

　
 

策定し、公

共施設等を

基

計画的かつ効率的に保

本

有することにより、次

施

代につなげる財産管理

策

基

盤の構築を目指しま

　

す。

継続区分 会計・款

０

・項・目 平成31年度

４

の事業概要
・滝沢市公

 

共施設等総合管理推進

 

プロジェクトチームの

　
 

運営継続 一般
・類型別

次

の個別施設計画策の準

代

備
事    業   

に

 主    体
財務課

つ

【滝沢市主体】

な

小        

げ

          

る

          

財

 計

 政策　　　０６

務

   次代を担う人材

　
基

の育成と、持続可能な

盤

行財政経営を進める部

の

門
 基本施策　０５ 

確

  市政経営を支える

立

効率的で安定した課税

－

体制の実現

 

基本施策が４年間

2

でめざす姿

市行政を支

1

える市税の適正な確保

2

のため、事務電子化の

０

 

推進と人材資源の資質

－

向上により、公正、適正な課税が進展し、市

民からの信頼性が確保された行財政基盤の安定化を目指します。

基本施策目標の進捗状況分析

・事務の電子化については、それに対応するシステム導入やカ

６

スタマイズなどにより、限られた予算の中で進められていま

すが、

事

外部から提供される各

 

種異動情報等について

 

は電子化されていない

 

部分もありますので、

 

省力化と正確性を図る

 

ため

、電子化をさらに

 

進める必要があります

 

 

。

・適正課税について

業

は、各種研修や業務を

 

通じた内部研修等で確

 

保されていますが、毎

 

年度の税制改正や税法

 

、判例等の解

釈につい

 

て深く理解し、適正課

 

税を継続させていく必

 

要があり、それに対応

名

する人員の確保や税制



平 画

       考
○全

平

体事業期間活 目 更新工

成

事施工
  平成31年

3

度～平成34年度1 1

1

1 1
動 単 位 式

標
指

標 値

年

単 位

投 計 年度別事業費

度

4,000 1,000

～

1,000 1,000

平

1,000
合

資 内 特定

成

財源
画

指 訳 一般財源 4

成
3

,000 1,000 1

4

,000 1,000 1

年

,000
計

標 額 他団体

度

事業負担額

（単位

項       

 

目 平成31年度 平成3

 

2年度 平成33年度 平

千

成34年度 備    

3

円

   考
○全体事業期

）

間活 目 「公共施設等適

－

正管理推進事業
  平

 

成31年度～平成34

2

年度債」充当事業数 1

1

1 1 1
動 単 位 事業

標
指

3

標 値 単 位

投 計 年度別事

 

業費
合

資 内 特定財源
画

－

指 訳 一般財源 <ゼロ予算事業>計
標 額 他団体

1

事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考

投 計 年度別事業費 205,621 52,794 51,809 51

年

,809 49,209
合

資 内 特定財源 120,460 30,160 30,100 30,100 30,100
画

指 訳 一般財源 85,161 22,634 21,709 21,709 19,109
計

標 額 他団体事業負担額

（単位 

度

 千円）

基本施策の達成（実現）に向けた基本計画期間内の取り組みと方針

・事務の電子化を番号制度の運用も含めて

項

さらに進めながら、各

 

種研修により職員の資

 

質向上を図り適正課税

 

を継続します

。

・知識

実

 

が継承できチェック体

 

制が十分に機能する組

 

織を検討し改善してい

 

きます。

基本計画期間

目

内の取り組みと方針の

平

うち、平成31年度の

成

重点課題

・省力化と正

3

確性を図るため、部分

1

改良により一部業務の

年

電子化をさらに進めま

行

度

す。

・公平・適正な課

平

税を推進するため、専

成

門研修や内部研修によ

3

る職員の資質向上を図

2

り、知識が継承できチ

年

ェック体制が十

分に機

度

能し、法制も含めた専

平

門性の高い組織を検討

成

し改善します。

3

計

3年度 平成34年度 備



  

業

、納期内納付が困難な

 

納税者に対す

る相談体

 

制の確立と適正かつ速

 

やかな滞納処分により

 

税の公平性を担保しな

 

がら、確実な税財源の

 

確保を目指します。

基

 

本施策目標の進捗状況

名

分析

・平成30年度ま

事

でにコンビニ収納、ク

 

業

レジットカード収納、

の

ゆうちょ銀行対応納付

意

書の運用が開始され、

図

平成31年度からは

地

や

方税共通納税システム

ね

の運用開始が予定され

ら

るなど納税環境の利便

い

性は高まっており、納

（

期内納付の定着化が期

成

待されま

す。

・滞納整

次

果

理の強化により一般税

や

・目的税ともに収納率

効

は年々向上してきてお

果

り、他自治体と比較す

）

ると一般税は中位から

固

上

位へ、目的税は下位

定

から中位へ上がり、順

資

調に推移している状況

産

です。

税

代

賦課事務 市税の適正な

を

賦課を目指し、固定資

担

産税について納税者へ

う

の税制改正等制度の啓

人

発に努めます。また、

材

土地・家屋等課税異動

の

物件の調査・評価、年

政 育

次による評価

見直し及

成

び現況調査を実施する

と

ことにより、自主財源

、

となる市税の確保を図

持

りま

（義務的事業） す

続

。また、番号制度の利

可

活用について調査研究

能

を進めます。

継続区分

な

会計・款・項・目 平成

行

31年度の事業概要
・

策 財

市広報、ホームページ

政

等への税制啓発掲載継

経

続 一般・2款・2項・

営

2目
・新・増築家屋調

を

査の実施
事    業

進

    主    体

め

・土地異動に伴う評価

る

税務課 ・標準宅地不動

部

産鑑定評価の委託（評

門

価替の前々年）

【滝沢

　
 

市主体】 ・標準宅地年

基

次鑑定評価の委託（時

本

点修正）

・航空写真デ

施

ータを活用した資産現

策

況調査の実施

　

事  

０

     業    

５

   名 事業の意図や

 

ねらい（成果や効果）

 

住民税賦課事務 市税の

　
 

適正な賦課を目指し、

市

市民税等について、申

政

告・納税者に対し税制

経

等制度

の啓発に努めま

営

す。所得関係では自主

を

申告の推進と地方税電

支

子申告システム（eL

え

TAX）等の利用を促

る

進することにより、正

効

確、公平かつ効率的な

　
率

賦課に努め自主

（義務

的

的事業） 財源となる市

で

税の確保を図ります。

安

継続区分 会計・款・項

定

・目 平成31年度の事

し

業概要
・市広報、ホー

た

ムページ等への税制や

課

電子申告、制度の啓発

税

掲載継続 一般・2款・

体

2項・2目
・申告書等

０
制

への周知文書封入
事 

の

   業    主 

実

   体 ・申告受付相

現

談の実施

税務課 ・番号

－

制度の本格運用と証明

 

書発行等の多様化研究

2

【滝沢市主体】 ・職務

1

専門制組織の検討展開

4

小     

 

          

６

－

              計

 政策　　　０６   次代を担う人材の育成と、持続可能な行財政経営を進める部門
 基本施策　０６   納税しやすい環境の整備と確実な税財源の確保

基本施策が４年

 

間でめざす姿

自主財源である市税の納期内納

事

付を定着させるために

 

、口座振替やコンビニ

 

収納などの活用による

 

既存納税環境の安定運

 

用

と、クレジット収納

 

をはじめとした多様化

 

する納税手段に対する

 

ニーズへの対応を図り



平 画

       考
○全

平

体事業期間活 目 現況調

成

査対象地区
  平成3

3

1年度～平成34年度

1

1 1 1 1
動 単 位 地区数

年

標
指

標 値 単 位

投 計 年度

度

別事業費 124,67

～

6 34,005 19,

平

719 35,680 3

成

5,272
合

資 内 特定

成
3

財源
画

指 訳 一般財源 1

4

24,676 34,0

年

05 19,719 35

度

,680 35,272

（

計
標 額 他団体事業負担

単

額

位 

項 

 

      目 平成3

千

1年度 平成32年度 平

3

円

成33年度 平成34年

）

度 備       考

－

○全体事業期間活 目 地

 

方税電子申告システム

2

による
  平成31年

1

度～平成34年度法人

5

申告書受付割合 63 6

 

6 69 72
動 単 位 ％

標

－

指

標 値 単 位 ○特定財源
  県民税徴収取扱委

1

託金【県】投 計 年度別事業費 75,169 19,657 18,504 18,504 18,504
  合
  資 内 特定財源 74,804 19,292 18,504 18,504 18,504
  画   指 訳 一般財源 365 36

年

5
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考

投 計 年度別事業費 199,845 53,662 3

度

8,223 54,184 53,776
合

資 内 特定財源 74,804 19,292 18,504 18,504 18,504
画

指 訳 一般財

項

源 125,041 34

 

,370 19,719

 

35,680 35,2

 

72
計

標 額 他団体事業

実

 

負担額

（単位  千円

 

）

基本

 

施策の達成（実現）に

 

向けた基本計画期間内

目

の取り組みと方針

自主

平

財源である市税の安定

成

確保のため、納税しや

3

すい環境の整備・拡充

1

と滞納処分・整理の充

年

実強化により収納率の

行

度

維持向

上を目指します

平

。

基本計画期間内の取

成

り組みと方針のうち、

3

平成31年度の重点課

2

題

・納期内納付を定着

年

させるために、引き続

度

き納めやすい環境の研

平

究と整備に努めます。

成

・税財源の安定確保に

3

向けて徴収体制の強化

計

3

を図ります。

年度 平成34年度 備



  

 

テム構築
事    業

 

    主    体

 

・稼働確認

収納課

【滝

 

沢市主体】

 

事   

 

    業     

名

  名 事業の意図やね

事

らい（成果や効果）

徴

業

収管理事務 自主財源で

の

ある市税の安定確保を

 

意

目指し、確実な収納処

図

理を行うとともに、徹

や

底

した調査のもと適正

ね

な滞納処分を進めるこ

ら

とにより、税負担の公

い

平性を担保し市

税に対

（

する信頼の確立を図り

成

ます。

（義務的事業）

果

継続区分 会計・款・項

や

・目 平成31年度の事

次

効

業概要
調査と滞納処分

果

に係る職員のスキルア

）

ップ等継続 国保・1款

徴

・2項・1目

事   

収

 業    主   

管

 体
収納課

【滝沢市主

理

体】

事務 自

代

主財源である市税の安

を

定確保を目指し、確実

担

な収納処理を行うとと

う

もに、徹底

した調査の

人

もと適正な滞納処分を

材

進めることにより、税

の

負担の公平性を担保し

政 育

市

税に対する信頼の確

成

立を図ります。

（義務

と

的事業）

継続区分 会計

、

・款・項・目 平成31

持

年度の事業概要
・徴収

続

金の収納消込事務継続

可

一般・2款・2項・2

能

目
・過誤納金の還付充

な

当事務
事    業 

行

   主    体 ・

策 財

督促状・催告書の発付

政

事務

収納課 ・差押等の

経

滞納処分と差押財産の

営

換価処分

【滝沢市主体

を

】

進

事       

め

業       名 事

る

業の意図やねらい（成

部

果や効果）

賦課徴収シ

門

ステム管理事業 自主財

　
 

源である市税の安定確

基

保のため、賦課徴収シ

本

ステムを活用し業務の

施

精度や

効率を高め、市

策

税に対する信頼の確立

　

を図ります。

（義務的

０

事業）

継続区分 会計・

６

款・項・目 平成31年

 

度の事業概要
・賦課徴

 

収システムの維持管理

　
 

と運用継続 一般・2款

納

・2項・2目
・地方税

税

納税共通システム運用

し

に向けた賦課徴収シス

や

テム改修及び運用テス

す

ト
事    業   

い

 主    体 ・制度

環

改正等に対応するシス

境

テム改修

収納課 ・シス

の

テム運用に付随する各

　
整

種印刷物の作成

【滝沢

備

市主体】

と

事    

確

   業      

実

 名 事業の意図やねら

な

い（成果や効果）

税務

税

調査員設置事業 自主財

財

源である市税の安定確

源

保を目指し、税務調査

の

員の配置により滞納整

０
確

理部門

を強化し、債権

保

の保全・整理及び滞納

－

者の意識喚起を図りま

 

す。

継続区分 会計・款

2

・項・目 平成31年度

1

の事業概要
税務調査員

6

を配置（前期）継続 一

 

般・2款・2項・2目

－

事    業    主    体
収納課

【

６

滝沢市主体】

事       業       名 事業の意図やねらい（成果や効果）

賦課徴収システム更新事業 自主財源である市税の安定確保を目指し、契約期間満了を迎える賦課徴収システ

ムを

 

事

更新することにより、

 

現行のシステム保守終

 

了（平成32年3月）

 

に備え、適

切なシステ

 

ムを構築します。

（義

 

務的事業）

継続区分 会

 

計・款・項・目 平成3

 

1年度の事業概要
・デ

業

ータ移行継続 一般・2

 

款・2項・2目
・シス



平 画

 

年度 平成32年度 平成

 

33年度 平成34年度

 

備       考
○

 

全体事業期間活 目 目的

 

税の徴収率
  平成3

 

1年度～平成34年度

 

86.1 86.1 86

考

.2 86.2
動 単 位 ％

○

標
指

標 値 単 位 ○特定財

全

源
  保険給付費等交

平

体

付金【県】投 計 年度別

事

事業費 1,990 1,

業

120 290 290 2

期

90
  合
  資 内 特

間

定財源 1,990 1,

活

120 290 290 2

目

90
  画   指 訳 一

一

般財源 【特別会計】【

般

再掲】計
標 額 他団体事

税

業負担額

成

の徴収率
  平成31

3

年度～平成34年度9

1

7.8 97.8 97.

年

9 97.9
動 単 位 ％

標

度

指 目的税の徴収率
86

～

.1 86.1 86.2

平

86.2
標 値 単 位 ％ ○

成

特定財源
  県民税徴

成
3

収取扱委託金【県】投

4

計 年度別事業費 96,

年

985 23,992 2

度

4,463 24,26

（

5 24,265
  督

単

促手数料【その他】合

位

  資 内 特定財源 96

 

,985 23,992

 

24,463 24,2

千

65 24,265
  

3

円

画   指 訳 一般財源
計

）

標 額 他団体事業負担額

－ 2

項  

1

     目 平成31

7

年度 平成32年度 平成

 

33年度 平成34年度

－

備       考
○全体事業期間活 目 シス

1

テム運用数
  平成31年度～平成34年度19 19 19 19

動 単 位 件
標

指

標 値 単 位 ○特定財源
  県民税徴収取扱委託金【県】投 計 年度別事業費 180,819 45,549 45,090 45,090 45,090
  合

年

  資 内 特定財源 179,286 44,016 45,090 45,090 45,090
  画   指 訳 一般財源 1,533 1,533

計
標 額 他団体事業負担額

項 

度

      目 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考
○全体事業期間活 目 調査員数
  平成31年

項

度～平成34年度2 2

 

2 2
動 単 位 人

標
指

標 値

 

単 位

投 計 年度別事業費

 

11,004 2,75

実

 

1 2,751 2,75

 

1 2,751
合

資 内 特

 

定財源
画

指 訳 一般財源

 

11,004 2,75

目

1 2,751 2,75

平

1 2,751
計

標 額 他

成

団体事業負担額

31年

項     

行

度

  目 平成31年度 平

平

成32年度 平成33年

成

度 平成34年度 備  

3

     考
○全体事

2

業期間活 目 事業実施指

年

数（工程表による各
 

度

 平成30年度～平成

平

31年度年度実施分の

成

進捗率） 80 0 0 0
動

3

単 位 ％
標

指

標 値 単 位

投

計

3

計 年度別事業費 143

年

,615 143,61

度

5
合

資 内 特定財源
画

指

平

訳 一般財源 143,6

成

15 143,615
計

3

標 額 他団体事業負担額

4年度

項  

備

     目 平成31



  

 

事由の分析とその対応

 

策の検討）
事    

 

業    主    

 

体 ・会計事務研修の実

 

施と財務会計システム

 

の知識習得

会計課 ・資

名

金の確実かつ効率的な

事

管理

【滝沢市主体】 ・

業

収支計画に基づく定期

の

預金等による安全かつ

 

意

有利な資金運用

図やねらい（成果や

次

効果）

税務調査員設置

代

事業 自主財源である市

を

税の安定確保を目指し

担

、税務調査員の配置に

う

より滞納整理部門

を強

人

化し、債権の保全・整

材

理及び滞納者の意識喚

の

起を図ります。

継続区

政 育

分 会計・款・項・目 平

成

成31年度の事業概要

と

税務調査員を配置（後

、

期）継続 国保・1款・

持

2項・1目

事    

続

業    主    

可

体
収納課

【滝沢市主体

能

】

小    

な

          

行

          

策 財

     計

 政策　

政

　　０６   次代を

経

担う人材の育成と、持

営

続可能な行財政経営を

を

進める部門
 基本施策

進

　０７   市民に信

め

頼される会計事務の実

る

現

基本

部

施策が４年間でめざす

門

姿

市民の皆様からお預

　
 

かりしている公金の管

基

理及び運用は、市民の

本

信頼に直結するもので

施

す。公金管理に対する

策

認識を全職員

で共有し

　

、会計事務の知識を高

０

めることで、適正かつ

６

迅速な予算執行をめざ

 

します。また、公金の

 

安全で効率的な資金運

　
 

用

に努めます。

基本施

納

策目標の進捗状況分析

税

・大量退職・採用によ

し

る職員の入れ替えがあ

や

り、会計事務の継承に

す

課題が生じ、支払遅延

い

は減少しているものの

環

、伝票返却

率の目標達

境

成ができていないとこ

の

ろです。研修会等を通

　
整

じて、会計事務の知識

備

を高める必要がありま

と

す。

・公金の安全で効

確

率的な資金運用に努め

実

ていますが、国からの

な

補助金や交付金が減少

税

し、財政調整基金の積

財

立金額も少なく

なるな

源

ど財政状況は厳しく、

の

資金運用も厳しくなっ

０
確

ています。公金管理に

保

対する認識を全職員で

－

共有し、収支の均衡を

 

的確

に捉えることが重

2

要になっています。

18

事       業 

 

      名 事業の

－

意図やねらい（成果や効果）

会計管理事務 ・

６

職員の会計事務の資質向上のため、研修を計画的に実施し適正な処理能力の習

得を図り、債権者に対し適正かつ迅速な支出に努めます。

・市の公金の確実かつ効率的な資金管理と、収支計画に基づく定期預金等による

（義務

 

事

的事業） 安全かつ有利

 

な資金運用に努めます

 

。

継続区分 会計・款・

 

項・目 平成31年度の

 

事業概要
・資金計画の

 

精度向上や庁内ルール

 

等の周知徹底による債

 

権者に対する支出の迅

業

継続 一般・2款・1項

 

・4目
速化（伝票返却



平 画

       考
○全

平

体事業期間活 目 調査員

成

数
  平成31年度～

3

平成34年度2 2 2 2

1

動 単 位 人
標

指

標 値 単 位

年

○特定財源
  保険給

度

付費等交付金【県】投

～

計 年度別事業費 11,

平

004 2,751 2,

成

751 2,751 2,

成
3

751
  合
  資 内

4

特定財源 11,004

年

2,751 2,751

度

2,751 2,751

（

  画   指 訳 一般財

単

源 【特別会計】【再掲

位

】計
標 額 他団体事業負

 

担額

 千

項   

3

円

    目 平成31年

）

度 平成32年度 平成3

－

3年度 平成34年度 備

 

       考

投 計

2

年度別事業費 445,

1

417 219,778

9

75,345 75,1

 

47 75,147
合

資

－

内 特定財源 289,265 71,879 72

1

,594 72,396 72,396
画

指 訳 一般財源 156,152 147,899 2,751 2,751 2,751
計

標 額 他団体事業負担額

（単位  千円）

基本施策の達成（実現）に向けた基本計画期間内

年

の取り組みと方針

・収支の均衡を的確に捉え、効果的な公金の管理及び運用に努めます。

・財務規則等に基づく適正な審査と迅速な支払に努めます。

・公金管理に対する認識と会計事務の知識を全庁で高めるため、研修会や

度

日常的事務指導を実施します。

基本計画期間内の取り組みと方針のうち、平成31年度の重点課題

適正な会計事務を維持します。その

項

ため、伝票返却事由の

 

分析をもとに、対応策

 

を検討したうえで、研

 

修会や日常的事務指

導

実

 

を実施します。

   

項     

目

  目 平成31年度 平

平

成32年度 平成33年

成

度 平成34年度 備  

3

     考
○全体事

1

業期間活 目 審査時の返

年

却伝票削減率（審査
 

行

度

 平成31年度～平成

平

34年度件数に対する

成

返却件数の割合） 8.

3

25 8 7.75 7.5

2

動 単 位 ％
標

指

標 値 単 位

年

○特定財源
  振込手

度

数料【その他】投 計 年

平

度別事業費 41,98

成

8 10,209 10,

3

593 10,593 1

計

3

0,593
  合
  

年

資 内 特定財源 36 9 9

度

9 9
  画   指 訳 一

平

般財源 41,952 1

成

0,200 10,58

3

4 10,584 10,

4

584
計

標 額 他団体事

年

業負担額

度 備



  

名 事業の意図やねらい

 

（成果や効果）

会計嘱

次

託員設置事業 会計嘱託

代

員の配置により、市税

を

等の窓口収納、日計表

担

作成、伝票整理等会計

う

事務

をより迅速に行い

人

ます。

継続区分 会計・

材

款・項・目 平成31年

の

度の事業概要
・日計表

政 育

の作成継続 一般・2款

成

・1項・4目
・伝票の

と

整理
事    業  

、

  主    体 ・県

持

収入証紙、市が発行す

続

る図面の販売

会計課

【

可

滝沢市主体】

能

小         

な

          

行

          

策 財

計

 ０６   

政

次代を担う人材の育成

経

と、持続可能な行財政

営

経営を進める部門

を進める部門　
 基本施策　０７  

　
 市民に信頼される会

　
計事務の実現

－ 22

０

0 －

６

事     

 

  業       



平 画

       考
○全

平

体事業期間活 目 嘱託員

成

設置数
  平成31年

3

度～平成34年度1 1

1

1 1
動 単 位 人

標
指

標 値

年

単 位 ○特定財源
  岩

度

手県収入証紙取扱手数

～

料【投 計 年度別事業費

平

7,708 1,927

成

1,927 1,927

成
3

1,927
  その他

4

】合
  資 内 特定財源

年

1,387 343 34

度

8 348 348
  画

（

  指 訳 一般財源 6,

単

321 1,584 1,

位

579 1,579 1,

 

579
計

標 額 他団体事

 

業負担額

千

3

円

項 

）

      目 平成3

－

1年度 平成32年度 平

 

成33年度 平成34年

2

度 備       考

2

投 計 年度別事業費 49

1

,696 12,136

 

12,520 12,5

－

20 12,520
合

資 内 特定財源 1,423

1

352 357 357 357
画

指 訳 一般財源 48,273 11,784 12,163 12,163 12,163
計

標 額 他団体事業負担額

項       目 平成31年

年

度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 備       考

投 計 年度別事業費 1,783,175 525,358 390,794 453,547 413,476
合

資 内 特定財源 506,716 129,357 127,95

度

8 125,392 124,009
画

指 訳 一般財源 1,276,459 396,001 262,836 328,155 289,467
計

項

標 額 他団体事業負担額

   

実

    目 平成31年

行

度 平成32年度 平成3

計

3年度 平成34年度 備
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